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令 和 ３ 年 ６ 月 ９ 日 

自動車局安全・環境基準課 

自動車局審査・リコール課 

 

車車両両後後退退時時のの事事故故防防止止ののたためめのの国国際際基基準準をを導導入入ししまますす  
～道路運送車両の保安基準等及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

自動車局では、自動車の安全基準等について、国際的な整合を図りつつ、順次、拡充・強化を

進めています。 

今般、「後退時車両直後確認装置に係る協定規則（第158号）」が国際連合欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム（WP29）において新たに採択されたこと等を踏まえ、我が国におい

てもこれらの規則を導入するとともに、改正された他の規則を保安基準に反映させることなど

を目的として保安基準の改正等を行います。 

  

１１．．保保安安基基準準等等のの主主なな改改正正項項目目（詳細は別紙参照） 

道路運送車両の保安基準、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正 

⑴ 車両後退時における事故を防止するために、車両直後を確認できる装置の要件に適合

する後退時車両直後確認装置（バックカメラ、検知システム又はミラー）を、自動車に備

えなければならないこととする。 

⑵ ハイブリッド自動車を含む電気自動車に対する電気安全対策を強化するため、①冠水

走行等の水に対する暴露試験や、②電気システムに異常が発生した場合に運転者に対し

て警告する要件等を追加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２２．．公公布布・・施施行行  

公 布 ： 令和３年６月９日 

施 行 ： 令和３年６月９日 

ただし、１．⑴に係る部分は令和３年６月 10 日とする。 

後退時車両直後確認装置に係る協定規則（第158号）に関する国際基準等を国内

の保安基準に導入するため、所要の法令等の整備を行います。 

装置に求められる確認範囲 

（バックカメラの場合） 

バックカメラの一例 

（日産セレナ） 

１．法令等
《全国版》
1．法令等

(1)	車両後退時の事故防止のための国際基準を導入します

―― 1
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問い合わせ先 

  自動車局 安全・環境基準課 ： 東海、野﨑 

   電話 03-5253-8111（内線 42532） 03-5253-8602（直通） 

FAX 03-5253-1639 

  自動車局 審査・リコール課 ： 小出、片野 

   電話 03-5253-8111（内線 42313） 03-5253-8596（直通） 

FAX 03-5253-1640 

―― 2
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問い合わせ先 

  自動車局 安全・環境基準課 ： 東海、野﨑 

   電話 03-5253-8111（内線 42532） 03-5253-8602（直通） 

FAX 03-5253-1639 

  自動車局 審査・リコール課 ： 小出、片野 

   電話 03-5253-8111（内線 42313） 03-5253-8596（直通） 

FAX 03-5253-1640 

【別紙】 

 

 

  

道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準等等のの一一部部をを改改正正すするる省省令令案案及及びび道道路路運運送送車車両両のの  

保保安安基基準準のの細細目目をを定定めめるる告告示示等等のの一一部部をを改改正正すするる告告示示ににつついいてて  
 

１１．．改改正正のの背背景景  

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和さ

れた技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協

定規則」という。）について段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 182 回会合において、

「後退時車両直後確認装置に係る協定規則（第 158 号）」が新たに採択された。 

また、「国際的な車両認証制度に関する手続き等を定めた協定規則（第０号）」、「座席及び座席取付

装置に係る協定規則（第 17 号）」、「四輪自動車の感電防止装置に係る協定規則（第 100 号）」等の改

訂が採択された。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67号）、道路運送車両法施行規

則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、共通構造部型

式指定規則（平成 28 年国土交通省令第 15 号）、道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交

通省令第 17 号）及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等について、所要の改正を行うこととする。 

 

２２．．改改正正のの概概要要  

⑴⑴  道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準及及びび道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準のの細細目目をを定定めめるる告告示示のの一一部部改改正正  

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第３章の規定に基づく保安基準

について、以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① 自動車（二輪自動車等を除く。）には、後退時に運転者が運転者席において自動車の直後の状

況を確認できる後退時車両直後確認装置を備えなければならないこととする。 

② 乗用車等の座席の、衝突等による衝撃を受けた場合における乗車人員の保護性能に係る基準

について、ダミーを搭載した動的試験を導入し、及び静的試験の要件を強化する。 

③ 電力により作動する原動機を有する自動車（二輪自動車等を除く。）の、感電防止装置に係る

基準について、冠水走行等の水に対する絶縁保護要件等を追加し、前面及び側面衝突試験時の要

件を強化する。 

④ 車載式燃料・電力消費等測定装置を搭載し、ライフタイム・瞬時における燃費値、バッテリー

劣化度等の記録・読出しができなければならないこととする。 

 

⑵⑵  道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則のの一一部部改改正正  

国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車以外の自動車等）について法第 59条第１項の

規定による新規検査を申請する者が提出すべき書面に、後退時車両直後確認装置の基準に適合す

ることを証する書面を加える。 

 

⑶⑶  装装置置型型式式指指定定規規則則のの一一部部改改正正  

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 
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① 法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、後退時車両直後

確認装置を追加する。 

② 法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、協定規則第

158 号に基づき認定された後退時車両直後確認装置を追加する。 

③ 協定規則第 17 号等が改訂されたため、規則番号について変更を行う。 

  

⑷⑷  共共通通構構造造部部型型式式指指定定規規則則のの一一部部改改正正  

協定規則第０号が改訂されたため、規則番号について変更を行うほか、所要の改正を行う。  

  

⑸⑸  道道路路運運送送車車両両法法関関係係手手数数料料規規則則のの一一部部改改正正  

道路運送車両法関係手数料令（昭和 26 年政令第 255 号）第２条第２項の規定に基づき、後退時

車両直後確認装置の型式について指定を申請する者が、保安基準適合性についての審査を受ける

に際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案して定めるほ

か、所要の改正を行う。 

 

⑹⑹  道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準第第二二章章及及びび第第三三章章のの規規定定のの適適用用関関係係のの整整理理ののたためめ必必要要なな事事項項

をを定定めめるる告告示示（（平平成成 1155 年年国国土土交交通通省省告告示示第第 11331188 号号））のの一一部部改改正正  

⑴①の改正について令和４年５月から適用対象とするほか、所要の改正を行う。 

 

⑺⑺  そそのの他他のの関関係係告告示示のの一一部部改改正正  

上記のほか、関係する告示の規定について所要の改正を行う。 

 

３３．．ススケケジジュューールル（（予予定定））  

 公 布：令和３年６月９日 

 施 行：令和３年６月９日 

ただし、２．⑴①、⑶①②、⑷及び⑸に係る部分は令和３年６月 10 日とする。 

令 和 ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日 

自動車局安全・環境基準課 

自動車局審査・リコール課 

 

事事故故時時のの車車両両情情報報をを記記録録すするるたためめのの国国際際基基準準をを導導入入ししまますす  
～道路運送車両の保安基準等及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

自動車局では、自動車の安全・環境基準等について、国際的な整合を図りつつ、順次、拡充・

強化を進めています。 

今般、「事故情報計測・記録装置に係る国連規則（第160号）」が国際連合欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム（WP29）において新たに採択されたこと等を踏まえ、我が国におい

てもこれらの規則を導入するとともに、改正された他の規則を保安基準に反映させることなど

を目的として保安基準の改正等を行います。 

なお、１．（１）及び（２）に関する国連規則策定においては、自動車局、交通安全環境研究

所及び自動車基準認証国際化研究センターが、それら規則策定のための国連の会議の議長等を

務めながら、日本としてその策定を主導してきたところです。 

  

１１．．保保安安基基準準等等のの主主なな改改正正項項目目（詳細は別紙参照） 

⑴ 乗用車等には、事故時に車両に関する情報（車速、加速度、シートベルト着用有無等）を

記録する事故情報計測・記録装置（ＥＤＲ）を備えなければならないこととする。 

      

                                        

⑵ 乗用車等には、対静止車両、対走行車両及び対歩行者の制動要件に加え、対自転車の制動

要件に適合する衝突被害軽減ブレーキを備えなければならないこととする。 

 

２２．．公公布布・・施施行行  

公 布 ： 令和３年９月３０日 

施 行 ： 令和３年９月３０日 

 

事故情報計測・記録装置（ＥＤＲ: Event Data Recorder）に係る国連規則を国内の

保安基準に導入するため、所要の法令等の整備を行います。 

問い合わせ先 

自動車局 安全・環境基準課： 山村、占部 

 電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

自動車局 審査・リコール課： 小出、片野 

 電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通）、FAX 03-5253-1640 

＜EDR の作動イメージ＞ ＜EDR の設置個所と本体＞ 
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令 和 ３ 年 ９ 月 ３ ０ 日 

自動車局安全・環境基準課 

自動車局審査・リコール課 

 

事事故故時時のの車車両両情情報報をを記記録録すするるたためめのの国国際際基基準準をを導導入入ししまますす  
～道路運送車両の保安基準等及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

自動車局では、自動車の安全・環境基準等について、国際的な整合を図りつつ、順次、拡充・

強化を進めています。 

今般、「事故情報計測・記録装置に係る国連規則（第160号）」が国際連合欧州経済委員会自動

車基準調和世界フォーラム（WP29）において新たに採択されたこと等を踏まえ、我が国におい

てもこれらの規則を導入するとともに、改正された他の規則を保安基準に反映させることなど

を目的として保安基準の改正等を行います。 

なお、１．（１）及び（２）に関する国連規則策定においては、自動車局、交通安全環境研究

所及び自動車基準認証国際化研究センターが、それら規則策定のための国連の会議の議長等を

務めながら、日本としてその策定を主導してきたところです。 

  

１１．．保保安安基基準準等等のの主主なな改改正正項項目目（詳細は別紙参照） 

⑴ 乗用車等には、事故時に車両に関する情報（車速、加速度、シートベルト着用有無等）を

記録する事故情報計測・記録装置（ＥＤＲ）を備えなければならないこととする。 

      

                                        

⑵ 乗用車等には、対静止車両、対走行車両及び対歩行者の制動要件に加え、対自転車の制動

要件に適合する衝突被害軽減ブレーキを備えなければならないこととする。 

 

２２．．公公布布・・施施行行  

公 布 ： 令和３年９月３０日 

施 行 ： 令和３年９月３０日 

 

事故情報計測・記録装置（ＥＤＲ: Event Data Recorder）に係る国連規則を国内の

保安基準に導入するため、所要の法令等の整備を行います。 

問い合わせ先 

自動車局 安全・環境基準課： 山村、占部 

 電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

自動車局 審査・リコール課： 小出、片野 

 電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通）、FAX 03-5253-1640 

＜EDR の作動イメージ＞ ＜EDR の設置個所と本体＞ 

(2)	事故時の車両情報を記録するための国際基準を導入します
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道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準等等のの一一部部をを改改正正すするる省省令令及及びび道道路路運運送送車車両両のの  

保保安安基基準準のの細細目目をを定定めめるる告告示示等等のの一一部部をを改改正正すするる告告示示ににつついいてて  
 

１１．．改改正正のの背背景景  

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和さ

れた技術上の国際連合の諸規則の採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の

相互承認のための条件に関する協定」に平成 10年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協

定規則」という。）について段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 183 回会合において、

「事故情報計測・記録装置に係る協定規則（第 160 号）」が新たに採択された。また、「乗用車等の衝

突被害軽減ブレーキに係る協定規則（第 152 号）」、「タイヤ空気圧監視装置に係る協定規則（第 141

号）」等の改訂が採択された。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67号）、道路運送車両法施行規

則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）、道路運送車両

法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）及び道路運送車両の保安基準の細目を定める

告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を行うこととする。 

 

２２．．改改正正のの概概要要  

⑴⑴  道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準及及びび道道路路運運送送車車両両のの保保安安基基準準のの細細目目をを定定めめるる告告示示のの一一部部改改正正  

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第３章の規定に基づく保安基準

について、以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①  乗車定員 10 人未満の乗用車及び車両総重量 3.5ｔ以下の貨物車には、事故時に車両に関す

る情報（車速、加速度、シートベルト着用有無等）を記録する事故情報計測・記録装置（ＥＤ

Ｒ: Event Data Recorder）を備えなければならないこととする。 

【ＥＤＲの設置個所と本体】        【ＥＤＲの作動イメージ】 

 

【記録内容】                【適用日】 

新型車※    ：令和 4年 7月 1日 

継続生産車  ：令和 8年 7月 1日 

※⑤については令和 6年７月１日 

（異なる国連規則発行日に併せ追って別途の告示

改正が必要） 

 

 

 

記録情報の内容
（一部抜粋）

記録時間〔秒〕
（事故発生時を0秒とする）

①速度変化量 0～0.25

②車両表示速度 －5.0～0

③アクセル・ブレーキペダル踏込有無 －5.0～0

④シートベルト着用有無 －1.0

⑤衝突被害軽減ブレーキの作動状態※ －5.0～0

―― 6
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②  乗車定員 10 人未満の乗用車及び車両総重量 3.5ｔ以下の貨物車には、対静止車両、対走行車

両及び対歩行者の制動要件に加え、対自転車の制動要件に適合する衝突被害軽減ブレーキを備

えなければならないこととする。 

【主な試験法】（今回（エ）を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

【適用日】新型車：令和 6年 7月 1日 継続生産車：令和 8年 7月 1日 

③ タイヤ空気圧監視装置を備えた場合の技術的な要件の適用対象に、車両総重量 3.5ｔ超えのト

ラック及びトレーラ並びに乗車定員 10 人以上のバスを追加する。 

【適用日】新型車：令和 5年 7月 1日 継続生産車：令和 7年 7月 1日 

 

⑵⑵  道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則のの一一部部改改正正  

国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車以外の自動車等）について法第 59条第１項の

規定による新規検査を申請する者が提出すべき書面に、事故情報計測・記録装置に係る基準に適合

することを証する書面を加える。 

 

⑶⑶  装装置置型型式式指指定定規規則則のの一一部部改改正正  

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①  法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、事故情報計測・

記録装置を追加する。 

②  法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、協定規則第

160 号に基づき認定された事故情報計測・記録装置を追加する。 

③ 協定規則第 141 号等の改訂に伴い、規則番号について変更を行う。 

  

⑷⑷  道道路路運運送送車車両両法法関関係係手手数数料料規規則則のの一一部部改改正正  

道路運送車両法関係手数料令（昭和 26 年政令第 255 号）第２条第２項の規定に基づき、事故情

報計測・記録装置の型式等について指定を申請する者が、保安基準適合性についての審査を受ける

に際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案して定めるほ

か、所要の改正を行う。 

 

⑸⑸  そそのの他他のの関関係係告告示示のの一一部部改改正正  

上記のほか、関係する告示の規定について所要の改正を行う。 

 

３３．．ススケケジジュューールル  

 公 布：令和３年９月 30 日 

 施 行：令和３年９月 30 日 
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令和３年１０月１日 
                            自 動 車 局 整 備 課 

冬冬用用タタイイヤヤ交交換換時時ににはは確確実実なな作作業業のの実実施施ををおお願願いいししまますす！！  

～ 大型車の冬用タイヤ交換時期に向けて、車輪脱落事故防止対策を強化します ～ 

１１．．「「大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止キキャャンンペペーーンン」」のの実実施施  

平成２９年度に設置した「大型車の車輪脱輪事故防止に係る連絡会」における車輪脱落事故

防止対策として、大型車の車輪脱落防止「令和３年度緊急対策」を取りまとめました。この緊

急対策の確実な実施を図るため、本日より「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン」を行い

ます。 

【実施期間】令和３年１０月１日 ～ 令和４年２月２８日 

【【主主なな実実施施項項目目】】  
 各地方運輸局が行う街頭検査における、大型車
のホイール・ナットの緩みの確認 

 運送事業者、タイヤ販売業者、自動車整備事業
者等の関係者に向けて、啓発チラシ（別紙１）
を活用し確実な作業実施を依頼 

 自動車運送事業者による「大型車のホイール・
ナットの緩みの総点検」を実施 

 ホイール・ナットへのマーキング等の活用を推
進し、日常点検において、ホイール・ナットの
緩みの点検を重点的に実施するよう啓発 

 

２２．．令令和和２２年年度度のの大大型型車車※※のの車車輪輪脱脱落落事事故故のの発発生生状状況況（詳細は、別紙2参照）  

※大型車とは、車両総重量８トン以上のトラック又は乗車定員３０人以上のバス 

 発生件数は 131件（対前年度比19件増加）  
 冬期（11月～２月）に多く発生 
 特に東北地域で多く発生 
 車輪脱着作業後１ヶ月以内に多く発生 
 車輪脱落箇所は左後輪に集中 

＜添付資料＞ 

別紙１ 大型車の車輪脱落事故防止のための啓発チラシ 

別紙２ 令和２年度 大型車の車輪脱落事故発生状況 

 

 

 

大型車の冬用タイヤへの交換時期に車輪の脱落事故が急増する傾向を踏まえ、

冬用タイヤ交換時の確実な作業の徹底を呼びかける「大型車の車輪脱落事故防止

キャンペーン」を実施します。 

冬冬期期にに多多くく発発生生  

1111月月  ～～  22月月  

<問い合わせ先> 

自動車局整備課 藤墳、宮坂、渡部 

代表:03-5253-8111（内線：42412）、FAX:03-5253-1639 

街頭検査の模様（令和2年度） 

令令和和２２年年度度  車車輪輪脱脱落落事事故故発発生生状状況況（（月月別別））  

（件） 

参 考(3)	冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！
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年度別の大型車の車輪脱落事故の発生件数（過去10年間）

発生件数

うち、人身事故件数

（件）
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

車輪脱落事故の月別発生件数
（件）

車輪脱落事故発生状況（令和２年度）【別紙２】

1

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

※ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損
又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動車から脱落した事故

（年度）

n=131
131件のうち、令和2年11月～令和3年2月に87件（65%）発生と冬期に集中

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 事故件数は、対前年度19件増と統計史上最多
• 車輪脱落事故による負傷者はなし
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車輪脱落事故発生状況（令和２年度）

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告 2

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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北海道 東北 北信 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

事故車両の使用の本拠の位置（令和元年度との比較）

令和元年度（112件）

令和２年度（131件）

（件）

事故車両の使用の本拠の位置は
前年度と同様
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～１月 ～２月 ～３月 ～４月 ～５月 ～６月 ６月～ 不明

車輪脱着作業から車輪脱落事故発生までの期間

131件のうち、車輪脱着作業後１ヶ月以内に、
車輪脱落事故が発生したものが76件（58.0%）

（件）

n=131
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大型車ユーザー

53%タイヤ業者等

26%

認証整備工場

13%

不明

8%

タイヤ脱着作業実施者別

令和２年度
131件

定期点検整備

13%

臨時整備

1%

タイヤ交換

63%

タイヤ

ローテーション

12%

不明

11%

タイヤ脱着作業内容別

令和２年度
131件

車輪脱落事故発生状況（令和2年度）

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

3

89件

61件

69件

17件

3４件

11件

17件

12件

1件

12件

大型車ユーザー自らのタイヤ脱着作
業が大半を占める傾向は、前年度と
変化なし

▸ タイヤ交換
・ 通常タイヤから冬用タイヤへの交換
・ 摩耗したタイヤの交換 など

▸ タイヤローテーション
・ タイヤの摩耗が偏ることを防止するため、
前後・左右のタイヤを入れ替える

冬用タイヤ等への交換が半数
以上を占める傾向は、前年度
と変化なし

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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車輪脱落事故発生状況（令和2年度）

4

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

左前輪
0%

右前輪

1%

左後輪

95%

右後輪

4%

事故発生車両の車輪脱落箇所

5件

125件

令和２年度
131件

1件
左後輪の集中は、前年度と
傾向に変化なし

左輪タイヤの脱落割合が高いことの推定原因

左輪タイヤが多く脱落する原因については、以下の可能性が考えられる。
・ 右折時は、比較的高い速度を保ったまま旋回するため、遠心力により積み荷の荷重が
左輪に大きく働く。

・ 左折時は、低い速度であるが、左後輪がほとんど回転しない状態で旋回するため、回
転方向に対して垂直にタイヤがよじれるように力が働く。

・ 道路は中心部が高く作られている場合が多いことから、車両が左（路肩側）に傾き、左
輪により大きな荷重がかかる。

前輪は、ホイール・ボルトゆるみ等の異常が発生した場合には、ハンドルの振動等により
運転手が気付きやすい。

 

指指定定自自動動車車整整備備事事業業規規則則等等のの一一部部をを改改正正すするる省省令令ににつついいてて  
 

１１．．背背景景 

近年急速に普及している自動ブレーキ等の電子制御を駆使した自動運転技術について、

交通事故防止に大きな効果が期待される一方で、故障時には誤作動等により事故につな

がるおそれがあることから、使用過程において確実に機能維持を図ることが重要です。 

このため、国土交通省では、電子制御装置まで踏み込んだ自動車検査手法について「車

載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討会」において検討を進め、令

和３年 10月以降の新型車を対象に、令和６年 10月から電子的な検査（車検）を開始（※）

することとしています。 

今般、当該検査の実施に向けて、指定自動車整備事業者等に対し、新たに電子的な検査

を行うための機器（検査用スキャンツール）を備えなければならないこととしします。 
（※）輸入車については、本国メーカーとの調整等準備期間を要することから、令和４年 10 月

以降の新型車を対象に令和７年 10月から検査を開始 
  

２２．．改改正正概概要要（（省省令令））  

⑴⑴  指指定定自自動動車車整整備備事事業業規規則則（（昭昭和和 3377年年運運輸輸省省令令第第 4499号号））のの一一部部改改正正  

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①指定自動車整備事業者（大型特殊自動車及び二輪の小型自動車のみを対象とする整

備事業者を除く。）が備えるべき自動車検査用機械器具として、「検査用スキャンツ

ール」を規定する。【第２条関係】 

②「検査用スキャンツール」について、現時点で検査結果に影響を与える不具合が起

こる可能性が低いことから、校正を受けなくても良いものとする。【第 12 条関係】 

③検査の基準及び指定整備記録簿の項目に電子的な検査を追加する。【別表第２及び

第３号様式関係】 

⑵⑵  軽軽自自動動車車検検査査協協会会にに関関すするる省省令令（（昭昭和和 4477年年運運輸輸省省令令第第 5522号号））のの一一部部改改正正  

・軽自動車検査協会について、⑴①と同様の改正のほか、所要の改正を行う。【第 13

条関係】 

⑶⑶  総総合合特特別別区区域域法法にに基基づづくく道道路路運運送送車車両両法法のの特特例例にに関関すするる省省令令（（平平成成 2266年年国国土土交交通通省省

令令第第 1133号号））のの一一部部改改正正  

・指定点検整備事業者について、⑴と同様の改正のほか、所要の改正を行う。【第７条、

第８条及び第４号様式関係】 

((44))  経経過過措措置置  

①令和５年４月１日以降、改正後の基準により指定自動車整備事業に係る指定及び届

出（検査用スキャンツールに係るものに限る）を行うことができるものとする。 

②指定点検整備事業者について、同様の経過措置を規定する。 

  

３３．．ススケケジジュューールル（（予予定定））  

    公布：令和３年１０月１５日 

    施行：令和６年１０月１日（ただし、２．（４）については令和５年４月１日） 
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指指定定自自動動車車整整備備事事業業規規則則等等のの一一部部をを改改正正すするる省省令令ににつついいてて  
 

１１．．背背景景 

近年急速に普及している自動ブレーキ等の電子制御を駆使した自動運転技術について、

交通事故防止に大きな効果が期待される一方で、故障時には誤作動等により事故につな

がるおそれがあることから、使用過程において確実に機能維持を図ることが重要です。 

このため、国土交通省では、電子制御装置まで踏み込んだ自動車検査手法について「車

載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討会」において検討を進め、令

和３年 10月以降の新型車を対象に、令和６年 10月から電子的な検査（車検）を開始（※）

することとしています。 

今般、当該検査の実施に向けて、指定自動車整備事業者等に対し、新たに電子的な検査

を行うための機器（検査用スキャンツール）を備えなければならないこととしします。 
（※）輸入車については、本国メーカーとの調整等準備期間を要することから、令和４年 10 月

以降の新型車を対象に令和７年 10月から検査を開始 
  

２２．．改改正正概概要要（（省省令令））  

⑴⑴  指指定定自自動動車車整整備備事事業業規規則則（（昭昭和和 3377年年運運輸輸省省令令第第 4499号号））のの一一部部改改正正  

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

①指定自動車整備事業者（大型特殊自動車及び二輪の小型自動車のみを対象とする整

備事業者を除く。）が備えるべき自動車検査用機械器具として、「検査用スキャンツ

ール」を規定する。【第２条関係】 

②「検査用スキャンツール」について、現時点で検査結果に影響を与える不具合が起

こる可能性が低いことから、校正を受けなくても良いものとする。【第 12 条関係】 

③検査の基準及び指定整備記録簿の項目に電子的な検査を追加する。【別表第２及び

第３号様式関係】 

⑵⑵  軽軽自自動動車車検検査査協協会会にに関関すするる省省令令（（昭昭和和 4477年年運運輸輸省省令令第第 5522号号））のの一一部部改改正正  

・軽自動車検査協会について、⑴①と同様の改正のほか、所要の改正を行う。【第 13

条関係】 

⑶⑶  総総合合特特別別区区域域法法にに基基づづくく道道路路運運送送車車両両法法のの特特例例にに関関すするる省省令令（（平平成成 2266年年国国土土交交通通省省

令令第第 1133号号））のの一一部部改改正正  

・指定点検整備事業者について、⑴と同様の改正のほか、所要の改正を行う。【第７条、

第８条及び第４号様式関係】 

((44))  経経過過措措置置  

①令和５年４月１日以降、改正後の基準により指定自動車整備事業に係る指定及び届

出（検査用スキャンツールに係るものに限る）を行うことができるものとする。 

②指定点検整備事業者について、同様の経過措置を規定する。 

  

３３．．ススケケジジュューールル（（予予定定））  

    公布：令和３年１０月１５日 

    施行：令和６年１０月１日（ただし、２．（４）については令和５年４月１日） 

 

(4)	指定自動車整備事業規則等の一部を改正する省令について
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自自動動車車検検査査用用機機械械器器具具にに係係るる国国土土交交通通大大臣臣のの定定めめるる技技術術上上のの基基準準のの  

一一部部をを改改正正すするる告告示示ににつついいてて  
 

１１．．背背景景 

近年急速に普及している自動ブレーキ等の電子制御を駆使した自動運転技術について、

交通事故防止に大きな効果が期待される一方で、故障時には誤作動等により事故につな

がるおそれがあることから、使用過程において確実に機能維持を図ることが重要である。 

このため、国土交通省では、電子制御装置まで踏み込んだ自動車検査手法について「車

載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討会」において検討を進め、令

和３年 10月以降の新型車を対象に、令和６年 10月から電子的な検査（車検）を開始（※）

することとしている。 

今般、当該検査の実施に向けて、指定自動車整備事業者等にて備えるべき検査用スキ

ャンツールの技術基準を定めることとする。 
（※）輸入車については、本国メーカーとの調整等準備期間を要することから、令和４年 10 月

以降の新型車を対象に令和７年 10月から検査を開始 
  

２２．．改改正正概概要要  

自自動動車車検検査査用用機機械械器器具具にに係係るる国国土土交交通通大大臣臣のの定定めめるる技技術術上上のの基基準準（（平平成成７７年年運運輸輸省省告告

示示第第 337755号号））のの一一部部改改正正  

・「検査用スキャンツール」の技術的な基準を定めるほか、所要の改正を行う。 

 

（検査用スキャンツールの概要） 

・自動車技術総合機構が開発し配布する検査用のアプリケーションをインストールで

き、同機構が設置する電子的な検査を行うためのサーバーにインターネット経由で接

続する機能があること 

・使用に耐えるよう、十分な耐久性があり、円滑に作動すること 

・自動車に搭載された車載式故障診断装置と接続し、故障コードが読み取り可能である

こと 

・故障コードの読み取り状況やアプリケーションの画面が表示できること 

・検査を実施しようとする車両の情報（型式など）が、入力できること   等 

  

３３．．ススケケジジュューールル（（予予定定））  

    公布：令和３年１０月１５日 

    施行：公布日 

 

(5)	自動車検査用機械器具に係る国土交通大臣の定める技術上の基準の一部を改正する告

示について

―― 14

SEKEN2022.indd   14SEKEN2022.indd   14 2022/08/24   13:17:012022/08/24   13:17:01



 

自自動動車車検検査査用用機機械械器器具具にに係係るる国国土土交交通通大大臣臣のの定定めめるる技技術術上上のの基基準準のの  

一一部部をを改改正正すするる告告示示ににつついいてて  
 

１１．．背背景景 

近年急速に普及している自動ブレーキ等の電子制御を駆使した自動運転技術について、

交通事故防止に大きな効果が期待される一方で、故障時には誤作動等により事故につな

がるおそれがあることから、使用過程において確実に機能維持を図ることが重要である。 

このため、国土交通省では、電子制御装置まで踏み込んだ自動車検査手法について「車

載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討会」において検討を進め、令

和３年 10月以降の新型車を対象に、令和６年 10月から電子的な検査（車検）を開始（※）

することとしている。 

今般、当該検査の実施に向けて、指定自動車整備事業者等にて備えるべき検査用スキ

ャンツールの技術基準を定めることとする。 
（※）輸入車については、本国メーカーとの調整等準備期間を要することから、令和４年 10 月

以降の新型車を対象に令和７年 10月から検査を開始 
  

２２．．改改正正概概要要  

自自動動車車検検査査用用機機械械器器具具にに係係るる国国土土交交通通大大臣臣のの定定めめるる技技術術上上のの基基準準（（平平成成７７年年運運輸輸省省告告

示示第第 337755号号））のの一一部部改改正正  

・「検査用スキャンツール」の技術的な基準を定めるほか、所要の改正を行う。 

 

（検査用スキャンツールの概要） 

・自動車技術総合機構が開発し配布する検査用のアプリケーションをインストールで

き、同機構が設置する電子的な検査を行うためのサーバーにインターネット経由で接

続する機能があること 

・使用に耐えるよう、十分な耐久性があり、円滑に作動すること 

・自動車に搭載された車載式故障診断装置と接続し、故障コードが読み取り可能である

こと 

・故障コードの読み取り状況やアプリケーションの画面が表示できること 

・検査を実施しようとする車両の情報（型式など）が、入力できること   等 

  

３３．．ススケケジジュューールル（（予予定定））  

    公布：令和３年１０月１５日 

    施行：公布日 

 

 

 

令 和 ３ 年 12 月 10 日 

自動車局自動車情報課 

 

引引越越時時のの車車ののナナンンババーーププレレーートトのの交交換換がが次次回回車車検検時時ままでで猶猶予予可可能能にに！！  

～～来来年年（（令令和和４４年年））１１月月４４日日よよりり運運用用をを開開始始ししまますす！！～～  

 

 

 

１．特例措置の内容 

① 特例の対象となる手続き 

   引越に伴い、所有者本人が変更登録申請をマイナンバーカードを用いて自動車ワンストップ

サービス（ＯＳＳ）により行う手続きが対象となります。 

※所有者と使用者が不同一の場合など一部の場合は本特例の対象外となります。 

 

② 新旧車検証の郵送による交換 

   所有者は、ＯＳＳで変更登録を申請した後、15 日以内に引越先の使用の本拠の位置を管轄す

る運輸支局等あてに旧車検証（写しも可）を郵送していただくと、運輸支局等から変更後の新

車検証（備考欄に旧登録番号が記載されたもの）を郵送にて交付します。 

  

③ 新たなナンバープレートの交付等 

   所有者は、次回車検までに（車検時でも可）、管轄の運輸支局等の窓口に提出していただくと、

新車検証の備考欄から旧登録番号の記載を削除した車検証と登録事項等通知書を交付します。 

   これらを自動車登録番号標交付代行者の窓口に提出していただくと、新しいナンバープレー

トが交付されます。その際、旧ナンバープレートは返納いただきます。 

 

２．本特例措置の運用開始日 

  令和４年１月４日（火） 

 

※注意事項 

・次回車検時までに新しいナンバープレートの交付を受けない場合、道路運送車両法違反に問わ 

れる場合があります。 

・車検証（原本）の携帯がなければ運転することはできませんので、旧車検証郵送の際にはご注 

意ください。 

 

【参考】自動車保有関係手続きのワンストップ・サービス（OSS）について 

・申請ポータルサイト ＵＲＬ：https://www.oss.mlit.go.jp/portal/index.html 

・ ヘルプデスク    電話：050-5540-2000（年末年始を除く平日で、8:30～17:00） 

 

国土交通省では、個人が引越の際、オンラインにより自動車の変更登録申請を行う場

合に、ナンバープレートの交換を次回の車検時まで猶予する特例を創設することとし、

来年１月４日から運用を開始することといたします。 

【お問い合わせ先】 

自動車局自動車情報課 山浦、福室、本山 

 （代表）03-5253-8111（内線 42114、42118） 

 （直通）03-5253-8588 

※旧車検証（写し）を送付いただいた場合は、新車検証受取り後、旧車検証（原本）を速やかに運輸支局等宛に郵送してください。 

(6)	引越時の車のナンバープレートの交換が次回車検時まで猶予可能に！
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ま
で
猶
予
す
る
特
例
を
創
設
。

○
令
和
４
年
１
月
４
日
か
ら運

用
開
始
（
特
例
を
受
け
る
か
どう
か
は
選
択
制
）
。

新
旧
車
検
証
・

ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト

の
交
換

審
査

運
輸
支
局
へ
出
頭

＜
通
常
＞

＜
特
例
＞

出
頭
不
要
化

変
更
登
録
完
了
後

（
申
請
か
ら１

週
間
程
度
）

新
旧
車
検
証

の
交
換

変
更
登
録
完
了
後

ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト

の
交
換

変
更
登
録

O
SS
申
請

（
車
両
の
持
込
み
）

審
査

変
更
登
録

O
SS
申
請

ユ
ー
ザ
ー

ユ
ー
ザ
ー

次
回
車
検
時
ま
で
に

運
輸
支
局
等
へ
出
頭

引
越
し後

の
落
ち
着
い
た
タイ
ミン
グ
で

整
備
事
業
者
に
依
頼
（
出
頭
不
要
化
）

車
検
と同

じタ
イミ
ン
グ
で

※
登
録
番
号
は
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時
点
で
変
更

自
動
車
の
所
有
者
本
人
に
よ
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を

用
い
た
引
越
に
伴
う
申
請
が
対
象

！ ！
！！
ナナ
ンン
ババ
ーー
ププ
レレ
ーー
トト
のの
交交
換換
をを
行行
わわ
なな
いい
場場
合合
道道
路路
運運
送送
車車
両両
法法
違違
反反
にに
なな
るる
可可
能能
性性
ああ
りり
！！
！！

運
輸
支
局
等
か
ら
備
考
欄
に
旧
登
録
番
号
が

記
載
さ
れ
た
新
車
検
証
を
送
付

自
動
車
の
所
有
者
か
ら
運
輸
支
局
等

あ
て
に
旧
車
検
証
（
写
し
も
可
）
を
郵
送

運
輸
支
局
等

運
輸
支
局
等

※
新
車
検
証
の
受
取
り
後
、
旧
車
検
証
は
速
や
か
に
郵
送
し
て
く
だ
さ
い
。
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(7)	リスク軽減機能(ドライバー異常時対応システム)の要件を導入します
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令 和 ４年 ２月 1 8 日 
自 動 車 局 整 備 課 

大大型型車車ののタタイイヤヤ脱脱着着時時ははホホイイーールル・・ナナッットトのの点点検検・・整整備備ににごご注注意意！！  

～大型車の車輪脱落事故防止に向けて～ 

 

「自動車の点検及び整備に関する手引き」に、大型車のタイヤ脱着時のホイール・ナッ

トの点検・整備方法について規定されていますが、最近の大型車の車輪脱落事故において、

適切な点検・整備がなされていない事案が散見されています。 

大型車のタイヤを脱着する際は、ホイール・ナットを清掃した上で潤滑剤を塗布すると

ともに、劣化したホイール・ナットは必ず交換をお願いします。 

なお、事故防止対策をさらに進めるため、検討会を設置し、事故要因のさらなる調査・

分析等を行います。 

 

大型車の車輪脱落事故は、大事故に繋がりかねない大変危険なものです。 

国土交通省では関係機関と連携し、大型車のタイヤ交換作業の徹底に係る周知・啓発

活動や、街頭検査においてホイール・ナットの緩みの確認を行う等、各種事故防止対策

に取り組んでいるところです。しかしながら、大型車の車輪脱落事故は依然として発生

しており、令和２年度は 131 件、令和３年度は令和４年１月末までに 107 件（速報値）（令

和２年度は同月末までに 113 件）の報告を受けています。 

「自動車の点検及び整備に関する手引き」において、大型車のタイヤ脱着時のホイー

ル・ナットの清掃や潤滑剤の塗布、さらにはホイール・ナットが円滑に回るかの確認等

について規定されていますが、最近の大型車の車輪脱落事故において、これらの点検・

整備が適切に行われていない事案が散見されています。 

円滑に回らないホイール・ナットを使用してタイヤを取り付けると、ナットが本来あ

るべき位置まで締まらず、十分な締結力が得られないため、走行中にナットが緩み車輪

が脱落するおそれがあります。 

このため、大型車のタイヤを脱着する際は、ホイール・ナットを清掃した上で、ナッ

トとワッシャーの間を含めて適切に潤滑剤を塗布するとともに、劣化したホイール・ナ

ットは必ず交換をお願いします。 

 

 

 

 

車輪脱落事故を起こした車両の 

ワッシャー付ホイール・ナット 

潤滑剤の塗布箇所 

  
  

 

(8)	大型車のタイヤ脱着時はホイール・ナットの点検・整備にご注意！

―― 22

SEKEN2022.indd   22SEKEN2022.indd   22 2022/08/24   13:17:042022/08/24   13:17:04



また、大型車の車輪脱落事故防止対策をさらに進めるため、今般「大型車の車輪脱落

事故防止対策に係る調査・分析検討会」を設置し、ホイール・ナットに係る要因を含め、

車輪脱落事故の要因のさらなる調査・分析等を行います。 

 
別紙１ 大型車のタイヤ脱着時のホイール・ナットの適切な点検・整備 

別紙２ 大型車の車輪脱落事故防止のための啓発用チラシ 

別紙３ 第１回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 
 

 
【問い合わせ先】 

国土交通省自動車局整備課 藤墳、宮坂 
℡03-5253-8111 （内線 42412,42413）  
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落

事
故

を
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こ
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車
両
の
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・
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①
ホ
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、
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て
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い
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②
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を
行
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も
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し
な
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に
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、
交
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下
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い
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車
の
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取
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時
に
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け
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は
、
「
大
型
車
の
車
輪
脱
落
事
故
防
止
の
た
め
の
啓
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用
チ
ラ
シ
」
を
ご
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認
下
さ
い
。

①
潤
滑
剤
が
塗
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さ
れ
て
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な
い
。

（
特
に
、
ナ
ッ
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と
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ッ
シ
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ー
の
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②
ワ
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が
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に
回
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し
な
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ボ
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を
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が
得
ら
れ
ず
、
ナ
ッ
ト
が

緩
む
原
因
と
な
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ま
す
。

適
切
な
点
検
・
整
備

ワワ
ッッ
シシ
ャャ
ーー
付付

ホホ
イイ
ーー
ルル

・・
ナナ
ッッ
トト

ワワ
ッッ
シシ
ャャ
ーー

ホホ
イイ
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ボボ
ルル
トト

平平
面面

座座

（
ホ
イ
ー
ル
・
ナ
ッ
ト
に
ワ
ッ
シ
ャ
ー
が
付
い
て
い
る
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合

(IS
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 方
式

) を
例
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し
て
図
示
）

注
意
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ナ
ッ
ト
と
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ッ
シ
ャ
ー
の

間
に
、
潤
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剤

を
忘

れ
ず
に
塗

布
し
て
下

さ
い
。
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別紙２
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別紙３ 

  

第第１１回回  大大型型車車のの車車輪輪脱脱落落事事故故防防止止対対策策にに係係るる調調査査・・分分析析検検討討会会  

 
 

〇〇  構構成成員員((案案))：：伊藤 紳一郎 独立行政法人自動車技術総合機構交通安全環境研究所 

山口 泉   一般財団法人日本自動車研究所 自動走行研究部  

次長 

関根 明年  一般社団法人日本自動車工業会 大型車車輪脱落事故 

防止分科会 分科会長 

荻原 正吾  公益社団法人全日本トラック協会 交通・環境部 

調査役 

田中 宏   公益社団法人日本バス協会 技術安全部長 

志村 祐二  一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 事業部長 

柳川 学   全国タイヤ商工協同組合連合会 所属員 

久野 信一  一般社団法人日本自動車タイヤ協会 タイヤ検査・ 

事故防止部会 部会長 

清水 勝巳  一般社団法人日本自動車機械器具工業会工具分科会員 

 

（敬称略・順不同） 

 

〇〇  事事務務局局    ：：国土交通省 自動車局 整備課 

 

〇〇  検検討討内内容容  ：大型車の車輪脱落事故の調査、分析 

大型車のタイヤ交換作業等の実態調査 

海外における大型車の車輪脱落事故の発生状況調査 

大型車の車輪脱落防止対策の検討 

  

〇〇  日日  時時     ：令和４年２月２４日（木）１０時 

  

〇〇  開開催催方方式式  ：WEB 会議方式 

  

〇〇  取取材材等等  ：会議は非公開ですが、冒頭のみ WEB 傍聴が可能です。傍聴人数に限り

があるため、各社１名に限定させていただくとともに、傍聴人数が上

限に達した場合は先着順とします。WEB 視聴を希望される方は、２月２

２日（火）１２時までに以下の送付先にメールにて名刺のスキャンデ

ータを添付してご連絡ください。期日までにご連絡頂いた方に WEB 会

議の URL を送付致します。 

 

（送付先）hqt-g_tpb_seb3@gxb.mlit.go.jp 
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（送付先）hqt-g_tpb_seb3@gxb.mlit.go.jp 

―― 27

SEKEN2022.indd   27SEKEN2022.indd   27 2022/08/24   13:17:062022/08/24   13:17:06



                                    

 

 

 

 
令和４年５月１７日 

自 動 車 局 

自動車情報課・整備課 
「「道道路路運運送送車車両両法法のの一一部部をを改改正正すするる法法律律のの一一部部のの施施行行期期日日をを定定めめ
るる政政令令及及びび道道路路運運送送車車両両法法のの一一部部をを改改正正すするる法法律律のの一一部部のの施施行行にに
伴伴うう関関係係政政令令のの整整備備及及びび経経過過措措置置にに関関すするる政政令令」」をを閣閣議議決決定定  

 
令和元年５月に公布された道路運送車両法の一部を改正する法律の一部の施行期

日を定める政令及び当該施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令が、 

本日、閣議決定されました。 
 

１１．．背背景景  
令和元年５月に道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号。以

下「改正法」という。）が公布され、自動車検査証を電子化することや、自動車検査

証に有効期間等を記録する事務等について国土交通大臣が一定の要件を備える者に

委託すること等ができることとなりました（以下「記録等事務委託制度」という。）。

これに伴い、改正法の施行期日等を定める等の関係政令の整備を行います。 
 
２２．．概概要要  
（（１１））道道路路運運送送車車両両法法のの一一部部をを改改正正すするる法法律律のの一一部部のの施施行行期期日日をを定定めめるる政政令令  

記録等事務委託制度の準備行為に係る施行期日は、令和４年５月 23 日とし、自

動車検査証の電子化及び記録等事務委託制度に係る施行期日は、令和５年１月１日

とします。 

（（２２））道道路路運運送送車車両両法法のの一一部部をを改改正正すするる法法律律のの一一部部のの施施行行にに伴伴うう関関係係政政令令のの整整備備及及びび  

経経過過措措置置にに関関すするる政政令令  

①道路運送車両法施行令 

記録等事務委託制度の創設に伴い、当該委託に係る国土交通大臣の権限を運輸支

局長等に委任します。 

②自動車登録令 

自動車検査証の電子化に伴い、現行、自動車登録検査情報処理システムからの出

力方法に、「電磁的方法」を加えます。 

③その他 

改正法における用語の見直しに伴い、関係政令について所要の改正を行います。 

④経過措置 

軽自動車における自動車検査証の電子化等に係る経過措置の期限を、令和５年 12

月 31 日とします。  
 
３３．．ススケケジジュューールル   
公布：令和４年５月２０日（金） 

施行：令和４年５月２３日（月）（記録等事務委託制度の準備行為関係）  
   令和５年１月 １日（日）（自動車検査証の電子化及び記録等事務委託制度関係） 

 

【問い合わせ先】 

 国土交通省自動車局自動車情報課 道祖土、髙橋、林、 03-5253-8111（内線 42114） 

(9)	「道路運送車両法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令及び道路      

運送車両法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に

関する政令」を閣議決定
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令和４年５月２０日 
自 動 車 局 

自動車情報課・整備課 

道道路路運運送送車車両両法法施施行行規規則則等等のの改改正正ににつついいてて  

～～車車検検証証電電子子化化にによよるる券券面面記記載載事事項項のの変変更更・・記記録録等等事事務務のの委委託託手手続続等等をを定定めめままししたた～～  
電子化された自動車検査証（以下「電子車検証」という。）の券面記載事項や ICタグの記録

事項、記録等事務の委託手続等を定めた道路運送車両法施行規則等の一部を改正する省

令が本日公布されました。  

１ 背景 

  令和元年５月に道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号。以

下「改正法」という。）により、令和５年１月から自動車検査証を電子化するとともに、

継続検査に係る自動車検査証への記録等に関する事務（以下「特定記録等事務」とい

う。）及び自動車検査証の変更記録に関する事務（以下「特定変更記録事務」という。）を

国土交通大臣が一定の要件を備える者に委託する制度（以下「記録等事務委託制度」

という。）が創設されました。改正法の施行に伴い、電子車検証の記載事項等や記録

等事務の委託手続等を定めました。【別紙１】 

 

２ 概要 

（１）電子車検証の記載事項等【別紙２～４】 

   電子車検証の券面には、継続検査や変更登録等の影響を受けない基礎的情報が記

載されます。一方、IC タグの記録事項は、自動車検査証の有効期間、所有者の氏名・住

所、使用者の住所、使用の本拠の位置等となります。IC タグの記録情報の書き換えのみ

の場合（継続検査等の申請がオンラインの場合に限る。）、運輸支局等へ出頭を不要と

することが可能になります。 

※ 自動車検査証の電子化とあわせて、IC タグに記録された車検証情報をスマートフォンやパソコ

ンで閲覧あるいは PDF 等で出力できるよう、令和５年１月より「車検証閲覧アプリ」を提供します。

「車検証閲覧アプリ」をインストールしたユーザーに対しては、自動車検査証の有効期間の更新時

期をお知らせするサービス等を提供する予定です。 

 

（２）記録等事務の委託手続等【別紙５】 

   特定記録等事務等の委託を受けようとする者は、申請書等を運輸支局長等に提出す

ること、記録等事務代行者の要件、運輸支局長等から自動車検査証への記録等に必要

な事項の通知、通知を受けた記録等事務代行者が講じる措置等を規定しています。 

 

３ スケジュール 

公布：令和４年５月２０日（金） 

施行：令和４年５月２３日（月）（記録等事務の委託申請受付開始） 
   令和５年１月 １日（日）（自動車検査証の電子化及び記録等事務委託制度関係） 

 

 
【問い合わせ先】 

〇自動車検査証の記載事項及び特定記録等事務（継続検査）の委託について 

国土交通省自動車局整備課 姉川、野村        03-5253-8111（内線 42424） 

〇特定変更記録事務（変更登録）の委託について 

 国土交通省自動車局自動車情報課 道祖土、髙橋、林  03-5253-8111（内線 42114） 

(10)	道路運送車両法施行規則等の改正について
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ザ
ー

指
定
整
備
事
業
者
等

運
輸
支
局
等

カー
ド情

報
読
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Ｉ
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等
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た
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の
国
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設
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適
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査
標
章
の
印
刷
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査

M
O
T
A
S
更
新
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適
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）

運
輸
支
局
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へ
の
来
訪
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要

車
検
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頼

車
検
完
了

〇
令
和
5年

1月
よ
り、
自
動
車
検
査
証
を
電
子
化
す
る
とと
も
に
、継

続
検
査
に
係
る
自
動
車
検
査
証
へ
の
記
録
等
に
関

す
る
事
務
及
び
自
動
車
検
査
証
の
変
更
記
録
に
関
す
る
事
務
を
運
輸
支
局
長
等
が
一
定
の
要
件
を
備
え
る
者
（
指
定

整
備
事
業
者
、行

政
書
士
等
）
に
委
託
す
る
制
度
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記
録
等
事
務
委
託
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度
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を
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お
、軽
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動
車
に
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い
て

は
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和
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よ
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予
定
。

〇
これ

に
よ
り、
継
続
検
査
等
に
お
け
る
運
輸
支
局
等
へ
の
来
訪
が
不
要
とな

り、
オ
ン
ライ

ンで
完
結
した

申
請
を
実
現
。
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ザ
ー
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）
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要
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頼

車
検
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〇
令
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よ
り、
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車
検
査
証
を
電
子
化
す
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とと
も
に
、継
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検
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検
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す
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運
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）
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す
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。な

お
、軽

自
動
車
に
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い
て

は
令
和
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よ
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予
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。

〇
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に
よ
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続
検
査
等
に
お
け
る
運
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来
訪
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【
別
紙
３
】
自
動
車
検
査
証
の
券
面
記
載
事
項
と
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タ
グ
記
録
事
項
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録
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／
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車
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式
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付
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又
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＞
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台
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あ
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物
自
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に
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に
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【
別
紙
４
】
車
検
証
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概
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国国
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車
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期
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い
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（
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車車
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！
通
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！

① ①
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車車
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②②
車車
検検
証証
有有
効効
期期
間間
更更
新新
時時
期期
のの
通通
知知

自自
動動
車車
ユユ
ーー
ザザ
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ＰＰ
！！

○
今
後
IC
タグ

に
記
録
され

る
こと
に
な
る
有
効
期
間
や
使
用
者
住
所
、所

有
者
情
報
に
つ
い
て
、ユ

ー
ザ
や
関
係
事
業
者
は
、車

検
証
閲
覧

ア
プ
リを
活
用
して

当
該
情
報
を
確
認
す
る
。

○
閲
覧
ア
プ
リに
よ
り、
車
検
証
情
報
の
確
認
の
ほ
か
、車

検
証
情
報
ファ
イル

の
出
力
（
PD
F等

）
や
車
検
証
情
報
以
外
の
情
報
の
確
認

等
も
可
能
に
な
る
予
定
。

○
ま
た
、車

検
証
閲
覧
アプ

リを
イン

ス
トー

ル
した

ユ
ー
ザ
ー
に
は
車
検
証
有
効
期
間
更
新
時
期
をお

知
らせ

す
る
サ
ー
ビス

を開
始
予
定
。

サ
ー
ビス

の
概
要

利
用
開
始
時
期

サ
ー
ビス

時
間

利
用
可
能
者

利
用
可
能
機
器

20
23
年
1月

～
24
時
間
36
5日

車
検
証
原
本
を
所
持
す
る
者

提
示
を
受
け
られ

る
者

PC
ス
マ
ー
トフ
ォン

車
検
証
閲
覧
ア
プ
リの

概
要

・車
検
証
情
報
の
閲
覧

・車
検
証
情
報
ファ
イル

の
出
力

・リ
コー

ル
情
報
等
の
確
認

…

車車
検検
証証
閲閲
覧覧
アア
ププ
リリ
のの
機機
能能
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【
別
紙
５
】
記
録
等
事
務
の
委
託
手
続

２
．
記
録
等
事
務
の
委
託
に
か
か
る
主
な
手
続
等

（
１
）
申
請
先

：
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
（
軽
自
動
車
に
係
る
記
録
等
事
務
の
委
託
を受

け
よう
とす

る
場
合
は
、軽

自
動
車
検
査
協
会
）

（
２
）
委
託
要
件

①
当
該
事
務
を
行
うの

に
必
要
か
つ
適
切
な
能
力
を有

す
る
こと

②
適
切
な
組
織
体
制
で
あ
る
こと

③
必
要
な
設
備
等
を
有
す
る
こと

（
３
）
そ
の
他

○
標
識
の
掲
示
、検

査
標
章
の
保
管
及
び
紛
失
届
、
事
業
場
の
位
置
変
更
の
承
認
や
氏
名
等
変
更
届
、業

務
廃
止
届
等
の
手
続

○
委
託
の
解
除
手
続
き

等

１
．
記
録
等
事
務
委
託
制
度
の
対
象
手
続
等

特
定
記
録
等
事
務
（
改
正
法
第
74
条
の
５
）

特
定
変
更
記
録
事
務
（
改
正
法
第
74
条
の
６
）

(１
)対

象
手
続

継
続
検
査

変
更
登
録
、移

転
登
録

（
券
面
変
更
を伴

わ
な
い
場
合
の
み
（
例
：
所
有
者
の
氏
名
・住

所
）
）

(２
)申

請
方
式

電
子
申
請
（
O
SS
申
請
）

（
窓
口
申
請
は
対
象
外
）

特
定
記
録
等
事
務

行
政
書
士
又
は
行
政
書
士
法
人
、（

一
社
）
日
本
自
動
車
販
売
協
会
連
合
会
、（

一
社
）
日
本
自
動
車
整
備
振
興
会
連
合
会
、

（
一
社
）
全
国
軽
自
動
車
協
会
連
合
会
（
検
査
対
象
軽
自
動
車
の
み
）
、指

定
自
動
車
整
備
事
業
者

特
定
変
更
記
録
事
務

行
政
書
士
又
は
行
政
書
士
法
人

自
動
車
検
査
証
へ
の
記
録
の
適
切
な
実
施
、検

査
標
章
の
保
管
・出

納
管
理
・法

令
遵
守
等
の
監
督
、連

絡
体
制
の
構
築
、記

録
事
務
責
任
者
の
選
任

等

イン
ター

ネ
ット
接
続
環
境
、パ

ソコ
ン、

プリ
ン
タ（

市
販
レー

ザ
プリ
ン
タ又

は
イン

クジ
ェッ
トプ

リン
タ（

純
正
顔
料
イン

ク）
、

個
人
を
認
証
す
る
も
の
（
マイ

ナ
ンバ

ー
カー

ド又
は
gb
iz
ID
)、
IC
カー

ドリ
ー
ダ・
ライ

タ、
セ
キ
ュリ
テ
ィ対

策
、盗

難
防
止
措
置

等
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令 和 ４ 年 ５ 月 ２ ５ 日 
自 動 車 局 整 備 課 

 

自自動動車車技技術術のの進進化化にに対対応応すするる自自動動車車整整備備士士のの育育成成をを促促進進ししまますす  
～～自自動動車車整整備備士士技技能能検検定定規規則則のの一一部部改改正正ににつついいてて～～  

自動車技術の進化に対応するため、一級自動車整備士（総合）をはじめとした電子制御の内容を
含む資格を設定するなど、自動車整備士の資格体系や養成課程を見直します。 

 
１．改正概要 
（１）資格体系の改正 

 自動車整備士の種類 
（※電子制御の内容を含む資格） 

  自動車整備士の種類 
（※電子制御の内容を含む資格） 

一
級 

一級大型自動車整備士（※） 
一
級 

一級自動車整備士（総合）（※） 一級小型自動車整備士（※） 
一級二輪自動車整備士  一級自動車整備士（二輪） 

二
級 

二級ガソリン自動車整備士 
二
級 

二級自動車整備士（総合）（※） 二級ジーゼル自動車整備士 
二級自動車シャシ整備士 
二級二輪自動車整備士  二級自動車整備士（二輪） 

三
級 

三級自動車シャシ整備士 
三
級 

三級自動車整備士（総合） 三級自動車ガソリン・エンジン整備士 
三級自動車ジーゼル・エンジン整備士 
三級二輪自動車整備士  三級自動車整備士（二輪） 

特
殊 

自動車タイヤ整備士 
特
殊 

自動車タイヤ整備士 
自動車電気装置整備士 自動車電気・電子制御装置整備士（※） 
自動車車体整備士 自動車車体・電子制御装置整備士（※） 

（２）その他の改正 
① 一級の自動車整備士資格の学科試験における口述試験を廃止する。 
② 大学等の電気又は電子に関する学科を卒業した者は、機械に関する学科を卒業した者と同

様に、受験に必要な実務経験年数を短縮する。 
③ その他、関係する規定について、所要の改正を行う。 
 

２．スケジュール 
公 布：令和４年５月２５日 
施 行：令和４年５月２５日（（２）②） 

※施行日以降に実施する試験について、適用する 
令和９年１月１日（（２）②以外） 

※新たな自動車整備士技能検定規則に基づく試験を施行日以降に実施する 
（最短で令和９年３月（一級の試験は令和 10 年３月）） 

 

 

【問い合わせ先】 
自動車局整備課  高久、佐藤、明石  （代表）：03-5253-8111（内線 42414、42415） 

(11)	自動車技術の進化に対応する自動車整備士の育成を促進します
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２．通達等

 

2．通達等

(1)	「封印取付け委託要領」の一部改正について

―― 36
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1 
 

別
添

 
  「

封
印

取
付

け
委

託
要

領
」
（

平
成

１
８

年
１

０
月

４
日

付
国

自
管

第
８

６
号

局
長

通
達

）
の

新
旧

対
照

表
 

改
 

 
正

 
 

案
 

現
 

 
 

 
 

行
 

封
印

取
付

け
委

託
要

領
 

 （
委

託
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
）

 

第
４

条
 

 

（
１

）
 封

印
取

付
け

責
任

者
 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
を

予
め

選
任

し
、
自

動
車

登
録

番

号
及

び
車

台
番

号
の

確
認

、
封

印
の

保
管

及
び

出
納

並
び

に
法

令
及

び
委

託
に

附
し

た
条

件
の

遵
守

に
つ

い
て

必
要

な
監

督
を

行
わ

せ

る
と

と
も

に
、
問

題
が

生
じ

た
場

合
に

は
適

切
な

措
置

を
と

ら
せ

る

等
、

封
印

取
付

け
業

務
の

統
括

管
理

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
 

 （
２

）
事

業
場

 

受
託

者
は

、
必

要
な

施
設

を
備

え
た

事
業

場
に

お
い

て
封

印
の

取
付

け
を

行
う

も
の

と
す

る
。

 

 （
３

）
～

（
５

）
 

略
 

 附
則

 

（
施

行
期

日
）

 

第
１

条
 

本
通

達
は

、
令

和
３

年
８

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 

封
印

取
付

け
委

託
要

領
 

 （
委

託
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
）

 

第
４

条
 

 

（
１

）
 封

印
取

付
け

責
任

者
 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
を

予
め

選
任

し
、

自
動

車
登

録
番

 

号
及

び
車

台
番

号
の

確
認

、
封

印
の

保
管

及
び

出
納

並
び

に
法

令
及

 

び
委

託
に

附
し

た
条

件
の

遵
守

に
つ

い
て

必
要

な
監

督
を

行
わ

せ
 

る
と

と
も

に
、

問
題

が
生

じ
た

場
合

に
は

適
切

な
措

置
を

と
ら

せ
る

 

等
、

封
印

取
付

け
業

務
の

統
括

管
理

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
 

 （
２

）
事

業
場

 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
が

常
駐

し
、

必
要

な
施

設
を

備
え

た
事

業
場

に
お

い
て

封
印

の
取

付
け

を
行

う
も

の
と

す
る

。
 

 （
３

）
～

（
５

）
 

略
 

 附
則

 

（
施

行
期

日
）

 

第
１

条
 

本
通

達
は

、
平

成
３

０
年

９
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
 

 

 
 

 

(2)	常駐規制の緩和に伴う「封印取付け委託要領」の一部改正について
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1 
 

別
添

 
  「

封
印

取
付

け
委

託
要

領
」
（

平
成

１
８

年
１

０
月

４
日

付
国

自
管

第
８

６
号

局
長

通
達

）
の

新
旧

対
照

表
 

改
 

 
正

 
 

案
 

現
 

 
 

 
 

行
 

封
印

取
付

け
委

託
要

領
 

 （
委

託
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
）

 

第
４

条
 

 

（
１

）
 封

印
取

付
け

責
任

者
 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
を

予
め

選
任

し
、
自

動
車

登
録

番

号
及

び
車

台
番

号
の

確
認

、
封

印
の

保
管

及
び

出
納

並
び

に
法

令
及

び
委

託
に

附
し

た
条

件
の

遵
守

に
つ

い
て

必
要

な
監

督
を

行
わ

せ

る
と

と
も

に
、
問

題
が

生
じ

た
場

合
に

は
適

切
な

措
置

を
と

ら
せ

る

等
、

封
印

取
付

け
業

務
の

統
括

管
理

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
 

 （
２

）
事

業
場

 

受
託

者
は

、
必

要
な

施
設

を
備

え
た

事
業

場
に

お
い

て
封

印
の

取
付

け
を

行
う

も
の

と
す

る
。

 

 （
３

）
～

（
５

）
 

略
 

 附
則

 

（
施

行
期

日
）

 

第
１

条
 

本
通

達
は

、
令

和
３

年
８

月
１

日
か

ら
施

行
す

る
。

 

 

封
印

取
付

け
委

託
要

領
 

 （
委

託
に

当
た

っ
て

の
考

慮
事

項
）

 

第
４

条
 

 

（
１

）
 封

印
取

付
け

責
任

者
 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
を

予
め

選
任

し
、

自
動

車
登

録
番

 

号
及

び
車

台
番

号
の

確
認

、
封

印
の

保
管

及
び

出
納

並
び

に
法

令
及

 

び
委

託
に

附
し

た
条

件
の

遵
守

に
つ

い
て

必
要

な
監

督
を

行
わ

せ
 

る
と

と
も

に
、

問
題

が
生

じ
た

場
合

に
は

適
切

な
措

置
を

と
ら

せ
る

 

等
、

封
印

取
付

け
業

務
の

統
括

管
理

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
 

 （
２

）
事

業
場

 

受
託

者
は

、
封

印
取

付
け

責
任

者
が

常
駐

し
、

必
要

な
施

設
を

備
え

た
事

業
場

に
お

い
て

封
印

の
取

付
け

を
行

う
も

の
と

す
る

。
 

 （
３

）
～

（
５

）
 

略
 

 附
則

 

（
施

行
期

日
）

 

第
１

条
 

本
通

達
は

、
平

成
３

０
年

９
月

１
日

か
ら

施
行

す
る

。
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国自整第１２４号の３  

令和３年９月１日  

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 殿 

 

 

国土交通省自動車局長     

                            （公印省略）    

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和 2年 4月 1日付

け、国自整第 353号）の一部改正について 

 

 

標記について、別添のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知した

ので、貴会におかれましては、傘下会員に対し周知徹底をお願いします。 

  

   

 

国 自 整 第 １ ２ ４ 号  

令 和 ３ 年 ９ 月 １ 日  

 

 

各地方運輸局長 

           殿 

 沖縄総合事務局長 

 

 

（国土交通省）自動車局長      

                            （公印省略） 

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和 2年 4月 1日付

け、国自整第 353 号）の一部改正について 

 

 

本年４月９日に開催された次官連絡会議等の場において、政府全体として個人番号

カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成 25 年法律第 27 号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下同

じ。）の利用を促進するため、各省庁の所管事項で本人確認を求めるときその例示に

個人番号カードを必ず入れるよう要請があった。これを踏まえ、道路運送車両法（昭

和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第 79 条による自動車特定整備事業の認

証申請に係る添付書類を規定する標記通達について、その他所要の改正とともに、別

紙新旧対照表のとおり改正したので了知されるとともに、遺漏なきよう取り扱われた

い。 

なお、関係団体には別添のとおり通知したので申し添える。 

別添 
(3)	「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について(依命通達)」(令和2年4月1日付け、

国自整第353号)の一部改正について
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国自整第１２４号の３  

令和３年９月１日  

 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 会長 殿 

 

 

国土交通省自動車局長     

                            （公印省略）    

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和 2年 4月 1日付

け、国自整第 353号）の一部改正について 

 

 

標記について、別添のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長に対し通知した

ので、貴会におかれましては、傘下会員に対し周知徹底をお願いします。 

  

   

 

国 自 整 第 １ ２ ４ 号  

令 和 ３ 年 ９ 月 １ 日  

 

 

各地方運輸局長 

           殿 

 沖縄総合事務局長 

 

 

（国土交通省）自動車局長      

                            （公印省略） 

 

 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和 2年 4 月 1日付

け、国自整第 353 号）の一部改正について 

 

 

本年４月９日に開催された次官連絡会議等の場において、政府全体として個人番号

カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成 25 年法律第 27 号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下同

じ。）の利用を促進するため、各省庁の所管事項で本人確認を求めるときその例示に

個人番号カードを必ず入れるよう要請があった。これを踏まえ、道路運送車両法（昭

和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第 79 条による自動車特定整備事業の認

証申請に係る添付書類を規定する標記通達について、その他所要の改正とともに、別

紙新旧対照表のとおり改正したので了知されるとともに、遺漏なきよう取り扱われた

い。 

なお、関係団体には別添のとおり通知したので申し添える。 

別添 
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自動車整備事業者にあっては、令和６年３月 31 日までは、電子

制御装置整備に係る認証の取得の有無にかかわらず、道路運送車

両法施行規則第３条第８号に規定する運行補助装置又は同条第

９号に規定する自動運行装置を備えている自動車に係る法第 94

条の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定による保安基準

適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の交付を行う

ことができる。 

６．～７． （略） 

 

別添１ 自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領 

 

目次 （略） 

 

第１ 自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等 

 自動車特定整備事業の認証に係る申請及び届出等における申請

書類等については、別紙１によることとする。 

 

第２～３ （略） 

第４ エーミング作業を実施する場所 

エーミング作業を実施するために必要なスペースが確保でき

ない場合など、電子制御装置点検整備作業場において実施するこ

とが困難である場合に、自動車製作者等の作成する整備要領書等

においてエーミング作業を屋外で実施することが許容されてい

る場合には、当該事業場の敷地内に限り、電子制御装置点検整備

作業場以外の場所においてエーミング作業を実施して差し支え

ないものとし、特定整備記録簿に当該エーミング作業を実施した

場所及び天候などを記載することとする。 

自動車整備事業者にあっては、令和６年３月 31 日までは、電子

制御装置整備に係る認証の取得の有無にかかわらず、道路運送車

両施行規則第３条第８号に規定する運行補助装置又は同条第９

号に規定する自動運行装置を備えている自動車に係る法第 94 条

の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定による保安基準適

合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の交付を行うこ

とができる。 

６．～７． （略） 

 

別添１ 自動車特定整備事業の認証に係る取扱い及び指導要領 

 

目次 （略） 

 

第１ 自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等 

 自動車特定整備事業の認証に係る申請及び届出等における申請

書類等については、別紙１によることとする。 

 

第２～３ （略） 

第４ エーミング作業を実施する場所 

エーミング作業するために必要なスペースが確保できない場

合など、電子制御装置点検整備作業場において実施することが困

難である場合に、自動車製作者等の作成する整備要領書等におい

てエーミング作業を屋外で実施することが許容されている場合

には、当該事業場の敷地内に限り、電子制御装置点検整備作業場

以外の場所においてエーミング作業を実施して差し支えないも

のとし、特定整備記録簿に当該エーミング作業を実施した場所及

び天候などを記載することとする。 

「自動車整備事業の取扱い及び指導要領について（依命通達）」（令和 2年 4月 1日付け、国自整第 353 号） 

の一部改正について（新旧対照表） 

（下線部が改正箇所） 

新 旧 

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領 

 

目次 （略） 

 

第１節～第３節 （略） 

第４節 指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導要領 

１ 法第 94 条の２による指定自動車整備事業の指定申請等におけ

る申請書、添付書面等の取扱いについては、別添３「指定自動車

整備事業の指定に係る取扱い及び指導要領」により取り扱うもの

とする。 

２ 法第 94 条の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定によ

り保安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証を

交付する場合の取扱い等については、別添３の２「紙による保安

基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の取扱要

領」、同法第 94 条の５第２項、第３項により保安基準適合証に記

載すべき事項を電磁的方法により登録情報処理機関に提供する

場合の取扱い等については、別添３の３「電磁的方法による保安

基準適合証、保安基準適合標章の取扱要領」により取り扱うもの

とする。 

第５節 （略） 

 

附則 

１．～４． （略） 

５．改正省令附則第４条各号の全ての規定の適用を受けている指定

別添 自動車整備事業の取扱い及び指導要領 

 

目次 （略） 

 

第１節～第３節 （略） 

第４節 指定自動車整備事業の指定に係る取扱い及び指導要領 

１ 法第 94 条の２よる指定自動車整備事業の指定申請等における

申請書、添付書面等の取扱いについては、別添３「指定自動車整

備事業の指定に係る取扱い及び指導要領」により取り扱うものと

する。 

２ 法第 94 条の５第１項又は第 94 条の５の２第１項の規定によ

り保安基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証を

交付する場合の取扱い等については、別添３の２「紙による保安

基準適合証、保安基準適合標章又は限定保安基準適合証の取扱要

領」、同法第 94 条の５第２項、第３項により保安基準適合証に記

載すべき事項を電磁的方法により登録情報処理機関に提供する

場合の取扱い等については、別紙３の３「電磁的方法による保安

基準適合証、保安基準適合標章の取扱要領」により取り扱うもの

とする。 

第５節 （略） 

 

附則 

１．～４． （略） 

５．改正省令附則第４条各号の全ての規定の適用を受けている指定

別紙 
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第３ 適合標章の記載方法 

第４ 適合標章の表示 

第５ 用紙配布等 

第６ 交付状況の把握等 

 

第１～６ （略） 

 

別添４ 整備主任者研修実施要領 

 

目次 （略） 

 
第１ （略） 
 

第２ 研修の区分 

１ （略） 

２ 技術研修 
(1)～(2) （略） 

(3) 研修内容 

ア 自動車の新機構・新装置の構造・機能及び点検・整備方法 

イ 自動車の特定整備後の保安基準適合性及び出来映えの確

認方法等 

(4)～(8) （略） 

 

別添５ 自動車検査員研修実施要領 

 

１～３ （略） 

４ 研修の項目、内容等 

第３ 適合標章の記載方法 

第４ 適合標章の表示 

第５ 用紙配布等 

 

 

第１～６ （略） 

 

別添４ 整備主任者研修実施要領 

 

目次 （略） 

 
第１ （略） 
 

第２ 研修の区分 

１ （略） 

２ 技術研修 
(1)～(2) （略） 

(3) 研修内容 

ア 自動車の新機構・新装置の構造・機能及び点検・整備方法 

イ 自動車の分解整備後の保安基準適合性及び出来映えの確

認方法等 

(4)～(8) （略） 

 

別添５ 自動車検査員研修実施要領 

 

１～３ （略） 

４ 研修の項目、内容等 

第５ （略） 

 

別添２ 優良自動車整備事業者の認定に係る運用要領 

 

優良規則第５条から第７条までに規定する基準に適合するかど

うかを審査する場合は、次に掲げる事項に十分留意して判定するこ

と。 

(1) 優良規則第５条から第７条までの第１号及び優良規則第５

条第２号 

実施できる整備作業の範囲及び検査作業と整備作業との分

業化の状態についての人員及び施設の関連 

(2) 優良規則第５条第３号 

ア～オ （略） 

  カ 作業場の採光、照明、通風、排水、天井の高さ及び床面積

等作業環境 

キ～ク （略） 

(3)～(6) （略） 

 

別添３～３の２ （略） 

 

別添３の３ 電磁的方法による保安基準適合証、保安基準適合標章

の取扱要領 

 

目次 

第１ 登録情報処理機関に提供する情報 

第２ 適合標章の用紙 

第５ （略） 

 

別添２ 優良自動車整備事業者の認定に係る運用要領 

 

優良規則第５条から第７条までに規定する基準に適合するかど

うかを審査する場合は、次に掲げる事項に十分留意して判定するこ

と。 

(1) 優良規則第５条から第７条までの第１号及び優良規則第５

条第２号実施できる整備作業の範囲及び検査作業と整備作業

との分業化の状態についての人員及び施設の関連 

 

(2) 優良規則第５条第３号 

ア～オ （略） 

  カ 作業場の採光、照明、通風、排水、天上の高さ及び床面積

等作業環境 

キ～ク （略） 

(3)～(6) （略） 

 

別添３～３の２ （略） 

 

別添３の３ 電磁的方法による保安基準適合証、保安基準適合標章

の取扱要領 

 

目次 

第１ 登録情報処理機関に提供する情報 

第２ 適合標章の用紙 
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（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個

人番号カードをいう。）の写し等申請者を特定できる書面 

ウ～カ （略） 

２ 法第 81 条から法第 83 条までに基づく届出書の記載項目及び

添付書面は、次のとおりとする。（法第 81 条から第 83 条まで） 

(1) （略） 

(2) 添付書面 

ア～イ （略） 

ウ 事業場の所在地の変更に係る届出の場合は、１⑵ウの書面

（法第 81 条第１項第３号） 

エ～キ （略） 

３～５ （略） 

 

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場 

 

種

別 

番号 認定の種類 

項 目 

一種整備

工場 

二 種 整 備

工場 

備  考 

Ａ (略) (略) (略) (略) (略) 

Ｂ １－

１ 

～ 

１－

２ 

(略) (略) (略) (略) 

２ (略) (略) (略) 機械加工、

 

 

ウ～カ （略） 

２ 法第 81 条から法第 83 条までに基づく届出書の記載項目及び

添付書面は、次のとおりとする。（法第 81 条から第 83 条まで） 

(1) （略） 

(2) 添付書面 

ア～イ （略） 

ウ 事業場の所在地の変更に係る届出の場合は、１⑵イの書面

（法第 81 条第１項第３号） 

エ～キ （略） 

３～５ （略） 

 

別紙２ 一種整備工場及び二種整備工場 

 

種

別 

番号 認定の種類 

項 目 

一種整備

工場 

二 種 整 備

工場 

備  考 

Ａ (略) (略) (略) (略) (略) 

Ｂ １－

１ 

～ 

１－

２ 

(略) (略) (略) (略) 

２ (略) (略) (略) 機械加工、

研修項目 研修内容等 

(1)自動車整備事業 ・自動車整備事業の役割 

・自動車整備事業の課題、問題点等 

(2)指定自動車整備

事業 

・道路運送車両法関係法令 

・指定自動車整備事業者の処分事例等 

・適正な業務運営 

(3)自動車検査員の

業務 

・自動車検査員の役割と職務 

・自動車検査業務 

・自動車検査機器の取扱い 

(4)関係法令及び主

要通達 

・最近の関係法令の改廃 

・主要通達 

５～９ （略） 

 

別紙１ 自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等 

 

１ 法第 79 条第１項に基づく認証に係る申請書の記載項目及び同

条第２項、第３項に基づく書面は次のとおりとする。（法第 79 条

第１項、第２項及び第３項） 

(1) （略） 

(2) 添付書面 

ア （略） 

イ 申請者が個人の場合にあっては、住民票の写し（個人番号

の記載のないものに限る。）、個人番号カード（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

研修項目研修内容等 

⑴ 自動車整備事業・自動車整備事業の役割 

自動車整備事業の課題、問題点等 

⑵ 指定自動車整備事業・道路運送車両法関係法令 

ア 指定自動車整備事業者の処分事例等 

イ 適正な業務運営 

⑶ 自動車検査員の業務・自動車検査員の役割と職務 

ア 自動車検査業務 

イ 自動車検査機器の取扱い 

⑷  関係法令及び主要通達・最近の関係法令の改廃 

主要通達 

５～９ （略） 

 

別紙１ 自動車特定整備事業の認証に係る申請書類等 

 

１ 法第 79 条第１項に基づく認証に係る申請書の記載項目及び同

条第２項、第３項に基づく書面は次のとおりとする。（法第 79 条

第１項、第２項及び第３項） 

(1) （略） 

(2) 添付書面 

ア （略） 

イ 申請者が個人の場合にあっては、住民票等申請者を特定で

きる書面 
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書面でこれに代えて差し支えない。 

新規設立会社の場合（前歴がない場合） 最近６ヵ月間の

仮決算書 

一つの会社から整備部門が独立し、新たな

会社を設立した場合（廃止新規申請の場合

を含む） 

経過説明書及び

事業計画書 

合併した場合 同上 

事業協同組合等の場合 事業計画書 

 

キ （略） 

４～６ （略） 

 

別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管理

組織の審査基準 

 

１ （略） 

２ 要員関係の基準の解釈 

(1)～(4) （略） 

(5) 検査工 

検査工は、当該検査に係る自動車の整備作業に直接従事して

はならない。ただし、次に掲げる作業を行うことは差し支えな

い。 

 点検するために

不可欠な作業 

・「自動車の点検及び整備に関する手引」

（平成 19 年国土交通省告示第 317 号）

書面でこれに代えて差し支えない。 

新規設立会社の場合（前歴がない場合）最近６ヵ月間の仮

決算書一つの会社から整備部門が独立し、新たな会社経過説

明書及び事業計画書を設立した場合（廃止新規申請の場合を

含む。）合併した場合同上事業協同組合等の場合事業計画書 

 

 

 

 

キ （略） 

４～６ （略） 

 

別紙３の２ 指定自動車整備事業の指定に係る設備、技術及び管理

組織の審査基準 

 

１ （略） 

２ 要員関係の基準の解釈 

(1)～(4) （略） 

(5) 検査工 

検査工は、当該検査に係る自動車の整備作業に直接従事して

はならない。ただし、次に掲げる作業を行うことは差し支えな

い。 

 点検するために

不可欠な作業 

・「自動車の点検及び整備に関する手引」

（平成 19年国土交通省省告示第 317号）

原動機、塗

装、鍛冶等

の 各 作 業

場 

３～

４ 

(略) (略) (略) (略) 

Ｃ

～

Ｇ 

(略) (略) (略) (略) (略) 

 

 

別紙２の２～２の５ （略） 

 

別紙３ 指定自動車整備事業の指定に係る申請書等 

 

１～２ （略） 

３ 指定規則第１条第２項第６号に基づく優良自動車整備事業者

の認定を受けていない場合の添付書面は、次のとおりとする。（指

定規則第１条第２項第６項） 

ア～オ （略） 

カ 貸借対照表及び損益計算書  

株主総会等で配布のものでよく、申請者が国及びこれに準

ずる場合は必要としない。 

また、次表の左欄に掲げる場合にあっては、右欄に掲げる

原動機、塗

装、鍛冶鍛

冶 等 の 各

作業場 

３～

４ 

(略) (略) (略) (略) 

Ｃ

～

Ｇ 

(略) (略) (略) (略) (略) 

 

 

別紙２の２～２の５ （略） 

 

別紙３ 指定自動車整備事業の指定に係る申請書等 

 

１～２ （略） 

３ 指定規則第１条第２項第６号に基づく優良自動車整備事業者

の認定を受けていない場合の添付書面は、次のとおりとする。（指

定規則第１条第２項第６項） 

ア～オ （略） 

カ 貸借対照表及びは損益計算書  

株主総会等で配布のものでよく、申請者が国及びこれに準

ずる場合は必要としない。 

また、次表の左欄に掲げる場合にあっては、右欄に掲げる
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別紙３の３～３の８ （略） 別紙３の３～３の８ （略） 

附則（令和３年９月１日付国自整第１２４号） 
１．本改正は、令和３年９月１日から施行する。 

 

に例示してある点検作業の範囲 

点検に付随する軽

微な作業 

（略） 

点検と併せて行う

ことが合理的であ

る軽微な交換又は

補充作業 

（略） 

点検又は検査時に

行うことが合理的

である軽微な調整

作業 

・前照灯の照射方向の調整 

・アイドリング、ＣＯ・ＨＣの調整 

・点火時期の調整 

・タイヤの空気圧の調整 

 

(6)～(7) （略） 

３ 作業場等の基準の解釈 

(1)～(4) （略） 

(5) 通路 

通路は、主に整備する自動車が十分通れる幅を有することが

必要であり、作業場等の面積には含まない。 

ただし、当該事業場において、主に整備する自動車の状況に

よって、整備作業に影響を及ぼすおそれがない場合にあっては

作業場等の面積に含めて差し支えない。 

 (6)  （略） 

４ （略） 

 

に例示してある点検作業の範囲 

点検に付随する軽

微な作業 

（略） 

点検と併せて行う

ことが合理的であ

る軽微な交換又は

補充作業 

（略） 

点検又は検査時に

行うことが合理的

である軽微な調整

作業 

・前照灯の照射方向の調整 

・アイドリング、ＣＯ・ＨＣの整備 

・点火時期の調整 

・タイヤの空気圧の調整 

 

(6)～(7) （略） 

３ 作業場等の基準の解釈 

(1)～(4) （略） 

(5) 通路 

通路は、主に整備する自動車が十分通れる幅を有することが

必要であり、作業場等の面積には含まない。 

ただし、当該事業場おいて、主に整備する自動車の状況によ

って、整備作業に影響を及ぼすおそれがない場合にあっては作

業場等の面積に含めて差し支えない。 

 (6)  （略） 

４ （略） 

 

 

国自安第８８号の２ 

国自旅第２５０号の２ 

国自貨第５７号の２ 

国自整第１５２号の２ 

令和３年９月３０日 

 

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会 殿 

 

国土交通省自動車局 

安全政策課長 

 

 

旅 客 課 長 

 

 

貨 物 課 長 

 

 

整 備 課 長 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施について 

 

 大型車の車輪脱落事故防止につきましては、平成３０年度より事故防止のための緊急対

策を策定し積極的に取り組んできたところですが、令和２年度の事故発生件数は１３１件

と平成１１年度からの統計上、最多件数が続いていることを踏まえ、平成２９年度に設置

した「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防

止「令和３年度緊急対策」を取りまとめ、別添１のとおり取り組むこととしましたので、

傘下会員に対し周知されるとともに、車輪脱落事故防止対策の積極的な取り組みをお願い

します。 

 なお、各地方運輸局等あてに別紙により通知していることを申し添えます。
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国自安第８８号の２ 

国自旅第２５０号の２ 

国自貨第５７号の２ 

国自整第１５２号の２ 

令和３年９月３０日 

 

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会 殿 

 

国土交通省自動車局 

安全政策課長 

 

 

旅 客 課 長 

 

 

貨 物 課 長 

 

 

整 備 課 長 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施について 

 

 大型車の車輪脱落事故防止につきましては、平成３０年度より事故防止のための緊急対

策を策定し積極的に取り組んできたところですが、令和２年度の事故発生件数は１３１件

と平成１１年度からの統計上、最多件数が続いていることを踏まえ、平成２９年度に設置

した「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防

止「令和３年度緊急対策」を取りまとめ、別添１のとおり取り組むこととしましたので、

傘下会員に対し周知されるとともに、車輪脱落事故防止対策の積極的な取り組みをお願い

します。 

 なお、各地方運輸局等あてに別紙により通知していることを申し添えます。

(4)	大型車の車輪脱落事故防止に係る令和 3年度緊急対策の実施等について
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国 自 安 第 ８ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ ５ ０ 号 

国 自 貨 第 ５ ７ 号 

国 自 整 第 １ ５ ２ 号 

令和３年９月３０日 

 

各 地 方 運 輸 局 自 動 車 交 通 部 長 殿 

関東・近畿運輸局自動車監査指導部長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

沖 縄 総 合 事 務 局 運 輸 部 長 殿 

 

自動車局安全政策課長 

旅 客 課 長 

貨 物 課 長 

整 備 課 長 

（公印省略） 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施について 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止については、平成３０年度より事故防止のための緊急対策を

策定し積極的に取り組んできたところであるが、令和２年度の事故発生件数は１３１件と

平成１１年度からの統計上、最多件数が続いていることを踏まえ、平成２９年度に設置し

た「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防止

「令和３年度緊急対策」を取りまとめ、別添１のとおり取り組むこととしたので、関係団

体と連携して積極的に取り組まれたい。 

 なお、自動車関係団体あてに別紙により通知していることを申し添える。 

 

別紙 

別 添 １ 

大型車の車輪脱落事故防止「令和３年度緊急対策」 

 

 

１．国土交通省実施事項 

（１）事故防止対策を推進するための広報・啓発活動 

① 本省等（各地方運輸局及び沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）及び各運輸支局

等（神戸運輸監理部兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同

じ。）は、大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会（以下「連絡会」という。）

と協力し、本省や連絡会で制作したポスター、チラシ、事故防止啓発映像等を

用いて、大型車の使用者に対しての広報活動を実施する。 

② 各地方運輸局及び各運輸支局等は、整備管理者研修等において、大型車の車 

輪脱落事故の発生状況を紹介し、「自動車の点検及び整備に関する手引き」等を

活用した大型車の適切なタイヤ交換作業及び、交換後の確実な保守管理を実施

するよう周知徹底を図る。 

（２）事故防止対策の徹底を図るための周知・指導 

① 各地方運輸局及び各運輸支局等は、街頭検査等を活用した大型車のホイール・

ナットの緩みの点検や周知啓発等を通じて、大型車の使用者に対して、適切な

タイヤ交換作業及び、交換後の確実な保守管理の実施等を呼びかける。 

② 各地方運輸局及び各運輸支局等は、運送事業者に対して、３．（１）及び（２）

の取組状況を別添２により確認し、同事故防止対策の取組が不十分なときは、

積極的な取組を実施するよう指導する。なお、対象とする運送事業者は、令和

２年度を優先に過去３年間（平成３０年度以降）に車輪脱落事故を発生させた

事業者として、計画的に実施する。 

③ 本省等は連絡会の協力を得て、ホイール・ナットの緩みの総点検を実施するよ

う各運送事業者へ要請する。 

（３）地方独自の実施事項 

各地方運輸局及び各運輸支局等は、上記（１）及び（２）の取組の他、地域

の実情を踏まえた独自の取組期間や対策を追加して実施することも可能とす

る。この場合、追加実施事項について連絡会構成団体の地方組織の協力が必要

なときは、その旨を依頼する。 

 

２．連絡会構成団体共通実施事項 

（１）事故防止対策を推進するための広報・啓発活動 

連絡会構成団体は、傘下会員に対して、本省や連絡会で制作したポスター、

チラシ、事故防止啓発映像等を用いて、適切なタイヤ交換作業及び交換後の確

実な保守管理を実施するように周知する。また、連絡会構成団体から実施事項

の協力依頼があったときは、その取組の実施に協力する。 
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国 自 安 第 ８ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ ５ ０ 号 

国 自 貨 第 ５ ７ 号 

国 自 整 第 １ ５ ２ 号 

令和３年９月３０日 

 

各 地 方 運 輸 局 自 動 車 交 通 部 長 殿 

関東・近畿運輸局自動車監査指導部長 殿 

各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

沖 縄 総 合 事 務 局 運 輸 部 長 殿 

 

自動車局安全政策課長 

旅 客 課 長 

貨 物 課 長 

整 備 課 長 

（公印省略） 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施について 

 

 

 大型車の車輪脱落事故防止については、平成３０年度より事故防止のための緊急対策を

策定し積極的に取り組んできたところであるが、令和２年度の事故発生件数は１３１件と

平成１１年度からの統計上、最多件数が続いていることを踏まえ、平成２９年度に設置し

た「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会」において、大型車の車輪脱落事故防止

「令和３年度緊急対策」を取りまとめ、別添１のとおり取り組むこととしたので、関係団

体と連携して積極的に取り組まれたい。 

 なお、自動車関係団体あてに別紙により通知していることを申し添える。 

 

別紙 

別 添 １ 

大型車の車輪脱落事故防止「令和３年度緊急対策」 

 

 

１．国土交通省実施事項 

（１）事故防止対策を推進するための広報・啓発活動 

① 本省等（各地方運輸局及び沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）及び各運輸支局

等（神戸運輸監理部兵庫陸運部及び沖縄総合事務局陸運事務所を含む。以下同

じ。）は、大型車の車輪脱落事故防止対策に係る連絡会（以下「連絡会」という。）

と協力し、本省や連絡会で制作したポスター、チラシ、事故防止啓発映像等を

用いて、大型車の使用者に対しての広報活動を実施する。 

② 各地方運輸局及び各運輸支局等は、整備管理者研修等において、大型車の車 

輪脱落事故の発生状況を紹介し、「自動車の点検及び整備に関する手引き」等を

活用した大型車の適切なタイヤ交換作業及び、交換後の確実な保守管理を実施

するよう周知徹底を図る。 

（２）事故防止対策の徹底を図るための周知・指導 

① 各地方運輸局及び各運輸支局等は、街頭検査等を活用した大型車のホイール・

ナットの緩みの点検や周知啓発等を通じて、大型車の使用者に対して、適切な

タイヤ交換作業及び、交換後の確実な保守管理の実施等を呼びかける。 

② 各地方運輸局及び各運輸支局等は、運送事業者に対して、３．（１）及び（２）

の取組状況を別添２により確認し、同事故防止対策の取組が不十分なときは、

積極的な取組を実施するよう指導する。なお、対象とする運送事業者は、令和

２年度を優先に過去３年間（平成３０年度以降）に車輪脱落事故を発生させた

事業者として、計画的に実施する。 

③ 本省等は連絡会の協力を得て、ホイール・ナットの緩みの総点検を実施するよ

う各運送事業者へ要請する。 

（３）地方独自の実施事項 

各地方運輸局及び各運輸支局等は、上記（１）及び（２）の取組の他、地域

の実情を踏まえた独自の取組期間や対策を追加して実施することも可能とす

る。この場合、追加実施事項について連絡会構成団体の地方組織の協力が必要

なときは、その旨を依頼する。 

 

２．連絡会構成団体共通実施事項 

（１）事故防止対策を推進するための広報・啓発活動 

連絡会構成団体は、傘下会員に対して、本省や連絡会で制作したポスター、

チラシ、事故防止啓発映像等を用いて、適切なタイヤ交換作業及び交換後の確

実な保守管理を実施するように周知する。また、連絡会構成団体から実施事項

の協力依頼があったときは、その取組の実施に協力する。 
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（２）事故防止対策の徹底を図るための調査・指導 

連絡会構成団体の地方組織は、各運輸支局等から街頭検査の機会を活用した

取組について協力要請があった場合は、これに協力する。 

（３）地方独自の実施事項 

連絡会構成団体の地方組織は、各地方運輸局又は各運輸支局等から地方独自

の実施事項の協力依頼があったときは、その取組の実施に協力する。 

 

３．連絡会構成団体別実施事項 

 全日本トラック協会、日本バス協会 

（１） これまで取り組んできた以下の実施事項について、引き続き取り組むよう傘下

会員に対して、周知徹底する。 

① 整備管理者は、適切なタイヤ交換作業の実施を確保するため、次の事項を徹底

すること。 

• 日程及び時間に余裕を持った計画的なタイヤ交換作業の実施。 

• 自社でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 

② 運送事業者は、車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内

の整備管理者、運転者及びタイヤ交換作業者に確実に実施させること。特に、

脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装されていない道路を走行する車について、

重点的な点検を心がけること。 

③ 整備管理者は、著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイール

では、適正な締付力が得られないため、タイヤ交換作業時に点検・清掃を行っ

ても錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使

用せず、交換すること。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４

年以上経過している車両は、重点的に確認すること。 

④ 整備管理者は、増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者

（運転者）に指導すること。なお、整備管理者は、車載工具で増し締めを行っ

た場合は、必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付けるこ

と。 

（２） 依然として、自社でタイヤ交換作業を行った貨物自動車による事故が多く発生

していることに鑑み、貨物自動車運送事業者に対しては、以下の実施事項を追加

して取り組むよう、傘下会員に対して周知徹底する。 

① 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ交換作業を行うときは、作業者に対して、

別紙１のタイヤ交換作業管理表に沿って作業を実施、その結果を記録させて、

適切なタイヤ交換作業が行われていることを確認すること。 

② 整備管理者は、別紙１のタイヤ交換作業管理表を使用して、増し締めの実施結

果を記録し、増し締めが確実に行われていることを確認すること。 

③ 整備管理者は、点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ホイール・ナッ

トの脱落及び緩み」、「ホイール・ボルトの折損等の異常」、「ホイール・ボルト

付近のさび汁痕跡」及び「ホイール・ナットから突出しているホイール・ボル

トの不揃いの確認」を確実に行わせること。なお、ホイール・ナットの緩みの

点検については、点検ハンマーによる確認手法のほか、ホイール・ナットへマ

ーキング（注１）を施す、又は、市販化されているホイール・ナットマーカー（ホ

イール・ナット回転指示インジケーター）を装着し、それらのずれを確認する

手法により、ホイール・ナットの緩みの点検（注２）を確実に実施すること。 

（３） 国土交通省から要請される「ホイール・ナットの緩みの総点検」の実施及び結

果の報告について、傘下会員の運送事業者へ協力を依頼する。 

 

 全国自家用自動車協会 

大型車の使用者向けに、以下の事故防止対策を徹底するよう広報啓発する。 

① 日程及び時間に余裕を持った計画的なタイヤ交換作業を実施すること。 

② タイヤの交換作業は、正しい知識を有した者に実施させること。 

③ 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤ交換作業時に点検・清掃を行っても錆が著しい

ディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、交換す

ること。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過して

いる車両は、重点的に確認すること。 

④ 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を確認しておくこと。な

お、車載工具で行った際の締め付けトルクの確認は、必ず帰庫時にトルクレン

チを使用して規定のトルクで締め付けること。 

⑤ 脱落の多い左後輪や、降雪地域や舗装されていない道路を走行する車両につい

て、タイヤ交換時の作業確認及びタイヤ交換後の日常点検を、車輪脱落事故防

止のための４つのポイント（※）を心がけ実施すること。 

 

 日本自動車整備振興会連合会、全国タイヤ商工協同組合連合会、日本自動車タイヤ
協会、日本自動車車体整備協同組合連合会、日本自動車販売協会連合会、全国石油

商業組合連合会 

傘下会員の事業者へ、タイヤ交換作業や広報啓発に際して、以下の注意事項等を

周知する。なお、タイヤメーカーにあっては、自社販売の流通経路を活用して、タ

イヤ販売業者へ周知する。 

① インパクトレンチを用いてホイール・ナットを締め付ける際は、締め過ぎに注

意し、最後にトルクレンチを使用して必ず規定トルクで締め付けること。 

② ホイール・ナットの規定トルクでの締め付け及びホイールに適合したボルト、

ナットを使用すること。特に、脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装されてい

ない道路を走行する車両について、重点的に確認すること。 

③ 入庫する大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための４つのポイント
（※）について周知すること。特に、脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装され

ていない道路を走行する車両について、重点的な点検を実施するよう啓発する

こと。 
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（２）事故防止対策の徹底を図るための調査・指導 

連絡会構成団体の地方組織は、各運輸支局等から街頭検査の機会を活用した

取組について協力要請があった場合は、これに協力する。 

（３）地方独自の実施事項 

連絡会構成団体の地方組織は、各地方運輸局又は各運輸支局等から地方独自

の実施事項の協力依頼があったときは、その取組の実施に協力する。 

 

３．連絡会構成団体別実施事項 

 全日本トラック協会、日本バス協会 

（１） これまで取り組んできた以下の実施事項について、引き続き取り組むよう傘下

会員に対して、周知徹底する。 

① 整備管理者は、適切なタイヤ交換作業の実施を確保するため、次の事項を徹底

すること。 

• 日程及び時間に余裕を持った計画的なタイヤ交換作業の実施。 

• 自社でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 

② 運送事業者は、車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内

の整備管理者、運転者及びタイヤ交換作業者に確実に実施させること。特に、

脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装されていない道路を走行する車について、

重点的な点検を心がけること。 

③ 整備管理者は、著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイール

では、適正な締付力が得られないため、タイヤ交換作業時に点検・清掃を行っ

ても錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使

用せず、交換すること。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４

年以上経過している車両は、重点的に確認すること。 

④ 整備管理者は、増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者

（運転者）に指導すること。なお、整備管理者は、車載工具で増し締めを行っ

た場合は、必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付けるこ

と。 

（２） 依然として、自社でタイヤ交換作業を行った貨物自動車による事故が多く発生

していることに鑑み、貨物自動車運送事業者に対しては、以下の実施事項を追加

して取り組むよう、傘下会員に対して周知徹底する。 

① 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ交換作業を行うときは、作業者に対して、

別紙１のタイヤ交換作業管理表に沿って作業を実施、その結果を記録させて、

適切なタイヤ交換作業が行われていることを確認すること。 

② 整備管理者は、別紙１のタイヤ交換作業管理表を使用して、増し締めの実施結

果を記録し、増し締めが確実に行われていることを確認すること。 

③ 整備管理者は、点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ホイール・ナッ

トの脱落及び緩み」、「ホイール・ボルトの折損等の異常」、「ホイール・ボルト

付近のさび汁痕跡」及び「ホイール・ナットから突出しているホイール・ボル

トの不揃いの確認」を確実に行わせること。なお、ホイール・ナットの緩みの

点検については、点検ハンマーによる確認手法のほか、ホイール・ナットへマ

ーキング（注１）を施す、又は、市販化されているホイール・ナットマーカー（ホ

イール・ナット回転指示インジケーター）を装着し、それらのずれを確認する

手法により、ホイール・ナットの緩みの点検（注２）を確実に実施すること。 

（３） 国土交通省から要請される「ホイール・ナットの緩みの総点検」の実施及び結

果の報告について、傘下会員の運送事業者へ協力を依頼する。 

 

 全国自家用自動車協会 

大型車の使用者向けに、以下の事故防止対策を徹底するよう広報啓発する。 

① 日程及び時間に余裕を持った計画的なタイヤ交換作業を実施すること。 

② タイヤの交換作業は、正しい知識を有した者に実施させること。 

③ 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤ交換作業時に点検・清掃を行っても錆が著しい

ディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、交換す

ること。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態から４年以上経過して

いる車両は、重点的に確認すること。 

④ 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を確認しておくこと。な

お、車載工具で行った際の締め付けトルクの確認は、必ず帰庫時にトルクレン

チを使用して規定のトルクで締め付けること。 

⑤ 脱落の多い左後輪や、降雪地域や舗装されていない道路を走行する車両につい

て、タイヤ交換時の作業確認及びタイヤ交換後の日常点検を、車輪脱落事故防

止のための４つのポイント（※）を心がけ実施すること。 

 

 日本自動車整備振興会連合会、全国タイヤ商工協同組合連合会、日本自動車タイヤ
協会、日本自動車車体整備協同組合連合会、日本自動車販売協会連合会、全国石油

商業組合連合会 

傘下会員の事業者へ、タイヤ交換作業や広報啓発に際して、以下の注意事項等を

周知する。なお、タイヤメーカーにあっては、自社販売の流通経路を活用して、タ

イヤ販売業者へ周知する。 

① インパクトレンチを用いてホイール・ナットを締め付ける際は、締め過ぎに注

意し、最後にトルクレンチを使用して必ず規定トルクで締め付けること。 

② ホイール・ナットの規定トルクでの締め付け及びホイールに適合したボルト、

ナットを使用すること。特に、脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装されてい

ない道路を走行する車両について、重点的に確認すること。 

③ 入庫する大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための４つのポイント
（※）について周知すること。特に、脱落の多い左後輪や、積雪地域や舗装され

ていない道路を走行する車両について、重点的な点検を実施するよう啓発する

こと。 
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④ 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤ交換作業の際、点検・清掃を行っても、錆が著

しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、交

換が必要であることを使用者に理解してもらうよう努めること。 

⑤ 入庫する大型車の使用者から、ホイール･ナットへのマーキングや、ホイール・

ナットマーカー（ホイール･ナット回転指示インジケーター）の施工依頼があっ

た場合には、これに応じ適切に対応すること。 

⑥ タイヤ交換事業者においても、大型車のタイヤ交換作業の際は、別紙１のタイ

ヤ交換作業管理表に沿った作業を行い、依頼者へ作業完了報告するよう努める

こと。また、増し締めの必要性を啓発し、確実な増し締めの実施を促すこと。 

 

 日本自動車工業会、日本自動車車体工業会、日本自動車輸入組合 

傘下会員の事業者へ、広報啓発に際して、以下の事項を周知する。 

① 大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）の確

実な実施を周知すること。特に、脱落の多い左後輪や、降雪地域や舗装されて

いない道路を走行する車両について、重点的に確認するよう啓発すること。 

② 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤの交換作業の際、点検・清掃を行っても、錆が

著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、

交換が必要であることを啓発すること。 

 

 日本自動車機械工具協会、日本自動車機械器具工業会、自動車用品小売業協会 

傘下会員の事業者に対して、タイヤ脱着作業に使用する器具等を販売する際、そ

の正しい使用方法や、トルクレンチは定期的な校正が必要であることについて、購

入者への説明を徹底するよう周知すること。 

 

４．キャンペーンの実施 

  この事故防止対策は、大型車の使用者が車輪脱落事故防止を図るため、常日頃から取

り組むものであるが、特に冬用タイヤへの交換時期において車輪脱落事故が多発して

いる状況を鑑み、令和３年１０月から令和４年２月の間を車輪脱落事故防止キャンペ

ーン期間として全国に展開し、事故防止対策の徹底を図る取組を実施する。 

 

５．新型コロナウイルス感染症に配慮した取組の実施 

新型コロナウイルス感染症の影響は日々変化している状況にあることから、本省等

及び連絡会構成団体（地方組織含む）は、各都道府県の取組を含め最新かつ正確な情報

を収集し、地域の実情に踏まえた各種取組を実施する。 

 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩みを確

認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで連続

して記入することが望ましい。 

 マーキングは、増し締め実施後に施工する。タイヤ交換時にマーキングを施工したときは、

増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを消して新た

に施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するかのいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが目視

で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性のある

ものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナットへのマ

ーキング又はホイール・ナットマーカー（ホイール･ナット回転指示インジケーター）による合い

マークのずれの確認により行っても差し支えない。ただし、ホイール・ボルトの折損の点検方法

としては不適切であることに留意する。 

 

※印は、以下の４項目 

１．ホイール・ボルト及びホイール・ナットの錆や汚れの清掃、並びにエンジンオイル等の給脂 

２．ホイール・ナットの規定トルクでの確実な締め付け 

３．タイヤ交換後、５０～１００ｋｍ走行後の増し締めの実施 

４．日常（運行前）点検における、ホイール・ボルト及びホイール・ナットの緩みの確認 
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④ 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤ交換作業の際、点検・清掃を行っても、錆が著

しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、交

換が必要であることを使用者に理解してもらうよう努めること。 

⑤ 入庫する大型車の使用者から、ホイール･ナットへのマーキングや、ホイール・

ナットマーカー（ホイール･ナット回転指示インジケーター）の施工依頼があっ

た場合には、これに応じ適切に対応すること。 

⑥ タイヤ交換事業者においても、大型車のタイヤ交換作業の際は、別紙１のタイ

ヤ交換作業管理表に沿った作業を行い、依頼者へ作業完了報告するよう努める

こと。また、増し締めの必要性を啓発し、確実な増し締めの実施を促すこと。 

 

 日本自動車工業会、日本自動車車体工業会、日本自動車輸入組合 

傘下会員の事業者へ、広報啓発に際して、以下の事項を周知する。 

① 大型車の使用者に対して、車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）の確

実な実施を周知すること。特に、脱落の多い左後輪や、降雪地域や舗装されて

いない道路を走行する車両について、重点的に確認するよう啓発すること。 

② 著しく錆びたホイール・ボルト、ナット、ディスク・ホイールでは、適正な締

付力が得られないため、タイヤの交換作業の際、点検・清掃を行っても、錆が

著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは使用せず、

交換が必要であることを啓発すること。 

 

 日本自動車機械工具協会、日本自動車機械器具工業会、自動車用品小売業協会 

傘下会員の事業者に対して、タイヤ脱着作業に使用する器具等を販売する際、そ

の正しい使用方法や、トルクレンチは定期的な校正が必要であることについて、購

入者への説明を徹底するよう周知すること。 

 

４．キャンペーンの実施 

  この事故防止対策は、大型車の使用者が車輪脱落事故防止を図るため、常日頃から取

り組むものであるが、特に冬用タイヤへの交換時期において車輪脱落事故が多発して

いる状況を鑑み、令和３年１０月から令和４年２月の間を車輪脱落事故防止キャンペ

ーン期間として全国に展開し、事故防止対策の徹底を図る取組を実施する。 

 

５．新型コロナウイルス感染症に配慮した取組の実施 

新型コロナウイルス感染症の影響は日々変化している状況にあることから、本省等

及び連絡会構成団体（地方組織含む）は、各都道府県の取組を含め最新かつ正確な情報

を収集し、地域の実情に踏まえた各種取組を実施する。 

 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩みを確

認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで連続

して記入することが望ましい。 

 マーキングは、増し締め実施後に施工する。タイヤ交換時にマーキングを施工したときは、

増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを消して新た

に施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するかのいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが目視

で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性のある

ものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナットへのマ

ーキング又はホイール・ナットマーカー（ホイール･ナット回転指示インジケーター）による合い

マークのずれの確認により行っても差し支えない。ただし、ホイール・ボルトの折損の点検方法

としては不適切であることに留意する。 

 

※印は、以下の４項目 

１．ホイール・ボルト及びホイール・ナットの錆や汚れの清掃、並びにエンジンオイル等の給脂 

２．ホイール・ナットの規定トルクでの確実な締め付け 

３．タイヤ交換後、５０～１００ｋｍ走行後の増し締めの実施 

４．日常（運行前）点検における、ホイール・ボルト及びホイール・ナットの緩みの確認 

 

―― 61

SEKEN2022.indd   61SEKEN2022.indd   61 2022/08/24   13:17:262022/08/24   13:17:26



 

 

貨物自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和３年度緊急対策」について 

 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策に、積極

的な取組をお願いします。 

 

１．会社代表者の方へ 

車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内の整備管理

者、運転者及びタイヤ交換作業者に周知徹底を図ってください。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者の方へ 

• 計画的なタイヤ交換作業を実施する。 

• 社内でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 
• 錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは
使用せず、交換する。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態か

ら４年以上経過している車両は、重点的に確認する。 

• 脱落の多い左後輪について重点的に点検する。 

• 積雪地域や舗装されていない道路を走行する車両について、入念に点検
する。 

• 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者（運転者）
に指導する。なお、車載工具で増し締めを行った場合は、必ず帰庫時に

トルクレンチを使用して規定のトルクで締め付ける。 

  

自社でタイヤ交換した車両による車輪脱落事故が、依然として多く発生

していることを踏まえた対策 

• 自社で大型車のタイヤ交換作業を行うときは、作業者に、別紙１の作
業管理表に沿って作業を実施させ、その結果を記録させる。 

• タイヤ交換作業完了後、作業管理表をもとに適正なタイヤ交換作業が
行われていることを確認する。 

• 別紙１の作業管理表を使用して、増し締めの実施結果を記録する。 

• 点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ディスク・ホイールの
取付状態」の点検を確実に行う。 

• 増し締め実施後、点検ハンマーによる確認手法のほか、ホイール・ナ
ットへマーキング（注１）を施す、又は、ホイールナットマーカーを装着

別添２－１ 

 

し、それらのずれを確認する手法により、ホイール・ナットの緩みの

点検（注２）を確実に確認する。 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩

みを確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで

連続して記入することが望ましい。 

 マーキングは増し締め実施後に施工する。タイヤ交換時にマーキングを施工したとき

は、増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを

消して新たに施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するか

のいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが

目視で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性

のあるものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナット

へのマーキング又はホイールナットマーカーによる合いマークのずれの確認により行って

も差し支えない。ただし、ホイール・ボルトの折損の点検方法としては不適切であること

に留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホイールナットマーカーの装着状態 

緩みなしの状態 左右のホイール・ナットが緩んだ状態 
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貨物自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和３年度緊急対策」について 

 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策に、積極

的な取組をお願いします。 

 

１．会社代表者の方へ 

車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内の整備管理

者、運転者及びタイヤ交換作業者に周知徹底を図ってください。 

※別紙３のチラシを参照 

２．整備管理者の方へ 

• 計画的なタイヤ交換作業を実施する。 

• 社内でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施させる。 
• 錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナットは
使用せず、交換する。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品の状態か

ら４年以上経過している車両は、重点的に確認する。 

• 脱落の多い左後輪について重点的に点検する。 

• 積雪地域や舗装されていない道路を走行する車両について、入念に点検
する。 

• 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者（運転者）
に指導する。なお、車載工具で増し締めを行った場合は、必ず帰庫時に

トルクレンチを使用して規定のトルクで締め付ける。 

  

自社でタイヤ交換した車両による車輪脱落事故が、依然として多く発生

していることを踏まえた対策 

• 自社で大型車のタイヤ交換作業を行うときは、作業者に、別紙１の作
業管理表に沿って作業を実施させ、その結果を記録させる。 

• タイヤ交換作業完了後、作業管理表をもとに適正なタイヤ交換作業が
行われていることを確認する。 

• 別紙１の作業管理表を使用して、増し締めの実施結果を記録する。 

• 点検実施者に別紙２の日常点検表を使用して、「ディスク・ホイールの
取付状態」の点検を確実に行う。 

• 増し締め実施後、点検ハンマーによる確認手法のほか、ホイール・ナ
ットへマーキング（注１）を施す、又は、ホイールナットマーカーを装着

別添２－１ 

 

し、それらのずれを確認する手法により、ホイール・ナットの緩みの

点検（注２）を確実に確認する。 

 

 

注１ ホイール・ナットへのマーキング（合いマーク）は、目視によりホイール・ナットの緩

みを確認可能とする措置であるため、以下の点に留意して施工する。 

 マーキングは、対象となるナットが緩んでいないことを確認し、施工する必要がある。 

 マーキングは、ボルト、ナットに連続して記入する。できれば、座金、ホイール面まで

連続して記入することが望ましい。 

 マーキングは増し締め実施後に施工する。タイヤ交換時にマーキングを施工したとき

は、増し締め実施後に再度、マーキングを施工する。この場合、以前のマーキングを

消して新たに施工するか、以前のマーキングは残し色違いのマーキングを施工するか

のいずれかによる。 

 マーキングが確認しやすい色（白色、黄色等）を使用する。また、マーキングのずれが

目視で判別できるよう、適当な太さで施工する。 

 マーキングの記入に使用する塗料は、屋外使用に適し、雨や紫外線等に対して耐久性

のあるものを使用する。（例：油性顔料インキ） 

   注２ ISO方式のホイールにおいて、「ホイール・ナットの緩み」の点検を、ホイール・ナット

へのマーキング又はホイールナットマーカーによる合いマークのずれの確認により行って

も差し支えない。ただし、ホイール・ボルトの折損の点検方法としては不適切であること

に留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホイールナットマーカーの装着状態 

緩みなしの状態 左右のホイール・ナットが緩んだ状態 
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旅客自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和３年度緊急対策」 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策に、

積極的な取組をお願いします。 

 

 

１．会社代表者の方へ 

車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内の整備

管理者、運転者及びタイヤ交換作業者に周知徹底を図ってください。 

※別紙３のチラシを参照 

 

２．整備管理者の方へ 

• 計画的なタイヤ交換作業を実施する。 

• 社内でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施
させる。 

• 錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナッ
トは使用せず、交換する。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品

の状態から４年以上経過している車両は、重点的に確認する。 

• 脱落の多い左後輪について重点的に点検する。 

• 積雪地域を走行する車両について入念に点検する。 

• 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者
（運転者）に指導する。なお、車載工具で増し締めを行った場合は、

必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付ける。 

 

別添２－２ 
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旅客自動車運送事業者の皆様へ 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故防止対策「令和３年度緊急対策」 

 

 

 

大型車の車輪脱落事故が増加していますので、以下の事故防止対策に、

積極的な取組をお願いします。 

 

 

１．会社代表者の方へ 

車輪脱落事故防止のための４つのポイント（※）について、社内の整備

管理者、運転者及びタイヤ交換作業者に周知徹底を図ってください。 

※別紙３のチラシを参照 

 

２．整備管理者の方へ 

• 計画的なタイヤ交換作業を実施する。 

• 社内でタイヤ交換作業を行う際は、正しい知識を有した者に実施
させる。 

• 錆が著しいディスク・ホイール、スムーズに回らないボルト、ナッ
トは使用せず、交換する。特に、ホイール・ボルト、ナットが新品

の状態から４年以上経過している車両は、重点的に確認する。 

• 脱落の多い左後輪について重点的に点検する。 

• 積雪地域を走行する車両について入念に点検する。 

• 増し締めをやむを得ず車載工具で行う場合の実施方法を作業者
（運転者）に指導する。なお、車載工具で増し締めを行った場合は、

必ず帰庫時にトルクレンチを使用して規定のトルクで締め付ける。 

 

別添２－２ 別紙１（様式例）

○

○

※

※

○

○

■
△

N･m

■

※

■

△

注

清
掃
の
実
施

ハブ面

ディスク・ホイール取付面の錆や泥、ゴミな
どを取り除く。

ハブのはめ合い部（インロー部）の錆やゴ
ミ、泥などを取り除く。

ディスク・ホイール

ホイール・ボルト、ナット

ホイール・ナットの当たり面、ハブ取付面の
錆やゴミ、泥などを取り除く。

取
付

ホイール・ナットの増し締め
保
守

ホイール・ナット

座金（ワッシャ）とナットとのすき間にエン
ジンオイルなどの潤滑剤を薄く塗布する。

タイヤ交換作業時の締め付けトルク値

ネジ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

タタイイヤヤ交交換換作作業業管管理理表表
登登録録番番号号又又はは車車番番

作作 業業 実実 施施 者者 名名

実実施施日日　　令令和和

整整備備管管理理者者確確認認欄欄

ハブ面

確認・作業内容 結　果
（実施✓・交換×）

ディスク・ホイールの取付面に著しい摩耗や
損傷がないかを確認

実施箇所

年年　　　　月月　　　　日日  

ねじ部につぶれや、やせ、かじりなどがない
かを確認

ナットの座面部（球面座）に錆や傷、ゴミが
ないかを確認

ディスク・ホイール

ホイール・ボルト、ナット

ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がな
いかを確認

ホイール・ボルト、ナットの錆やゴミ、泥な
どを取り除く。

ホイール・ナットの当たり面に亀裂や損傷、
摩耗がないかを確認

溶接部に亀裂や損傷がないかを確認

○

規定の締め付けトルク値は、車両の「タイヤ空気圧ラベル」の近くに表示されています。

対角線順に2～3回に分けて締め付けること（最後の締め付けはトルクレンチで規定トルクで締め付ける）。

油
脂
類
塗
布
の
実
施

ハブ

ホイール・ナットの締め付け

ハブのはめ合い部（インロー部）に、グリー
スを薄く塗布する。

タイヤ交換後、50～100km走行後の増し締めを
実施する。

ネジ部にエンジンオイルなどの潤滑剤を薄く
塗布する。

点
検
の
実
施

亀裂、損傷がないかを確認

ハブへの取付面とディスク・ホイール合わせ
面に摩耗や損傷がないかを確認

ボルトの伸び、著しい錆がないかを確認

ナットの座金（ワッシャ）が、スムーズに回
転するかを確認

この内容に沿ったものであれば、自社の様式を使用してもよい。

ホイール・ボルト

座面部（球面座）にエンジンオイルなどの潤
滑剤を薄く塗布する。

JIS方式が対象。

ISO方式が対象。ハブのディスク・ホイール取付面、ホイール合わせ面、ホイールと座金（ワッシャ）との
当たり面には、塗装、エンジンオイルなどの油脂類の塗布を行わないよう注意すること。

別紙１
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別紙２（様式例）

踏みしろ

ブレーキのきき

かかり具合

異音

※ 低速、加速の状態

※ 噴射状態

※ 拭き取りの状態

○ 空気圧力の上がり具合

○ 排気音

※ 液量

液量

※ 液量

※ リザーバ・タンク内の液量

※ エンジン・オイルの量

張り具合

損傷

点灯・点滅具合

汚れ

損傷

空気圧

ナット緩み・脱落

ボルト付近さび汁

ボルト突出不揃い、折損

亀裂

損傷

異状な摩耗

※ 溝の深さ

○ タンク内の凝水

※

※

※印の点検は、当該自動車の走行距離・運行時の状態等から判断した適切な時期に行うことで足りる。

○印の項目はエア・ブレーキを用いた自動車の点検項目を示す。

□印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員30人以上に該当する車両の場合は必ず実施すること。

注．ディスク・ホイールの取付状態の点検項目が細分化された内容が点検されるようになっていれば、自社の様式を使用してもよい。

タイヤ

□ ディスク・ホイールの取付状態

亀裂、損傷

ブレーキ・チャンバのロッドの
ストローク

踏みしろ、ブレーキのきき

灯火装置（前照灯・車幅灯・尾
灯・制動灯・後退灯・番号灯・側
方灯・反射器）、方向指示器

※ 張り具合、損傷

※ かかり具合、異音

ウィンド・ウォッシャ

引きしろ（踏みしろ）

ブレーキ・ペダル
ブレーキ・ドラムとライニング
とのすき間

前日・前回の運行におい
て異状が認められた箇所

○

実実施施日日　　令令和和

日日常常点点検検表表
運運行行管管理理者者（（補補助助者者））確確認認欄欄

整整備備管管理理者者（（補補助助者者））確確認認欄欄

点検箇所

年年　　　　月月　　　　日日  

点検項目
点検結果
(○・×)

登登録録番番号号又又はは車車番番

点点検検実実施施者者（（運運転転者者））名名

ワイパー

ブレーキ・ペダル

駐車ブレーキ・レバー
(パーキング・ブレーキ・レバー)

原動機(エンジン）

ラジエータなどの冷却装置

潤滑装置

点灯・点滅具合、汚れ、損傷

車
の
周
り
か
ら
の
点
検

ブレーキ・バルブ

ウィンド・ウォッシャ・タンク

バッテリ

運
転
席
で
の
点
検

エ
ン
ジ
ン
・
ル
ー

ム
の
点
検

ファン・ベルト

ブレーキのリザーバ・タンク

空気圧力計

エア・タンク

別紙２
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別紙(5) 指定自動車整備事業者による厳正かつ公正な事業運営の徹底について
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(6)	自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の

取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予について(協力依頼)
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国 自 情 第 ２ ４ ５ 号 

                             令和３年１２月１０日  

  

地 方 運 輸 局 長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 殿 

 

自 動 車 局 長 

 

 

「封印取付け委託要領」の一部改正について 

 

標記について、「封印取付け委託要領」（平成１８年１０月４日付け国自管第８６号） 

を別添のとおり一部改正することとしたので、了知されたい。 

 本通達は令和４年１月４日から施行する。 
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2 
 

 

オ「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の

郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予について

（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に基づく車両法

第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

 

(４)丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

の会員のうち中古自動車の販売を業とする者を構成員とする

団体（以下「団体」という。）であって、以下の場合に必要

となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動

車）について、当該自動車の提示に代えて、完検証、予備

検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を受ける場

合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第

１項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの

（登録令第４０条による提示をしたものを除く。）に限

る。） 

 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場

合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限

る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

 

エ「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の

郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予について

（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に基づく車両法

第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

 

（５）丁種受託者 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１

５条に規定される行政書士会（以下「行政書士会」とい

う。）であって、行政書士が運輸監理部、運輸支局又は自

動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局にあっては、

陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下

「運輸支局等」という。）に提出する書類を作成した自動

 

（新設） 

 

 

 

 

(４)丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

の会員のうち中古自動車の販売を業とする者を構成員とする

団体（以下「団体」という。）であって、以下の場合に必要

となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動

車）について、当該自動車の提示に代えて、完検証、予備

検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を受ける場

合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第

１項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの

（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条に

よる提示をしたものを除く。）に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（自動車登録令４３条の規定に係

る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内

に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（５）丁種受託者 行政書士法（昭和２６年２月２２日法律第

４号）第１５条に規定される行政書士会（以下「行政書士

会」という。）であって、行政書士が運輸監理部、運輸支

局又は自動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局にあ

っては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山運輸事務

所。以下「運輸支局等」という。）に提出する書類を作成

-
9
3
-
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「封印取付け委託要領」（平成１８年１０月４日付国自管第８６号局長通達）の新旧対照表  
改  正  案 現     行 

封印取付け委託要領 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）（以下

「車両法」という。）第２８条の３第１項の規定による封印の取

付けの委託（以下「封印の取付け委託」という。）に関しては、

同法、同法施行令、同法施行規則の規定によるほか、この要領の

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１)受託者 封印の取付け委託を受けた者 

(２)甲種受託者 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者以外

の受託者 

(３)乙種受託者 完成検査終了証（以下「完検証」という。）

のある自動車の販売を業とする者であって、以下の場合に必

要となる封印の取付け委託を受けた者。 

ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代え

て、完検証の提出により新規登録を受ける場合 

イ その販売する自動車（販売用中古自動車を含む。）につ

いて、当該自動車の提示に代えて、自動車予備検査証（以

下「予備検証」という。）、保安基準適合証又は限定自動

車検査証及び限定保安基準適合証（以下「保安基準適合証

等」という。）の提出により新規登録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第

１項の規定により当該自動車の自動車登録番号（以下「登

録番号」という。）が変更されるもの（自動車登録令（昭

和２６年政令第２５６号）（以下「登録令」という。）第

４０条による提示をしたものを除く。）に限る。） 

エ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場

合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限

る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

封印取付け委託要領 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）（以下

「車両法」という。）第２８条の３第１項の規定による封印の取

付けの委託（以下「封印取付け委託」という。）に関しては、同

法、同法施行令、同法施行規則の規定によるほか、この要領の定

めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１)受託者 封印取付委託を受けた者 

(２)甲種受託者 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者以外

の受託者 

(３)乙種受託者 完成検査終了証（以下「完検証」という。）

のある自動車の販売を業とする者であって、以下の場合に必

要となる封印の取付けの委託を受けた者。 

ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代え

て完検証の提出により新規登録を受ける場合 

イ その販売する自動車（販売用中古自動車を含む。）につ

いて、当該自動車の提示に代えて、自動車予備検査証（以

下「予備検証」という。）、保安基準適合証又は限定自動

車検査証及び限定保安基準適合証（以下「保安基準適合証

等」という。）の提出により新規登録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第

１項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの

（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条に

よる提示をしたものを除く。）に限る。） 

 

エ 車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に

係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域

内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

-
9
2
-

 

 

国 自 情 第 ２ ４ ５ 号 

                             令和３年１２月１０日  
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4 
 

業務を行う者。 

 （３）巡回封印取付け担当者 

    巡回して自動者登録番号及び車台番号の確認その他の封 

印取付け業務を行う者。 

 

 

 

 

２ 受託者は、事業場に封印取付け責任者を置くとともに、 

封印の取付けを行う事業場、分室、営業所及び施封センタ 

ーに封印取付け担当者を置くものとする。ただし、事業場 

においては、封印取付け責任者が封印取付け担当者を兼ね 

ることができるものとする。 

 

（４）削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

けを行うものとする。 

（３）施封センター方式 

乙種受託者は、封印の取付けを、複数の受託者が共同で設

置した施設においても行うことができるものとする。 

この場合、封印取付け責任者及び施設における封印取付け

職員の選定、封印取付け業務の管理体制等封印取付けの実施

計画について十分審査し、業務運営の適正が確保されるよう

措置すること。 

２（新設） 

 

 

 

 

（４）巡回施封方式 

丙種及び丁種受託者は、構成員である自動車販売事業者の

店舗又は所属する行政書士の事務所においても封印の取付け

を行うことができるものとする。 

この場合、封印取付け責任者及び巡回封印取付け職員の選

定、巡回封印取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画

について十分審査し、業務運営の適正が確保されるよう措置

すること。なお、適正な業務運営が図られないおそれがある

場合には、必要に応じ一般社団法人日本中古自動車販売協会

連合会又は日本行政書士会連合会を通じた指導を行うことと

するので、委託を行った運輸支局等は適宜その状況を本省自

動車情報課に報告されたい。 

（５）出張封印方式 

受託者（乙種受託者又は丙種受託者は、使用者の住所変更

による変更登録及び車両法第１１条第２項（自動車登録令４

３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項

（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な

場合に限る。）は、（２）から（４）までに加え、事業場等へ

の自動車の持ち込みによる申請者の負担の軽減を図るため、

封印の取付けを対象となる自動車の保管場所（自動車の保管

場所の確保等に関する法律（以下「車庫法」という。）第３
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車（エに規定する場合を除く）について、以下の場合に必

要となる封印の取付け委託を受けた者 

ア 当該自動車（第１２条第２項及び第３項の規定により封

印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受託者の名において

行わせることができる場合を除く。以下、本号イにおいて

同じ。）の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適

合証等の提出により新規登録を受ける場合 

イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合

（車両法第１４条第１項の規定により当該自動車の登録番

号が変更されるもの（登録令第４０条による提示をしたも

のを除く。）に限る。） 

 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場

合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限

る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

エ「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の

郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予について

（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に基づく車両法

第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

 

（委託の範囲） 

第３条 封印の取付け委託は、事業場毎に行う。 

 

（封印取付けを行う者） 

第４条 受託者は、封印の取付けを行う者として以下の者をあら

かじめ選任するものとする。 

（１）封印取付け責任者  

施行規則１５条第１項に記載の事項のほか、法令及び委託

に附した条件の遵守について必要な監督を行うとともに、問

題が生じた場合には適切な措置をとらせる等、封印取付け業

務を統括管理する者。 

 

 （２）封印取付け担当者 

    自動車登録番号及び車台番号の確認その他の封印取付け

した自動車について、以下の場合に必要となる封印の取付

け委託を受けた者 

ア 当該自動車（第１０条第２項及び第３項の規定により封

印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受託者の名において

行わせることができる場合を除く。以下、本号イにおいて

同じ。）の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適

合証等の提出により新規登録を受ける場合 

イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合

（車両法第１４条第１項の規定により当該自動車の登録番

号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２

５６号）第４０条による提示をしたものを除く。）に限

る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に

係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域

内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

（新設） 

 

 

 

 

（事業場） 

第３条 封印取付けの委託は、事業場毎に行う。 

 

（委託に当たっての考慮事項） 

第４条 封印の取付けの委託に当たっては、次の点を考慮して行

うこととする。 

（１）封印取付け責任者  

受託者は、封印取付け責任者を予め選任し、自動車登録番

号及び車台番号の確認、封印の保管及び出納並びに法令及び

委託に附した条件の遵守について必要な監督を行わせるとと

もに、問題が生じた場合には適切な措置をとらせる等、封印

取付け業務の統括管理させるものとする。 

（２）事業場 

受託者は、必要な施設を備えた事業場において封印の取付
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所等を記録した一覧を備えさせる等、業務運営の適正が確

保されるよう措置させること。  

なお、巡回して封印の取付けを行う場合において、適正 

な業務運営が図られないおそれがある場合には、必要に応 

じ、一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会又は日本 

行政書士会連合会を通じた指導を行うこととするので、委 

託を行った運輸支局等は適宜その状況を本省自動車情報課 

に報告されたい。 

（２）前条第２項の規定による場合には、受託者において封印

取付け責任者により適正な業務運営が確保されるよう措置

させるとともに、返納する自動車登録番号標を封印取付け

後に返納する場合は、当該出張封印に係る登録申請又は交

換申請時等に封印受託者名、出張封印を行おうとする自動

車の車台番号を記載した書面を運輸支局等に提出し、確認

を受け、かつ、施封後は、取り外した自動車登録番号標を

遅滞なく交付代行者に返納等させなければならない。 

 

（封印取付け受託者準則） 

第７条 運輸支局長（運輸監理部長、陸運事務所長、宮古運輸事

務所長及び八重山運輸事務所長を含む。以下同じ。）は、別記

「封印取付け受託者準則」を参考にして封印取付け受託者準則

を作成し、受託者に交付するものとする。 

 

（封印取付け委託書） 

第８条 運輸支局長は、封印の取付け委託をしたときは、受託者

に対して封印取付け委託書（別記様式）を交付するものとす

る。 

 

（委託の制限） 

第９条 車両法第２０条第４項又は道路運送法第４１条第３項

（同法第８１条第２項及びタクシー業務適正化特別措置法（昭

和４５年法律第７５号）第５２条第２項において準用する場合

を含む。）、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）

第３４条第３項並びに土砂等を運搬する大型自動車による交通

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（封印取付け受託者準則） 

第５条 運輸支局長（運輸監理部長、陸運事務所長、宮古運輸事

務所長及び八重山運輸事務所長を含む。以下同じ。）は、別記

「封印取付け受託者準則」を参考にして封印取付け受託者準則

を作成し、受託者に交付するものとする。 

 

（封印取付委託書） 

第６条 運輸支局長は、封印取付け委託をしたときは、受託者に

対して封印取付け委託書（別記様式）を交付するものとする。 

 

 

（委託の制限） 

第７条 道路運送車両法第２０条第４項又は道路運送法第４１条

第３項（同法第８１条第２項及びタクシー業務適正化特別措置

法（昭和４５年法律第７５号）第５２条第２項において準用す

る場合を含む。）、貨物自動車運送事業法第３４条第３項並び

に土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関す

-
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（封印取付けを行う施設等） 

第５条 各受託者において封印の取付けを行うことができる施設 

は、事業場のほか以下のとおりとする。 

 （１）甲種受託者 

    分室 

 （２）乙種受託者 

    営業所、複数の受託者が共同で設置する施封センター 

 （３）丙種受託者 

    構成員である自動車販売事業者の店舗 

 （４）丁種受託者 

    所属する行政書士の事務所 

２ 受託者（乙種受託者又は丙種受託者は、変更登録を受ける場

合（車両法第１４条第１項の規定により当該自動車の登録番号

が変更されるもの（登録令第４０条による提示をしたものを除

く。）に限る。）及び車両法第１１条第２項（登録令４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区

域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合に限

る。）は、前項の規定に加え、事業場等への自動車の持ち込みに

よる申請者の負担の軽減を図るため、封印の取付けを対象とな

る自動車の保管場所（自動車の保管場所の確保等に関する法律

第３条の保管場所をいう。）等において行うことができる。 

 

第６条 委託にあたっての考慮事項 

 （１）封印の取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画に

ついて十分に審査し、事業場に封印取付け担当者及び営業

条の保管場所を言う。以下同じ。）等において行うことが出

来るものとする。 

この場合、受託者は、封印取付け責任者により適正な業務

運営が確保されるよう措置するとともに、当該出張封印に係

る登録申請又は交換申請時等に封印受託者名、出張封印を行

おうとする自動車の車台番号、出張封印、自動車登録番号標

の返納方法等を記載した書面を運輸支局等に提出し、確認を

受け、かつ、施封後は、取り外した自動車登録番号標を遅滞

なく交付代行者に返納等しなければならない 

 

第５条（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条（新設） 
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自動車登録業務に 

十分精通した行政書士 

・他人の依頼を受け報酬を得 

て運輸支局等に提出する書  

類を作成した自動車（乙種 

受託者及び丙種受託者の構 

成員の販売する自動車を除 

く。）について、当該自動 

車の提示に代えて、完検

証、 

予備検証、保安基準適合証 

等の提出による新規登録に 

伴う封印の取付け作業 

・他人の依頼を受け報酬を得 

て運輸支局等に提出する書 

類を作成した自動車（乙種 

受託者及び丙種受託者の構 

成員の販売する自動車を除 

く。）について、変更登録 

又は移転登録（車両法第１ 

４条第１項の規定により当 

該自動車の登録番号が変更 

されるもの（登録令第４０ 

条による提示をしたものを 

除く。）に限る。）に伴う 

封印の取付け作業 

 

 

・車両法第１１条第２項（登 

録令第４３条の規定に係る 

場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項に基づく封 

印の取付け作業 

 

 

自動車登録業務に 

十分精通した行政書士 

・他人の依頼を受け報酬を得 

て運輸支局等に提出する書  

類を作成した自動車（乙種 

受託者及び丙種受託者の構 

成員の販売する自動車を除 

く。）について、当該自動 

車の提示に代えて完検証、 

予備検証、保安基準適合証 

等の提出による新規登録に 

伴う封印の取付け作業 

・他人の依頼を受け報酬を得 

て運輸支局等に提出する書 

類を作成した自動車（乙種 

受託者及び丙種受託者の構 

成員の販売する自動車を除 

く。）について、変更登録 

又は移転登録（道路運送車 

両法（昭和２６年法律第１ 

８５号）第１４条第１項の  

規定により当該自動車の登 

録番号が変更されるもの 

（自動車登録令（昭和２６ 

年政令第２５６号）第４０ 

条による提示をしたものを 

除く。）に限る。）に伴う 

封印の取付け作業 

 

・車両法第１１条第２項（自 

動車登録令第４３条の規定 

に係る場合を含む。）又は 

第４項若しくは第６項に基 

づく封印の取付け作業 
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事故の防止等に関する特別措置法（昭和４２年法律第１３１

号）第９条第３項の規定による封印の取付けは、委託すること

ができない。 

 

第１０条 自動車検査登録事務所がある都道府県においては、甲

種受託者への委託は運輸支局（自動車検査登録事務所の管轄区

域を除く。）又は自動車検査登録事務所の管轄区域ごとに行う

ものとし、委託する業務の範囲は、車両法第１１条第１項又は

第２項の封印の取付けは、委託のあった当該管轄区域に使用の

本拠を有する自動車に限定するものとし、同条第４項又は第６

項の封印の取付けは、全ての自動車について委託することがで

きるものとする。 

第１１条 前条に規定するほか、事情に応じ自動車の使用の本拠

の位置、車種、自動車の用途等により委託する業務の範囲を限

定することができる。 

（封印作業の再委託及び再々委託） 

第１２条 甲種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要

があると認めるときは、左欄に掲げる者に対し、右欄に掲げる

作業を、甲種受託者の名において行わせることができる。この

他、運輸支局等の庁舎の建替えにより運輸支局等の構内が狭隘

となる等、ユーザー利便が著しく損なわれると運輸支局長が認

めるときは、運輸支局長が指定する者に、作業及び期間を限定

して、甲種受託者の名において行わせることができる。この場

合、運輸支局長は、その必要性について本省自動車情報課と事

前に協議すること。 

 

作業者 作業範囲 

日本自動車輸入組合の 

輸入自動車販売事業者 

・輸入車特別取扱制度の一環

として出張予備検査を行っ

た自動車の新規登録に伴う

封印の取付け作業 

 

る特別措置法第９条第３項の規定による封印の取付けは、委託

することができない。 

 

 

第８条 自動車検査登録事務所がある都道府県においては、甲種

受託者への委託は運輸支局（自動車検査登録事務所の管轄区域

を除く。）又は自動車検査登録事務所の管轄区域ごとに行うも

のとし、委託する業務の範囲は、車両法第１１条第１項又は第

２項の封印の取付けは、委託のあった当該管轄区域に使用の本

拠を有する自動車に限定するものとし、同条第４項又は第６項

の封印の取付けは、全ての自動車について委託することができ

るものとする。 

第９条 前条に規定するほか、事情に応じ自動車の使用の本拠の

位置、車種、自動車の用途等により委託する業務の範囲を限定

することができる。 

（封印作業の再委託及び再々委託） 

第１０条 甲種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要

があると認めるときは、左欄に掲げる者に対し、右欄に掲げる

作業を、甲種受託者の名において行わせることが出来る。この

他、運輸支局等の庁舎の建替えにより運輸支局等の構内が狭隘

となる等、ユーザー利便が著しく損なわれると運輸支局長が認

めるときは、運輸支局長が指定する者に、作業及び期間を限定

して、甲種受託者の名において行わせることができる。この場

合、運輸支局長は、その必要性について本省自動車情報課と事

前に協議すること。 

 

作業者 作業範囲 

日本自動車輸入組合の 

輸入自動車販売事業者 

・輸入車特別取扱制度の一環

として出張予備検査を行っ

た自動車の新規登録に伴う

封印の取付け作業 
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・「自動車ＯＳＳによる変更

登録申請時の自動車検査証等

の郵送の取扱い及び自動車登

録番号標交付時期猶予につい

て（国自情第２４２号、国自

整第２２１号）」に基づく車

両法第１１条第１項による封

印の取付けが必要な場合 

車体整備事業者（優良自動車

整備事業者認定規則（昭和２

６年運輸省令第７２号）別表

に定める車体整備作業１種又

は２種として認定を受けた優

良自動車整備事業者に限

る。） 

・変更登録又は移転登録（車

両法第１４条第１項の規定

により当該自動車（乙種受

託者及び丙種受託者の構成

員の販売する自動車を除

く。）の登録番号が変更さ

れるもの（登録令第４０条

による提示をしたものを除

く。）に伴う封印の取付け

作業 

 

・車両法第１１条第２項（登 

録令第４３条の規定に係る 

場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項基づく封印 

の取付け作業 

 

・「自動車ＯＳＳによる変更

登録申請時の自動車検査証等

の郵送の取扱い及び自動車登

録番号標交付時期猶予につい

て（国自情第２４２号、国自

整第２２１号）」に基づく車

両法第１１条第１項による封

印の取付けが必要な場合 

・（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

車体整備事業者（優良自動車

整備事業者認定規則（昭和２

６年運輸省令第７２号）別表

に定める車体整備作業１種又

は２種として認定を受けた優

良自動車整備事業者に限

る。） 

・変更又は移転登録（車両法 

第１４条第１項の規定によ 

り当該自動車（乙種受託者 

及び丙種受託者の構成員の 

販売する自動車を除く。） 

の登録番号が変更されるも 

の（自動車登録令（昭和２ 

６年政令第２５６号）第４ 

０条による提示をしたもの 

を除く。）に伴う封印の取 

付け作業 

・車両法第１１条第２項（自 

動車登録令第４３条の規定 

に係る場合を含む。）又は 

第４項若しくは第６項基づ 

く封印の取付け作業 

 

・（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

-
1
0
1
-
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・「自動車ＯＳＳによる変更

登録申請時の自動車検査証等

の郵送の取扱い及び自動車登

録番号標交付時期猶予につい

て（国自情第２４２号、国自

整第２２１号）」に基づく車

両法第１１条第１項による封

印の取付けが必要な場合 

指定整備事業者（中小企業団

体の組織に関する法律（昭和

３２年法律第１８５号）に基

づき設立された指定整備事業

者である自動車整備協業組合

または中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１

号）に基づき設立された指定

整備事業者である自動車整備

協同組合にあっては、当該組

合の組合員を含む。） 

・その販売する中古自動車の 

新規登録に伴う封印の取付 

け作業 

・変更登録又は移転登録（車

両法第１４条第１項の規定

により当該自動車（乙種受

託者及び丙種受託者の構成

員の販売する自動車を除

く。）の登録番号が変更さ

れるもの（登録令第４０条

による提示をしたものを除

く。）に限る。）に伴う封

印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項（登 

録令第４３条の規定に係る 

場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項に基づく封 

印の取付け作業 

 

 

 

・（新設） 

 

 

指定整備事業者（中小企業団

体の組織に関する法律（昭和

３２年法律第１８５号）に基

づき設立された指定整備事業

者である自動車整備協業組合

または中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１

号）に基づき設立された指定

整備事業者である自動車整備

協同組合にあっては、当該組

合の組合員を含む。） 

・その販売する中古自動車の 

新規登録に伴う封印の取付 

け作業 

・変更登録又は移転登録（車 

両法第１４条第１項の規定 

により当該自動車（乙種受 

託者及び丙種受託者の構成 

員の販売する自動車を除 

く。）の登録番号が変更さ 

れるもの（自動車登録令

（昭 

和２６年政令第２５６号） 

第４０条による提示をした 

ものを除く。）に限る。） 

に伴う封印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項

（自 

動車登録令第４３条の規定 

に係る場合を含む。）又は 

第４項若しくは第６項に基 

づく封印の取付け作業 

-
1
0
0
-
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りではない。 

２ 提出を受けた前項の封印取付け報告書は、次年度末まで保存

しなければならない。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

第１条 本通達は、令和４年１月４日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 本通達施行の際に現に旧通達第６条の規定により封印取 

付け委託書の交付を受けている甲種受託者、乙種受託者、丙種

受託者及び丁種受託者は、本通達の施行の日に本通達第２条第

２号の甲種受託者、第３号の乙種受託者、第４号の丙種受託者

及び第５号の丁種受託者としてそれぞれ第８条の規定による運

輸支局長から封印取付け委託書の交付を受けたものとみなすこ

とができる。 

２ 運輸支局長は前項の規定により甲種受託者及び乙種受託者、

丙種受託者及び丁種受託者として運輸支局長から封印取付け委

託書の交付を受けたものとみなされた者に対し、第７条の規定

による封印取付け受託者準則を受託者に交付するものとする。 

 

別記様式（略） 

「委託する業務の範囲」 

１ 自動車検査登録事務所のない都道府県の甲種受託者の場合 

「A県の区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法

（昭和２６年法律第１８５号）第１１条第１項又は第２項に係る

封印の取付け及び全ての自動車に係る道路運送車両法第１１条第

４項又は第６項に係る封印の取付け」 

２ 自動車検査登録事務所のある都道府県の甲種受託者の場合 

「A県（A運輸支局B自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）の

区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法（昭和２

６年法律第１８５号）第１１条第１項又は第２項に係る封印の取

付け及び全ての自動車に係る道路運送車両法第１１条第第４項又

りではない。 

２ 提出を受けた前項の封印取付け報告書は、次年度末まで保存

しなければならない。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

第１条 本通達は、令和３年８月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

第２条 本通達施行の際に現に旧通達第６条の規定により封印取 

付け委託書の交付を受けている甲種受託者、乙種受託者、丙種

受託者及び丁種受託者は、本通達の施行の日に本通達第２条第

２号の甲種受託者、第３号の乙種受託者、第４号の丙種受託者

及び第５号の丁種受託者としてそれぞれ第６条の規定による運

輸支局長から封印取付け委託書の交付を受けたものとみなすこ

とができる。 

２ 運輸支局長は前項の規定により甲種受託者、乙種受託者、丙 

種受託者及び丁種受託者として運輸支局長から封印取付け委託

書の交付を受けたものとみなされた者に対し、第５条の規定に

よる封印取付け受託者準則を受託者に交付するものとする。 

 

別記様式（略） 

「委託する業務の範囲」 

１ 自動車検査登録事務所のない都道府県の甲種受託者の場合 

「A県の区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法

第１１条第１項又は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車

に係る道路運送車両法第１１条第４項又は第６項に係る封印の取

付け」 

２ 自動車検査登録事務所のある都道府県の甲種受託者の場合 

「A県（A運輸支局B自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）の

区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法第１１条

第１項又は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車に係る道

路運送車両法第１１条第第４項又は第６項に係る封印の取付け」 

-
1
0
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-
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２ 乙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、行政書士（自動車登録業務に十分精通した行

政書士に限る。以下同じ。）又は一般社団法人日本自動車販売

協会連合会（行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０

号）第２０条第１項第１号の規定により申請した自動車に限

る。）に封印の取付け作業を乙種受託者の名において行わせる

ことができる。この場合、当該行政書士は、第５条２項の規定

に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

３ 丙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、当該団体の構成員又は当該団体の構成員を通

じ行政書士に、封印の取付け作業を、丙種受託者の名において

行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第５条２

項の規定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

 

４ 丁種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、行政書士又は当該行政書士を通じ他の行政書

士に、封印の取付け作業を、丁種受託者の名において行わせる

ことができる。 

 

（封印受領証等） 

第１３条 運輸支局長は、受託者に封印を交付（前渡しを含

む。）したときは、受領証を提出させる等の方法により交付年

月日、交付先、交付数量を明確にできるようにしておかなけれ

ばならない。 

２ 前項の受領証等は、次年度末まで保存しなければならない。 

 

（封印の出納の記録） 

第１４条 運輸支局長は、封印の出納状況を明確に記録しておか

なければならない。 

 

（封印取付け報告書） 

第１５条 運輸支局長は、毎月受託者に前月の封印取付け状況に

関し封印取付け報告書を提出させるものとする。 

  ただし、封印の前渡しをしていない受託者についてはこの限

２ 乙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、行政書士（自動車登録業務に十分精通した行

政書士に限る。以下同じ。）又は一般社団法人日本自動車販売

協会連合会（行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０

号）第２０条第１項第１号の規定により申請した自動車に限

る。）に封印の取付け作業を乙種受託者の名において行わせる

ことができる。この場合、当該行政書士は、第４条（５）の規

定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

３ 丙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、当該団体の構成員又は当該団体の構成員を通

じ行政書士に、封印の取付け作業を、丙種受託者の名において

行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第４条

（５）の規定に関わらず出張封印を行うことができることとす

る。 

４ 丁種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要がある

と認めるときは、行政書士又は当該行政書士を通じ他の行政書

士に、封印の取付け作業を、丁種受託者の名において行わせる

ことができる。 

 

（封印受領証等） 

第１１条 運輸支局長は、受託者に封印を交付（前渡しを含

む。）したときは、受領証を提出させる等の方法により交付年

月日、交付先、交付数量を明確にできるようにしておかなけれ

ばならない。 

２ 前項の受領証等は、次年度末まで保存しなければならない。 

 

（封印の出納の記録） 

第１２条 運輸支局長は、封印の出納状況を明確に記録しておか

なければならない。 

 

（封印取付け報告書） 

第１３条 運輸支局長は、毎月受託者に前月の封印取付け状況に

関し封印取付け報告書を提出させるものとする。 

  ただし、封印の前渡しをしていない受託者についてはこの限

-
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（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の 

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A県

の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）による封印の

取付けを行う場合 

（４）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等  
の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予につい  
て（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に基づく道路 
運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場  
合 

 

５ 丁種受託者の場合 

(１) 行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出

する書類を作成した自動車（封印取付け委託要領（平成１８

年１０月４日付国自管第８６号）第２条（５）エ、第１２条

第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受託

者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を

除く。以下、次号において同じ。）について、当該自動車の

提示に代えて、完成検査終了証、自動車予備検査証、保安基

準適合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提

出により新規登録を受ける場合 

 

（２）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出

する書類を作成した自動車について、変更登録又は移転登録

を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５

号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番

号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５

６号）第４０条による提示をしたものを除く。）に限る。） 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の 

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A県の 

区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）による封印の取 

付けを行う場合 

 

別記 

封印取付け受託者準則 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A県

の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）による封印の

取付けを行う場合 

(新設) 

 

 

 

 

 

５ 丁種受託者の場合 

(１) 行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出

する書類を作成した自動車（封印取付け委託要領（平成１８

年１０月４日付国自管第８６号）第１０条第２項及び第３項

の規定により封印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受託者

の名において行わせることができる場合を除く。以下、次号

において同じ。）について、当該自動車の提示に代えて完成

検査終了証、自動車予備検査証、保安基準適合証又は限定自

動車検査証及び限定保安基準適合証の提出により新規登録を

受ける場合 

 

（２）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出

する書類を作成した自動車について、変更登録又は移転登録

を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５

号）第１４条第１項の規定により当該自動車の登録番号が変

更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）

第４０条による提示をしたものを除く。）に限る。） 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の 

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A県

の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）による封印の取 

付けを行う場合 

 

別記 

封印取付け受託者準則 

-
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は第６項に係る封印の取付け」 

３ 乙種受託者の場合 

 （１）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代え 

て完成検査終了証の提出により新規登録を受ける場合 

（２）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代え 

て、自動車予備検査証、保安基準適合証又は限定自動車 

検査証及び限定保安基準適合証の提出により新規登録を受 

ける場合 

（３）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法 

（昭和２６年法律第１８５号）第１４条第１項の規定によ 

り当該自動車の自動車登録番号が変更されるもの（自動車 

登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示 

をしたものを除く。）に限る。） 

（４）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条 

の規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A 

県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）の規定に 

よる封印の取付けを行う場合 

 （５）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等  
の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時期猶予につい  
て（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に基づく道路 
運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場  
合 

 

  

４ 丙種受託者の場合 

(１)その構成員が販売する自動車について、当該自動車の提示 

に代えて、完成検査終了証、自動車予備検査証、保安基準適 

合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出に 

より新規登録を受ける場合 

（２）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭 

和２６年法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当該 

自動車の自動車登録番号が変更されるもの（自動車登録令 

（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたも 

のを除く。）に限る。） 

 

３ 乙種受託者の場合 

 （１）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代え 

て完成検査終了証の提出により新規登録を受ける場合 

（２）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代え 

て自動車予備検査証、保安基準適合証又は限定自動車検査 

証及び限定保安基準適合証の提出により新規登録を受ける

場合 

（３）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法 

（昭和２６年法律第１８５号）第１４条第１項の規定によ 

り当該自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令 

（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をした 

ものを除く。）に限る。） 

（４）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条 

の規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（A

県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）の規定に

よる封印の取付けを行う場合 

 （新設） 

 

 

 

 

 

４ 丙種受託者の場合 

(１)その構成員が販売する自動車について、当該自動車の提示 

に代えて完成検査終了証、自動車予備検査証、保安基準適合

証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出によ 

り新規登録を受ける場合 

（２）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭 

和２６年法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当該 

自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録令（昭和２ 

６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたものを除 

く。）に限る。） 
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第８条 甲種及び乙種受託者は、封印の取付けを行う分室又は営

業所を設けた場合、封印取付け担当者及び営業所等一覧（第３

号様式）を備え、これに記録しなければならない。また、記録

した事項に変更が生じた場合は、その変更内容を記録しなけれ

ばならない。 

（出張封印確認書） 

第９条 出張封印により、返納する自動車登録番号標を封印取付

け後に返納とする受託者は、登録申請又は交換申請時等に封印

受託者名、出張封印を行おうとする自動車の車台番号を記載し

た書面又は当該書面と同等と認める書面を運輸支局長に原則２

通提出しなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第１０条 封印の前渡しを受けた受託者は毎月１０日までに、前

月の封印取付け状況に関し、運輸支局長に封印取付け報告書

（第２号様式）を提出しなければならない。 

２ 封印の前渡しを受けた乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託

者は、前項の封印取付け報告書を提出するときは、封印の取付

をした自動車の登録年月日及び自動車登録番号を記載した書面

を添付しなければならない。 

（変更届） 

第１１条 受託者は、道路運送車両法施行規則第１２条第１項の

申請書に記載した事項に変更があったとき（事業場の位置に変

更があったときを除く。）は、すみやかにその旨を運輸支局長

に届け出なければならない。 

（手数料額） 

第１２条 手数料の額は、毎年度ごとに定めるものとする。  
第１３条 手数料は、甲種受託者の場合には運輸支局等の業務件

数により、乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者の場合には

請求書に添付された封印取付け届出書により確認できる封印取

付け件数について支払う。 

（手数料の請求） 

第１４条 受託者は、毎年４月１日から翌年３月３１日までに行

った封印の取付けについて運輸支局長に手数料を請求すること

ができる。 

 

 

 

 

 

（出張封印確認書） 

第８条 出張封印を行おうとする受託者は、登録申請又は交換申

請時等に封印受託者名、出張封印を行おうとする自動車の車台

番号、出張封印の希望、ナンバープレートの返納方法等を記載

した書面又は当該書面と同等と認める書面を運輸支局長に原則

２通提出しなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第９条 封印の前渡しを受けた受託者は毎月１０日までに、前月

の封印取付け状況に関し、運輸支局長に封印取付け報告書（第

２号様式）を提出しなければならない。 

２ 封印の前渡しを受けた乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託

者は、前項の封印取付け報告書を提出するときは、封印の取付

をした自動車の登録年月日及び自動車登録番号を記載した書面

を添付しなければならない。 

（変更届） 

第１０条 受託者は、道路運送車両法施行規則第１２条第１項の

申請書に記載した事項に変更があったとき（事業場の位置に変

更があったときを除く。）は、すみやかにその旨を運輸支局長

に届け出なければならない。 

（手数料額） 

第１１条 手数料の額は、毎年度ごとに定めるものとする。  
第１２条 手数料は、甲種受託者の場合には運輸支局等の業務件

数により、乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者の場合には

請求書に添付された封印取付け届出書により確認できる封印取

付け件数について支払う。 

（手数料の請求） 

第１３条 受託者は、毎年４月１日から翌年３月３１日までに行

った封印の取付けについて運輸支局長に手数料を請求すること

ができる。 
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（適用） 

第１条 受託者は、道路運送車両法及び同法施行規則の規定によ 

るほか、この準則の定めに従って封印の取付けに関する 

業務を行わなければならない。 

（定義） 

第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ 

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）封印の前渡し 予め一定数量の封印を受託者に交付するこ 

と。 

（２）有償受託者 第１５条の規定により手数料請求権を放棄し

た受託者以外の受託者 

（封印受払い簿） 

第３条 封印の前渡しを受けた受託者は、封印受払い簿を備え、

封印の出納状況を明らかにしなければならない。 

２ 封印受払い簿への記録は、受入れ、取付け、打損、紛失等受

払い事由を明らかにして行わなければならない。 

３ 封印受払い簿は、記録した日から２年間保存しなければなら

ない。 

（封印の保管） 

第４条 受託者は、紛失、盗難等がないよう封印を厳重に保管し

なければならない。 

（打損した封印等） 

第５条 受託者は、打損又はき損した封印及び不良の封印を運輸

支局長に返納しなければならない。 

（封印の紛失） 

第６条 受託者は、封印の紛失を発見したときは、すみやかにそ

の数量及び事情を運輸支局長に報告しなければならない。 

（封印取付け届出書） 

第７条 有償受託者たる乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者

は、封印の取付けを行おうとするときは、当該自動車の新規登

録、変更登録及び移転登録の際、運輸支局長に封印取付け届出

書（第１号様式）２通を提出しなければならない。 

 

（営業所等一覧及び封印取付け担当者名簿の備え付け） 

（適用） 

第１条 受託者は、道路運送車両法及び同法施行規則の規定によ 

るほか、この準則の定めに従って封印の取付けに関する業務を 

行わなければならない。 

（定義） 

第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ 

れぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）封印の前渡し 予め一定数量の封印を受託者に交付するこ

と。 

（２）有償受託者 第１４条の規定により手数料請求権を放棄し

た受託者以外の受託者 

（封印受払い簿） 

第３条 封印の前渡しを受けた受託者は、封印受払い簿を備え、

封印の出納状況を明らかにしなければならない。 

２ 封印受払い簿への記録は、受入れ、取付け、打損、紛失等受

払い事由を明らかにして行わなければならない。 

３ 封印受払い簿は、記録した日から２年間保存しなければなら

ない。 

（封印の保管） 

第４条 受託者は、紛失、盗難等がないよう封印を厳重に保管し

なければならない。 

（打損した封印等） 

第５条 受託者は、打損又はき損した封印及び不良の封印を運輸

支局長に返納しなければならない。 

（封印の紛失） 

第６条 受託者は、封印の紛失を発見したときは、すみやかにそ

の数量及び事情を運輸支局長に報告しなければならない。 

（封印取付け届出書） 

第７条 有償受託者たる乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者

は、封印の取付けを行おうとするときは、当該自動車の新規登

録、変更登録及び移転登録の際、運輸支局長に封印取付け届出

書（第１号様式）２通を提出しなければならない。 

 

（新設） 
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２ 前項の手数料の請求は、次年度４月末までに封印の取付け件

数及び請求金額を記載した請求書を提出することにより行わな

ければならない。 

３ 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の請求書を

提出するときは、運輸支局長が確認済印を押捺して返付した封

印取付け届出書を添付しなければならない。 

（無償受託） 

第１５条  受託者は、手数料の請求を行わない旨をあらかじめ文

書をもって通知することにより、手数料請求権を放棄すること

ができる。 

第１号様式（略） 

第２号様式（略） 

第３号様式（略） 

 

２ 前項の手数料の請求は、次年度４月末までに封印の取付け件

数及び請求金額を記載した請求書を提出することにより行わな

ければならない。 

３ 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の請求書を

提出するときは、運輸支局長が確認済印を押捺して返付した封

印取付け届出書を添付しなければならない。 

（無償受託） 

第１４条  受託者は、手数料の請求を行わない旨をあらかじめ文

書をもって通知することにより、手数料請求権を放棄すること

ができる。 

第１号様式（略） 

第２号様式（略） 

（新設） 
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【別添改正溶け込み】 

封印取付け委託要領 

封印取付け委託要領 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）（以下「車両法」という。）第 

２８条の３第１項の規定による封印の取付けの委託（以下「封印の取付け委託」とい 

う。）に関しては、同法、同法施行令、同法施行規則の規定によるほか、この要領の 

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め 

るところによる。 

（１）受託者 封印の取付け委託を受けた者 

（２）甲種受託者 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者以外の受託者 

（３）乙種受託者 完成検査終了証（以下「完検証」という。）のある自動車の販売を 

業とする者であって、以下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者。 

ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて、完検証の提出により 

新規登録を受ける場合 

イ その販売する自動車（販売用中古自動車を含む。）について、当該自動車の提示 

に代えて、自動車予備検査証（以下「予備検証」という。）、保安基準適合証又は 

限定自動車検査証及び限定保安基準適合証（以下「保安基準適合証等」という。） 

の提出により新規登録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当該自 

動車の自動車登録番号（以下「登録番号」という。）が変更されるもの（自動車登

録令（昭和２６年政令第２５６号）（以下「登録令」という。）第４０条による提

示をしたものを除く。）に限る。） 

エ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

オ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（４）丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会の会員のうち中古自動 

車の販売を業とする者を構成員とする団体（以下「団体」という。）であって、以 

下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動車）について、当該自動 

車の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を 

受ける場合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当該自 

動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提示をしたものを除く。） 

 

に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（５）丁種受託者 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される行政書 

士会（以下「行政書士会」という。）であって、行政書士が運輸監理部、運輸支局 

又は自動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古 

運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運輸支局等」という。）に提出する書類 

を作成した自動車（エに規定する場合を除く）について、以下の場合に必要となる 

封印の取付け委託を受けた者 

ア 当該自動車（第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受

託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。以下、本号イ

において同じ。）の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出に

より新規登録を受ける場合 

イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の 

規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提示を 

したものを除く。）に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（委託の範囲） 

第３条 封印の取付け委託は、事業場毎に行う。 

（封印取付けを行う者） 

第４条 受託者は、封印の取付けを行う者として以下の者をあらかじめ選任するものと 

する。 

（１）封印取付け責任者 施行規則１５条第１項に記載の事項のほか、法令及び委託に 

附した条件の遵守について必要な監督を行うとともに、問題が生じた場合には適切 

な措置をとらせる等、封印取付け業務を統括管理する者。 

（２）封印取付け担当者 自動車登録番号及び車台番号の確認その他の封印取付け業務 

を行う者。 

(３）巡回封印取付け担当者 巡回して自動者登録番号及び車台番号の確認その他の封印 

取付け業務を行う者。 

２ 受託者は、事業場に封印取付け責任者を置くとともに、封印の取付けを行う事業場、 

分室、営業所及び施封センターに封印取付け担当者を置くものとする。ただし、事業 
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【別添改正溶け込み】 

封印取付け委託要領 

封印取付け委託要領 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）（以下「車両法」という。）第 

２８条の３第１項の規定による封印の取付けの委託（以下「封印の取付け委託」とい 

う。）に関しては、同法、同法施行令、同法施行規則の規定によるほか、この要領の 

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め 

るところによる。 

（１）受託者 封印の取付け委託を受けた者 

（２）甲種受託者 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者以外の受託者 

（３）乙種受託者 完成検査終了証（以下「完検証」という。）のある自動車の販売を 

業とする者であって、以下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者。 

ア その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて、完検証の提出により 

新規登録を受ける場合 

イ その販売する自動車（販売用中古自動車を含む。）について、当該自動車の提示 

に代えて、自動車予備検査証（以下「予備検証」という。）、保安基準適合証又は 

限定自動車検査証及び限定保安基準適合証（以下「保安基準適合証等」という。） 

の提出により新規登録を受ける場合 

ウ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当該自 

動車の自動車登録番号（以下「登録番号」という。）が変更されるもの（自動車登

録令（昭和２６年政令第２５６号）（以下「登録令」という。）第４０条による提

示をしたものを除く。）に限る。） 

エ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

オ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（４）丙種受託者 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会の会員のうち中古自動 

車の販売を業とする者を構成員とする団体（以下「団体」という。）であって、以 

下の場合に必要となる封印の取付け委託を受けた者 

ア その構成員の販売する自動車（新車及び販売用中古自動車）について、当該自動 

車の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出により新規登録を 

受ける場合 

イ 変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の規定により当該自 

動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提示をしたものを除く。） 

 

に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（５）丁種受託者 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される行政書 

士会（以下「行政書士会」という。）であって、行政書士が運輸監理部、運輸支局 

又は自動車検査登録事務所（内閣府沖縄総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古 

運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運輸支局等」という。）に提出する書類 

を作成した自動車（エに規定する場合を除く）について、以下の場合に必要となる 

封印の取付け委託を受けた者 

ア 当該自動車（第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受

託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。以下、本号イ

において同じ。）の提示に代えて、完検証、予備検証、保安基準適合証等の提出に

より新規登録を受ける場合 

イ 当該自動車に係る変更登録又は移転登録を受ける場合（車両法第１４条第１項の 

規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提示を 

したものを除く。）に限る。） 

ウ 車両法第１１条第２項（登録令第４３条の規定に係る場合を含む。）又は第４項 

若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定による封印の取付けが必要な場合 

エ 「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に

基づく車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

（委託の範囲） 

第３条 封印の取付け委託は、事業場毎に行う。 

（封印取付けを行う者） 

第４条 受託者は、封印の取付けを行う者として以下の者をあらかじめ選任するものと 

する。 

（１）封印取付け責任者 施行規則１５条第１項に記載の事項のほか、法令及び委託に 

附した条件の遵守について必要な監督を行うとともに、問題が生じた場合には適切 

な措置をとらせる等、封印取付け業務を統括管理する者。 

（２）封印取付け担当者 自動車登録番号及び車台番号の確認その他の封印取付け業務 

を行う者。 

(３）巡回封印取付け担当者 巡回して自動者登録番号及び車台番号の確認その他の封印 

取付け業務を行う者。 

２ 受託者は、事業場に封印取付け責任者を置くとともに、封印の取付けを行う事業場、 

分室、営業所及び施封センターに封印取付け担当者を置くものとする。ただし、事業 
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場においては、封印取付け責任者が封印取付け担当者を兼ねることができるものとす 

る。 

（封印取付けを行う施設等） 

第５条 各受託者において封印の取付けを行うことができる施設は、事業場のほか以下 

のとおりとする。 

（１）甲種受託者 分室 

（２）乙種受託者 営業所、複数の受託者が共同で設置する施封センター 

（３）丙種受託者 構成員である自動車販売事業者の店舗 

（４）丁種受託者 所属する行政書士の事務所 

２ 受託者（乙種受託者又は丙種受託者は、変更登録を受ける場合（車両法第１４条第 

１項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提 

示をしたものを除く。）に限る。）及び車両法第１１条第２項（登録令４３条の規定 

に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定によ 

る封印の取付けが必要な場合に限る。）は、前項の規定に加え、事業場等への自動車 

の持ち込みによる申請者の負担の軽減を図るため、封印の取付けを対象となる自動車 

の保管場所（自動車の保管場所の確保等に関する法律第３条の保管場所をいう。）等 

において行うことができる。 

第６条 委託にあたっての考慮事項 

（１）封印の取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画について十分に審査し、事 

業場に封印取付け担当者及び営業所等を記録した一覧を備えさせる等、業務運営の 

適正が確保されるよう措置させること。  

なお、巡回して封印の取付けを行う場合において、適正な業務運営が図られない 

おそれがある場合には、必要に応じ、一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 

又は日本行政書士会連合会を通じた指導を行うこととするので、委託を行った運輸 

支局等は適宜その状況を本省自動車情報課に報告されたい。 

（２）前条第２項の規定による場合には、受託者において封印取付け責任者により適正 

な業務運営が確保されるよう措置させるとともに、返納する自動車登録番号標を封 

印取付け後に返納する場合は、当該出張封印に係る登録申請又は交換申請時等に封 

印受託者名、出張封印を行おうとする自動車の車台番号を記載した書面を運輸支局 

等に提出し、確認を受け、かつ、施封後は、取り外した自動車登録番号標を遅滞な 

く交付代行者に返納等させなければならない。 

 

（封印取付け受託者準則） 

第７条 運輸支局長（運輸監理部長、陸運事務所長、宮古運輸事務所長及び八重山運輸 

事務所長を含む。以下同じ。）は、別記「封印取付け受託者準則」を参考にして封印 

取付け受託者準則を作成し、受託者に交付するものとする。 

（封印取付け委託書） 

第８条 運輸支局長は、封印の取付け委託をしたときは、受託者に対して封印取付け委 

 

託書（別記様式）を交付するものとする。 

（委託の制限） 

第９条 車両法第２０条第４項又は道路運送法第４１条第３項（同法第８１条第２項及 

びタクシー業務適正化特別措置法（昭和４５年法律第７５号）第５２条第２項におい 

て準用する場合を含む。）、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３４ 

条第３項並びに土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措 

置法（昭和４２年法律第１３１号）第９条第３項の規定による封印の取付けは、委託 

することができない。 

第１０条 自動車検査登録事務所がある都道府県においては、甲種受託者への委託は運 

輸支局（自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）又は自動車検査登録事務所の管 

轄区域ごとに行うものとし、委託する業務の範囲は、車両法第１１条第１項又は第２ 

項の封印の取付けは、委託のあった当該管轄区域に使用の本拠を有する自動車に限定 

するものとし、同条第４項又は第６項の封印の取付けは、全ての自動車について委託 

することができるものとする。 

第１１条 前条に規定するほか、事情に応じ自動車の使用の本拠の位置、車種、自動車 

の用途等により委託する業務の範囲を限定することができる。 

（封印作業の再委託及び再々委託） 

第１２条 甲種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、 

左欄に掲げる者に対し、右欄に掲げる作業を、甲種受託者の名において行わせること 

ができる。この他、運輸支局等の庁舎の建替えにより運輸支局等の構内が狭隘となる 

等、ユーザー利便が著しく損なわれると運輸支局長が認めるときは、運輸支局長が指 

定する者に、作業及び期間を限定して、甲種受託者の名において行わせることができ 

る。この場合、運輸支局長は、その必要性について本省自動車情報課と事前に協議す 

ること。 

作業者 作業範囲 

日本自動車輸入組合の 

輸入自動車販売事業者 

・輸入車特別取扱制度の一環として出張予備検査を

行った自動車の新規登録に伴う封印の取付け作業 

自動車登録業務に 

十分精通した行政書士 

・他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出す

る書類を作成した自動車（乙種受託者及び丙種受託

者の構成員の販売する自動車を除く。）について、

当該自動車の提示に代えて完検証、予備検証、保安

基準適合証等の提出による新規登録に伴う封印の取

付け作業 

・他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出す

る書類を作成した自動車（乙種受託者及び丙種受託

者の構成員の販売する自動車を除く。）について、

変更登録又は移転登録（道路運送車両法（昭和２６

年法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当

該自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録

令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提

示をしたものを除く。）に限る。）に伴う封印の取
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場においては、封印取付け責任者が封印取付け担当者を兼ねることができるものとす 

る。 

（封印取付けを行う施設等） 

第５条 各受託者において封印の取付けを行うことができる施設は、事業場のほか以下 

のとおりとする。 

（１）甲種受託者 分室 

（２）乙種受託者 営業所、複数の受託者が共同で設置する施封センター 

（３）丙種受託者 構成員である自動車販売事業者の店舗 

（４）丁種受託者 所属する行政書士の事務所 

２ 受託者（乙種受託者又は丙種受託者は、変更登録を受ける場合（車両法第１４条第 

１項の規定により当該自動車の登録番号が変更されるもの（登録令第４０条による提 

示をしたものを除く。）に限る。）及び車両法第１１条第２項（登録令４３条の規定 

に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６項（管轄区域内に限る。）の規定によ 

る封印の取付けが必要な場合に限る。）は、前項の規定に加え、事業場等への自動車 

の持ち込みによる申請者の負担の軽減を図るため、封印の取付けを対象となる自動車 

の保管場所（自動車の保管場所の確保等に関する法律第３条の保管場所をいう。）等 

において行うことができる。 

第６条 委託にあたっての考慮事項 

（１）封印の取付け業務の管理体制等封印取付けの実施計画について十分に審査し、事 

業場に封印取付け担当者及び営業所等を記録した一覧を備えさせる等、業務運営の 

適正が確保されるよう措置させること。  

なお、巡回して封印の取付けを行う場合において、適正な業務運営が図られない 

おそれがある場合には、必要に応じ、一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 

又は日本行政書士会連合会を通じた指導を行うこととするので、委託を行った運輸 

支局等は適宜その状況を本省自動車情報課に報告されたい。 

（２）前条第２項の規定による場合には、受託者において封印取付け責任者により適正 

な業務運営が確保されるよう措置させるとともに、返納する自動車登録番号標を封 

印取付け後に返納する場合は、当該出張封印に係る登録申請又は交換申請時等に封 

印受託者名、出張封印を行おうとする自動車の車台番号を記載した書面を運輸支局 

等に提出し、確認を受け、かつ、施封後は、取り外した自動車登録番号標を遅滞な 

く交付代行者に返納等させなければならない。 

 

（封印取付け受託者準則） 

第７条 運輸支局長（運輸監理部長、陸運事務所長、宮古運輸事務所長及び八重山運輸 

事務所長を含む。以下同じ。）は、別記「封印取付け受託者準則」を参考にして封印 

取付け受託者準則を作成し、受託者に交付するものとする。 

（封印取付け委託書） 

第８条 運輸支局長は、封印の取付け委託をしたときは、受託者に対して封印取付け委 

 

託書（別記様式）を交付するものとする。 

（委託の制限） 

第９条 車両法第２０条第４項又は道路運送法第４１条第３項（同法第８１条第２項及 

びタクシー業務適正化特別措置法（昭和４５年法律第７５号）第５２条第２項におい 

て準用する場合を含む。）、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３４ 

条第３項並びに土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措 

置法（昭和４２年法律第１３１号）第９条第３項の規定による封印の取付けは、委託 

することができない。 

第１０条 自動車検査登録事務所がある都道府県においては、甲種受託者への委託は運 

輸支局（自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）又は自動車検査登録事務所の管 

轄区域ごとに行うものとし、委託する業務の範囲は、車両法第１１条第１項又は第２ 

項の封印の取付けは、委託のあった当該管轄区域に使用の本拠を有する自動車に限定 

するものとし、同条第４項又は第６項の封印の取付けは、全ての自動車について委託 

することができるものとする。 

第１１条 前条に規定するほか、事情に応じ自動車の使用の本拠の位置、車種、自動車 

の用途等により委託する業務の範囲を限定することができる。 

（封印作業の再委託及び再々委託） 

第１２条 甲種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、 

左欄に掲げる者に対し、右欄に掲げる作業を、甲種受託者の名において行わせること 

ができる。この他、運輸支局等の庁舎の建替えにより運輸支局等の構内が狭隘となる 

等、ユーザー利便が著しく損なわれると運輸支局長が認めるときは、運輸支局長が指 

定する者に、作業及び期間を限定して、甲種受託者の名において行わせることができ 

る。この場合、運輸支局長は、その必要性について本省自動車情報課と事前に協議す 

ること。 

作業者 作業範囲 

日本自動車輸入組合の 

輸入自動車販売事業者 

・輸入車特別取扱制度の一環として出張予備検査を

行った自動車の新規登録に伴う封印の取付け作業 

自動車登録業務に 

十分精通した行政書士 

・他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出す

る書類を作成した自動車（乙種受託者及び丙種受託

者の構成員の販売する自動車を除く。）について、

当該自動車の提示に代えて完検証、予備検証、保安

基準適合証等の提出による新規登録に伴う封印の取

付け作業 

・他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出す

る書類を作成した自動車（乙種受託者及び丙種受託

者の構成員の販売する自動車を除く。）について、

変更登録又は移転登録（道路運送車両法（昭和２６

年法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当

該自動車の登録番号が変更されるもの（自動車登録

令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提

示をしたものを除く。）に限る。）に伴う封印の取
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付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項に基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

指定整備事業者（中小企業団

体の組織に関する法律（昭和

３２年法律第１８５号）に基

づき設立された指定整備事業

者である自動車整備協業組合

または中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１

号）に基づき設立された指定

整備事業者である自動車整備

協同組合にあっては、当該組

合の組合員を含む。） 

・その販売する中古自動車の新規登録に伴う封印の

取付け作業 

・変更登録又は移転登録（車両法第１４条第１項の

規定により当該自動車（乙種受託者及び丙種受託者

の構成員の販売する自動車を除く。）の登録番号が

変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第

２５６号）第４０条による提示をしたものを除く。）

に限る。）に伴う封印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項に基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

車体整備事業者（優良自動車

整備事業者認定規則（昭和２

６年運輸省令第７２号）別表

に定める車体整備作業１種又

は２種として認定を受けた優

良自動車整備事業者に限る。） 

・変更又は移転登録（車両法第１４条第１項の規定

により当該自動車（乙種受託者及び丙種受託者の構

成員の販売する自動車を除く。）の登録番号が変更

されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５

６号）第４０条による提示をしたものを除く。）に

伴う封印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

２ 乙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、行政 

書士（自動車登録業務に十分精通した行政書士に限る。以下同じ。）又は一般社団法 

人日本自動車販売協会連合会（行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０号） 

第２０条第１項第１号の規定により申請した自動車に限る。）に封印の取付け作業を 

乙種受託者の名において行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第５条 

２項の規定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

３ 丙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、当該 

団体の構成員又は当該団体の構成員を通じ行政書士に、封印の取付け作業を、丙種受 

 

託者の名において行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第５条２項の 

規定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

４ 丁種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、行政 

書士又は当該行政書士を通じ他の行政書士に、封印の取付け作業を、丁種受託者の名 

において行わせることができる。 

（封印受領証等） 

第１３条 運輸支局長は、受託者に封印を交付（前渡しを含む。）したときは、受領証 

を提出させる等の方法により交付年月日、交付先、交付数量を明確にできるようにし 

ておかなければならない。 

２ 前項の受領証等は、次年度末まで保存しなければならない。 

（封印の出納の記録） 

第１４条 運輸支局長は、封印の出納状況を明確に記録しておかなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第１５条 運輸支局長は、毎月受託者に前月の封印取付け状況に関し封印取付け報告書 

を提出させるものとする。 

  ただし、封印の前渡しをしていない受託者についてはこの限りではない。 

２ 提出を受けた前項の封印取付け報告書は、次年度末まで保存しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 本通達は、令和４年１月４日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 本通達施行の際に現に旧通達第６条の規定により封印取付け委託書の交付を受 

けている甲種受託者、乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、本通達の施行の日 

に本通達第２条第２号の甲種受託者、第３号の乙種受託者、第４号の丙種受託者及び 

第５号の丁種受託者としてそれぞれ第８条の規定による運輸支局長から封印取付け委 

託書の交付を受けたものとみなすことができる。 

２ 運輸支局長は前項の規定により甲種受託者及び乙種受託者、丙種受託者及び丁種受 

託者として運輸支局長から封印取付け委託書の交付を受けたものとみなされた者に対 

し、第７条の規定による封印取付け受託者準則を受託者に交付するものとする。 

別記様式 

封印取付け委託書 

受託者の氏名又

は名称及び住所 

 

事業場の名称及

び所在地 

 

委託する業務の

範囲 

 

  

 道路運送車両法第２８条の３第１項の規定に基づき、上記のとおり封印の

取付けを委託する。 
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付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項に基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

指定整備事業者（中小企業団

体の組織に関する法律（昭和

３２年法律第１８５号）に基

づき設立された指定整備事業

者である自動車整備協業組合

または中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１

号）に基づき設立された指定

整備事業者である自動車整備

協同組合にあっては、当該組

合の組合員を含む。） 

・その販売する中古自動車の新規登録に伴う封印の

取付け作業 

・変更登録又は移転登録（車両法第１４条第１項の

規定により当該自動車（乙種受託者及び丙種受託者

の構成員の販売する自動車を除く。）の登録番号が

変更されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第

２５６号）第４０条による提示をしたものを除く。）

に限る。）に伴う封印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項に基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

車体整備事業者（優良自動車

整備事業者認定規則（昭和２

６年運輸省令第７２号）別表

に定める車体整備作業１種又

は２種として認定を受けた優

良自動車整備事業者に限る。） 

・変更又は移転登録（車両法第１４条第１項の規定

により当該自動車（乙種受託者及び丙種受託者の構

成員の販売する自動車を除く。）の登録番号が変更

されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５

６号）第４０条による提示をしたものを除く。）に

伴う封印の取付け作業 

・車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の

規定に係る場合を含む。）又は第４項若しくは第６

項基づく封印の取付け作業 

・「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検

査証等の郵送の取扱い及び自動車登録番号標交付時

期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）」に基づく車両法第１１条第１項による封印の

取付けが必要な場合 

２ 乙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、行政 

書士（自動車登録業務に十分精通した行政書士に限る。以下同じ。）又は一般社団法 

人日本自動車販売協会連合会（行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０号） 

第２０条第１項第１号の規定により申請した自動車に限る。）に封印の取付け作業を 

乙種受託者の名において行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第５条 

２項の規定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

３ 丙種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、当該 

団体の構成員又は当該団体の構成員を通じ行政書士に、封印の取付け作業を、丙種受 

 

託者の名において行わせることができる。この場合、当該行政書士は、第５条２項の 

規定に関わらず出張封印を行うことができることとする。 

４ 丁種受託者は、ユーザーの利便の向上を図る上で必要があると認めるときは、行政 

書士又は当該行政書士を通じ他の行政書士に、封印の取付け作業を、丁種受託者の名 

において行わせることができる。 

（封印受領証等） 

第１３条 運輸支局長は、受託者に封印を交付（前渡しを含む。）したときは、受領証 

を提出させる等の方法により交付年月日、交付先、交付数量を明確にできるようにし 

ておかなければならない。 

２ 前項の受領証等は、次年度末まで保存しなければならない。 

（封印の出納の記録） 

第１４条 運輸支局長は、封印の出納状況を明確に記録しておかなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第１５条 運輸支局長は、毎月受託者に前月の封印取付け状況に関し封印取付け報告書 

を提出させるものとする。 

  ただし、封印の前渡しをしていない受託者についてはこの限りではない。 

２ 提出を受けた前項の封印取付け報告書は、次年度末まで保存しなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 本通達は、令和４年１月４日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 本通達施行の際に現に旧通達第６条の規定により封印取付け委託書の交付を受 

けている甲種受託者、乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、本通達の施行の日 

に本通達第２条第２号の甲種受託者、第３号の乙種受託者、第４号の丙種受託者及び 

第５号の丁種受託者としてそれぞれ第８条の規定による運輸支局長から封印取付け委 

託書の交付を受けたものとみなすことができる。 

２ 運輸支局長は前項の規定により甲種受託者及び乙種受託者、丙種受託者及び丁種受 

託者として運輸支局長から封印取付け委託書の交付を受けたものとみなされた者に対 

し、第７条の規定による封印取付け受託者準則を受託者に交付するものとする。 

別記様式 

封印取付け委託書 

受託者の氏名又

は名称及び住所 

 

事業場の名称及

び所在地 

 

委託する業務の

範囲 
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平成  年  月  日 

            

                          運輸支局長 印 

 

「委託する業務の範囲」 

１ 自動車検査登録事務所のない都道府県の甲種受託者の場合 

「A県の区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法（昭和２６年法律第１ 

８５号）第１１条第１項又は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車に係る道路 

運送車両法第１１条第４項又は第６項に係る封印の取付け」 

２ 自動車検査登録事務所のある都道府県の甲種受託者の場合 

「A県（A運輸支局B自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）の区域に使用の本拠を 

有する自動車に係る道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第１１条第１項又 

は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車に係る道路運送車両法第１１条第第４ 

項又は第６項に係る封印の取付け」 

３ 乙種受託者の場合 

（１）その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて完成検査終了証の提出 

により新規登録を受ける場合 

（２）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代えて、自動車予備検査証、 

保安基準適合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出により新規登 

録を受ける場合 

（３）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５ 

号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更されるもの（自 

動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたものを除く。） 

に限る。） 

（４）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含む。） 

又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）の規 

定による封印の取付けを行う場合 

（５）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく道路運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

４ 丙種受託者の場合 

（１）その構成員が販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて、完成検査終 

了証、自動車予備検査証、保安基準合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準 

適合証の提出により新規登録を受ける場合 

（２）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８ 

５号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更されるも 

の（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたもの 

を除く。）に限る。） 

 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含 

む。）又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。） 

による封印の取付けを行う場合 

（４）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自 

動車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」 

に基づく道路運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

５ 丁種受託者の場合 

（１）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成し 

た自動車（封印取付け委託要領（平成１８年１０月４日付国自管第８６号）第２ 

条（５）エ、第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受 

託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。以下、次号 

において同じ。）について、当該自動車の提示に代えて、完成検査終了証、自動 

車予備検査証、保安基準適合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の 

提出により新規登録を受ける場合 

（２）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成した自 

動車について、変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年 

法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更 

されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をし 

たものを除く。）に限る。） 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含む。） 

又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）によ 

る封印の取付けを行う場合 

別記 

封印取付け受託者準則 

（適用） 

第１条 受託者は、道路運送車両法及び同法施行規則の規定によるほか、この準則の定 

めに従って封印の取付けに関する業務を行わなければならない。 

（定義） 

第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め 

るところによる。 

（１）封印の前渡し 予め一定数量の封印を受託者に交付すること。 

（２）有償受託者 第１５条の規定により手数料請求権を放棄した受託者以外の受託者 

（封印受払い簿） 

第３条 封印の前渡しを受けた受託者は、封印受払い簿を備え、封印の出納状況を明ら 

かにしなければならない。 

２ 封印受払い簿への記録は、受入れ、取付け、打損、紛失等受払い事由を明らかにし 

て行わなければならない。 

３ 封印受払い簿は、記録した日から２年間保存しなければならない。 
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平成  年  月  日 

            

                          運輸支局長 印 

 

「委託する業務の範囲」 

１ 自動車検査登録事務所のない都道府県の甲種受託者の場合 

「A県の区域に使用の本拠を有する自動車に係る道路運送車両法（昭和２６年法律第１ 

８５号）第１１条第１項又は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車に係る道路 

運送車両法第１１条第４項又は第６項に係る封印の取付け」 

２ 自動車検査登録事務所のある都道府県の甲種受託者の場合 

「A県（A運輸支局B自動車検査登録事務所の管轄区域を除く。）の区域に使用の本拠を 

有する自動車に係る道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第１１条第１項又 

は第２項に係る封印の取付け及び全ての自動車に係る道路運送車両法第１１条第第４ 

項又は第６項に係る封印の取付け」 

３ 乙種受託者の場合 

（１）その販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて完成検査終了証の提出 

により新規登録を受ける場合 

（２）その販売する自動車について、 当該自動車の提示に代えて、自動車予備検査証、 

保安基準適合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の提出により新規登 

録を受ける場合 

（３）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５ 

号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更されるもの（自 

動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたものを除く。） 

に限る。） 

（４）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含む。） 

又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）の規 

定による封印の取付けを行う場合 

（５）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自動 

車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」に 

基づく道路運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

４ 丙種受託者の場合 

（１）その構成員が販売する自動車について、当該自動車の提示に代えて、完成検査終 

了証、自動車予備検査証、保安基準合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準 

適合証の提出により新規登録を受ける場合 

（２）変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８ 

５号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更されるも 

の（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をしたもの 

を除く。）に限る。） 

 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含 

む。）又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。） 

による封印の取付けを行う場合 

（４）「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及び自 

動車登録番号標交付時期猶予について（国自情第２４２号、国自整第２２１号）」 

に基づく道路運送車両法第１１条第１項による封印の取付けが必要な場合 

５ 丁種受託者の場合 

（１）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成し 

た自動車（封印取付け委託要領（平成１８年１０月４日付国自管第８６号）第２ 

条（５）エ、第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙種受 

託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。以下、次号 

において同じ。）について、当該自動車の提示に代えて、完成検査終了証、自動 

車予備検査証、保安基準適合証又は限定自動車検査証及び限定保安基準適合証の 

提出により新規登録を受ける場合 

（２）行政書士が他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成した自 

動車について、変更登録又は移転登録を受ける場合（道路運送車両法（昭和２６年 

法律第１８５号）第１４条第１項の規定により当該自動車の自動車登録番号が変更 

されるもの（自動車登録令（昭和２６年政令第２５６号）第４０条による提示をし 

たものを除く。）に限る。） 

（３）道路運送車両法第１１条第２項（自動車登録令第４３条の規定に係る場合を含む。） 

又は第４項若しくは第６項（A県の区域に使用の本拠を有する自動車に限る。）によ 

る封印の取付けを行う場合 

別記 

封印取付け受託者準則 

（適用） 

第１条 受託者は、道路運送車両法及び同法施行規則の規定によるほか、この準則の定 

めに従って封印の取付けに関する業務を行わなければならない。 

（定義） 

第２条 この準則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め 

るところによる。 

（１）封印の前渡し 予め一定数量の封印を受託者に交付すること。 

（２）有償受託者 第１５条の規定により手数料請求権を放棄した受託者以外の受託者 

（封印受払い簿） 

第３条 封印の前渡しを受けた受託者は、封印受払い簿を備え、封印の出納状況を明ら 

かにしなければならない。 

２ 封印受払い簿への記録は、受入れ、取付け、打損、紛失等受払い事由を明らかにし 

て行わなければならない。 

３ 封印受払い簿は、記録した日から２年間保存しなければならない。 
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（封印の保管） 

第４条 受託者は、紛失、盗難等がないよう封印を厳重に保管しなければならない。 

（打損した封印等） 

第５条 受託者は、打損又はき損した封印及び不良の封印を運輸支局長に返納しなけれ 

ばならない。 

（封印の紛失） 

第６条 受託者は、封印の紛失を発見したときは、すみやかにその数量及び事情を運輸 

支局長に報告しなければならない。 

（封印取付け届出書） 

第７条 有償受託者たる乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、封印の取付けを行 

おうとするときは、当該自動車の新規登録、変更登録及び移転登録の際、運輸支局長

に封印取付け届出書（第１号様式）２通を提出しなければならない。 

（営業所等一覧及び封印取付け担当者名簿の備え付け） 

第８条 甲種及び乙種受託者は、封印の取付けを行う分室又は営業所を設けた場合、封 

印取付け担当者及び営業所等一覧（第３号様式）を備え、これに記録しなければなら

ない。また、記録した事項に変更が生じた場合は、その変更内容を記録しなければな

らない。 

（出張封印確認書） 

第９条 出張封印により、返納する自動車登録番号標を封印取付け後に返納とする受託 

者は、登録申請又は交換申請時等に封印受託者名、出張封印を行おうとする自動車の 

車台番号を記載した書面又は当該書面と同等と認める書面を運輸支局長に原則２通提 

出しなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第１０条 封印の前渡しを受けた受託者は毎月１０日までに、前月の封印取付け状況に 

関し、運輸支局長に封印取付け報告書（第２号様式）を提出しなければならない。 

２ 封印の前渡しを受けた乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の封印取付 

け報告書を提出するときは、封印の取付をした自動車の登録年月日及び自動車登録番 

号を記載した書面を添付しなければならない。 

（変更届） 

第１１条 受託者は、道路運送車両法施行規則第１２条第１項の申請書に記載した事項 

に変更があったとき（事業場の位置に変更があったときを除く。）は、すみやかにそ

の旨を運輸支局長に届け出なければならない。 

（手数料額） 

第１２条 手数料の額は、毎年度ごとに定めるものとする。 

第１３条 手数料は、甲種受託者の場合には運輸支局等の業務件数により、乙種受託者、 

丙種受託者及び丁種受託者の場合には請求書に添付された封印取付け届出書により確 

認できる封印取付け件数について支払う。 

（手数料の請求） 

 

第１４条 受託者は、毎年４月１日から翌年３月３１日までに行った封印の取付けにつ 

いて運輸支局長に手数料を請求することができる。 

２ 前項の手数料の請求は、次年度４月末までに封印の取付け件数及び請求金額を記載 

した請求書を提出することにより行わなければならない。 

３ 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の請求書を提出するときは、運輸 

支局長が確認済印を押捺して返付した封印取付け届出書を添付しなければならない。 

（無償受託） 

第１５条  受託者は、手数料の請求を行わない旨をあらかじめ文書をもって通知するこ 

とにより、手数料請求権を放棄することができる。 

第１号様式 

封印取付け届出書 

  運輸支局長 殿                   年  月  日 

                      受託者 

下記の自動車について封印を取り付けます。  事業場          
 

 車台番号 自動車登録番号  車台番号 自動車登録番号 

１      

２      

３      

４      

５      

      

備考 余白は、斜線で消すこと。         （日本工業規格Ａ列４判） 

 

 

第２号様式 

封印取付け報告書 

運輸支局長 殿               年  月  日 

     年   月分         受託者 

封印取付け件数０００００件       事業場               

受入れ 払出し 

前月繰越 個 取付け 個 

受入れ 個 不良品 個 

  打損 個 

  紛失 個 

    

  残り 個 

計 個 計 個 
 

（日本工業規格Ａ列４判） 
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（封印の保管） 

第４条 受託者は、紛失、盗難等がないよう封印を厳重に保管しなければならない。 

（打損した封印等） 

第５条 受託者は、打損又はき損した封印及び不良の封印を運輸支局長に返納しなけれ 

ばならない。 

（封印の紛失） 

第６条 受託者は、封印の紛失を発見したときは、すみやかにその数量及び事情を運輸 

支局長に報告しなければならない。 

（封印取付け届出書） 

第７条 有償受託者たる乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、封印の取付けを行 

おうとするときは、当該自動車の新規登録、変更登録及び移転登録の際、運輸支局長

に封印取付け届出書（第１号様式）２通を提出しなければならない。 

（営業所等一覧及び封印取付け担当者名簿の備え付け） 

第８条 甲種及び乙種受託者は、封印の取付けを行う分室又は営業所を設けた場合、封 

印取付け担当者及び営業所等一覧（第３号様式）を備え、これに記録しなければなら

ない。また、記録した事項に変更が生じた場合は、その変更内容を記録しなければな

らない。 

（出張封印確認書） 

第９条 出張封印により、返納する自動車登録番号標を封印取付け後に返納とする受託 

者は、登録申請又は交換申請時等に封印受託者名、出張封印を行おうとする自動車の 

車台番号を記載した書面又は当該書面と同等と認める書面を運輸支局長に原則２通提 

出しなければならない。 

（封印取付け報告書） 

第１０条 封印の前渡しを受けた受託者は毎月１０日までに、前月の封印取付け状況に 

関し、運輸支局長に封印取付け報告書（第２号様式）を提出しなければならない。 

２ 封印の前渡しを受けた乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の封印取付 

け報告書を提出するときは、封印の取付をした自動車の登録年月日及び自動車登録番 

号を記載した書面を添付しなければならない。 

（変更届） 

第１１条 受託者は、道路運送車両法施行規則第１２条第１項の申請書に記載した事項 

に変更があったとき（事業場の位置に変更があったときを除く。）は、すみやかにそ

の旨を運輸支局長に届け出なければならない。 

（手数料額） 

第１２条 手数料の額は、毎年度ごとに定めるものとする。 

第１３条 手数料は、甲種受託者の場合には運輸支局等の業務件数により、乙種受託者、 

丙種受託者及び丁種受託者の場合には請求書に添付された封印取付け届出書により確 

認できる封印取付け件数について支払う。 

（手数料の請求） 

 

第１４条 受託者は、毎年４月１日から翌年３月３１日までに行った封印の取付けにつ 

いて運輸支局長に手数料を請求することができる。 

２ 前項の手数料の請求は、次年度４月末までに封印の取付け件数及び請求金額を記載 

した請求書を提出することにより行わなければならない。 

３ 乙種受託者、丙種受託者及び丁種受託者は、前項の請求書を提出するときは、運輸 

支局長が確認済印を押捺して返付した封印取付け届出書を添付しなければならない。 

（無償受託） 

第１５条  受託者は、手数料の請求を行わない旨をあらかじめ文書をもって通知するこ 

とにより、手数料請求権を放棄することができる。 

第１号様式 

封印取付け届出書 

  運輸支局長 殿                   年  月  日 

                      受託者 

下記の自動車について封印を取り付けます。  事業場          
 

 車台番号 自動車登録番号  車台番号 自動車登録番号 

１      

２      

３      

４      

５      

      

備考 余白は、斜線で消すこと。         （日本工業規格Ａ列４判） 

 

 

第２号様式 

封印取付け報告書 

運輸支局長 殿               年  月  日 

     年   月分         受託者 

封印取付け件数０００００件       事業場               

受入れ 払出し 

前月繰越 個 取付け 個 

受入れ 個 不良品 個 

  打損 個 

  紛失 個 

    

  残り 個 

計 個 計 個 
 

（日本工業規格Ａ列４判） 
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第３号様式 

令和  年  月  日 時点 

封印取付け担当者及び営業所等一覧 

             （受託者名） 
営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

（日本工業規格Ａ列４判） 
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第３号様式 

令和  年  月  日 時点 

封印取付け担当者及び営業所等一覧 

             （受託者名） 
営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

営業所等名称 住 所 
  

所 属 役 職 氏 名 
   

（日本工業規格Ａ列４判） 

(8)	「封印取付け委託要領の運用等」の一部改正について
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国 自 情 第 ２ ４ ６ 号 

                             令和３年１２月１０日  

  

地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

内閣府沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

自動車局自動車情報課長 

  

 

「封印取付け委託要領の運用等」の一部改正について 

 

 

標記について、「封印取付け委託要領」（平成１８年１０月４日付け国自管第８６号）

を一部改正することに伴い、その具体的な運用についても別添のとおり一部改正するこ

ととしたので、了知されたい。 

 

別 添
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くは販売する中古自動車又はユーザー等から委託を受け商品

自動車として販売する中古自動車であって、古物営業法第 16

条の規定によって帳簿等への記載又は電磁的方法により記録

することとされているものに限る。 

４ 基本通達第２条第５号について 

 (1) 委託先 

  ① 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される

行政書士会（以下「行政書士会」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と

行政書士会とが十分調整のうえ、申請させること。その際、本

省自動車情報課にも事前に相談させること。 

  ② 委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査するとと

もに、さらに当該団体の財政状況、業務実績等の実態及び既

存の甲種受託者との関係等についても総合的に勘案するこ

と。                                                

５ 基本通達第１２条第１項について 

  （甲種受託者の名において日本自動車輸入組合の輸入自動車販

売事業者（以下「輸入自動車販売事業者」という。）、自動車登

録業務に十分精通した行政書士（以下「行政書士」という。）、指

定整備事業者又は車体整備事業者に封印の取付け作業を行わせ

る場合の方法等） 

 

   (ｱ) 輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車

体整備事業者に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あら

かじめ(一社)全国自動車標板協議会と日本自動車輸入組合、日

本行政書士会連合会（以下「日行連」という。）、(一社)日本自

動車整備振興会連合会又は日本自動車車体整備協同組合連合

会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事

項について確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関

しては当該甲種受託者と当該輸入自動車販売事業者、行政書

士、指定整備事業者又は当該車体整備事業者との間でそれぞれ

確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封印

の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関

する取り決めを交わすものとする。 

くは販売する中古自動車又はユーザー等から委託を受け商品

自動車として販売する中古自動車であって、古物営業法第 16

条の規定によって帳簿等への記載又は電磁的方法により記録

することとされているものに限る。 

４ 基本通達第２条第５号について 

 (1) 委託先 

  ① 行政書士法（昭和２６年２月２２日法律第４号）第１５条に

規定される行政書士会（以下「行政書士会」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と行

政書士会とが十分調整のうえ、申請させること。その際、本省

自動車情報課にも事前に相談させること。 

  ② 委託に際しては、基本通達第４条の内容を十分審査するとと

もに、さらに当該団体の財政状況、業務実績等の実態及び既存

の甲種受託者との関係等についても総合的に勘案すること。                                               

 

５ 基本通達第１０条第１項について 

  （甲種受託者の名において日本自動車輸入組合の輸入自動車販売

事業者（以下「輸入自動車販売事業者」という。）、自動車登録

業務に十分精通した行政書士（以下「行政書士」という。）、指定

整備事業者又は車体整備事業者に封印の取付け作業を行わせる

場合の方法等） 

 

   (ｱ) 輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車

体整備事業者に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あら

かじめ(一社)全国自動車標板協議会と日本自動車輸入組合、日

本行政書士会連合会（以下「日行連」という。）、(一社)日本自

動車整備振興会連合会又は日本自動車車体整備協同組合連合会

との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項

について確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関し

ては当該甲種受託者と当該輸入自動車販売事業者、行政書士、

指定整備事業者又は当該車体整備事業者との間でそれぞれ確約

書を交わすこととする。確約書においては、主として封印の管

理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する

取り決めを交わすものとする。 

「封印取付け委託要領の運用等」（平成１８年１０月４日付国自管第８７号課長通達）の新旧対照表 
改  正  案 現     行 

封印取付け委託要領の運用等 

１ 定義 

  本通達における基本通達とは、平成１８年１０月４日付国自管

第８６号「封印取付け委託要領」をいう。 

２ 基本通達第２条第３号について 

 (1) 委託先 

       完成検査終了証のある新車の販売を行っている自動車販売

業者であって、自動車予備検査証の交付を受けた車又は保安

基準適合証若しくは限定自動車検査証及び限定保安基準適合

証の交付を受けた中古新規車を販売する者とする。 

(2) 販売用中古自動車の範囲 

       販売用中古自動車の範囲は、当該乙種受託者が自ら仕入れ

若しくは販売する中古自動車であって、古物営業法（昭和 24

年法律第 108 号）第１６条の規定によって帳簿等への記載又

は電磁的方法により記録することとされているものに限る。 

３ 基本通達第２条第４号について 

 (1) 委託先 

   ① (一社)日本中古自動車販売協会連合会（以下「中古自動車連

合会」という。）の会員のうち中古自動車の販売を業とするも

のを構成員とする団体は、中古自動車連合会より封印取付け

業務の適正な運営を確保するよう指導を受けている団体（以

下「団体」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と

中古自動車連合会とが十分調整のうえ、申請させること。そ

の際、本省自動車情報課にも事前に相談させること。 

   ②  委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査すると

ともに、さらに当該団体の財政状況、業務実績等の実態及び

既存の甲種受託者との関係等についても総合的に勘案するこ

と。                                                

(2) 販売用中古自動車の範囲                                                  

       販売用中古自動車の範囲は、当該構成員が自ら仕入れ若し

封印取付け委託要領の運用等 

１ 定義 

  本通達における基本通達とは、平成１８年１０月４日付国自管

第８６号「封印取付け委託要領」をいう。 

２ 基本通達第２条第３号について 

 (1) 委託先 

       完成検査終了証のある新車の販売を行っている自動車販売

業者であって、自動車予備検査証の交付を受けた車又は保安

基準適合証若しくは限定自動車検査証及び限定保安基準適合

証の交付を受けた中古新規車を販売する者とする。 

(2) 販売用中古自動車の範囲 

       販売用中古自動車の範囲は、当該乙種受託者が自ら仕入れ若

しくは販売する中古自動車であって、古物営業法（昭和 24 年

法律第 108 号）第１６条の規定によって帳簿等への記載又は

電磁的方法により記録することとされているものに限る。 

３ 基本通達第２条第４号について 

 (1) 委託先 

   ① (一社)日本中古自動車販売協会連合会（以下「中古自動車連

合会」という。）の会員のうち中古自動車の販売を業とするも

のを構成員とする団体は、中古自動車連合会より封印取付け

業務の適正な運営を確保するよう指導を受けている団体（以

下「団体」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と中

古自動車連合会とが十分調整のうえ、申請させること。その

際、本省自動車情報課にも事前に相談させること。 

   ②  委託に際しては、基本通達第４条の内容を十分審査すると

ともに、さらに当該団体の財政状況、業務実績等の実態及び既

存の甲種受託者との関係等についても総合的に勘案するこ

と。                                                

(2) 販売用中古自動車の範囲                                                  

       販売用中古自動車の範囲は、当該構成員が自ら仕入れ若しは

 

国 自 情 第 ２ ４ ６ 号 

                             令和３年１２月１０日  

  

地方運輸局自動車技術安全部長 殿 

内閣府沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

自動車局自動車情報課長 

  

 

「封印取付け委託要領の運用等」の一部改正について 

 

 

標記について、「封印取付け委託要領」（平成１８年１０月４日付け国自管第８６号）

を一部改正することに伴い、その具体的な運用についても別添のとおり一部改正するこ

ととしたので、了知されたい。 

 

別 添
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車両法第１１条第２項のう

ち番号変更のために必要と

なる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自

動車検査証（写） 

車両法第１１条第２項のう

ち再交付又は交換のために

必要となる封印の取付け 

・承認印のある交換再交付申

請書（写） 

・出張封印確認書 

車両法第１１条第４項及び

第６項に基づき封印のき損

等による又は整備のために

取り外した封印の取付け 

・顧客からの整備依頼の書面

及び取り外した状況を示す

写真 

 自動車ＯＳＳによる変更登

録申請時の自動車登録番号標

交付時期猶予について（国自

情第２４２号、国自整第２２

１号）に基づく車両法第１１

条第１項による封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自

動車検査証（写） 

６ 基本通達第１２条第２項について 

（１）（乙種受託者の名において行政書士に封印の取付け作業を行

わせる場合の方法等） 

行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじ

め乙種受託者と行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業

が行えるよう必要に応じて基本的事項について確認しておくと

ともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から行政

書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を

交わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面か

ら、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決め

を交わすものとする。 

（２）（乙種受託者の名において一般社団法人日本自動車販売協会

連合会（以下「自販連」という。）に行政書士法施行規則（昭和２

６年総務省令第９０号）第２０条第１項第１号の申請に係る封印

の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

自販連に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ

乙種受託者と自販連との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行え

車両法第１１条第２項のう

ち番号変更のために必要と

なる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自

動車検査証（写） 

車両法第１１条第２項のう

ち再交付又は交換のために

必要となる封印の取付け 

・承認印のある交換再交付申

請書（写） 

・出張封印確認書 

車両法第１１条第４項及び

第６項に基づき封印のき損

等による又は整備のために

取り外した封印の取付け 

・顧客からの整備依頼の書面

及び取り外した状況を示す

写真 

（新設） （新設） 

６ 基本通達第１０条第２項について 

（１）（乙種受託者の名において行政書士に封印の取付け作業を行わ

せる場合の方法等） 

行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじ

め乙種受託者と行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業

が行えるよう必要に応じて基本的事項について確認しておくと 

ともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から行政

書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を 

交わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面か

ら、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決め

を交わすものとする。 

（２）（乙種受託者の名において一般社団法人日本自動車販売協会連

合会（以下「自販連」という。）に行政書士法施行規則（昭和 

２６年総務省令第９０号）第２０条第１項第１号の申請に係る封

印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

自販連に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ

乙種受託者と自販連との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行え

   (ｲ) 甲種受託者は、輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整

備事業者又は車体整備事業者への封印の引渡しに当たって

は、左欄に掲げる作業範囲について右欄に掲げる書類等の提

示させることにより作業範囲を確認のうえ引き渡すこととす

る。この他、運輸支局長が指定した者への封印の引き渡しに

当たっては、必要な書類等により指定された作業範囲を確認

のうえ引き渡すこととする。 

作業範囲 書類等 

輸入自動車販売事業者が出

張予備検査を受けた輸入自

動車 

・自動車予備検査証番号欄の

末尾にローマ字「Ａ」が付

され、かつ、運輸支局名小

印が押印された自動車予備

検査証（写） 

行政書士が他人の依頼を受

け報酬を得て運輸支局等に

提出する書類を作成した自

動車（乙種受託者及び丙種

受託者の構成員の販売する

自動車を除く。） 

・顧客からの書類作成依頼の

書面及び譲渡証明書（写）

等 

指定整備事業者が自ら販売

する中古自動車であって現

車提示の省略される自動車 

・譲渡証明書（写）等及び保

安基準適合証 

指定整備事業者たる自動車

整備協業組合又は自動車整

備協同組合の組合員が自ら

販売する中古自動車 

・当該組合が所属する自動車

整備振興会から予め提出の

あった当該組合の組合員名

簿 

・譲渡証明書（写）等 

変更登録又は移転登録に伴

い指定整備事業者又は車体

整備事業者が行う封印の取

付け 

・登録事項等通知書及び旧自

動車検査証（写） 

   (ｲ) 甲種受託者は、輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整

備事業者又は車体整備事業者への封印の引渡しに当たって

は、左欄に掲げる作業範囲について右欄に掲げる書類等の提

示させることにより作業範囲を確認のうえ引き渡すこととす

る。この他、運輸支局長が指定した者への封印の引き渡しに当

たっては、必要な書類等により指定された作業範囲を確認の

うえ引き渡すこととする。 

作業範囲 書類等 

輸入自動車販売事業者が出

張予備検査を受けた輸入自

動車 

・自動車予備検査証番号欄の

末尾にローマ字「Ａ」が付

され、かつ、運輸支局名小

印が押印された自動車予備

検査証（写） 

行政書士が他人の依頼を受

け報酬を得て運輸支局等に

提出する書類を作成した自

動車（乙種受託者及び丙種

受託者の構成員の販売する

自動車を除く。） 

・顧客からの書類作成依頼の

書面及び譲渡証明書（写）

等 

指定整備事業者が自ら販売

する中古自動車であって現

車提示の省略される自動車 

・譲渡証明書（写）等及び保

安基準適合証 

指定整備事業者たる自動車

整備協業組合又は自動車整

備協同組合の組合員が自ら

販売する中古自動車 

・当該組合が所属する自動車

整備振興会から予め提出の

あった当該組合の組合員名

簿 

・譲渡証明書（写）等 

変更登録又は移転登録に伴

い指定整備事業者又は車体

整備事業者が行う封印の取

付け 

・登録事項等通知書及び旧自

動車検査証（写） 
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  （丁種受託者の名において行政書士又は当該行政書士を通じ他

の行政書士に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

   (ｱ) 行政書士会が行政書士に封印の取付け作業を行わせるに

際しては、あらかじめ日行連と丁種受託者たる行政書士会と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項

について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丁種受

託者たる行政書士会と当該行政書士との間で確約書を交わ

すこととする。確約書においては、主として封印の管理面か

ら、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り

決めを交わすものとする。 

  (ｲ) 再委託先である当該行政書士又は当該行政書士を通じ一体

として封印を取り扱うこととなる再々委託先である他の行政

書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、丁種受託者

たる行政書士会間で、それぞれ適正な取付け作業が行えるよ

う必要に応じて事後的に業務適正化のための情報提供を行う

こととし、一体として封印を取り扱うこととなる再委託先で

ある当該行政書士と再々委託先である他の行政書士との間で

確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封

印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に

関する取り決めを交わすものとする。 

 (ｳ) 丁種受託者は、行政書士へ基本通達第２条（５）ア又はイに

係る封印の引渡しに当たっては、譲渡証明書（写）、顧客から

の書類作成依頼の書面等の提示をもって、当該行政書士自ら

他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作

成した自動車（基本通達第１２条第２項及び第３項の規定に

より封印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受託者の名にお

いて行わせることができる場合を除く。）に係る封印であるこ

とを確認のうえ引渡すこととする。 

ただし、丁種受託者が認めた行政書士（再委託先である当該行

政書士）にあっては、封印の先渡しを認めることができるもの

とする。この場合、丁種受託者は、後日、封印引渡しの際と同

様の書面等により、適正な封印取付けであることを確認する

ものとする。 

９ 基本通達別記封印取付け受託者準則第７条について 

  （丁種受託者の名において行政書士又は当該行政書士を通じ他

の行政書士に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

(ｱ) 行政書士会が行政書士に封印の取付け作業を行わせるに 

際しては、あらかじめ日行連と丁種受託者たる行政書士会と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項

について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丁種受

託者たる行政書士会と当該行政書士との間で確約書を交わす

こととする。確約書においては、主として封印の管理面から、

受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決め

を交わすものとする。 

 (ｲ) 再委託先である当該行政書士又は当該行政書士を通じ再々

委託先である他の行政書士に封印の取付け作業を行わせるに

際しては、あらかじめ丁種受託者たる行政書士会間で、それ 

ぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じて基本的事項

について確認し、具体的な封印の取扱いに関して再委託先で 

ある当該行政書士から再々委託先である他の行政書士に封印

の取付けを依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わ

すこととする。確約書においては、主として封印の管理面から、

受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを

交わすものとする。 

  (ｳ) 丁種受託者は、行政書士へ基本通達第２条（５）ア又はイに

係る封印の引渡しに当たっては、譲渡証明書（写）、顧客から

の書類作成依頼の書面等の提示をもって、当該行政書士自ら

他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作

成した自動車（基本通達第１０条第２項及び第３項の規定に

より封印の取付け作業を乙種受託者及び丙種受託者の名にお

いて行わせることができる場合を除く。）に係る封印であるこ

とを確認のうえ引渡すこととする。 

ただし、丁種受託者が認めた行政書士（再委託先である当該行

政書士）にあっては、封印の先渡しを認めることができるもの

とする。この場合、丁種受託者は、後日、封印引渡しの際と同

様の書面等により、適正な封印取付けであることを確認する

ものとする。 

９ 基本通達別記封印取付け受託者準則第７条について 

るよう必要に応じて基本的事項について確認しておくとともに、

具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から自販連に書

類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすこ

ととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡

しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わす

ものとする。 

７ 基本通達第１２条第３項について 

 （丙種受託者の名において構成員又は当該構成員を通じ行政書士

に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

  (ｱ) 丙種受託者の構成員に封印の取付け作業を行わせるに際し

ては、あらかじめ中古自動車連合会と丙種受託者たる団体と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項

について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丙種受

託者と当該構成員との間で確約書を交わすこととする。確約

書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取

付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとす

る。 

 (ｲ) 当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作業を行わせる

に際しては、あらかじめ丙種受託者たる団体と行政書士会と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じ

て基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関し

て団体の構成員から行政書士に書類作成を依頼する際に希望

を伝えるとともに確約書を交わすこととする。確約書におい

ては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、

報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

(ｳ) 丙種受託者は、構成員への基本通達第２条（４）アに係る封

印の引渡しに当たっては、当該構成員からの譲渡証明書（写）

等の提示をもって、自ら販売する自動車であることを確認の

うえ引渡すこととする。 

ただし、丙種受託者が認めた構成員にあっては、封印の先

渡しを認めることができるものとする。この場合、丙種受託

者は、後日、封印引渡しの際と同様の書面等により、適正な

封印取付けであることを確認するものとする。 

８ 基本通達第１２条第４項について 

るよう必要に応じて基本的事項について確認しておくとともに、

具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から自販連に書 

類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすこ 

ととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡

しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わす

ものとする。 

７ 基本通達第１０条第３項について 

  （丙種受託者の名において構成員又は当該構成員を通じ行政書士

に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

   (ｱ) 丙種受託者の構成員に封印の取付け作業を行わせるに際し

ては、あらかじめ中古自動車連合会と丙種受託者たる団体と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項

について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丙種受

託者と当該構成員との間で確約書を交わすこととする。確約

書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、

取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものと

する。 

   (ｲ) 当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作業を行わせる

に際しては、あらかじめ丙種受託者たる団体と行政書士会と

の間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じ

て基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関し

て団体の構成員から行政書士に書類作成を依頼する際に希望

を伝えるとともに確約書を交わすこととする。確約書におい

ては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、

報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

(ｳ) 丙種受託者は、構成員への基本通達第２条（４）アに係る封

印の引渡しに当たっては、当該構成員からの譲渡証明書（写）

等の提示をもって、自ら販売する自動車であることを確認の

うえ引渡すこととする。 

ただし、丙種受託者が認めた構成員にあっては、封印の先

渡しを認めることができるものとする。この場合、丙種受託

者は、後日、封印引渡しの際と同様の書面等により、適正な

封印取付けであることを確認するものとする。 

８ 基本通達第１０条第４項について 
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    運輸支局長は、封印取付け届出書の提出を受けたときは、その

記載内容を確認したうえ、１通は確認済印を押して受託者に交付

し、他の１通は次年度４月末まで保存しなければならない。 

10 基本通達別記封印取付け受託者準則第９条について 

    運輸支局長は、出張封印確認書又は当該書面と同等と認める書

面の提出を受けたときは、原則、その記載内容を確認したうえ確

認済印を押して、１通を受託者に交付することとする。他の１通

は後日受託者に交付した１通が交付代行者等から回付されるま

で保管することとし、交付代行者等から回付がされない場合又は

交付代行者から求めがあった場合は、状況を受託者に確認するこ

ととする。交付代行者等から回付された出張封印確認書のうち登

録申請に係るものは確認済印を押印した日から５年間保存しな

ければならない。 

    運輸支局長は、封印取付け届出書の提出を受けたときは、その

記載内容を確認したうえ、１通は確認済印を押して受託者に交付

し、他の１通は次年度４月末まで保存しなければならない。 

10 基本通達別記封印取付け受託者準則第８条について 

    運輸支局長は、出張封印確認書又は当該書面と同等と認める書

面の提出を受けたときは、原則、その記載内容を確認したうえ確

認済印を押して、１通を受託者に交付することとする。他の１通

は後日受託者に交付した１通が交付代行者等から回付されるまで

保管することとし、交付代行者等から回付がされない場合又は交

付代行者から求めがあった場合は、状況を受託者に確認すること

とする。交付代行者等から回付された出張封印確認書のうち登録

申請に係るものは確認済印を押印した日から 5 年間保存しなけれ

ばならない。 

  
 

 

【別添改正溶け込み】 

封印取付け委託要領の運用等 

１ 定義 

  本通達における基本通達とは、平成１８年１０月４日付国自管第８６号「封印取付 

け委託要領」をいう。 

２ 基本通達第２条第３号について 

（１）委託先 

完成検査終了証のある新車の販売を行っている自動車販売業者であって、自動 

車予備検査証の交付を受けた車又は保安基準適合証若しくは限定自動車検査証及び 

限定保安基準適合証の交付を受けた中古新規車を販売する者とする。 

（２）販売用中古自動車の範囲 

販売用中古自動車の範囲は、当該乙種受託者が自ら仕入れ若しくは販売する中古 

自動車であって、古物営業法（昭和24年法律第108号）第１６条の規定によって帳簿 

等への記載又は電磁的方法により記録することとされているものに限る。 

３ 基本通達第２条第４号について 

（１） 委託先 

① (一社)日本中古自動車販売協会連合会（以下「中古自動車連合会」という。） 

の会員のうち中古自動車の販売を業とするものを構成員とする団体は、中古自 

動車連合会より封印取付け業務の適正な運営を確保するよう指導を受けている 

団体（以下「団体」という。）とする。 

封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と中古自動車連合会と 

が十分調整のうえ、申請させること。その際、本省自動車情報課にも事前に相談 

させること。 

②  委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査するとともに、さらに当該 

団体の財政状況、業務実績等の実態及び既存の甲種受託者との関係等についても 

総合的に勘案すること。                                         

（２）販売用中古自動車の範囲 

販売用中古自動車の範囲は、当該構成員が自ら仕入れ若しくは販売する中古自動 

車又はユーザー等から委託を受け商品自動車として販売する中古自動車であって、 

古物営業法第16条の規定によって帳簿等への記載又は電磁的方法により記録するこ 

ととされているものに限る。 

４ 基本通達第２条第５号について 

 （１） 委託先 

   ① 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される行政書士会（以下 

「行政書士会」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と行政書士会とが十分 

調整のうえ、申請させること。その際、本省自動車情報課にも事前に相談させる 

こと。 
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【別添改正溶け込み】 

封印取付け委託要領の運用等 

１ 定義 

  本通達における基本通達とは、平成１８年１０月４日付国自管第８６号「封印取付 

け委託要領」をいう。 

２ 基本通達第２条第３号について 

（１）委託先 

完成検査終了証のある新車の販売を行っている自動車販売業者であって、自動 

車予備検査証の交付を受けた車又は保安基準適合証若しくは限定自動車検査証及び 

限定保安基準適合証の交付を受けた中古新規車を販売する者とする。 

（２）販売用中古自動車の範囲 

販売用中古自動車の範囲は、当該乙種受託者が自ら仕入れ若しくは販売する中古 

自動車であって、古物営業法（昭和24年法律第108号）第１６条の規定によって帳簿 

等への記載又は電磁的方法により記録することとされているものに限る。 

３ 基本通達第２条第４号について 

（１） 委託先 

① (一社)日本中古自動車販売協会連合会（以下「中古自動車連合会」という。） 

の会員のうち中古自動車の販売を業とするものを構成員とする団体は、中古自 

動車連合会より封印取付け業務の適正な運営を確保するよう指導を受けている 

団体（以下「団体」という。）とする。 

封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と中古自動車連合会と 

が十分調整のうえ、申請させること。その際、本省自動車情報課にも事前に相談 

させること。 

②  委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査するとともに、さらに当該 

団体の財政状況、業務実績等の実態及び既存の甲種受託者との関係等についても 

総合的に勘案すること。                                         

（２）販売用中古自動車の範囲 

販売用中古自動車の範囲は、当該構成員が自ら仕入れ若しくは販売する中古自動 

車又はユーザー等から委託を受け商品自動車として販売する中古自動車であって、 

古物営業法第16条の規定によって帳簿等への記載又は電磁的方法により記録するこ 

ととされているものに限る。 

４ 基本通達第２条第５号について 

 （１） 委託先 

   ① 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１５条に規定される行政書士会（以下 

「行政書士会」という。）とする。 

    封印取付け委託申請については、あらかじめ地方運輸局と行政書士会とが十分 

調整のうえ、申請させること。その際、本省自動車情報課にも事前に相談させる 

こと。 
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   ② 委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査するとともに、さらに当該 

団体の財政状況、業務実績等の実態及び既存の甲種受託者との関係等についても 

総合的に勘案すること。                                                

５ 基本通達第１２条第１項について 

   （甲種受託者の名において日本自動車輸入組合の輸入自動車販売事業者（以下「輸 

入自動車販売事業者」という。）、自動車登録業務に十分精通した行政書士（以下「行 

政書士」という。）、指定整備事業者又は車体整備事業者に封印の取付け作業を行わ 

せる場合の方法等） 

（ア）輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車体整備事業者に封印 

の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ(一社)全国自動車標板協議会と 

日本自動車輸入組合、日本行政書士会連合会（以下「日行連」という。）、(一社) 

日本自動車整備振興会連合会又は日本自動車車体整備協同組合連合会との間で、そ 

れぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項について確認しておくとともに、 

具体的な封印の取扱いに関しては当該甲種受託者と当該輸入自動車販売事業者、行 

政書士、指定整備事業者又は当該車体整備事業者との間でそれぞれ確約書を交わす 

こととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付 

け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（イ）甲種受託者は、輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車体整備 

事業者への封印の引渡しに当たっては、左欄に掲げる作業範囲について右欄に掲げ 

る書類等の提示させることにより作業範囲を確認のうえ引き渡すこととする。 

この他、運輸支局長が指定した者への封印の引き渡しに当たっては、必要な書類 

等により指定された作業範囲を確認のうえ引き渡すこととする。 

作業範囲 書類等 

輸入自動車販売事業者が出張予備検査

を受けた輸入自動車 

・自動車予備検査証番号欄の末尾にロー

マ字「Ａ」が付され、かつ、運輸支局名

小印が押印された自動車予備検査証（写） 

行政書士が他人の依頼を受け報酬を得

て運輸支局等に提出する書類を作成し

た自動車（乙種受託者及び丙種受託者の

構成員の販売する自動車を除く。） 

・顧客からの書類作成依頼の書面及び譲

渡証明書（写）等 

指定整備事業者が自ら販売する中古自

動車であって現車提示の省略される自

動車 

・譲渡証明書（写）等及び保安基準適合

証 

指定整備事業者たる自動車整備協業組

合又は自動車整備協同組合の組合員が

自ら販売する中古自動車 

・当該組合が所属する自動車整備振興会

から予め提出のあった当該組合の組合員

名簿 

・譲渡証明書（写）等 

 

変更登録又は移転登録に伴い指定整備

事業者又は車体整備事業者が行う封印

の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

車両法第１１条第２項のうち番号変更

のために必要となる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

車両法第１１条第２項のうち再交付又

は交換のために必要となる封印の取付

け 

・承認印のある交換再交付申請書（写） 

・出張封印確認書 

車両法第１１条第４項及び第６項に基

づき封印のき損等による又は整備のた

めに取り外した封印の取付け 

・顧客からの整備依頼の書面及び取り外

した状況を示す写真 

 自動車ＯＳＳによる変更登録申請時

の自動車登録番号標交付時期猶予につ

いて（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）に基づく車両法第１１条第１項に

よる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

６ 基本通達第１２条第２項について 

（１）（乙種受託者の名において行政書士に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ乙種受託者と行政 

書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じて基本的事項 

について確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者か 

ら行政書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすことと 

する。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、 

報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（２）（乙種受託者の名において一般社団法人日本自動車販売協会連合会（以下「自販 

連」という。）に行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０号）第２０条第 

１項第１号の申請に係る封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

自販連に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ乙種受託者と自販 

連との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じて基本的事項につ 

いて確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から自 

販連に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすこととする。 

確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・ 

調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

７ 基本通達第１２条第３項について 

 （丙種受託者の名において構成員又は当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作 

業を行わせる場合の方法等） 

（ア）丙種受託者の構成員に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ中古 

自動車連合会と丙種受託者たる団体との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行える 

よう基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丙種受託者と 
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   ② 委託に際しては、基本通達第６条の内容を十分審査するとともに、さらに当該 

団体の財政状況、業務実績等の実態及び既存の甲種受託者との関係等についても 

総合的に勘案すること。                                                

５ 基本通達第１２条第１項について 

   （甲種受託者の名において日本自動車輸入組合の輸入自動車販売事業者（以下「輸 

入自動車販売事業者」という。）、自動車登録業務に十分精通した行政書士（以下「行 

政書士」という。）、指定整備事業者又は車体整備事業者に封印の取付け作業を行わ 

せる場合の方法等） 

（ア）輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車体整備事業者に封印 

の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ(一社)全国自動車標板協議会と 

日本自動車輸入組合、日本行政書士会連合会（以下「日行連」という。）、(一社) 

日本自動車整備振興会連合会又は日本自動車車体整備協同組合連合会との間で、そ 

れぞれ円滑な取付け作業が行えるよう基本的事項について確認しておくとともに、 

具体的な封印の取扱いに関しては当該甲種受託者と当該輸入自動車販売事業者、行 

政書士、指定整備事業者又は当該車体整備事業者との間でそれぞれ確約書を交わす 

こととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付 

け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（イ）甲種受託者は、輸入自動車販売事業者、行政書士、指定整備事業者又は車体整備 

事業者への封印の引渡しに当たっては、左欄に掲げる作業範囲について右欄に掲げ 

る書類等の提示させることにより作業範囲を確認のうえ引き渡すこととする。 

この他、運輸支局長が指定した者への封印の引き渡しに当たっては、必要な書類 

等により指定された作業範囲を確認のうえ引き渡すこととする。 

作業範囲 書類等 

輸入自動車販売事業者が出張予備検査

を受けた輸入自動車 

・自動車予備検査証番号欄の末尾にロー

マ字「Ａ」が付され、かつ、運輸支局名

小印が押印された自動車予備検査証（写） 

行政書士が他人の依頼を受け報酬を得

て運輸支局等に提出する書類を作成し

た自動車（乙種受託者及び丙種受託者の

構成員の販売する自動車を除く。） 

・顧客からの書類作成依頼の書面及び譲

渡証明書（写）等 

指定整備事業者が自ら販売する中古自

動車であって現車提示の省略される自

動車 

・譲渡証明書（写）等及び保安基準適合

証 

指定整備事業者たる自動車整備協業組

合又は自動車整備協同組合の組合員が

自ら販売する中古自動車 

・当該組合が所属する自動車整備振興会

から予め提出のあった当該組合の組合員

名簿 

・譲渡証明書（写）等 

 

変更登録又は移転登録に伴い指定整備

事業者又は車体整備事業者が行う封印

の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

車両法第１１条第２項のうち番号変更

のために必要となる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

車両法第１１条第２項のうち再交付又

は交換のために必要となる封印の取付

け 

・承認印のある交換再交付申請書（写） 

・出張封印確認書 

車両法第１１条第４項及び第６項に基

づき封印のき損等による又は整備のた

めに取り外した封印の取付け 

・顧客からの整備依頼の書面及び取り外

した状況を示す写真 

 自動車ＯＳＳによる変更登録申請時

の自動車登録番号標交付時期猶予につ

いて（国自情第２４２号、国自整第２２

１号）に基づく車両法第１１条第１項に

よる封印の取付け 

・登録事項等通知書及び旧自動車検査証

（写） 

６ 基本通達第１２条第２項について 

（１）（乙種受託者の名において行政書士に封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ乙種受託者と行政 

書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じて基本的事項 

について確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者か 

ら行政書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすことと 

する。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、 

報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（２）（乙種受託者の名において一般社団法人日本自動車販売協会連合会（以下「自販 

連」という。）に行政書士法施行規則（昭和２６年総務省令第９０号）第２０条第 

１項第１号の申請に係る封印の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

自販連に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ乙種受託者と自販 

連との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよう必要に応じて基本的事項につ 

いて確認しておくとともに、具体的な封印の取扱いに関して当該乙種受託者から自 

販連に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交わすこととする。 

確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・ 

調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

７ 基本通達第１２条第３項について 

 （丙種受託者の名において構成員又は当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作 

業を行わせる場合の方法等） 

（ア）丙種受託者の構成員に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ中古 

自動車連合会と丙種受託者たる団体との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行える 

よう基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丙種受託者と 
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当該構成員との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封印 

の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わ 

すものとする。 

（イ）当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじ 

め丙種受託者たる団体と行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行える 

よう必要に応じて基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して団体 

の構成員から行政書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交 

わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、 

取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（ウ）丙種受託者は、構成員への基本通達第２条（４）アに係る封印の引渡しに当たっ 

ては、当該構成員からの譲渡証明書（写）等の提示をもって、自ら販売する自動車 

であることを確認のうえ引渡すこととする。 

ただし、丙種受託者が認めた構成員にあっては、封印の先渡しを認めることがで 

きるものとする。この場合、丙種受託者は、後日、封印引渡しの際と同様の書面等 

により、適正な封印取付けであることを確認するものとする。 

８ 基本通達第１２条第４項について 

   （丁種受託者の名において行政書士又は当該行政書士を通じ他の行政書士に封印 

の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

（ア）行政書士会が行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ日 

行連と丁種受託者たる行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよ 

う基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丁種受託者たる 

行政書士会と当該行政書士との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、 

主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取 

り決めを交わすものとする。 

（イ）再委託先である当該行政書士又は当該行政書士を通じ一体として封印を取り扱う 

こととなる再々委託先である他の行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際して 

は、丁種受託者たる行政書士会間で、それぞれ適正な取付け作業が行えるよう必要 

に応じて事後的に業務適正化のための情報提供を行うこととし、一体として封印を 

取り扱うこととなる再委託先である当該行政書士と再々委託先である他の行政書士 

との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面か 

ら、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとす 

る。 

 （ウ）丁種受託者は、行政書士へ基本通達第２条（５）ア又はイに係る封印の引渡しに 

当たっては、譲渡証明書（写）、顧客からの書類作成依頼の書面等の提示をもって、 

当該行政書士自ら他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成し 

た自動車（基本通達第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙 

種受託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。）に係る 

封印であることを確認のうえ引渡すこととする。 

 

ただし、丁種受託者が認めた行政書士（再委託先である当該行政書士）にあって 

は、封印の先渡しを認めることができるものとする。この場合、丁種受託者は、後 

日、封印引渡しの際と同様の書面等により、適正な封印取付けであることを確認す 

るものとする。 

９ 基本通達別記封印取付け受託者準則第７条について 

     運輸支局長は、封印取付け届出書の提出を受けたときは、その記載内容を確認し 

たうえ、１通は確認済印を押して受託者に交付し、他の１通は次年度４月末まで保 

存しなければならない。 

10 基本通達別記封印取付け受託者準則第９条について 

     運輸支局長は、出張封印確認書又は当該書面と同等と認める書面の提出を受けた 

ときは、原則、その記載内容を確認したうえ確認済印を押して、１通を受託者に交 

付することとする。他の１通は後日受託者に交付した１通が交付代行者等から回付 

されるまで保管することとし、交付代行者等から回付がされない場合又は交付代行 

者から求めがあった場合は、状況を受託者に確認することとする。交付代行者等か 

ら回付された出張封印確認書のうち登録申請に係るものは確認済印を押印した日か 

ら５年間保存しなければならない。 
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当該構成員との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封印 

の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わ 

すものとする。 

（イ）当該構成員を通じ行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじ 

め丙種受託者たる団体と行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行える 

よう必要に応じて基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して団体 

の構成員から行政書士に書類作成を依頼する際に希望を伝えるとともに確約書を交 

わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面から、受渡しの記録、 

取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとする。 

（ウ）丙種受託者は、構成員への基本通達第２条（４）アに係る封印の引渡しに当たっ 

ては、当該構成員からの譲渡証明書（写）等の提示をもって、自ら販売する自動車 

であることを確認のうえ引渡すこととする。 

ただし、丙種受託者が認めた構成員にあっては、封印の先渡しを認めることがで 

きるものとする。この場合、丙種受託者は、後日、封印引渡しの際と同様の書面等 

により、適正な封印取付けであることを確認するものとする。 

８ 基本通達第１２条第４項について 

   （丁種受託者の名において行政書士又は当該行政書士を通じ他の行政書士に封印 

の取付け作業を行わせる場合の方法等） 

（ア）行政書士会が行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際しては、あらかじめ日 

行連と丁種受託者たる行政書士会との間で、それぞれ円滑な取付け作業が行えるよ 

う基本的事項について確認し、具体的な封印の取扱いに関して当該丁種受託者たる 

行政書士会と当該行政書士との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、 

主として封印の管理面から、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取 

り決めを交わすものとする。 

（イ）再委託先である当該行政書士又は当該行政書士を通じ一体として封印を取り扱う 

こととなる再々委託先である他の行政書士に封印の取付け作業を行わせるに際して 

は、丁種受託者たる行政書士会間で、それぞれ適正な取付け作業が行えるよう必要 

に応じて事後的に業務適正化のための情報提供を行うこととし、一体として封印を 

取り扱うこととなる再委託先である当該行政書士と再々委託先である他の行政書士 

との間で確約書を交わすこととする。確約書においては、主として封印の管理面か 

ら、受渡しの記録、取付け記録、報告・調査等に関する取り決めを交わすものとす 

る。 

 （ウ）丁種受託者は、行政書士へ基本通達第２条（５）ア又はイに係る封印の引渡しに 

当たっては、譲渡証明書（写）、顧客からの書類作成依頼の書面等の提示をもって、 

当該行政書士自ら他人の依頼を受け報酬を得て運輸支局等に提出する書類を作成し 

た自動車（基本通達第１２条第２項及び第３項の規定により封印の取付け作業を乙 

種受託者及び丙種受託者の名において行わせることができる場合を除く。）に係る 

封印であることを確認のうえ引渡すこととする。 

 

ただし、丁種受託者が認めた行政書士（再委託先である当該行政書士）にあって 

は、封印の先渡しを認めることができるものとする。この場合、丁種受託者は、後 

日、封印引渡しの際と同様の書面等により、適正な封印取付けであることを確認す 

るものとする。 

９ 基本通達別記封印取付け受託者準則第７条について 

     運輸支局長は、封印取付け届出書の提出を受けたときは、その記載内容を確認し 

たうえ、１通は確認済印を押して受託者に交付し、他の１通は次年度４月末まで保 

存しなければならない。 

10 基本通達別記封印取付け受託者準則第９条について 

     運輸支局長は、出張封印確認書又は当該書面と同等と認める書面の提出を受けた 

ときは、原則、その記載内容を確認したうえ確認済印を押して、１通を受託者に交 

付することとする。他の１通は後日受託者に交付した１通が交付代行者等から回付 

されるまで保管することとし、交付代行者等から回付がされない場合又は交付代行 

者から求めがあった場合は、状況を受託者に確認することとする。交付代行者等か 

ら回付された出張封印確認書のうち登録申請に係るものは確認済印を押印した日か 

ら５年間保存しなければならない。 
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(9)	指定自動車整備事業における「自動車ＯＳＳによる変更登録申請を行い自動車登録番

号標の交付を受けていない車両」の継続検査に係る取扱いについて

―― 108

SEKEN2022.indd   108SEKEN2022.indd   108 2022/08/24   13:17:522022/08/24   13:17:52



―― 109

SEKEN2022.indd   109SEKEN2022.indd   109 2022/08/24   13:17:532022/08/24   13:17:53



（参考） 
新新自自動動車車登登録録番番号号標標のの交交付付をを受受けけてていいなないい車車両両のの記記載載方方法法  
新ナンバーの交付を受けていない車両の備考欄記載 
 
 
 
 
 
 
  

１１．．指指定定整整備備記記録録簿簿  

 

２２．．  保保安安基基準準適適合合標標章章  

 

 

品川 ５９９ あ ２０４９ 

（札幌５９９あ４６２０） 

（札幌５９９あ４６２０） 

備考 
〔品川〕，変更登録，〔ＯＳＳ〕 
ナンバープレート未交付〔プレート番号〕札幌５９９あ４６２０ 
〔かい離が発生した日〕令和４年１月７日 
 

新ナンバーの交付を受けていない車両の備考欄記載 

●●指指定定整整備備記記録録簿簿 

●●保保安安基基準準適適合合標標章章 

 

事 務 連 絡 

令和３年１２月２３日 
 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長 殿 

 

 

国土交通省自動車局整備課 

整備事業班長 

  

 

 

自動車ＯＳＳによる変更登録申請を行い自動車検査証の記載変更を行っていない

車両の継続検査について 
 

 

今般、「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及

び自動車登録番号標交付時期猶予について」（令和３年12月10日付け、国自情第242

号、国自整第221号）により、自動車登録番号標の交付の時期を次回車検時まで猶

予することとされましたが、自動車ＯＳＳにより変更登録申請をしたにもかかわら

ず自動車検査証の記載変更を行っていない場合、有効期間の更新ができないことか

ら、貴会傘下会員に対し周知方よろしくお願いします。 
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（参考） 
新新自自動動車車登登録録番番号号標標のの交交付付をを受受けけてていいなないい車車両両のの記記載載方方法法  
新ナンバーの交付を受けていない車両の備考欄記載 
 
 
 
 
 
 
  

１１．．指指定定整整備備記記録録簿簿  

 

２２．．  保保安安基基準準適適合合標標章章  

 

 

品川 ５９９ あ ２０４９ 

（札幌５９９あ４６２０） 

（札幌５９９あ４６２０） 

備考 
〔品川〕，変更登録，〔ＯＳＳ〕 
ナンバープレート未交付〔プレート番号〕札幌５９９あ４６２０ 
〔かい離が発生した日〕令和４年１月７日 
 

新ナンバーの交付を受けていない車両の備考欄記載 

●●指指定定整整備備記記録録簿簿 

●●保保安安基基準準適適合合標標章章 

 

事 務 連 絡 

令和３年１２月２３日 
 

 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会事業部長 殿 

 

 

国土交通省自動車局整備課 

整備事業班長 

  

 

 

自動車ＯＳＳによる変更登録申請を行い自動車検査証の記載変更を行っていない

車両の継続検査について 
 

 

今般、「自動車ＯＳＳによる変更登録申請時の自動車検査証等の郵送の取扱い及

び自動車登録番号標交付時期猶予について」（令和３年12月10日付け、国自情第242

号、国自整第221号）により、自動車登録番号標の交付の時期を次回車検時まで猶

予することとされましたが、自動車ＯＳＳにより変更登録申請をしたにもかかわら

ず自動車検査証の記載変更を行っていない場合、有効期間の更新ができないことか

ら、貴会傘下会員に対し周知方よろしくお願いします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

(10)	自動車ＯＳＳによる変更登録申請を行い自動車検査証の記載変更を行っていない車

両の継続検査について

―― 111

SEKEN2022.indd   111SEKEN2022.indd   111 2022/08/24   13:17:542022/08/24   13:17:54



(11)	自動車整備事業者の整備作業時における確実な作業等の徹底について
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ボ
ル
ト
4
本
の
う
ち
3
本
が
脱
落
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。
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ー
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ラ
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ン
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ル
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付
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。
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と
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連
絡
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り
確
認
し
た
と
こ
ろ
、
ブ
レ
ー
キ
ホ
ー
ス
が
損
傷
し
て
い

た
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ブ
レ
ー
キ
キ
ャ
リ
パ
を
点
検
の
た
め
脱
着
し
た
際
に
、
ブ
レ
ー
キ

ホ
ー
ス
を
捻
じ
れ
た
状
態
で
取
付
し
た
こ
と
に
よ
り
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車
両
振
動
に

よ
り
ド
ラ
イ
ブ
シ
ャ
フ
ト
ブ
ー
ツ
と
ブ
レ
ー
キ
ホ
ー
ス
が
干
渉
し

ホ
ー
ス
が
損
傷
し
た
。
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別添
(12)	「改造自動車等の取扱いについて」に係る細部取扱いについて(平成7年11月21日自

技第240号)の一部改正について
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令和４年３月 

自動車局整備課 

 

「「「「改改造造自自動動車車等等のの取取扱扱いいににつついいてて」」にに係係るる細細部部取取扱扱いいににつついいてて」」（（平平成成７７年年１１１１月月

２２１１日日付付けけ自自技技第第２２４４００号号））のの一一部部改改正正ににつついいてて  

 

１１．．背背景景  

・ 試作車又は組立車の道路運送車両の保安基準の適合性審査にあたっては、「改造

自動車等の取扱いについて」（平成７年１１月２１日付け自技２３９号）により、現

車審査に先立ち、国（地方運輸局）が書面審査を実施している。 

・ また、書面審査の方法については、「「改造自動車等の取扱いについて」に係る細

部取扱いについて」（平成７年１１月２１日付け自技第２４０号：以下「細部取扱

い」という。）において運用している。 

・ 今般、道路運送車両の保安基準の基準強化に伴い複雑化する基準に対して、書面

審査の効率性向上を目的として細部取扱いを改正する。 

 

２２．．改改正正概概要要  

（１）道路運送車両の保安基準に基づく技術基準への適合性審査を効率的に実施する

ため、申請車両と同一構造を有した自動車の試験成績書を流用（キャリーオーバ

ー）することで当該申請車両の試験成績書を省略する場合について、取扱いの明

確化を行う。 

（２）協定規則第 13 号への適合性を証する書面については、自動車製作者により作

成された技術基準適合検討書の提出をもって、試験成績書に代えることができる

こととし、技術基準適合検討書の様式を定める。 

 

３３．．改改正正年年月月日日等等  

（１）改正年月日：令和４年３月２８日 

（２）適用年月日：改正年月日と同じ 
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新

 
旧

 
に

対
す

る
試

験
要
件

 
B
種

の
AB

S（
附

則
13

 6
.3

.2
.項

を
除

き
、
該

当
す
る

全
て
の
要

件
に

適
合

）
 

 
 

AB
S
故

障
時

警
報

装
置
の

作
動
確

認
試
験

を
行
っ

た
と
き

、
次
の

基
準

に
適

合
す

る
ラ

ン
プ
に

よ
り
警

報
す
る

こ
と
。

 

灯
光

は
黄
色

又
は
燈

色
（
他

の
制
動

装
置
に

係
る
警

報
と
兼

用
の

場
合

は
赤

色
 

で
も

よ
い
）

で
あ
り

、
運
転

者
が
容

易
に
確

認
で
き

る
位
置

に
あ

る
こ

と
 

 

 
 

AB
S

故
障

時
制
動

試
験
を

行
っ
た

と
き
、

制
動
効

率
Z R

は
次
の

基
準

に
適

合
す

る
こ

と
。

 

Z R
 ≧

 タ
イ

プ
0
試

験
（
積

載
時
）

制
動
効

率
の

80
%

 

 

 

主 制 動 装 置  

 
①

 

 ②
 

エ
ネ

ル
ギ
ー

消
費
試

験
を
行

っ
た
と

き
、
次

の
基
準

に
適
合

す
る

こ
と

。
 

①
積

車
時
制

動
効
率

 e
 ≧

 0
.2

25
 

②
そ

の
他
の

ブ
レ
ー

キ
が
作

動
し
て

い
な
い

こ
と
。

 

 

 
粘

着
率

利
用

性
能

測
定

試
験

を
行

っ
た

と
き

の
粘

着
力

利
用

率
（

ε
）

は
次

の
要

件
に

適
合
す

る
こ
と

。
 

 
ε

 
=
 
ZR

AL
 
/
 
KR
 
≧
 
0
.
7
5 

 

 
車

輪
ロ

ッ
ク

確
認

試
験

を
行

っ
た

と
き

1
5
k
m
/
h
に

減
速

さ
れ

る
ま

で
は

直
接

制

御
車

輪
は
ロ

ッ
ク
し

な
い
こ

と
。
 

 

①
-1

) 

①
-2

) 

②
 

③
 

④
 

 

ス
プ

リ
ッ
ト

μ
路
試

験
を
行

っ
た
と

き
、
次

の
基
準

に
適
合

す
る

こ
と

。
 

①
試

験
路
面

は
以
下

の
条
件

を
満
足

す
る
こ

と
。

 

 
①

-1
）

Z R
AL

H
 / 

ε
H
 ≧

 0
.5

 

 
①

-2
）

Z R
LH

 / 
Z R

AL
L 
≧

 2
 

②
Z R

AL
S 
≧

 0
.7

5 
( 4

Z R
AL

L +
 Z

RA
LH

 ) 
/ (

 5
ε

H
 ) 

③
Z R

AL
S 
≧

 Z
RA

LL
 / 

ε
H

 

 ④
15

km
/h

に
減
速

さ
れ
る

ま
で
は

直
接
制

御
車
輪

は
ロ
ッ

ク
し

な
い

こ
と

。
 

 

駐 車 制 動 装 置 

附
則

4 
 

駐
車

制
動
装

置
制
動

能
力

 

①
-1

) 

 ①
-2

) 

 ②
 

 

①
以

下
の
い

ず
れ
か

の
要
件

に
適
合

す
る
こ

と
。

 

 
①

-1
）

18
%
勾
配

の
試
験

路
で
停

止
状
態

を
維

持
す

る
こ
と
。

 

 
①

-2
）
ブ

レ
ー
キ

テ
ス
タ

で
測
定

し
た
駐

車
制
動

力
（

T P
）
と
試

験
車

両
の

最
大

質
量

（
P U

）
よ

り
得

ら
れ

る
制

動
効

率
（

Z P
）

は
以

下
の

要
件
に

適
合

す
る

こ
と
。

 
Z P

 =
 T

P 
/ P

U
 ≧

 0
.1

8 

②
駐

車
制
動

装
置
の

操
作
力

は
60

0N
以

下
で

あ
る
こ

と
。

 

 

ス プ リ ン グ ブ レ ー キ 

附
則

8 

ス
プ

リ
ン

グ
ブ

レ
ー

キ
装

置
用

エ
ネ

ル
ギ

ー
蓄
積

装
置

容
量

試
験

 

 
ス

プ
リ

ン
グ

圧
縮

チ
ャ

ン
バ

内
の

圧
力

は
、

ス
プ

リ
ン

グ
ブ

レ
ー

キ
作

動
開

始
圧

力
以

上
で
あ

る
こ
と

。
 

 

附
則

8 

解
除

可
能
回

数
試
験

 

 
次

の
ど

ち
ら

か
の
要

件
に
適

合
す
る

こ
と
。

 

・
3

回
目

の
ス

プ
リ

ン
グ

ブ
レ

ー
キ

解
除

操
作

を
行

っ
た
と

き
に

測
定

し
た

ス

プ
リ

ン
グ

圧
力

チ
ャ

ン
バ

内
の

圧
力

は
ス

プ
リ

ン
グ

ブ
レ

ー
キ

解
除

圧
力

以

上
で

あ
る
こ

と
。

 

 
・

3
回

目
の

ス
プ

リ
ン
グ

ブ
レ
ー

キ
解
除

操
作
を

行
っ
た

と
き
に

、
タ

イ
ヤ

を
手

 

で
回

転
さ
せ

る
こ
と

が
で
き

る
こ
と

。
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新

 
旧

 
                         

注
１

．
該
当

し
な
い

項
目
に

つ
い
て

は
、
斜

線
を
記

載
す
る

こ
と

。
 

注
２

．
各
試

験
項
目

に
お
け

る
枠
の

幅
、
高

さ
等
に

つ
い
て

変
更

可
能

と
す

る
。

 

注
３

．
表
中

の
備
考

欄
に
つ

い
て
は

、
場
合

に
よ
り

補
足
説

明
等

を
記

載
し

て
も
良

い
。

 

注
４

．
試
験

項
目
の

追
加
、

車
両
カ

テ
ゴ
リ

等
に
よ

る
基
準

値
に

係
る

内
容

の
変
更

は
認
め

る
。
（
基

準
改
正

に
係
る

内
容
も

含
む

。
）

 

注
５

．
表
中

の
試
験

結
果
欄

に
つ
い

て
、
測

定
値
に

よ
る
数

値
で

の
結

果
で

は
な
い

項
目
は

「
適

」・
「

不
適

」
等
に

よ
る
記

載
で

差
し

支
え

な
い
。

 

 
試

作
車

の
届

出
に

係
る

制
動
装

置
試

験
結

果
に

つ
い

て
、
試

験
結

果
の

内
容

に
相

違
が
な

い
こ

と
を

証
明

し
試

験
成
績

書
の

添
付
を
省

略
し

ま
す

。
 

 【
試

験
自

動
車

の
試

験
結

果
に

係
る
改

訂
番

号
及

び
補

足
改

訂
番
号

】
 

  
改

訂
番

号
：

 
 

 
 

 
 

 
 
 

補
足

改
訂

番
号

：
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 【
届

出
車

両
の

車
名

、
型

式
及

び
車
台

番
号

（
製

造
番

号
）】

 
 
車

 
 
 
 
 
 
 

 名
：
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

附
則

8 

ス
プ

リ
ン
グ

チ
ャ
ン

バ
内
圧

力
確
認

試
験

 

 
ス

プ
リ

ン
グ

チ
ャ
ン

バ
の
圧

力
は
、

次
の
ど

ち
ら
か

の
要
件

に
適

合
す

る
こ

と
。

 

 
・

主
制
動

装
置
の

エ
ネ
ル

ギ
ー
蓄

積
装
置

の
圧
力

が
28

0k
Pa

に
な

る
 

 
 
ま

で
に

、
ス

プ
リ

ン
グ
ブ

レ
ー
キ

チ
ャ
ン

バ
内
圧

力
が

0k
Pa

に
な

る
こ

と
。  

 
・

主
制
動

装
置
の

エ
ネ
ル

ギ
ー
蓄

積
装
置

の
圧
力

低
下
に

対
応

し
て

、
 

ス
プ

リ
ン
グ

ブ
レ
ー

キ
チ
ャ

ン
バ
内

圧
力
が

低
下
す

る
こ
と

。
 

    

 
附

則
16

 

IS
O

11
99

2
の

デ
ー

タ
通

信
に

関
す

る
牽

引
車

両
及

び

被
牽

引
車
両

の
適
合

性
 

 
 

 

附
則

17
 

電
気

式
制

御
系

を
装

備
し

た
車

両
の

機
能

的
適
合

性
を

評
価

す
る
た

め
の
試

験
手
順

 

 
 

 

附
則

18
 

複
合

電
子

制
御

シ
ス

テ
ム

の
安

全
性

に
関

し
て

適
用

す

る
特

別
要
件

 

 

 
 

 

附
則

21
 

車
両

安
定
性

機
能
を

装
備
し

た
車
両

に
関
す

る
 

特
別

要
件

 

 
車

両
安

定
性

機
能
の

作
動

 

制
御

信
号
の

有
無

 

 

本
則

5 

外
部

装
置
故

障
時
制

動
試
験

 
積

 
載

 
 

≧
0.

36
（

セ
ミ
ト

レ
ー
ラ

）
 

≧
0.

40
（

フ
ル
ト

レ
ー
ラ

及
び
セ

ン
タ
ー

ア
ク
ス

ル
ト

レ
ー

ラ
）

 

 

 

非
積

載
 

 

 
主

制
動

装
置

貯
蔵
装

置
内
圧

力
が
制

御
ラ
イ

ン
要
求

圧
力
の

80
%
以

上
確
保

す
る

こ
と

。
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「「「「自自動動車車のの用用途途等等のの区区分分ににつついいてて（（依依命命通通達達））」」のの細細部部取取扱扱いいににつついいてて」」（（平平成成 
１１３３年年４４月月６６日日付付けけ国国自自技技第第５５００号号））のの一一部部改改正正ににつついいてて 

 
令令 和和 ４４年年 ３３月月 
整整 備備 課課 

 
〈〈改改正正のの概概要要〉〉 

１１．．キキャャンンピピンンググ車車のの構構造造要要件件ににつついいてて  

現行のキャンピング車の構造要件は、平成 13 年４月に施行し、現在まで運

用しているところ。 

今般のコロナ禍によりアウトドアレジャーが見直され、キャンピング車の

利用方法も多様性が求められているところ、現在の使用状況を鑑み、以下２

点について構造要件を見直す改正を行うこととした。 

（１）水道設備及び炊事設備を利用するための床面高さ 

従来、水道設備及び炊事設備を有効に利用できる床面高さとして 1,600mm

以上有することを規定していたが、座って使用する等、比較的低い位置にあ

る水道設備及び炊事設備を利用する場合があることから、これらについては

有効に利用できる床面高さを 1,200mm 以上と改正することとする。 

（２）就寝設備の数 

従来、キャンピング車の構造要件として、２名分以上の就寝設備を有する

ことを規定していたが、今般のコロナ禍により最少人数でキャンピング車を

利用する場面が増加しており、これらの場合には１名分の就寝設備であって

も、車室内に居住する目的を達成するのに適切な設備を有すると認められる

ことから、キャンピング車の就寝設備を１名分以上と改正することとする。 

 

 

２２．．そそのの他他特特種種用用途途自自動動車車のの構構造造要要件件ににつついいてて 

昨今の特種用途自動車の使用状況を鑑み、所要の改正を行うこととする。 

 

 

〈〈改改正正ススケケジジュューールル〉〉  

本改正規定は、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

別添

 
新

 
旧

 
 型

 
 
 
 
 
 
 

 式
：
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 車
台

番
号

（
製

造
番

号
）
：
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   自
動

車
製

作
者

の
名

称
及

び
所

在
地

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
  

 
 
 

 

 証
明

者
の

氏
名

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 証
明

者
の

役
職

（
所

属
・

職
名

等
）

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
  

 
 
 

 

 問
い

合
わ

せ
先

（
電

話
番

号
等

）
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「「「「自自動動車車のの用用途途等等のの区区分分ににつついいてて（（依依命命通通達達））」」のの細細部部取取扱扱いいににつついいてて」」（（平平成成 
１１３３年年４４月月６６日日付付けけ国国自自技技第第５５００号号））のの一一部部改改正正ににつついいてて 

 
令令 和和 ４４年年 ３３月月 
整整 備備 課課 

 
〈〈改改正正のの概概要要〉〉 

１１．．キキャャンンピピンンググ車車のの構構造造要要件件ににつついいてて  

現行のキャンピング車の構造要件は、平成 13 年４月に施行し、現在まで運

用しているところ。 

今般のコロナ禍によりアウトドアレジャーが見直され、キャンピング車の

利用方法も多様性が求められているところ、現在の使用状況を鑑み、以下２

点について構造要件を見直す改正を行うこととした。 

（１）水道設備及び炊事設備を利用するための床面高さ 

従来、水道設備及び炊事設備を有効に利用できる床面高さとして 1,600mm

以上有することを規定していたが、座って使用する等、比較的低い位置にあ

る水道設備及び炊事設備を利用する場合があることから、これらについては

有効に利用できる床面高さを 1,200mm 以上と改正することとする。 

（２）就寝設備の数 

従来、キャンピング車の構造要件として、２名分以上の就寝設備を有する

ことを規定していたが、今般のコロナ禍により最少人数でキャンピング車を

利用する場面が増加しており、これらの場合には１名分の就寝設備であって

も、車室内に居住する目的を達成するのに適切な設備を有すると認められる

ことから、キャンピング車の就寝設備を１名分以上と改正することとする。 

 

 

２２．．そそのの他他特特種種用用途途自自動動車車のの構構造造要要件件ににつついいてて 

昨今の特種用途自動車の使用状況を鑑み、所要の改正を行うこととする。 

 

 

〈〈改改正正ススケケジジュューールル〉〉  

本改正規定は、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。 

別添

(13)	「「自動車の用途等の区分について(依命通達)」の細部取扱いについて」

	 (平成13年4月6日付け国自技第50号)の一部改正について
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22/88 
 

新 旧 

おいて、健康診断、治療等のため、又は獣医療

法に基づく診療施設の開設の届出をした者が、

動物の治療等のために使用する自動車であっ

て、次の各号に掲げる構造上の要件を満足して

いるものをいう。 

１ 健康診断、治療等の用に供する椅子又は寝

台を有し、かつ、医師又は看護師等が作業を

行うのに必要な空間を有していること。 

２ 健康診断、治療等の用に供するエックス線

撮影装置、検眼装置又は心電図測定装置等を

有すること。 

なお、他の部位と明確に区別ができる専用

の設置場所を有する場合には、脱着式であっ

てもよい。 

３～６（略） 

 

３－２ 用途区分通達４－１－３（２）の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

患者輸送

車 

医療機関等において医療等の提供を受ける

者（以下「患者等」という。）を輸送する自動車

であって、次の各号に掲げる構造上の要件を満

足しているものをいう。 

なお、特種な目的に使用するための床面積を

算定するための設備には、寝台又は担架の他、

（略） 

・上記を除き、複

数の位置で担架

を固定するため

の固定装置は、

そのすべてを特

おいて、健康診断、治療等のため、又は獣医療

法に基づく診療施設の開設の届出をした者が、

動物の治療等のために使用する自動車であっ

て、次の各号に掲げる構造上の要件を満足して

いるものをいう。 

１ 健康診断、治療等の用に供する椅子又は寝

台を有し、かつ、医師又は看護婦等の用に供

する椅子を有すること。 

２ 健康診断、治療等の用に供するエックス線

撮影装置、検眼装置又は心電図測定装置等を

有すること。 

 

 

 

３～６（略） 

 

３－２ 用途区分通達４－１－３（２）の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

患者輸送

車 

医療機関等において医療等の提供を受ける

者（以下「患者等」という。）を輸送する自動車

であって、次の各号に掲げる構造上の要件を満

足しているものをいう。 

なお、特種な目的に使用するための床面積を

算定するための設備には、寝台又は担架の他、

（略） 

（新設） 
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「自動車の用途等の区分について（依命通達）」の細部取扱いについて（平成 13 年 4 月 6 日国自技第 50 号）新旧対照表 
 

平成 13 年 4 月 6 日国自技第 50 号 
改正令和 4 年 3 月 1 日国自整第 278 号  

（傍線の部分は改正部分） 
新 旧 

 

１ 用途区分通達４－１－１の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

電波監視

車 

 総務省において使用する自動車のうち、不法

に開設された無線局の探査のために使用する

ものであって、次の各号に掲げる構造上の要件

を満足しているものをいう。 

１（略） 

２ 保安基準第49条の規定に適合する警光灯

（格納式、着脱式又は自動車の外形上に設置

されていないものを除く。）及びサイレンを

有すること。 

（略） 

 

２ 用途区分通達４－１－２の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

医療防疫

車 

 国、地方自治体、日本赤十字社又は医療法に

基づく病院若しくは診療所等（これらの団体に

より構成される中小企業等協同組合を含む）に

（略） 

 

１ 用途区分通達４－１－１の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

電波監視

車 

 総務省において使用する自動車のうち、不法

に開設された無線局の探査のために使用する

ものであって、次の各号に掲げる構造上の要件

を満足しているものをいう。 

１（略） 

２ 保安基準第49条の規定に適合する警光灯

及びサイレンを有すること。 

 

 

（略） 

 

２ 用途区分通達４－１－２の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

医療防疫

車 

 国、地方自治体、日本赤十字社又は医療法に

基づく病院若しくは診療所等（これらの団体に

より構成される中小企業等協同組合を含む）に

（略） 
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は、１に掲げる要件を満足するものであればよ

い。 

１ 検査等を行うのに必要な機械器具又はデ

ータ処理装置を有すること。 

ただし、検査等を行うのに必要な機械器具

を構成するセンサー、アンテナ等、検出部は

自動車の車室外に設置、展開して使用するも

のであってもよい。この場合において、特種

な目的に使用するための面積には、車室外に

おいて検出部を調整するために自動車の車

体外表面に設置された作業スペースを含め

ることができる。 

なお、ノギス、マイクロメータ等、手に持

って検査等を行うことができる機械器具は、

この場合の検査等に必要な機械器具に該当

しないものとする。 

２ １の作業スペースが屋根部に設けられて

いる場合にあっては、作業スペースに至る

ための安全に昇降できる階段、はしご等を

有していること。 

３～４（略） 

部位は、１「自動

車の車体外表面

に設置された作

業スペース」に該

当しないものと

する。 

 

３－４ 用途区分通達４－１－３（４）の自動車 

は、１に掲げる要件を満足するものであればよ

い。 

１ 検査等を行うのに必要な機械器具又はデ

ータ処理装置を有すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、ノギス、マイクロメータ等、手に持

って検査等を行うことができる機械器具は、

この場合の検査等に必要な機械器具に該当

しないものとする。 

（新設） 

 

 

 

２～３（略） 

 

３－４ 用途区分通達４－１－３（４）の自動車 
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患者等１人につき介護人１人までの乗車設備

を含めることができる。この場合における介護

人の乗車設備は、１の設備の近くに設けられて

いること。 

また、用途区分通達４－１(3)の規定は、本車

体の形状には適用しないものとする。 

１～５（略） 

６ 物品積載設備を有していないこと。 

 

 

 

 

 

 

種な目的に使用

するための面積

を算定するため

の設備に含むも

のとする。 

・患者等の看護

のために必要な

薬品等を収納す

る棚等が設置さ

れた部分につい

ては、物品積載

設備には該当し

な い も の と す

る。 

 

３－３ 用途区分通達４－１－３（３）の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

検査測定

車 

 検査、検定、観測、計測、実験等（以下「検

査等」という。）を行うために使用する自動車で

あって、次の各号に掲げる構造上の要件を満足

しているものをいう。なお、国、地方自治体又

は調査研究を行うことを目的として設立した

一般社団法人若しくは一般財団法人が、検査等

を行うために使用する被牽引自動車にあって

（略） 

・ルーフラック・

キャリア等の各

種ラック類、ボン

ネット、トラン

ク、屋根本体及び

これらに類する

患者等１人につき介護人１人までの乗車設備

を含めることができる。この場合における介護

人の乗車設備は、１の設備の近くに設けられて

いること。 

また、用途区分通達４－１(3)の規定は、本車

体の形状には適用しないものとする。 

１～５（略） 

６ 物品積載設備を有していないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ 用途区分通達４－１－３（３）の自動車 

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

検査測定

車 

 検査、検定、観測、計測、実験等（以下「検

査等」という。）を行うために使用する自動車で

あって、次の各号に掲げる構造上の要件を満足

しているものをいう。なお、国、地方自治体又

は調査研究を行うことを目的として設立した

一般社団法人若しくは一般財団法人が、検査等

を行うために使用する被牽引自動車にあって

（略） 

（新設） 
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に正対して使用でき、かつ、洗面台等と

利用者の間に他の設備等がなく、かつ、

洗面台等を利用するための床面がその

他の床面との間に著しい段差を有して

いないことをいう。）にあること。 

エ 洗面台等を利用するための床面から

上方には有効高さ1,600㎜（洗面台等の

上端（蛇口、レバー及び浄水器等、水を

供給する構造を除く。）が、これを利用

するための床面から上方に850mm以下

の場合にあっては1,200mm）以上の空間

を有していること。 

(2)炊事設備 

炊事設備とは、次の各号に掲げる要件を

満足するものをいう。 

ア～カ（略） 

キ 調理台等は、車室内において容易に

使用することができる位置（調理台・コ

ンロ等に正対して使用でき、調理台・コ

ンロ等と利用者の間に他の設備等がな

く、かつ、調理台・コンロ等を利用する

ための床面がその他の床面との間に著

しい段差を有していないことをいう。）

にあること。 

ク 調理台等を利用するための床面から

要件で規定する

設備（二層構造の

上層部分に設け

る就寝設備を除

く。）及びその他

構造要件で規定

されていない任

意の設備と兼用

である部位は、６

「専用の収納場

所」に該当しない

ものとする。 

に正対して使用でき、かつ、洗面台等と

利用者の間に他の設備等がないことを

いう。）にあり、かつ、これを利用する

ための床面から上方には有効高さ

1,600㎜以上の空間を有していること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

(2)炊事設備 

炊事設備とは、次の各号に掲げる要件を

満足するものをいう。 

ア～カ（略） 

キ 調理台等は、車室内において容易に

使用することができる位置（調理台・コ

ンロ等に正対して使用でき、かつ、調理

台・コンロ等と利用者の間に他の設備

等がないことをいう。）にあり、かつ、

これを利用するための床面から上方に

は有効高さ1,600㎜以上の空間を有し

ていること。 

（新設） 
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車体の形

状 
構造要件 留意事項 

キャンピン

グ車 

車室内に居住してキャンプをすることを目

的とした自動車であって、次の各号に掲げる

構造上の要件を満足しているものをいう。 

１ 次の各号に掲げる要件を満足する就寝設

備を車室内に有すること。 

(1)就寝設備の数 

乗車定員の３分の１以上（端数は切り捨

てることとし、乗車定員２人以下の自動車

にあっては１人以上）の大人用就寝設備を

有すること。 

この場合において、大人用就寝設備を少

なくとも１人分以上有している場合は、子

供用就寝設備２人分をもって大人用就寝設

備１人分と見なすことができる。 

(2)～(5)（略） 

２ 次の各号に掲げる要件を満足する水道設

備及び炊事設備を有すること。 

(1)水道設備 

水道設備とは、次の各号に掲げる要件を

満足するものをいう。 

ア～イ（略） 

ウ 洗面台等は、車室内において容易に

使用することができる位置（洗面台等

（略） 

・２(1)エ及び２

(2)クにおいて、

「空間を有して

いること。」とあ

るのは、キャンプ

時において、車室

を拡張させるこ

とができる構造

のものであって、

展開した状態に

おいて２(1)エ及

び２(2)クで規定

する有効高さを

満足する場合を

含むものとする。 

 

 

 

 

 

 

・乗車設備、構造

車体の形

状 
構造要件 留意事項 

キャンピン

グ車 

車室内に居住してキャンプをすることを目

的とした自動車であって、次の各号に掲げる

構造上の要件を満足しているものをいう。 

１ 次の各号に掲げる要件を満足する就寝設

備を車室内に有すること。 

(1)就寝設備の数 

乗車定員の３分の１以上（端数は切り上

げることとし、乗車定員３人以下の自動車

にあっては２人以上）の大人用就寝設備を

有すること。 

この場合において、大人用就寝設備を２

人分以上有している場合は、子供用就寝設

備２人分をもって大人用就寝設備１人分と

見なすことができる。 

(2)～(5)（略） 

２ 次の各号に掲げる要件を満足する水道設

備及び炊事設備を有すること。 

(1)水道設備 

水道設備とは、次の各号に掲げる要件を

満足するものをいう。 

ア～イ（略） 

ウ 洗面台等は、車室内において容易に

使用することができる位置（洗面台等

（略） 

・２(1)ウ及び２

(2)キにおいて、

「上方には有効

高さ1,600㎜以上

の空間を有して

いること。」とあ

るのは、キャンプ

時において、車室

を拡張させるこ

とができる構造

のものであって、

展開した状態に

おいて洗面台等

又は調理台等を

利用するための

床面から上方に

有効高さ 1,600mm

以上の空間を有

することとなる

場合を含むもの

とする。 

（新設） 
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等及び炊事設備の調理台等並びにコンロ等

の設備を有していること。 

水道設備及び炊事設備の要件は、キャンピ

ング車の構造要件２(1)、(2)、(3)を準用す

る。 

なお、２（1）エ及び（2）ク中括弧内は適

用しない。 

附則（令和 4年 3月 1日国自整第 278 号） 

１本改正規定は、令和 4年 4月 1日から適用する。 

２改正前に登録を受けている自動車又は車両番号の指定を受けている自動車に

あっては、本通達で定める自動車の構造要件に関し、その自動車の構造・装置

に変更がない限りにおいて、なお従前の例によることとする。 

等及び炊事設備の調理台等並びにコンロ等

の設備を有していること。 

水道設備及び炊事設備の要件は、キャンピ

ング車の構造要件２(1)、(2)、(3)を準用す

る。 
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上方には有効高さ1,600㎜（調理台等の

上面が、これを利用するための床面か

ら上方に850mm以下の場合にあっては

1,200mm）以上の空間を有しているこ

と。 

(3)（略）  

３～５（略） 

６ 脱着式の設備は、走行中の振動等により

移動することがないよう所定の場所に確実

に収納又は固縛することができるものであ

ること。 

また、専用の収納場所を有する場合にあ

っては、「特種な設備の占有する面積」に当

該収納場所の占める面積を、脱着式の設備

を当該格納場所に格納する面積を上限とし

て、加えることができるものとする。 

７（略） 

（略） （略） （略） 

キャンピ

ングトレ

ーラ 

キャンプをすることを目的とした被けん引

自動車であって、キャンプ時において、次の各

号に掲げる構造上の要件を満足しているもの

をいう。 

１（略） 

２ 次に掲げる要件を満足する水道設備及び

炊事設備を有し、車室内に水道設備の洗面台

（略） 

 

 

 

 

 

(3)（略） 

３～５（略） 

６ 脱着式の設備は、走行中の振動等により

移動することがないよう所定の場所に確実

に収納又は固縛することができるものであ

ること。 

 

 

 

 

 

７（略） 

（略） （略） （略） 

キャンピ

ングトレ

ーラ 

キャンプをすることを目的とした被けん引

自動車であって、キャンプ時において、次の各

号に掲げる構造上の要件を満足しているもの

をいう。 

１（略） 

２ 次に掲げる要件を満足する水道設備及び

炊事設備を有し、車室内に水道設備の洗面台

（略） 
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国自技環第 199 号の４  
令和４年３月 31 日 

 
 
 

  一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会会長 殿 
 
 
 

国土交通省自動車局長（公印省略）   
 
 
 

「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」の一部改正について 
 
 
 
標記について、別添のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長あて通達した

ので、貴会（組合）におかれましても、傘下会員（組合員）に対し周知願います。 
 

 

 
 

国 自 技 環 第 １ ９ ９ 号 
令和４年３月 31 日 

 
 
 

  各地方運輸局長 殿 
  沖縄総合事務局長 殿  （単名各通） 
 
 

自動車局長（公印省略）     
 
 
 

「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」の一部改正について 
 
 
 
今般、「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月１９日付

け自技第１９３号）別添「基準緩和自動車の認定要領」を別紙新旧対照表のとおり

改正したので通知する。 
 なお、関係団体等には別添のとおり周知したので了知されたい。 

別添 

(14)	「基準緩和自動車の認定要領について(依命通達)」の一部改正について
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国自技環第 199 号の４  
令和４年３月 31 日 

 
 
 

  一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会会長 殿 
 
 
 

国土交通省自動車局長（公印省略）   
 
 
 

「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」の一部改正について 
 
 
 
標記について、別添のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長あて通達した

ので、貴会（組合）におかれましても、傘下会員（組合員）に対し周知願います。 
 

 

 
 

国 自 技 環 第 １ ９ ９ 号 
令和４年３月 31 日 

 
 
 

  各地方運輸局長 殿 
  沖縄総合事務局長 殿  （単名各通） 
 
 

自動車局長（公印省略）     
 
 
 

「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」の一部改正について 
 
 
 
今般、「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月１９日付

け自技第１９３号）別添「基準緩和自動車の認定要領」を別紙新旧対照表のとおり

改正したので通知する。 
 なお、関係団体等には別添のとおり周知したので了知されたい。 

別添 
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2 
 

第３ （略） 第３ （略） 

  

第４ 申請者等 第４ 申請者等 

１、２（略） １、２（略） 

３ 申請者は、申請日前６ヶ月間（悪質な違反については１年間）又

は申請日以降に、当該申請地を管轄する地方運輸局長又は当該申請

地を管轄する地方運輸局内の支局等の長から次の各号の処分を受け

た者でないこと（認定要領第９に係る申請及び第９第５項の規定に

より付された条件に従った新たな基準緩和の認定の申請は除

く。）。 

３ 申請者は、申請日前３ヶ月間（悪質な違反については６ヶ月間）

又は申請日以降に、当該申請地を管轄する地方運輸局長又は当該申

請地を管轄する地方運輸局内の支局等の長から次の各号の処分を受

けた者でないこと（認定要領第９にかかる申請は除く。）。 

 

(１)、(２） （略） (１)、(２） （略） 

  

第５ 申請書並びに届出書及び添付書類 第５ 申請書及び添付書類 

１ 基準緩和の認定を申請しようとする者は、第１号様式の基準緩和

認定申請書に別表第１の添付資料一覧表に掲げる資料を添付し、正

本及び副本各１通（地方運輸局長が副本の提出を要さないと認める

場合は正本１通）を当該基準緩和の認定に係る自動車の使用の本拠

の位置を管轄する地方運輸局長に提出するものとする。この場合に

おいて、申請書の提出は、電子申請（行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）に基づ

く、国土交通省オンライン申請システムを利用して行うオンライン

申請をいう。）により行うことができる。ただし、地方運輸局長は

電子申請後に申請者に対して必要と認める資料の提出を求めること

ができる。 

１ 基準緩和の認定を申請しようとする者は、第１号様式の基準緩和

認定申請書に別表第１の添付資料一覧表に掲げる資料を添付し、正

本及び副本各１通を当該基準緩和の認定に係る自動車の使用の本拠

の位置を管轄する地方運輸局長に提出するものとする。この場合に

おいて、申請書の提出は、電子申請（行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）に基づ

く、国土交通省オンライン申請システムを利用して行うオンライン

申請をいう。）により行うことができる。ただし、地方運輸局長は

電子申請後に申請者に対して必要と認める資料の提出を求めること

ができる。 

２ 前項に規定する申請において、当該申請日前１年以内に基準緩和

の認定の取消処分を受けた自動車と同一の営業所等に属する自動車

（当該取消処分を受けた自動車を含む。）について基準緩和の認定

を申請しようとする場合は、前項に規定する申請書及び添付資料の

ほか、当該営業所等に属するすべての基準緩和自動車について、当

該取消処分を受けた日から６ヶ月後及び１年後のそれぞれ直近の１

２ 前項に規定する申請において、当該申請日前１年以内に基準緩和

の認定の取消処分を受けた自動車と同一の営業所等に属する自動車

（当該取消処分を受けた自動車を含む。）について基準緩和の認定

を申請しようとする場合は、前項に規定する申請書及び添付資料の

ほか、当該営業所等に属するすべての基準緩和自動車について、当

該取消処分を受けた日から６か月後及び１年後のそれぞれ直近の一
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●「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月19日付自技第193号）の一部改正について 別紙新旧対照表 

制  定 平成９年９月19日付 自 技 第193号 

最終改正 令和４年３月31日付 自技環第199号 

  

改 正 後 改 正 前 

  
  

第１ （略） 第１ （略） 

  

第２ 用語 第２ 用語 

この要領における用語の定義は、道路運送車両法（昭和２６年法律

第１８５号。以下「法」という。）、道路運送車両法施行規則（昭和

２６年運輸省令第７４号。以下「施行規則」という。）、保安基準及

び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土交通

省告示第６１９号。以下「細目告示」という。）に定めるもののほ

か、次に定めるところによる。 

この要領における用語の定義は、道路運送車両法（昭和２６年法律

第１８５号。以下「法」という。）、道路運送車両法施行規則（昭和

２６年運輸省令第７４号。以下「施行規則」という。）、保安基準及

び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成１４年国土交通

省告示第６１９号。以下「細目告示」という。）に定めるもののほ

か、次に定めるところによる。 

 (１)～(６) （略）  (１)～(６) （略） 

(７)「飛行場の設置者等」とは、国土交通省設置法（平成１１年法律

第１００号）第３９条又は地方航空局組織規則（平成１３年国土交

通省令第２５号）第３５条の規定に基づく空港事務所の長、航空法

（昭和２７年法律第２３１号）第３８条第１項の規定による飛行場

の設置の許可を受けた者（空港整備法及び航空法の一部を改正する

法律（平成２０年法律第７５号）による改正前の空港整備法第４条

第４項に規定する地方公共団体を含む。）又は民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１

１７号）第１９条第１項の規定に基づき公共施設等運営権を設定さ

れた者をいう。 

 (７)「飛行場の設置者等」とは、国土交通大臣が管理する飛行場にあ

っては、国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号）第３９条

又は地方航空局組織規則（平成１３年国土交通省令第２５号）第３

５条の規定に基づく空港事務所の長、それ以外の公共の用に供する

飛行場にあっては航空法（昭和２７年法律第２３１号）第３８条第

１項の規定による飛行場の設置の許可を受けた者（空港整備法（昭

和３１年法律第８０号）第４条第４項に規定する地方公共団体を含

む。）をいう。 

 (８)～(26) （略）  (８)～(26) （略） 
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(３)その他の必要事項  (４)その他の必要事項 

２ 第３第１号に規定する自動車であって単体物品を輸送することに

関し基準緩和の認定を受けようとするものにあっては、前項に規定

する審査に当たって、特に次の各号について審査するものとする。 

２ 第３第１号に規定する自動車であって単体物品を輸送することに

関し基準緩和の認定を受けようとするものにあっては、前項に規定

する審査に当たって、特に次の各号について審査するものとする。 

(１)、(２） （略） (１)、(２） （略） 

（削除） (３)搬出元及び搬入先を含めた当該物品の輸送経路 

（削除） (４)申請者が既に有している自動車では当該物品を輸送不可能であ

ることなど新たに基準緩和の認定を受けなければならない必要性 

３～５ （略） ３～５ （略） 

６ 第３第６号、第１１号又は第２４号に規定する自動車にあって

は、第１項の審査に当たって、必要に応じ、道路管理者又は都道府

県公安委員会若しくは双方の意見を聴取するものとする。ただし、

第３第１１号に規定する自動車にあっては、地域公共交通会議等に

より道路管理者等の意見など必要な情報が得られた場合には意見聴

取に代えることができる。 

６ 第３第２号から第６号まで、第１１号又は第２４号に規定する自

動車にあっては、第１項の審査に当たって、必要に応じ、道路管理

者又は都道府県公安委員会若しくは双方の意見を聴取するものとす

る。ただし、第１１号に規定する自動車にあっては、地域公共交通

会議等により道路管理者等の意見など必要な情報が得られた場合に

は意見聴取に代えることができる。 

７ 申請者が貨物自動車運送事業者である場合には、第４第３項第２

号に該当する処分を受けていないことについて貨物自動車運送事業

の監査担当部署から必要に応じ意見を聴取するものとする。 

７ 申請者が貨物自動車運送事業者である場合には、第４第３項第２

号に該当する行政処分を受けていないことについて貨物自動車運送

事業の監査担当部署から必要に応じ意見を聴取するものとする。 

  

第７ 条件、期限及び制限の付与 第７ 条件、期限及び制限の付与 

１ （略） １ （略） 

２ 地方運輸局長は、第６第２項の自動車について、保安基準第４条

（車両総重量）及び第４条の２（軸重等）のいずれもの規定に係る

基準緩和の認定を行う場合には、次の各号により期限を付すものと

する。ただし、必要と認める場合は、当該自動車の使用期間が限定

されていることなどの状況に応じて、期限を短縮することができ

る。 

２ 地方運輸局長は、第６第２項の自動車について、保安基準第４条

（車両総重量）及び第４条の２（軸重等）の規定に係る基準緩和の

認定を行う場合には、次の各号により期限を付すものとする。ただ

し、必要と認める場合は、当該自動車の使用期間が限定されている

ことなどの状況に応じて、期限を短縮することができる。 

  (１)、(２)（略）  (１)、(２)（略） 

３～７ （略） ３～７ （略） 
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ヶ月間の輸送実績を添付資料として提出するものとする。 か月間の輸送実績を添付資料として提出するものとする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 基準緩和の認定を受けた自動車について、第８第１項の規定によ

り基準緩和認定書の交付を受けた者の氏名若しくは名称、使用の本

拠の位置（同一地方運輸局管内に限る。）又は地方運輸局長が指定

する事項について変更があった場合は、認定を受けた地方運輸局長

に対し、当該変更内容についての資料を添えて、速やかに第２号様

式の基準緩和認定変更届出書を地方運輸局長が定める数提出するも

のとする。この場合において、変更届出書の提出は、電子申請によ

り行うことができる。ただし、地方運輸局長は電子申請後に届出者

に対して必要と認める資料の提出を求めることができる。 

４ 基準緩和の認定を受けた自動車について、第８第１項の規定によ

り基準緩和認定書の交付を受けた者の氏名若しくは名称、使用の本

拠の位置（同一地方運輸局管内に限る。）又は地方運輸局長が指定

する事項について変更があった場合は、認定を受けた地方運輸局長

に対し、当該変更内容についての資料を添えて、速やかに第２号様

式の基準緩和認定変更申請書を提出するものとする。この場合にお

いて、変更申請書の提出は、電子申請により行うことができる。た

だし、地方運輸局長は電子申請後に申請者に対して必要と認める資

料の提出を求めることができる。 

 ５ 地方運輸局長は、第１項及び第４項に規定する申請書並びに届出

書及び添付資料について、使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等

（兵庫陸運部、沖縄総合事務局陸運事務所、自動車検査登録事務所

及び運輸事務所を含む。以下同じ。）の経由を定めることができ

る。 

５ 地方運輸局長は、第１項及び第４項に規定する申請書及び添付資

料について、使用の本拠の位置を管轄する運輸支局（兵庫陸運部、

沖縄総合事務局陸運事務所、自動車検査登録事務所及び運輸事務所

を含む。以下同じ。）の経由を定めることができる。 

 ６ 申請者は、第１項の申請（第９第５項の規定により付された条件

に従った新たな基準緩和の認定の申請を除く。）に際し、第４第３

項に該当する処分を受けていないことについて、基準緩和認定申請

書別紙において宣誓するものとする。 

６ 申請者は、第４第３項に該当する行政処分を受けていないことに

ついて、第１号様式（第５第６項関係）による宣誓書を提出するも

のとする。 

  

第６ 審査 第６ 審査 

１ 地方運輸局長は、基準緩和の認定を受けようとする自動車につい

て、その構造若しくはその使用の態様が特殊であることによる保安

上若しくは公害防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態

様により使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に

違反して使用されるおそれの有無を次の各号について、申請書及び

添付資料により審査するものとする。 

１ 地方運輸局長は、基準緩和の認定を受けようとする自動車につい

て、その構造若しくはその使用の態様が特殊であることによる保安

上若しくは公害防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態

様により使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に

違反して使用されるおそれの有無を次の各号について、申請書及び

添付資料により審査するものとする。 

(１)、(２)（略）  (１)、(２)（略） 

（削除） (３)主な運行経路 
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認定に付された期限を記載する手続を速やかに行わなければならな

い旨、指示するものとする。 

  

第９ 継続緩和の認定 第９ 継続緩和の認定 

１ 第８第１項の規定により基準緩和の認定を受けた自動車の使用者

は、第７第２項の規定により付された期限後においても当該自動車

を引き続き基準緩和の認定を受けて使用しようとする場合は、期限

の２ヶ月前までに継続緩和の認定の申請を行うものとする。 

１ 第８第１項の規定により基準緩和の認定を受けた自動車の使用者

は、第７第２項の規定により付された期限後においても当該自動車

を引き続き基準緩和の認定を受けて使用しようとする場合は、期限

の２か月前までに継続緩和の認定の申請を行うものとする。 

２ 継続緩和の認定を申請しようとする者は、第５第１項及び第２項

の規定にかかわらず、第４号様式の基準緩和認定申請書に別表第１

の添付資料一覧表に掲げる資料を添付し、正本及び副本各１通（地

方運輸局長が副本の提出を要さないと認める場合は正本１通）を当

該基準緩和の認定に係る自動車の使用の本拠の位置を管轄する地方

運輸局長に提出するものとする。この場合において、申請書の提出

は、電子申請により行うことができる。ただし、地方運輸局長は電

子申請後に申請者に対して必要と認める資料の提出を求めることが

できる。 

２ 継続緩和の認定を申請しようとする者は、第５第１項及び第２項

の規定にかかわらず、第４号様式の基準緩和認定申請書に別表第１

の添付資料一覧表に掲げる資料を添付し、正本及び副本各１通を当

該基準緩和の認定に係る自動車の使用の本拠の位置を管轄する地方

運輸局長に提出するものとする。この場合において、申請書の提出

は、電子申請により行うことができる。ただし、地方運輸局長は電

子申請後に申請者に対して必要と認める資料の提出を求めることが

できる。 

３ 地方運輸局長は、継続緩和の認定を受けようとする自動車につい

て、第６第２項の自動車にあっては、第６（第２項を除く。）の規

定によるほか、前回の基準緩和の認定から変更のあった事由、その

構造若しくはその使用の態様が特殊であることによる保安上若しく

は公害防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態様により

使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して

使用されるおそれの有無を次の各号について、申請書及び添付資料

により審査するものとする。この場合において、第６第３項の規定

の適用に当たって、「前項」とあるのは「第９第３項第１号」と読

み替えるものとする。 

３ 地方運輸局長は、継続緩和の認定を受けようとする自動車につい

て、第６第２項の自動車にあっては、第６（第２項を除く。）の規

定によるほか、前回の基準緩和の認定から変更のあった事由、その

構造若しくはその使用の態様が特殊であることによる保安上若しく

は公害防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態様により

使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して

使用されるおそれの有無を次の各号について、申請書及び添付資料

により審査するものとする。この場合において、第６第３項の規定

の適用に当たって、「前項」とあるのは「第９第３項第１号」と読

み替えるものとする。 

(１) 少なくとも申請直前６ヶ月間における物品の輸送について、

荷積み地点から荷卸し地点までの３０回の輸送（同種物品につい

て同日中に連続して繰り返し行った輸送については、当該一連の

 (１) 少なくとも申請直前６か月前における物品の輸送が次の資料

により適切に実施されていると認められること 
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第８ 基準緩和の認定等 第８ 基準緩和の認定等 

１ 地方運輸局長は、第６、第１１、第１２、第１３、第１５、第１

６、第１７、第１８、第１９、第２０、第２１又は第２２の規定に

基づいて審査した結果、基準緩和の認定を行うことが適当であると

判断した場合は、第７に基づく条件、期限及び制限を付したうえ

で、基準緩和の認定を行い、第３号様式による基準緩和認定書を申

請者に交付するものとする。 

１ 地方運輸局長は、第６、第１１、第１２、第１３、第１５、第１

６、第１７、第１８、第１９、第２０又は第２１の規定に基づいて

審査した結果、基準緩和の認定を行うことが適当であると判断した

場合は、第７に基づく条件、期限及び制限を付したうえで、基準緩

和の認定を行い、第３号様式による基準緩和認定書を申請者に交付

するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 地方運輸局長は、第１項の規定により基準緩和の認定をしたとき

は、直ちに当該基準緩和の認定に係る自動車の使用の本拠の位置を

管轄する運輸支局等の長に対し、当該認定書の写し並びに申請書及

び添付資料の副本（提出があった場合に限る。）を送付するものと

する。 

３ 地方運輸局長は、第１項の規定により基準緩和認定書を申請者に

交付したときは、直ちに当該基準緩和の認定に係る自動車の使用の

本拠の位置を管轄する運輸支局等の長に対し、関係資料を添付のう

え、第８号様式により基準緩和の認定を行った旨を通知するものと

する。 

４ 地方運輸局長は、第６、第１１、第１２、第１３、第１５、第１

６、第１７、第１８、第１９、第２０、第２１又は第２２の規定に

基づいて審査した結果、保安上若しくは公害防止上支障があると認

める場合、申請に示された使用の態様以外の態様に使用されるおそ

れ若しくは基準緩和の認定に付そうとする条件若しくは制限に違反

して使用されるおそれがあると疑うに足りる相当な理由があると認

める場合、別途定める処分等要領による申請者の累積違反点数が５

５点以上の場合又は第４第３項に該当する処分を受けた申請者の場

合は保安基準第５５条第７項に該当するものとして基準緩和の認定

をしないものとする。この場合において、地方運輸局長は、理由を

付して、その旨を申請者に通知するとともに、当該基準緩和の認定

に係る自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等の長に通知

するものとする。 

４ 地方運輸局長は、第６、第１１、第１２、第１３、第１５、第１

６、第１７、第１８、第１９、第２０又は第２１の規定に基づいて

審査した結果、保安上若しくは公害防止上支障があると認める場

合、申請に示された使用の態様以外の態様に使用されるおそれ若し

くは基準緩和の認定に付そうとする条件若しくは制限に違反して使

用されるおそれがあると疑うに足りる相当な理由があると認める場

合、別途定める処分等要領による申請者の累積違反点数が５５点以

上の場合又は第４第３項に該当する処分を受けた申請者の場合は保

安基準第５５条第７項に該当するものとして基準緩和の認定をしな

いものとする。この場合において、地方運輸局長は、理由を付し

て、その旨を申請者に通知するとともに、当該基準緩和の認定に係

る自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸支局等の長に通知する

ものとする。 

５ 地方運輸局長は、第９第５項の規定により付された条件に従った

新たな基準緩和の認定の申請に基づき、第１項の規定により基準緩

和認定書を申請者に交付する際、申請者に対し、使用の本拠の位置

を管轄する運輸支局等において、自動車検査証備考欄に基準緩和の

（新設） 
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況に応じて、期限を短縮することができる。 

５ 継続緩和の認定を受けようとする自動車が自動車検査証に付され

た緩和の期限内に第２３第１項に基づく行政処分等を受けておら

ず、かつ、当該自動車の使用の本拠を置く営業所等が全国貨物自動

車運送適正化事業実施機関による安全性優良事業所の認定（以下

「安全性優良事業所認定」という。）を受けているとして申請があ

った場合の基準緩和の条件及び制限並びに期限については、前項の

規定にかかわらず、第７第１項に基づく条件及び制限の他、「安全

性優良事業所認定を有しなくなったときは遅滞なく新たな基準緩和

の認定の申請を行うこと。」との条件を付し、期限は付さないもの

とする。ただし、必要と認める場合は、当該自動車の使用期間が限

定されていることなどの状況に応じて、期限を付すことができる。 

５ 継続緩和の認定を受けようとする自動車が自動車検査証に付され

た緩和の期限内に第２２第１項に基づく行政処分等を受けておら

ず、かつ、当該自動車の使用の本拠を置く営業所等が全国貨物自動

車運送適正化事業実施機関による安全性優良事業所の認定（以下

「安全性優良事業所認定」という。）を受けているとして申請があ

った場合は、前項の規定にかかわらず、緩和の期限を次の各号のと

おりとする。 

（削除） 

 

 (１)初回継続緩和の認定にあっては、基準緩和の認定に付された期

限の日（自動車検査証の有効期間満了日を経過している自動車に

ついては、継続検査申請予定日）から起算して３年を経過した日

までを最長として当該継続緩和の認定を受けた後、最初に返付さ

れた自動車検査証の有効期間の満了日から起算して２年を経過し

た日までの期限を付す。 

（削除） 

 

 (２)前号の認定を受けた自動車の継続緩和の認定にあっては、基準

緩和の認定に付された期限の日（自動車検査証の有効期間満了日

を経過している自動車については、継続検査申請予定日）から起

算して４年を経過した日までを最長として当該継続緩和の認定を

受けた後、最初に返付された自動車検査証の有効期間の満了日か

ら起算して３年を経過した日までの期限を付す。 

（削除） 

 

 (３) 前２号により処理された自動車が第２２第１項に基づく行政

処分等を受けた場合又は安全性優良事業所認定が失効又は返納し

た場合、次の継続緩和の認定は、前項の規定により期限を付す。 

（削除） 

 

６ 地方運輸局長は、前２項の審査において、必要と認める場合は、

当該自動車の使用期間が限定されていることなどの状況に応じて、

期限を短縮することができる。 
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輸送を１回とする。また、６ヶ月間で３０回に満たない場合はそ

の全ての輸送とする。）が次の資料により適切に実施されている

と認められること 

①、②（略） ①、②（略） 

(２)次の事項について、今後の物品輸送計画が適切なものであるこ

と 

 (２)次の事項について、今後の物品輸送計画が適切なものであるこ

と 

   ①、②（略） ①、②（略） 

（削除） ③搬出元及び搬入先を含めた当該物品の輸送経路 

（削除） ④申請者が保有する他の自動車では当該物品を輸送不可能である

ことなど当該自動車を使用しなければならない必要性 

（削除） ⑤今回の申請に係る物品輸送計画の前回のそれとの相違 

(３) 継続緩和の認定を受けようとする自動車に係る申請直前の２

ヶ年間における物品の輸送について、都道府県公安委員会からの

貨物の積載に係る違反通知がないこと及び道路管理者からの特殊

車両通行許可違反通知がないこと 

（削除） 

（削除） 

 

（削除） 

 

(３) 継続緩和の認定を受けようとする自動車に係る物品の輸送に

ついて、次の①から③に掲げるそれぞれの申請に応じて定める期

間に都道府県公安委員会からの貨物の積載に係る違反通知がない

こと及び道路管理者からの特殊車両通行許可違反通知がないこと 

①第４項又は第５項第１号に基づく申請 申請直前の２カ年間 

②第５項第２号に基づく申請であって、③に掲げる申請以外の

申請 申請直前の３カ年間 

③第５項第２号に基づく申請であって、連続した２回目以降の

申請 申請直前の４カ年間 

４ 地方運輸局長は、前項の審査の結果、継続緩和の認定を行うこと

が適当であると判断した場合は、第８第１項の規定にかかわらず、

第７第１項に基づく条件及び制限並びに基準緩和の認定に付された

期限の日（自動車検査証の有効期間満了日を経過している自動車に

ついては、継続検査申請予定日）から起算して４年を経過した日ま

でを最長として、継続緩和の認定を受けた後、最初に返付された自

動車検査証の有効期間の満了日から起算して３年を経過した日まで

の期限を付したうえで、継続緩和の認定を行い、第５号様式による

基準緩和認定書を申請者に交付するものとする。ただし、必要と認

める場合は、当該自動車の使用期間が限定されていることなどの状

４ 地方運輸局長は、前項の審査の結果、継続緩和の認定を行うこと

が適当であると判断した場合は、第８第１項の規定にかかわらず、

第７第１項に基づく条件及び制限並びに基準緩和の認定に付された

期限の日（自動車検査証の有効期間満了日を経過している自動車に

ついては、継続検査申請予定日）から起算して２年を経過した日ま

でを最長として、継続緩和の認定を受けた後、最初に返付された自

動車検査証の有効期間の満了日から起算して１年を経過した日まで

の期限を付したうえで、継続緩和の認定を行い、第５号様式による

基準緩和認定書を申請者に交付するものとする。 
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使用の態様が特殊であることにより、あらかじめ必要な条件又は

制限を付した場合には保安上及び公害防止上支障がないと認めら

れるもの 

使用の態様が特殊であることにより、あらかじめ必要な条件又は

制限を付した場合には保安上及び公害防止上支障がないと認めら

れるもの 

  ①～③（略） ①～③（略） 

  ④地方運輸局長が認める自動車    （新設） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 地方運輸局長は、第１項第１号（新型自動車等に限る。）及び第

４項に規定する自動車であって、第１項の規定に基づき他の地方運

輸局長の基準緩和の認定を受けたものについて、第２３第２項の規

定に基づき取消を受けた場合を除き、当該自動車の使用の本拠の位

置を管轄する地方運輸局長による基準緩和の認定を受けたものとし

て取り扱うものとする。 

６ 地方運輸局長は、第１項第１号（新型自動車等に限る。）及び第

４項に規定する自動車であって、第１項の規定に基づき他の地方運

輸局長の基準緩和の認定を受けたものについて、第２１第２項の規

定に基づき取消を受けた場合を除き、当該自動車の使用の本拠の位

置を管轄する地方運輸局長による基準緩和の認定を受けたものとし

て取り扱うものとする。 

７ 地方運輸局長は、第１項第１号に規定する自動車であって、次の

各号に掲げるすべての事項に該当するものは、基準緩和の認定を受

けたものとして取り扱うものとする。ただし、自動車検査業務等実

施要領３－４－４（６）に基づき、型式に「改」と付記される自動

車にあってはこの限りでない。 

７ 地方運輸局長は、第１項第１号に規定する自動車であって、次の

各号に掲げるすべての事項に該当するものは、基準緩和の認定を受

けたものとして取り扱うものとする。ただし、自動車検査業務等実

施要領３－４－４（４）に基づき、型式に「改」と付記される自動

車にあってはこの限りでない。 

(１)～(３)（略） (１)～(３)（略） 

８ 地方運輸局長は、第１項第２号①ニに規定するセミトレーラであ

って、次の各号に掲げる全ての事項に該当するものは、基準緩和の

認定を受けたものとして取り扱うものとする。ただし、自動車検査

業務等実施要領３－４－４（６）に基づき、型式に「改」と付記さ

れる自動車にあってはこの限りでない。 

８ 地方運輸局長は、第１項第２号①ニに規定するセミトレーラであ

って、次の各号に掲げる全ての事項に該当するものは、基準緩和の

認定を受けたものとして取り扱うものとする。ただし、自動車検査

業務等実施要領３－４－４（４）に基づき、型式に「改」と付記さ

れる自動車にあってはこの限りでない。 

(１)～(２)（略） (１)～(２)（略） 

９ 第１項第３号（同号③及び④を除く。）に規定する自動車につい

て、使用の本拠の位置を管轄する地方運輸局長がその地域性を考慮

した結果、必要と認める保安基準の条項並びに条件及び制限をあら

かじめ公示することにより、基準緩和の認定を行うことができる。 

９ 第１項第３号（同号③を除く。）に規定する自動車について、使

用の本拠の位置を管轄する地方運輸局長がその地域性を考慮した結

果、必要と認める保安基準の条項並びに条件及び制限をあらかじめ

公示することにより、基準緩和の認定を行うことができる。 

10 （略） 10 （略） 

11 第１項第３号④に規定する自動車について、地方運輸局長がその （新設） 
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６ 第８第２項から第４項までは、継続緩和の認定に適用する。この

場合において、第８第３項の適用に当たって、「第１項の規定によ

り基準緩和の認定書」とあるのは「基準緩和の認定書」と、第８第

４項の規定の適用に当たって、「第６、第１１、第１２、第１３、

第１５、第１６、第１７、第１８、第１９、第２０、第２１又は第

２２」とあるのは「第９第３項」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

７ 第８第２項から第４項までは、継続緩和の認定に適用する。この

場合において、第８第３項の適用に当たって、「第１項の規定によ

り基準緩和の認定書」とあるのは「基準緩和の認定書」と、第８第

４項の規定の適用に当たって、「第６、第１１、第１２、第１３、

第１５、第１６、第１７、第１８、第１９、第２０又は第２１」と

あるのは「第９第３項」とそれぞれ読み替えるものとする。 

７ （略） ８ （略） 

  

第１０ 基準緩和の認定一括処理の特例 第１０ 基準緩和の認定一括処理の特例 

１ 第３に規定する自動車のうち次に掲げるものについては、基準緩

和の認定一括処理を行うことができるものとする。この場合におい

て、第１号の自動車にあっては、新型自動車取扱要領に基づく新型

自動車、共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領に基づく共

通構造部多仕様自動車又は輸入自動車特別取扱要領に基づく輸入自

動車取扱自動車（以下、「新型自動車等」という。）の車両総重量

（共通構造部多仕様自動車にあっては、自動車製作者の指定した架

装後の車両総重量の範囲）の届出値に対して±４００キログラムの

範囲を示して（基準の制限などにより上限値又は下限値が定められ

ているものにあっては、当該上限値又は下限値を限度とする。）認

定することができる（軸重等の取扱いもこれに準じる。）。 

１ 第３に規定する自動車のうち次に掲げるものについては、基準緩

和の認定一括処理を行うことができるものとする。この場合におい

て、第１号の自動車にあっては、新型自動車取扱要領に基づく新型

自動車、共通構造部（多仕様自動車）型式指定実施要領に基づく共

通構造部多仕様自動車又は輸入自動車特別取扱要領に基づく輸入自

動車取扱自動車（以下、「新型自動車等」という。）の車両総重量

（共通構造部多仕様自動車にあっては、自動車製作者の指定した架

装後の車両総重量の範囲）の届出値に対して±４００キログラムの

範囲を示して（基準の制限などにより上限値又は下限値が定められ

ているものにあっては、当該上限値又は下限値を限度とする。）認

定することができる（軸重等の取扱いもこれに準じる。）。 

 (１)（略）   (１)（略） 

 (２) その構造又は使用の態様が特殊であることにより、あらかじ

め必要な条件又は制限を付した場合には保安上及び公害防止上支

障がないと認められる自動車として次に掲げるもの 

  (２) その構造又は使用の態様が特殊であることにより、あらかじ

め必要な条件又は制限を付した場合には保安上及び公害防止上支

障がないと認められる自動車として次に掲げるもの 

①、②（略）    ①、②（略） 

  ③自動車製作者等が本邦から外国に輸出する自動車（以下、「輸

出自動車」という。） 

   （新設） 

(３) 以下に掲げる自動車（③の自動車にあっては、災害時に地方

運輸局長が公示を行った場合に限る。）であって、その構造又は

(３) 以下に掲げる自動車（③の自動車にあっては、災害時に地方

運輸局長が公示を行った場合に限る。）であって、その構造又は
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定める添付資料の他に主要諸元比較表、車両外観図及び計算書を提

出するものとする。 

１、２ （略） ２、３ （略） 

３ 第１項の規定により基準車両総重量及び基準最大積載量を定めた

重量緩和セミトレーラについては、車両総重量及び最大積載量の表

示について第８第２項の規定を準用する。 

４ 第２項の規定により基準車両総重量及び基準最大積載量を定めた

重量緩和セミトレーラについては、車両総重量及び最大積載量の表

示について第８第２項の規定を準用する。 

（削除） ５ 基準緩和の認定を受けた重量緩和セミトレーラについて第９第１

項の規定による継続緩和の認定の申請以前に第６第４項後段の規定

により基準車両総重量及び基準最大積載量を定めるよう求めようと

するものは、認定を受けた地方運輸局長に対し、第２号様式の基準

緩和認定変更申請書を提出することができる。この場合において、

第２号様式中変更事項及び変更事由については、「分割可能な貨物

の輸送」を記載するものとする。また、第４、第５第３項及び第５

項、第６第４項後段、第７第１項並びに第８第１項、第２項及び第

３項の規定は、本項の申請について準用する。 

４、５ （略） ６、７ （略） 

  

第１５ 自動車製作者等の試験自動車の特例 第１５ 自動車製作者等の試験自動車の特例 

１ （略） １ （略） 

２ 前項の申請をしようとする自動車製作者等は、別表第１にかかわ

らず、第１号様式の基準緩和認定申請書に次に掲げる資料を添付す

ること。 

２ 前項の申請をしようとする自動車製作者等は、別表第１にかかわ

らず、第１号様式の基準緩和認定申請書に次に掲げる資料を添付す

ること。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７)遵守事項の誓約に関する書面 (７)遵守事項の誓約書 

(８) （略） (８) （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

第１６ 臨時運行の許可を受けて運行する自動車の特例 第１６ 臨時運行の許可を受けて運行する自動車の特例 

１ （略） １ （略） 

２ 前項の規定に基づく申請をしようとする自動車製作者等は、別表 ２ 前項の規定に基づく申請をしようとする自動車製作者等は、別表
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妥当性を考慮した結果、必要と認める保安基準の条項並びに期限、

条件及び制限をあらかじめ公示することにより、基準緩和の認定を

行うことができるものとし、公示を行った地方運輸局長は、その内

容を、他の地方運輸局長及び自動車局技術・環境政策課に対し通知

すること。なお、公示を行うにあたっては、管轄する地方の独立行

政法人自動車技術総合機構及び軽自動車検査協会と十分協議すると

ともに、必要に応じ自動車局技術・環境政策課の意見を聴取するこ

と。 

  

第１１、第１２ （略） 第１１、第１２ （略） 

  

第１３ 国際海上コンテナを輸送するセミトレーラの審査及び表示の特

例 

第１３ 国際海上コンテナを輸送するセミトレーラの審査及び表示の特

例 

１ 地方運輸局長は、第３第７号に規定するセミトレーラであって、

国際海上コンテナを輸送することに関し基準緩和（保安基準第４条

（車両総重量）の規定に係る基準緩和。）の認定を受けようとする

ものについては、第６第１項の規定にかかわらず、その使用の態様

以外の態様により使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しく

は制限に違反して使用されるおそれの有無を次の各号について、申

請書及び添付資料により審査するものとする。ただし、第１０の規

定による申請の審査については、第３号は除く。 

１ 地方運輸局長は、第３第７号に規定するセミトレーラであって、

国際海上コンテナを輸送することに関し基準緩和（保安基準第４条

（車両総重量）の規定に係る基準緩和。）の認定を受けようとする

ものについては、第６第１項の規定にかかわらず、その使用の態様

以外の態様により使用されるおそれ、又は付そうとする条件若しく

は制限に違反して使用されるおそれの有無を次の各号について、申

請書及び添付資料により審査するものとする。ただし、第１０の規

定による申請の審査については、第３号及び第４号は除く。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

（削除） (４)  搬出元及び搬入先を含めた当該物品の輸送経路 

(４) （略） (５) （略） 

 ２ （略）  ２ （略） 

第１４ 重量緩和セミトレーラの特例 第１４ 重量緩和セミトレーラの特例 

（削除） １ 基準緩和の認定を受けた重量緩和セミトレーラであって、本項施

行後初めて、第５第４項に規定する基準緩和認定変更申請書を提出

しようとする者及び第９第１項に規定する継続緩和の認定を申請し

ようとする者については、第５第４項又は第９第２項の規定により
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る自動車は、別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和認定申

請書に次に掲げる資料を添付するものとする。なお、第７第７項の

規定により付された期限後においても当該基準緩和の認定に係る自

動車を引き続き基準緩和の認定を受けようとする場合は、第１号様

式の基準緩和認定申請書に加え既に交付されている基準緩和認定書

の他、次の第４号及び第６号を添付すればよいものとする。 

る自動車は、別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和認定申

請書に次に掲げる資料を添付するものとする。なお、第７第６項の

規定により付された期限後においても当該基準緩和の認定に係る自

動車を引き続き基準緩和の認定を受けようとする場合は、第１号様

式の基準緩和認定申請書に加え既に交付されている基準緩和認定書

の他、次の第４号及び第６号を添付すればよいものとする。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４)遵守事項の誓約に関する書面 (４)遵守事項の誓約書 

(５)、(６) （略） (５)、(６) （略） 

３ 第１項の申請をしようとするものであって、災害復旧の用に供す

る自動車については、第１号様式の基準緩和認定申請書に別表第１

の添付資料一覧表に掲げる資料を添付するものとする。この場合に

おいて、別表第１に掲げる項目以外の緩和項目を申請する場合は次

に掲げる資料を添付するものとする。なお、第７第６項の規定によ

り付された期限後においても当該基準緩和の認定に係る自動車を引

き続き基準緩和の認定を受けようとする場合は、第１号様式の基準

緩和認定申請書に加え既に交付されている基準緩和認定書の他、次

の第５号及び第８号を添付すればよいものとする。 

３ 第１項の申請をしようとするものであって、災害復旧の用に供す

る自動車については、第１号様式の基準緩和認定申請書に別表第１

の添付資料一覧表に掲げる資料を添付するものとする。この場合に

おいて、別表第１に掲げる項目以外の緩和項目を申請する場合は次

に掲げる資料を添付するものとする。なお、第７第６項の規定によ

り付された期限後においても当該基準緩和の認定に係る自動車を引

き続き基準緩和の認定を受けようとする場合は、第１号様式の基準

緩和認定申請書に加え既に交付されている基準緩和認定書の他、次

の第５号及び第８号を添付すればよいものとする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５)遵守事項の誓約に関する書面 (５)遵守事項の誓約書 

(６)～(８) （略） (６)～(８) （略） 

  

第２０ 緑色の点滅する灯火を備える誘導車の要件と審査の特例 第２０ 緑色の点滅する灯火を備える誘導車の要件と審査の特例 

１ 第３第１６号の申請ができる自動車の要件とは次に掲げるものと

する。 

１ 第３第１６号の申請ができる自動車の要件とは次に掲げるものと

し、必要最小限の車両数をもって基準緩和の認定を申請することが

できるものとする。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

２ 地方運輸局長は、前項の自動車であって、基準緩和の認定を受け

ようとするものについては、第６第１項の規定にかかわらず、その

使用の態様が特殊であることによる保安上若しくは公害防止上の支

２ 地方運輸局長は、前項の自動車であって、基準緩和の認定を受け

ようとするものについては、第６第１項の規定にかかわらず、その

使用の態様が特殊であることによる保安上若しくは公害防止上の支
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第１の他、次に掲げる資料を添付すること。 第１の他、次に掲げる資料を添付すること。 

(１)申請する自動車が特定できる書面（輸出自動車にあっては、同

一型式であると特定できる書面及び輸出自動車が特定できる書

面） 

 (１) 申請する自動車が特定できる書面 

(２) （略）  (２) （略） 

(３) 運行計画（輸出自動車は除く。）及び運行経路図  (３) 運行計画及び運行経路図 

３ 地方運輸局長は、第１項の規定に基づき認定を行う場合には、当

該臨時運行に必要な期限（輸出自動車は除く。）及び運行経路を限

定するものとする。 

３ 地方運輸局長は、第１項の規定に基づき認定を行う場合には、当

該臨時運行に必要な期限及び運行経路を限定するものとする。 

  

第１７ （略） 第１７ （略） 

  

第１８ トレーラ・ハウスの特例 第１８ トレーラ・ハウスの特例 

１、２ （略） １、２ （略） 

３ 地方運輸局長は、第１項及び前項の自動車であって、基準緩和の

認定を受けようとするものについては、第６第１項の規定にかかわ

らず、その使用の態様が特殊であることによる保安上若しくは公害

防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態様により使用さ

れるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して使用さ

れるおそれの有無を別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和

認定申請書及び次の各号に掲げる添付資料により審査するものとす

る。 

３ 地方運輸局長は、第１項及び前項の自動車であって、基準緩和の

認定を受けようとするものについては、第６第１項の規定にかかわ

らず、その使用の態様が特殊であることによる保安上若しくは公害

防止上の支障、申請に示された使用の態様以外の態様により使用さ

れるおそれ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して使用さ

れるおそれの有無を別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和

認定申請書及び次の各号に掲げる添付資料により審査するものとす

る。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７)遵守事項の誓約に関する書面 (７)遵守事項の誓約書 

(８) ～(１０) （略） (８) ～(１０) （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

第１９ 災害応急対策又は災害復旧の用に供する自動車の特例 第１９ 災害応急対策又は災害復旧の用に供する自動車の特例 

１ （略） １ （略） 

２ 前項の申請をしようとするものであって災害応急対策の用に供す ２ 前項の申請をしようとするものであって災害応急対策の用に供す

―― 136

SEKEN2022.indd   136SEKEN2022.indd   136 2022/08/24   13:18:092022/08/24   13:18:09



16 
 

理者及び都道府県公安員会の意見を聴取すること。 

２ 前項の申請（継続緩和の認定の申請を除く。）をしようとする者

は、第５に定める申請書及び添付資料に加え、自動車の性能の最大

値を証する書面及び最大値での認定が必要な旨の理由書を提出する

こと。 

 

３ 地方運輸局長は、風力発電設備用単体物品及びその他の単体物品

又は幅広貨物を輸送する自動車の基準緩和認定に当たっては、それ

ぞれの輸送を行う際に必要と認める条件又は制限を付すものとす

る。 

 

４ 第１項の自動車に係る継続緩和の認定を申請しようとする者は、

第９第２項に定める申請書及び添付資料に加え、風力発電設備用単

体物品輸送に係る特殊車両通行許可証の写しを提出すること。ま

た、輸送実績一覧表には認定期間中の全ての輸送実績を記載して提

出すること。 

 

  

第２３ 行政処分等 第２２ 行政処分等 

１、２ （略）  １、２ （略）  

３ 基準緩和の認定を受けた自動車が次の各号のいずれかに該当する

場合には、当該自動車に係る基準緩和の認定（第９号にあっては、

従前の基準緩和の認定に限る。）は失効するものとする。 

３ 基準緩和の認定を受けた自動車が次の各号のいずれかに該当する

場合には、当該自動車に係る基準緩和の認定は失効するものとす

る。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

(３)第８第１項又は第９第４項及び第５項の規定により付された基

準緩和の認定の期限を経過している場合 

(３)第８第１項又は第９第４項、第５項及び第６項の規定により付

された基準緩和の認定の期限を経過している場合 

(４)～(８) （略） (４)～(８) （略） 

(９) 第９第５項の規定により付された条件に従った新たな基準緩

和の認定の申請に基づく認定がなされた場合 

（新設） 

４ 地方運輸局長は、本要領に規定する業務を適切に実施するため、

新聞等報道や関係機関及び関係団体からの情報等を通じ、特に第７

第２項及び第９第４項の規定に基づいて期限が付された自動車並び

に第９第５項の規定に基づいて条件が付された自動車の運行状況の

４ 地方運輸局長は、本要領に規定する業務を適切に実施するため、

新聞等報道や関係機関及び関係団体からの情報等を通じ、特に第７

第２項及び第９第４項の規定に基づいて期限が付された自動車の運

行状況の把握に努めるものとする。 
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障、申請に示された使用の態様以外の態様により使用されるおそ

れ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して使用されるおそ

れの有無を別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和認定申請

書及び次の各号に掲げる添付資料により審査するものとする。 

障、申請に示された使用の態様以外の態様により使用されるおそ

れ、又は付そうとする条件若しくは制限に違反して使用されるおそ

れの有無を別表第１にかかわらず、第１号様式の基準緩和認定申請

書及び次の各号に掲げる添付資料により審査するものとする。 

(１)～(３) （略） (１)～(３) （略） 

(４)遵守事項の誓約に関する書面 (４)遵守事項の誓約書 

(５)～(１１) （略） (５)～(１１) （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

第２１ 幅広貨物を輸送するトレーラの審査の特例 第２１ 幅広貨物を輸送するトレーラの審査の特例 

１ 地方運輸局長は、第３第４号及び第５号に規定するセミトレーラ

であって、複数の幅広貨物を輸送することに関し基準緩和（保安基

準第２条（幅）の規定に係る基準緩和。）の認定を受けようとする

ものについて、第６第１項の規定にかかわらず、その使用の態様が

特殊であることによる保安上若しくは公害防止上の支障、申請に示

された使用の態様以外の態様により使用されるおそれ、又は付そう

とする条件若しくは制限に違反して使用されるおそれの有無を次の

各号について、申請書及び添付資料により審査するものとする。 

１ 地方運輸局長は、第３第４号及び第５号に規定するセミトレーラ

であって、複数の幅広貨物を輸送することに関し基準緩和（保安基

準第２条（幅）の規定に係る基準緩和。）の認定を受けようとする

ものについて、第６第１項の規定にかかわらず、その使用の態様が

特殊であることによる保安上若しくは公害防止上の支障、申請に示

された使用の態様以外の態様により使用されるおそれ、又は付そう

とする条件若しくは制限に違反して使用されるおそれの有無を次の

各号について、申請書及び添付資料により審査するものとする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

（削除） (５) 主な運行経路 

(５) （略） (６) （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

  

第２２ 風力発電設備等を輸送する自動車の特例 （新設） 

１ 地方運輸局長は、第３第１号に規定する自動車であって風力発電

設備を構成する単体物品（以下、「風力発電設備用単体物品」とい

う。）を輸送するものにあっては、申請により、保安基準第２条

（長さ）、第４条（車両総重量）又は第４条の２（軸重等）につい

て、当該自動車の性能の最大値で認定することができるものとす

る。なお、審査は第６に準じて行うものとし、必要に応じ、道路管
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●「基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）」（平成９年９月19日付自技第193号）の一部改正について 新旧対照表（別紙） 

制  定 平成９年９月19日付 自 技 第193号 

最終改正 令和４年３月31日付 自技環第199号 

改 正 後 改 正 前 

第１号様式（第５関係）  第１号様式（第５関係）  

  

基 準 緩 和 認 定 申 請 書 （ 新 規 ） 

 

地方運輸局長 殿 

年 月 日 

 

道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づき、基準緩和の認定を受けたいので、別紙を添えて申請

します。 

 

申申請請すするる自自動動車車のの情情報報  

車名及び型式  

種別及び用途  

車体の形状  

車台番号  

使用の本拠の位置  

構造又は使用の態様の特

殊性 

 

 

 

認定を必要とする理由  

 

 

 

認定により適用を除外す

る保安基準の条項 
認定により適用を除外する保安基準の内容 

申請者の氏名又は名称 

（法人の場合は代表者） 

 

申請者の住所  

   

基準緩和認定申請書 

 

年 月 日 

 

地方運輸局長殿 

 

申請者の氏名又は名称 

住        所 

 

下記の自動車について、道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づき、基準緩和の認定を受け

たいので、別添の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 車名及び型式 

２ 種別及び用途 

３ 車体の形状 

４ 自動車登録番号及び車台番号 

５ 使用の本拠の位置 

６ 構造又は使用の態様の特殊性 

７ 認定により適用を除外する保安基準の条項及び内容 

８ 認定を必要とする理由 

９ 省略する添付資料 

 

 

17 
 

把握に努めるものとする。 

  

申請様式及び参考様式 申請様式及び参考様式 

【別紙のとおり】 【別紙のとおり】 

  

別表第１ 添付資料一覧表（第５及び第９関係） 別表第１ 添付資料一覧表（第５及び第９関係） 

【別紙のとおり】 【別紙のとおり】 

  

別表第２ 条件並びに保安上及び公害防止上の制限（第７及び第１２

関係） （略） 

別表第２ 条件並びに保安上及び公害防止上の制限（第７及び第１２

関係） （略） 

別表第３ （略） 別表第３ （略） 

別表第４ 保安上及び公害防止上の制限（第１０関係） （略） 別表第４ 保安上及び公害防止上の制限（第１０関係） （略） 

  

附則（令和４年３月31日国自技環第199号） （新設） 

（適用時期）  

１ この要領は令和４年４月１日以降の基準緩和認定の申請及び届出

について適用する。 

 

（経過措置）  

２ 令和４年３月３１日以前に第４第３項の処分を受けた者が、基準

緩和の認定の申請を行う場合、第４第３項は改正前の規定を適用す

る。 

 

３ この要領による各申請書等の様式は、当分の間、改正前の第５第

１項及び第９第２項に掲げる書面によることができる。 
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号）の第４第３項に該当する処分を受けていません。 

誓誓約約事事項項  

チェック欄 申請に当たり誓約する内容 

□ 

認定に際し付された条件並びに保安上及び公害防止上の制限を遵守します。違反した場合

（当該自動車を相互に使用する場合を含む。）は、保安基準緩和の認定の取消処分等を受

けようとも異議申し立ては致しません。 

□ 
運行に当たっては、道路運送車両法、道路運送法、貨物自動車運送事業法、道路交通法、

道路法その他の関係法令を厳守します。 

□ 重大事故時には、遅滞なく通報します。 

□ 認定により適用を除外する保安基準の条項以外については、保安基準に適合しています。 

□ 
（一括緩和の場合） 

使用者に対し、上欄までの誓約事項を周知します。 

□ 
（その他、誓約する事項がある場合は適宜記載する。） 

 

  

申請者の氏名又は名称 

住        所 

 （日本産業規格Ａ列４番）   （日本産業規格Ａ列４番）  

 備考 

１．通行許可事前確認は第３第２号、第３号、第６号（第３第２号、第３号の自動車をけん引することが

できるものに限る）、第２０号の自動車で車両総重量及び軸重等の緩和が必要な場合に記載する。 

２．主な運行経路については、第１１、第１２、第１５、第１６、第１７、第１８、第１９の自動車及び

地方運輸局長が審査において必要と認めた自動車の場合に記載し、図を添付する。 

３．第１５、第１８、第１９、第２０の自動車については、誓約事項のチェック欄に記入されたものをも

って、遵守事項の誓約に関する書面とする。 

４．一括緩和の場合、宣誓事項及び誓約事項以外の記載は不要。 

    

      

第２号様式（第５関係） 第２号様式（第５関係） 

  

基 準 緩 和 認 定 変 更 届 出 書 

 

地方運輸局長 殿 

年 月 日 

 

   

基準緩和認定変更申請書 

 

年 月 日 

地方運輸局長 殿 
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 （日本産業規格Ａ列４番）   （日本産業規格Ａ列４番）  

 備考 

１．型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

２．車台番号については、打刻がない自動車の場合は、製造番号を括弧書きで記載する。 

３．認定を必要とする理由については、使用の条件を含めて記載する。なお、第３第２２号に規定する自

動車にあっては、「災害応急対策又は災害復旧の内容」について記載する。 

４．一括緩和申請の場合は、標題に「（一括）」と付記するとともに、車台番号又は製造番号については

開始番号を記載する。 

  備考 

（１） 申請者の氏名については、申請者が法人である場合は、法人の代表者とする。 

（２） 型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

（３） 車台番号については、打刻がない自動車の場合は、製造番号を記載する。 

（４） 認定を必要とする理由については、使用の条件を含めて記載する。なお、第３第２２号に規定す

る自動車にあっては、「災害応急対策及び災害復旧の内容」について記載すること。 

（５） 一括緩和申請の場合は、標題に「（一括）」と付記するとともに、車台番号又は製造番号の開始

番号を併記する。 

（６） 省略する添付資料については、複数の類似する自動車について同時に申請する場合に添付を省略

する添付資料の名称を記載する。 

 

  

第１号様式別紙 第１号様式（第５第６関係） 

 基準緩和認定申請書別紙（新規） 

自家用又は事業用の別 □自家用 □事業用 

使用者の事業内容 □運送業 □建設業 □その他（          ） 

車両管理責任者 （役職）        （氏名） 

通行許可事前確認の有無 □有 □無  

有の場合 道路管理者名及び連絡先 

 

主な運行経路 始点： 

 

終点： 

□別紙図有 □特殊車両通行許可の経路に同じ 

宣宣誓誓事事項項  

チェック欄 申請に当たり宣誓する内容 

□ 基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）（平成９年９月１９日付け自技第１９３

   

地方運輸局長 殿 

 

宣誓書 

 

基準緩和自動車の認定要領について（依命通達）（平成９年９月１９日付け自技第１９３号）の第４

第３項に該当する処分を受けていないことを宣誓いたします。 

 

 

    年  月  日 
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年 月 日 

 

道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づき、引き続き基準緩和の認定を受けたいので、別紙を添

えて申請します。 

 

申申請請すするる自自動動車車のの情情報報  

車名及び型式  

種別及び用途  

車体の形状  

自動車登録番号  

車台番号  

使用の本拠の位置  

構造又は使用の態様の特

殊性 

 

 

 

認定を必要とする理由  

 

 

変更事項の有無  

 

認定により適用を除外す

る保安基準の条項 
認定により適用を除外する保安基準の内容 

  

  

  

  

  

申請者の氏名又は名称 

（法人の場合は代表者） 

 

申請者の住所  

 

地方運輸局長殿 

 

申請者の氏名又は名称 

住        所 

 

下記の自動車について、道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づき、引き続き基準緩和の認

定を受けたいので、別添の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 車名及び型式 

２ 種別及び用途 

３ 車体の形状 

４ 自動車登録番号及び車台番号 

５ 使用の本拠の位置 

６ 初回の基準緩和認定 

７ 前回及び前々回の基準緩和認定 

８ 構造又は使用の態様の特殊性 

９ 認定により適用を除外する保安基準の条項及び内容 

10 認定を必要とする理由 

11 変更事項の有無 

 

 （日本産業規格Ａ列４番）   （日本産業規格Ａ列４番）  
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基準緩和認定を受けた自動車について記載事項が変更となりましたので届出します。なお、基準緩和認

定を受けた自動車の管理体制に変更はありません。 

 

届届出出すするる自自動動車車のの情情報報  

基準緩和認定番号  

認定年月日    年  月  日 

自動車登録番号  

車台番号  

 

届届出出のの内内容容  

変更の内容 変更後の内容 

変更年月日  

氏名又は名称  

使用の本拠の位置  

その他  

    

届出者の氏名又は名称 

（法人の場合は代表者） 

 

届出者の住所  

申請者の氏名又は名称 

住        所 

 

下記の自動車について、記載事項の変更を行いたいので、別添の書類を添えて申請します。 

記 

 

１ 基準緩和認定番号及び認定年月日 

２ 車名及び型式 

３ 種別及び用途 

４ 自動車登録番号及び車台番号 

５ 変更事項及び変更事由 

６ 変更年月日 

 

 （日本産業規格Ａ列４番）   （日本産業規格Ａ列４番）  

 備考 

１．継続緩和を受けた自動車について、安全性優良事業所認定のある事業所から安全性優良事業所認定の

ない事業所に使用の本拠の位置を変更した場合は、届出後、遅滞なく第５第１項の申請をすること。 

  備考 

（１） 申請者の氏名については、申請者が法人である場合は、法人の代表者とする。 

（２） 型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

 

      

第３号様式（略） 第３号様式（略） 

      

第４号様式（第９関係） 第４号様式（第９関係） 

   

基 準 緩 和 認 定 申 請 書 （ 継 続 ） 

 

地方運輸局長 殿 

     

基準緩和認定申請書（継続） 

 

年 月 日 
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基準緩和認定書（継続） 

                                               番    号 

                                               年  月  日 

 

              殿 

 

                                                  地方運輸局長 

 

年 月 日付で申請があった下記の自動車については、道路運送車両の保安基準第５５条の

規定に基づき、基準緩和を認定する。 

 

記 

 

  １ 車名及び型式 

 ２ 種別及び用途 

 ３ 車体の形状 

 ４ 自動車登録番号（車台番号） 

 ５ 使用の本拠の位置 

 ６ 基準緩和を認定する条項並びに条件及び制限 

 ７ 基準緩和の期限 

       

 （注意事項） 

本認定の期限満了後も引き続き基準緩和の認定を受けようとするときは、その期限が満了する２か月

前までに基準緩和の認定の申請を行う必要があります。 

 

   

基準緩和認定書（継続） 

                                               番    号 

                                               年  月  日 

 

              殿 

 

                                                  地方運輸局長 

 

年 月 日付で申請があった下記の自動車については、道路運送車両の保安基準第５５条の

規定に基づき、基準緩和を認定する。 

 

記 

 

  １ 車名及び型式 

 ２ 種別及び用途 

 ３ 車体の形状 

 ４ 自動車登録番号（車台番号） 

 ５ 使用の本拠の位置 

 ６ 基準緩和を認定する条項並びに条件及び制限 

 ７ 基準緩和の期限 

       

 （注意事項） 

本認定の期限満了後も引き続き基準緩和の認定を受けようとするときは、その期限が満了する２か月

前までに基準緩和の認定の申請を行う必要があります。 

 

 

 （日本産業規格Ａ列４番）   （日本産業規格Ａ列４番）  

 備考 

第９第５項の申請に基づき基準緩和の期限を付さずに認定した場合、基準緩和の期限及び注意事項につ

いては記載しないものとする。 

  （新設）  

  

第６号様式、第７号様式 （略） 第６号様式、第７号様式 （略） 
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 備考 

１．認定を必要とする理由については、使用の条件を含めて記載する。 

    

      

第４号様式別紙  （新設）  

 基準緩和認定申請書別紙（継続） 

自家用又は事業用の別 □自家用 □事業用 

使用者の事業内容 □運送業 □建設業 □その他（          ） 

車両管理責任者 （役職）        （氏名） 

安全性優良事業所認定の有無 （事業用の場合） □有    □無 

  

誓誓約約事事項項  

チェック欄 申請に当たり誓約する内容 

□ 

認定に際し付された条件並びに保安上及び公害防止上の制限を遵守します。違反した場合

（当該自動車を相互に使用する場合を含む。）は、保安基準緩和の認定の取消処分等を受

けようとも異議申し立ては致しません。 

□ 
運行に当たっては、道路運送車両法、道路運送法、貨物自動車運送事業法、道路交通法、

道路法その他の関係法令を厳守します。 

□ 重大事故時には、遅滞なく通報します。 

□ 認定により適用を除外する保安基準の条項以外については、保安基準に適合しています。 

□ 
（安全性優良事業所の場合）本申請の認定審査期間中に、安全性優良事業所認定について

失効又は返納した場合は、遅滞なく報告します。 

□ 
（その他、誓約する事項がある場合は適宜記載する。） 

 

  

    

 （日本産業規格Ａ列４番）     

 備考 

 

１．第１５、第１９の自動車については、誓約事項のチェック欄に記入されたものをもって、遵守事項の

誓約に関する書面とする。 

 

    

      

第５号様式（第９関係） 第５号様式（第９関係） 
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    １ 認定に際し付された条件並びに保安上及び公害防止上の制限を遵守します。 

   ２ 運行に当たっては、道路運送車両法、道路運送法、貨物自動車運送事業法、道路交通法、道路法

その他の関係法令を厳守します。 

  ３ １に違反した場合（当該自動車を相互に使用する場合を含む。）は、保安基準緩和の認定の取消

処分等を受けようとも異議申し立ては致しません。 

  ４ 重大事故時には、遅滞なく通報します。 

 

 （安全性優良事業所の場合） 

    本申請の認定審査期間中に、安全性優良事業所の認定について失効又は返納した場合は、速やか

に報告します。 

 

 （日本産業規格Ａ列４番） 

 備考 

(1)申請者の氏名については、申請者が法人である場合は、法人の代表者とする。 

(2)印鑑に代えて署名を用いる場合は、印の箇所に署名する。 

(3)申請者が個人の場合は、「弊社」を「私」と記載する。 

(4)型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

(5)車台番号の打刻のない自動車にあっては、製造番号とする。 

(6)２の記載のうち「貨物自動車運送事業法」については、貨物自動車運送事業用自動車の申請に限

る。 

(7)その他、誓約する事項がある場合は適宜記載する。 

  

（削除） 参考２（別表第１ 一括緩和の場合） 

  

                                                年  月  日  

 

地方運輸局長 殿 

 

                             申請者の氏名又は名称 

                               住        所 
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（削除） 第８号様式（第８及び第９関係） 

     

番     号  

                                           年  月  日  

 

  運輸支局長殿 

  自動車検査登録事務所長殿（単名） 

 

                                      地方運輸局長    

基準緩和認定の通知について 

 

別紙基準緩和認定書（写）のとおり基準緩和の認定をしたので、基準緩和認定申請書（副）を添えて

通知します。 

 

 

    （日本産業規格Ａ列４番）  

    備考 

(１)各運輸支局長等に対し、認定に関して通知する事項がある場合には適宜内容を変更し記載すること。 

 

      

（削除） 参考１（別表第１ 個別緩和・継続緩和の場合） 

  

                                                年  月  日  

 

地方運輸局長 殿 

 

                             申請者の氏名又は名称 

                               住        所 

 

誓  約  書 

 

弊社が使用する車名        、型式         、車台番号     の自動車に

ついて、道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づく基準緩和の認定申請に際し、下記のとおり

誓約します。 
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特殊車両通行許可事前確認書 

 

今回申請する、車名       、型式      、車台番号     の自動車について、

道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づく基準緩和の認定申請に際し、当該自動車の特殊車両

通行の可否について、下記の道路管理者に事前に確認しております。 

 

記 

 

１ 道路管理者問い合わせ先 

２ 通行可能な経路（別添：運行経路図） 

 

    （日本産業規格Ａ列４番）  

    備考 

(1) 申請者の氏名については、申請者が法人である場合は、法人の代表者とする。 

(2) 印鑑に代えて署名を用いる場合は、印の箇所に署名する。 

(3) 型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

 

  

別表第１  添付資料一覧表（第５及び第９関係）   

                                                                    

適 

 

 

用 

 

 

条 

 

 

項 

項    目 

保安基準 

第５５条第１項に 

規定する大臣が 

定める告示 

１ ２ ３ ４ ５ 

  

 

 

 

 

 
６ 

 

 
７ 

 

 

 

 
８ 

基
準
緩
和
認
定
申
請
書
別
紙 

主
要
諸
元
比
較
表 

車
両
外
観
図 

計
算
書
及
び
緩
和
部
分
詳
細
図 

連
結
自
動
車
の
連
結
検
討
書 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

輸
送
依
頼
書
又
は
輸
送
契
約
書 

 
 
 
 
 

＊ 

（
削
除
） 

輸
送
実
績
（
第
９
第
３
項
第
１
号
関
係
）   

＊ 

（
削
除
） 

（
削
除
） 

そ
の
他
地
方
運
輸
局
長
が
必
要
と
認
め
た
書
面 

保安基準等の条項 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告

長さ、

幅及び

高さ 

認定要領第3第11号の自動車を除く 保   2 ○ ○ ○ ○ ○     △  －   ○ 

認定要領第3第11号の自動車に限る 保   2 ○ ○ ○ ○ －     －  －   ○ 

車両総

重量 

 

新規緩和 (認定要領第3第2号、第3号、第7号及び

第20号の自動車を除く) 

 

保   4 ○ ○ ○ ○ ○     △  －   ○ 

 

継続緩和 (認定要領第3第2号、第3号及び第7号の

自動車を除く) 

 

保   4 ○ □ □ □ □     □  ○   ○ 

別表第１  添付資料一覧表（第５及び第９関係） 

                                                                    

適 

 

 

用 

 

 

条 

 

 

項 

項    目 

保安基準 

第５５条第１項に 

規定する大臣が 

定める告示 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ５ ６ ７ ８ ９ 

（
新
設
） 

主
要
諸
元
比
較
表 

車
両
外
観
図 

計
算
書
及
び
緩
和
部
分
詳
細
図 

連
結
自
動
車
の
連
結
検
討
書 

遵
守
事
項
の
誓
約
書 

使
用
者
の
事
業
内
容 

 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 

会
社
組
織
図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 

主
要
運
行
経
路
図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 

輸
送
依
頼
書
又
は
輸
送
契
約
書 

 
 
 
 

＊ 

保
有
車
両
一
覧
表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 

過
去
６
か
月
間
以
上
の
輸
送
実
績 

 
 
 

＊ 

安
全
性
優
良
事
業
所
認
定
証       

 
 

◎ 

特
殊
車
両
通
行
許
可
事
前
確
認
書 

そ
の
他
地
方
運
輸
局
長
が
必
要
と
認
め
た
書
面 

 

保安基準等の条項 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告

長さ、

幅及び

高さ 

認定要領第3第11号の自動車を除く 保   2 
 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ － － － ○ 

認定要領第3第11号の自動車に限る 保   2 
 

○ ○ ○ － ○ － － － － － － － － ○ 

車両総

重量 

 

新規緩和 (認定要領第3第2号、第3号、第7号及び

第20号の自動車を除く) 

 

保   4 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ － － － ○ 

 

継続緩和 (認定要領第3第2号、第3号及び第7号の

自動車を除く) 

 

保   4 

 

□ □ □ □ ○ □ □ □ △ ○ ○ ○ － ○ 

10   11   12   13   14 
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誓  約  書 

 

弊社が使用する車名        、型式         、車台番号     の自動車に

ついて、道路運送車両の保安基準第５５条の規定に基づく基準緩和の認定申請に際し、当該自動車の

使用者に対し、下記について周知することを誓約します。 

 

   

１ 認定に際し付された条件並びに保安上及び公害防止上の制限を遵守すること。 

２ 運行に当たっては、道路運送車両法、道路運送法、貨物自動車運送事業法、道路交通法、道路法

その他の関係法令を厳守すること。 

３ １に違反した場合（当該自動車を相互に使用する場合を含む。）は、保安基準緩和の認定の取消

処分等を受けようとも異議申し立てはしないこと。 

４ 重大事故時には、遅滞なく通報すること。 

 

 （日本産業規格Ａ列４番） 

 備考 

(1)申請者の氏名については、申請者が法人である場合は、法人の代表者とする。 

(2) 印鑑に代えて署名を用いる場合は、印の箇所に署名する。 

(3) 型式については、必要に応じて類別区分番号を記載する。 

(4) ２の記載のうち「貨物自動車運送事業法」については、貨物自動車運送事業の用に供する場合

に限る。 

(5) その他、誓約する事項がある場合は適宜記載する。 

  

参考１～参考５ （略） 参考３～参考７ （略） 

  

（削除） 参考８（別表第１関係） 

     

年  月  日 

地方運輸局長 殿 

 

                         申請者の氏名又は名称  

                         住        所  
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示

第

１

条

第

１

号 

 

新規緩和 (認定要領第3第6号(認定要領第3第2

号及び第3号の自動車をけん引することがで

きる構造を有する場合を除く)の自動車に限る) 

 

保   4 ○ ○ ○ ○ ○     －  －   ○ 

新規緩和 

(認定要領第3第7号の自動車に限る) 
保   4 ○ ○ ○ ▽ ▽     －  －   ○ 

 

新規緩和 (認定要領第3第2号、第3号及び第6号(

認定要領第3第2号及び第3号の自動車をけん

引することができる構造を有する場合に限

る)の自動車に限る) 

 

保   4 ○ ○ ○ ○ ○     －  －   ○ 

新規緩和(認定要領第3第20号の自動車に限る) 保   4 ○ ○ ○ ○ ○     △  －   ○ 

軸重等 

新規緩和  (認定要領第3第2号、第3号、第7号及び第

20号の自動車を除く) 
保 4の2 ○ ○ ○ ○ ○     △  

 

－ 
  ○ 

 

継続緩和  (認定要領第3第2号、第3号及び第7号の自

動車を除く) 

 

保  4の2 ○ □ □ □ □     △  ○   ○ 

 

新規緩和 (認定要領第3第6号(認定要領第3第2

号及び第3号の自動車をけん引することがで

きる構造を有する場合を除く)の自動車に限る) 

 

保  4の2 ○ ○ ○ ○ ○     －  －   ○ 

新規緩和 (認定要領第3第7号の自動車に限る) 保  4の2 ○ ○ ○ ▽ ▽     －  －   ○ 

 

新規緩和(認定要領第3第2号、第3号及び第6号（認定要

領第3第2号及び第3号の自動車をけん引するでき

ることができる構造を有する場合に限る）の

自動車に限る) 

 

保  4の2 ○ ○ ○ ○ ○     －  －   

 

○ 

 

新規緩和(認定要領第3第20号の自動車に限る) 保  4の2 ○ ○ ○ ○ ○     △  －   ○ 

新規緩和 (認定要領第3第12号の自動車に限る) 保  4の2 ○ ○ ○ ○ －     －  －   ○ 

 
（略） 

 

示

第

１

条

第

１

号 

 

新規緩和 (認定要領第3第6号(認定要領第3第2

号及び第3号の自動車をけん引することがで

きる構造を有する場合を除く)の自動車に限る) 

 

保   4 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○ 

新規緩和 

(認定要領第3第7号の自動車に限る) 
保   4 

 
○ ○ ▽ ▽ ○ ○ － ○ － △ － － － ○ 

 

新規緩和 (認定要領第3第2号、第3号及び第6号(

認定要領第3第2号及び第3号の自動車をけん

引することができる構造を有する場合に限

る)の自動車に限る) 

 

保   4 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○ 

新規緩和(認定要領第3第20号の自動車に限る) 保   4 
 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ － － ○ ○ 

軸重等 

新規緩和  (認定要領第3第2号、第3号、第7号及び第

20号の自動車を除く) 
保 4の2 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ － － － ○ 

 

継続緩和  (認定要領第3第2号、第3号及び第7号の

自動車を除く) 

 

保  4の2 

 

□ □ □ □ ○ □ □ □ △ ○ ○ ○ － ○ 

 

新規緩和 (認定要領第3第6号(認定要領第3第2

号及び第3号の自動車をけん引することがで

きる構造を有する場合を除く)の自動車に限る) 

 

保  4の2 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － － ○ 

新規緩和 (認定要領第3第7号の自動車に限る) 保  4の2 
 

○ ○ ▽ ▽ ○ ○ － ○ － △ － － － ○ 

 

新規緩和(認定要領第3第2号、第3号及び第6号（認定要

領第3第2号及び第3号の自動車をけん引するでき

ることができる構造を有する場合に限る）の

自動車に限る) 

 

保  4の2 

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － － ○ 

 

○ 

 

新規緩和(認定要領第3第20号の自動車に限る) 保  4の2 
 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ － － ○ ○ 

新規緩和 (認定要領第3第12号の自動車に限る) 保  4の2 
 

○ ○ ○ － ○ － － － － － － － － ○ 

 
（略） 

 

（注） 

１．、２． （略） 

３． 第９第５項の規定により付された条件に従った新たな基準緩和申請については、同表「基準緩和認定申請書別紙」及

び「その他地方運輸局長が必要と認めた書面」を除き、〇を□に読み替えることができる。 

   なお、車両構造に変更が無い場合は、「輸送依頼書又は輸送契約書」の△は□に、「輸送実績」の－は○に読み替え

るものとする。 

 

（注） 

１．、２． （略） 

（新設） 

 

【備考】 

(1)～(8) （略） 

（削除） 

 

 

(9)～(17) （略） 

【備考】 

(1)～(8) （略） 

(9) ◎は、安全性優良事業所認定を受け、認定要領第9第5項に基づき申請する場合に限る。なお、安全性優良事業所認定証

（写し）又は貨物自動車運送事業安全性評価事業評価結果通知書（写し）等、申請時において安全性優良事業所の認定を受

けている事実が分かる書面をもって、代えることができる。 

(10)～(18) （略） 

  

 

 

国 自 情 第 ３ ４ １ 号 

令和４年３月３１日  

 

各 地 方 運 輸 局 長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 殿 

 

自 動 車 局 長 

 

 

「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」の一部改正について 

 

 

道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令（令和４年国土交通省令第36号）の施

行に伴い、「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」（昭和５７年９月１８日

付け自管第１４９号）を別添のとおり一部改正することとしたので、了知されたい。 

本通達は令和４年３月３１日から適用する。 
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国 自 情 第 ３ ４ １ 号 

令和４年３月３１日  

 

各 地 方 運 輸 局 長 殿 

内閣府沖縄総合事務局長 殿 

 

自 動 車 局 長 

 

 

「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」の一部改正について 

 

 

道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令（令和４年国土交通省令第36号）の施

行に伴い、「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」（昭和５７年９月１８日

付け自管第１４９号）を別添のとおり一部改正することとしたので、了知されたい。 

本通達は令和４年３月３１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(15)	「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」の一部改正について
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【改正溶け込み】 

自動車の回送運行許可等事務処理要領 

 

 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（以下「法」という。）第３６条の２（法第７３条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく自動車の回送運行の許可（以下「許可」

という。）、回送運行許可証の交付並びに回送運行許可番号標の貸与に関する事務及

び道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第２６条の５の規定に基づく回

送運行許可番号標の後面表示省略に関する事務の取扱いは、法令に定めるところによ

るほか、この要領に定めるところによる。 

（書類の経由） 

第２条 地方運輸局長（内閣府沖縄総合事務局長を含む。以下同じ。）に提出すべき許

可の申請書その他の書類は、自動車の回送の業務を行う営業所のうち主たる営業所の

所在地を管轄する運輸監理部、運輸支局若しくは自動車検査登録事務所（内閣府沖縄

総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運

輸支局等」という。）を経由して提出させるものとする。 

（許可基準適合性の審査） 

第３条 規則第２６条の２の許可基準に適合するか否かについては、次の事項を審査す

るものとする。 

（１） 第１号について 

（イ）運転者等に対する関係法令の周知方法 

（ロ）回送自動車の道路運送車両の保安基準への適合性の確認方法 

（ハ）回送運行許可番号標及び回送運行許可証の管理・使用等に関する社内取扱内規

の内容 

（ニ）特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日の直前の連続した２年

間及び申請を行った日から許可を受けるまでの間に「自動車整備事業者に対する

行政処分等の基準について（平成１８年３月２日付け国自整第１２６号）」に基

づく行政処分を受けていないこと 

（ホ）その他必要と認められる事項 

（２） 第２号について 

（イ）回送運行許可証及び回送運行許可番号標の保管方法 

（ロ）回送運行許可番号標の管理に関する責任者（以下「回送運行許可番号標管理責

任者」という。）の選任状況 

（ハ）回送運行許可番号標管理簿の備付け及び必要事項の記載状況 

（ニ）その他必要と認められる事項 

（３） 第３号について 

①（イ）商業登記規則第３０条第１項第１号に規定する現在事項証明書又は同項第２

 

号に規定する履歴事項証明書の提出（ただし、個人にあっては、住民票の写し

（個人番号の記載のないもの）） 

（ロ）自動車の製作を業とする者にあっては、その旨の証明書の提出 

（ハ）陸送を業とする者にあっては、回送委託契約書の写し及び委託者一覧表その

他の陸送を業とすることを証する書面の提出 

（ニ）新車の販売を業とする者にあっては、自動車製作者による証明書又は他の新

車の販売を業とする者との販売契約書の写しその他の新車の販売を業とするこ

とを証する書面の提出 

（ホ）中古車の販売を業とする者にあっては、都道府県公安委員会の発行する古物

営業許可証の写し又はその他の中古車の販売を業とすることを証する書面の提

出 

（へ）特定整備を業とする者にあっては、法第７８条第１項の自動車特定整備事業

の認証を証する書面の写し又は法第９４条の２第１項の指定自動車整備事業の

指定を証する書面の写しの提出 

（ト）特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日の直前１年間の法第

３５条の臨時運行許可に基づく運行実績（臨時運行の目的が法第５９条の新規

検査、第６２条の継続検査、第６７条の構造等変更検査又は第７１条の予備検

査（以下「車検」という。）のために自ら特定整備しようとする自動車（有効

な自動車検査証の交付を受けていないものに限る。）の引取りのための回送、

車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しのための回送及び自ら特定整備

した自動車の車検のため運輸支局等又は軽自動車検査協会等の機関（以下「車

検場」という。）までの回送であるものに限る。）が７台以上あること（２回

目以降の許可の場合は許可申請を行った日の直前１年間の回送運行の許可に基

づく回送運行実績が７台以上あること）。 

ただし、離島等のへき地であることその他やむを得ない事情があると認めら

れる場合は、実情に照らして判断しても差し支えない。 

（チ）その他必要と認められる事項 

② 自動車の製作、陸送、新車若しくは中古車の販売又は特定整備を業とすることを

証する書面には、自動車の製作、陸送、販売又は特定整備を業とする者の関係団

体の会員であることを証する書面を含むものとする。 

（許可の条件） 

第３条の２ 法第３６条の２第３項（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）

に基づき、許可に条件を付すものとする。 
許可の条件の記載については、次のとおりとされたい。 

（１）法及び法に基づく命令の規定を遵守して回送自動車を運行の用に供すること。 

（２）回送運行許可証及び回送運行許可番号標について、取扱内規を遵守し、回送運

行許可番号標管理責任者を選任し適切に管理すること。なお、許可の有効期間内

に作成した管理簿等を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消
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【改正溶け込み】 

自動車の回送運行許可等事務処理要領 

 

 

（適用） 

第１条 道路運送車両法（以下「法」という。）第３６条の２（法第７３条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく自動車の回送運行の許可（以下「許可」

という。）、回送運行許可証の交付並びに回送運行許可番号標の貸与に関する事務及

び道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第２６条の５の規定に基づく回

送運行許可番号標の後面表示省略に関する事務の取扱いは、法令に定めるところによ

るほか、この要領に定めるところによる。 

（書類の経由） 

第２条 地方運輸局長（内閣府沖縄総合事務局長を含む。以下同じ。）に提出すべき許

可の申請書その他の書類は、自動車の回送の業務を行う営業所のうち主たる営業所の

所在地を管轄する運輸監理部、運輸支局若しくは自動車検査登録事務所（内閣府沖縄

総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山運輸事務所。以下「運

輸支局等」という。）を経由して提出させるものとする。 

（許可基準適合性の審査） 

第３条 規則第２６条の２の許可基準に適合するか否かについては、次の事項を審査す

るものとする。 

（１） 第１号について 

（イ）運転者等に対する関係法令の周知方法 

（ロ）回送自動車の道路運送車両の保安基準への適合性の確認方法 

（ハ）回送運行許可番号標及び回送運行許可証の管理・使用等に関する社内取扱内規

の内容 

（ニ）特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日の直前の連続した２年

間及び申請を行った日から許可を受けるまでの間に「自動車整備事業者に対する

行政処分等の基準について（平成１８年３月２日付け国自整第１２６号）」に基

づく行政処分を受けていないこと 

（ホ）その他必要と認められる事項 

（２） 第２号について 

（イ）回送運行許可証及び回送運行許可番号標の保管方法 

（ロ）回送運行許可番号標の管理に関する責任者（以下「回送運行許可番号標管理責

任者」という。）の選任状況 

（ハ）回送運行許可番号標管理簿の備付け及び必要事項の記載状況 

（ニ）その他必要と認められる事項 

（３） 第３号について 

①（イ）商業登記規則第３０条第１項第１号に規定する現在事項証明書又は同項第２

 

号に規定する履歴事項証明書の提出（ただし、個人にあっては、住民票の写し

（個人番号の記載のないもの）） 

（ロ）自動車の製作を業とする者にあっては、その旨の証明書の提出 

（ハ）陸送を業とする者にあっては、回送委託契約書の写し及び委託者一覧表その

他の陸送を業とすることを証する書面の提出 

（ニ）新車の販売を業とする者にあっては、自動車製作者による証明書又は他の新

車の販売を業とする者との販売契約書の写しその他の新車の販売を業とするこ

とを証する書面の提出 

（ホ）中古車の販売を業とする者にあっては、都道府県公安委員会の発行する古物

営業許可証の写し又はその他の中古車の販売を業とすることを証する書面の提

出 

（へ）特定整備を業とする者にあっては、法第７８条第１項の自動車特定整備事業

の認証を証する書面の写し又は法第９４条の２第１項の指定自動車整備事業の

指定を証する書面の写しの提出 

（ト）特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日の直前１年間の法第

３５条の臨時運行許可に基づく運行実績（臨時運行の目的が法第５９条の新規

検査、第６２条の継続検査、第６７条の構造等変更検査又は第７１条の予備検

査（以下「車検」という。）のために自ら特定整備しようとする自動車（有効

な自動車検査証の交付を受けていないものに限る。）の引取りのための回送、

車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しのための回送及び自ら特定整備

した自動車の車検のため運輸支局等又は軽自動車検査協会等の機関（以下「車

検場」という。）までの回送であるものに限る。）が７台以上あること（２回

目以降の許可の場合は許可申請を行った日の直前１年間の回送運行の許可に基

づく回送運行実績が７台以上あること）。 

ただし、離島等のへき地であることその他やむを得ない事情があると認めら

れる場合は、実情に照らして判断しても差し支えない。 

（チ）その他必要と認められる事項 

② 自動車の製作、陸送、新車若しくは中古車の販売又は特定整備を業とすることを

証する書面には、自動車の製作、陸送、販売又は特定整備を業とする者の関係団

体の会員であることを証する書面を含むものとする。 

（許可の条件） 

第３条の２ 法第３６条の２第３項（法第７３条第２項において準用する場合を含む。）

に基づき、許可に条件を付すものとする。 
許可の条件の記載については、次のとおりとされたい。 

（１）法及び法に基づく命令の規定を遵守して回送自動車を運行の用に供すること。 

（２）回送運行許可証及び回送運行許可番号標について、取扱内規を遵守し、回送運

行許可番号標管理責任者を選任し適切に管理すること。なお、許可の有効期間内

に作成した管理簿等を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消
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しの日、廃止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求

めに応じて提示できるようにすること。 

（３）自動車の製作、陸送、販売又は特定整備を業とし、許可基準を満たすことを証

する書面を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消しの日、廃

止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求めに応じて

提示できるようにすること。 

（４）許可を受けた者の氏名又は名称及び住所を変更した場合、営業所の名称及び所

在地を変更した場合、事業を廃止した場合、営業所を新設又は廃止した場合、取

扱内規を変更した場合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合は、遅

滞なく、その旨を記載した書面を提出すること。 

（５）回送運行に関する業務について、地方運輸局長が定めた様式により、前年度末 

の状況を毎年５月３１日までに報告を行うこと。 

（６）許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたときは、現に交付を受 

けている回送運行許可証及び現に貸与を受けている回送運行許可番号標（以下、 

この条において「交付を受けている回送運行許可証等」という。）の全部を、交 

付を受けている回送運行許可証等の返納命令を受けたときは、命令に応じ交付を 

受けている回送運行許可証等の全部又は一部を、その日から５日以内にそれぞれ 

地方運輸局長に返納すること。 

上記のほかに条件を付す場合は、許可を受けた者が行う自動車の回送が適切に行わ 
れるために必要とする最小限度のものに限り、かつ、当該許可を受けた者に不当な 

義務を課することとならないものとすること。 
（回送の目的） 

第４条 法第３６条の２第６項の回送の目的は、おおむね次に掲げるものの範囲内で記

載するものとする。 

（１） 製作を業とする者については、自己の製作に係る自動車の回送 

（２） 陸送を業とする者については、他人からの委託を受けて行う回送 

（３） 販売を業とする者については、自己の販売しようとする自動車の展示又は整備 

若しくは改造のための回送、販売した自動車の納車のための回送、自己の仕入れ

た自動車の引取りのための回送、自己の自動車の販売又は仕入れに伴って必要と

なる車検、登録及び封印のための整備工場又は運輸支局等の機関までの回送、並

びに自己の自動車の販売に伴って発生した下取り車の適正な処理のための回送 

（４）特定整備を業とする者については、車検のために自ら特定整備しようとする 

自動車の引取りのための回送、車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しの 

ための回送及び自ら特定整備した自動車の車検のため車検場までの回送 

（回送の目的の追加） 

第４条の２ 許可を受けた者が、回送運行許可証に記載された回送の目的を追加しよう

とする場合は、運輸支局等にその旨を記載した申請書その他の必要書類を提出させる

ものとする。 

 

上記申請があった場合は、第３条に規定する許可基準適合性について審査し、適合

すると認める場合は、追加しようとする前条の回送の目的を回送運行許可証に記載す

るものとする。 

（回送運行許可証の交付枚数等） 

第５条 運輸監理部長及び運輸支局長（以下「運輸支局長等」という。）は、回送運行

許可証を交付し、及び回送運行許可番号標を貸与するときは、不正防止の観点から必

要枚数を超えて、又は必要期間を上回る期間について交付し、又は貸与してはならな

い。 

なお、特定整備を業とする者に交付する許可証及び貸与する番号標の枚（組）数は、

当分の間、一の営業所につき一枚（組）とする。 

自動車の製作、陸送又は販売と自動車特定整備事業を兼業している者にあっては、

既に交付を受けている許可証の回送の目的に車検のために自ら特定整備しようとする

自動車の引取りのための回送、車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しのため

の回送及び自ら特定整備した自動車の車検のため車検場までの回送を追加することと

し、新たに番号標の貸与は行わない。 

（変更等の届出） 

第６条 許可を受けた者について、氏名又は名称及び住所を変更した場合、営業所の名

称及び所在地を変更した場合、事業を廃止した場合、営業所を新設又は廃止した場合、

取扱内規を変更した場合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合には、遅

滞なくその旨を記載した書面を提出させるものとする。  

（許可台帳の備付け） 

第７条 地方運輸局長は、回送運行許可台帳を備え、これに次に掲げる事項を記載する

ものとする。 

許可番号、許可年月日、氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電

話番号、許可の有効期間、回送運行許可番号標管理責任者、違反の事実に対する処分

内容、聴聞年月日、違反についての処分の通知番号及び処分の通知年月日、回送運行

許可番号標の後面表示省略の実施有無並びにその他必要な事項 

（許可証等交付台帳の備付け） 

第８条 運輸支局長等は、回送運行許可証等交付台帳を備え、これに次に掲げる事項を

記載するものとする。 

氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電話番号、交付した許可証

の番号及び許可証の交付年月日、貸与した番号標の番号、許可の有効期間、回送運行

許可番号標の後面表示省略を行う場合は、経路の起終点となる２施設それぞれの名称、

住所及び種別（第１１条（２）に規定する施設の種類。以下同じ。）並びにその他必

要な事項 

（保存期間） 

第９条 回送運行許可台帳及び回送運行許可証等交付台帳は、当該許可の有効期間が経

過した後３年間保存するものとする。 
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しの日、廃止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求

めに応じて提示できるようにすること。 

（３）自動車の製作、陸送、販売又は特定整備を業とし、許可基準を満たすことを証

する書面を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消しの日、廃

止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求めに応じて

提示できるようにすること。 

（４）許可を受けた者の氏名又は名称及び住所を変更した場合、営業所の名称及び所

在地を変更した場合、事業を廃止した場合、営業所を新設又は廃止した場合、取

扱内規を変更した場合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合は、遅

滞なく、その旨を記載した書面を提出すること。 

（５）回送運行に関する業務について、地方運輸局長が定めた様式により、前年度末 

の状況を毎年５月３１日までに報告を行うこと。 

（６）許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたときは、現に交付を受 

けている回送運行許可証及び現に貸与を受けている回送運行許可番号標（以下、 

この条において「交付を受けている回送運行許可証等」という。）の全部を、交 

付を受けている回送運行許可証等の返納命令を受けたときは、命令に応じ交付を 

受けている回送運行許可証等の全部又は一部を、その日から５日以内にそれぞれ 

地方運輸局長に返納すること。 

上記のほかに条件を付す場合は、許可を受けた者が行う自動車の回送が適切に行わ 
れるために必要とする最小限度のものに限り、かつ、当該許可を受けた者に不当な 

義務を課することとならないものとすること。 
（回送の目的） 

第４条 法第３６条の２第６項の回送の目的は、おおむね次に掲げるものの範囲内で記

載するものとする。 

（１） 製作を業とする者については、自己の製作に係る自動車の回送 

（２） 陸送を業とする者については、他人からの委託を受けて行う回送 

（３） 販売を業とする者については、自己の販売しようとする自動車の展示又は整備 

若しくは改造のための回送、販売した自動車の納車のための回送、自己の仕入れ

た自動車の引取りのための回送、自己の自動車の販売又は仕入れに伴って必要と

なる車検、登録及び封印のための整備工場又は運輸支局等の機関までの回送、並

びに自己の自動車の販売に伴って発生した下取り車の適正な処理のための回送 

（４）特定整備を業とする者については、車検のために自ら特定整備しようとする 

自動車の引取りのための回送、車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しの 

ための回送及び自ら特定整備した自動車の車検のため車検場までの回送 

（回送の目的の追加） 

第４条の２ 許可を受けた者が、回送運行許可証に記載された回送の目的を追加しよう

とする場合は、運輸支局等にその旨を記載した申請書その他の必要書類を提出させる

ものとする。 

 

上記申請があった場合は、第３条に規定する許可基準適合性について審査し、適合

すると認める場合は、追加しようとする前条の回送の目的を回送運行許可証に記載す

るものとする。 

（回送運行許可証の交付枚数等） 

第５条 運輸監理部長及び運輸支局長（以下「運輸支局長等」という。）は、回送運行

許可証を交付し、及び回送運行許可番号標を貸与するときは、不正防止の観点から必

要枚数を超えて、又は必要期間を上回る期間について交付し、又は貸与してはならな

い。 

なお、特定整備を業とする者に交付する許可証及び貸与する番号標の枚（組）数は、

当分の間、一の営業所につき一枚（組）とする。 

自動車の製作、陸送又は販売と自動車特定整備事業を兼業している者にあっては、

既に交付を受けている許可証の回送の目的に車検のために自ら特定整備しようとする

自動車の引取りのための回送、車検のために自ら特定整備した自動車の引渡しのため

の回送及び自ら特定整備した自動車の車検のため車検場までの回送を追加することと

し、新たに番号標の貸与は行わない。 

（変更等の届出） 

第６条 許可を受けた者について、氏名又は名称及び住所を変更した場合、営業所の名

称及び所在地を変更した場合、事業を廃止した場合、営業所を新設又は廃止した場合、

取扱内規を変更した場合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合には、遅

滞なくその旨を記載した書面を提出させるものとする。  

（許可台帳の備付け） 

第７条 地方運輸局長は、回送運行許可台帳を備え、これに次に掲げる事項を記載する

ものとする。 

許可番号、許可年月日、氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電

話番号、許可の有効期間、回送運行許可番号標管理責任者、違反の事実に対する処分

内容、聴聞年月日、違反についての処分の通知番号及び処分の通知年月日、回送運行

許可番号標の後面表示省略の実施有無並びにその他必要な事項 

（許可証等交付台帳の備付け） 

第８条 運輸支局長等は、回送運行許可証等交付台帳を備え、これに次に掲げる事項を

記載するものとする。 

氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電話番号、交付した許可証

の番号及び許可証の交付年月日、貸与した番号標の番号、許可の有効期間、回送運行

許可番号標の後面表示省略を行う場合は、経路の起終点となる２施設それぞれの名称、

住所及び種別（第１１条（２）に規定する施設の種類。以下同じ。）並びにその他必

要な事項 

（保存期間） 

第９条 回送運行許可台帳及び回送運行許可証等交付台帳は、当該許可の有効期間が経

過した後３年間保存するものとする。 
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（報告）  

第１０条 地方運輸局長は、回送運行許可事務、回送運行許可証交付事務並びに回送運

行許可番号標貸与事務及び回送運行許可番号標の後面表示省略に関する事務に関して

取扱要領を定めたとき又はこれを変更したときは、本省自動車情報課長あて報告する

ものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件） 

第１１条 回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件は以下のとおりとする。 

 （１）同一経路において、自動車の回送運行を反復・継続して行うこと。 

 （２）工場、メーカー保管ヤード、船積み港、船揚げ港、積載車荷扱い場、販売会社

保管ヤード、納整センター、架装工場保管ヤード、架装工場の２施設間において、

回送運行を行う者が事前に特定した経路を運行するものであること。 

（施設の定義） 

第１２条 前条（２）における施設に係る定義はそれぞれ以下のとおりとする。 

 （１）工場：自動車製作者が自動車を生産する場所 

 （２）メーカー保管ヤード：工場で完成した自動車のうち販売会社に輸送する前の自

動車をメーカーで保管しておく場所 

 （３）船積み港：他の港に海運するために自動車を船に積み込む場所 

 （４）船揚げ港：他の港から海運された自動車を船から降ろす場所 

 （５）積載車荷扱い場：積載車が自動車の積み降ろしをする場所 

 （６）販売会社保管ヤード：流通の中間工程として販売会社が自動車を一時的に集約

して留めおくことを主たる目的とした場所。 

 （７）納整センター：納車整備やオプション品の取付けを行う場所 

 （８）架装工場保管ヤード：自動車を架装工場で保管しておく場所 

 （９）架装工場：自動車に荷台等の架装物を取り付ける場所 

（回送運行許可番号標の後面表示省略の届出） 

第１３条 規則第２６条の５の規定に基づき表示する回送運行許可番号標について、後

面表示省略を行う場合は、前条に記載の施設のうち回送運行を行う２施設間を結ぶ経

路を特定の上、営業所の名称、住所並びに起終点となる２施設それぞれの名称、住所、

種別及び２施設間の回送運行取扱い実績（過去１年間の取扱い台数）又は２施設間の

回送運行取扱い見込み（向こう３ヶ月間の取扱い見込み台数）を記載した後面表示省

略届出書を主たる営業所の所在地を管轄する運輸支局等へ提出させるものとする。な

お、回送運行許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたときは、第１７

条の届出があったものと見なす。 

（後面表示省略届出書に添付する書類） 

第１４条 前条の届出書には、回送運行許可番号標の後面表示省略を行う２施設間を運

行する経路を明示した地図及び種別が判別可能な資料を添付させるものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略を行う際の代替措置） 

第１５条 規則第２６条の５に基づく運輸監理部長又は運輸支局長が認める場合とは以

 

下のとおりとする。 

 （１）回送経路が公道横断のみの場合 

  ・回送自動車は隊列を組んで走行し、隊列の最後尾に運転者を運送する足車（法第

４条の登録を受けた自動車）が随走し、足車後面に、前方に後面の回送運行許可番

号標がない自動車が走行している旨等、周辺に走行環境を知らせる表示をする 

  ・回送自動車の隊列が崩れないための措置を確実に実行する（横断時、公道の一般

車両を一時止める等） 

 （２）回送経路が公道横断以外（公道を走行する）の場合 

  ・回送自動車の後面に「回送運行を行う者を特定するための表示」を取り付ける 

（回送運行を行う者を特定するための表示） 

第１６条 前条（２）の「回送運行を行う者を特定するための表示」は、許可を受けた

者の氏名又は名称を縦１０cm横２０cm内に表示をさせる。表示に使用する器材の材質

や表示位置、表示方法については、回送運行を行う者の任意とするが、回送自動車の

後方から表示内容の識別が可能となるように表示すること。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる際の廃止届出） 

第１７条 回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる場合は、回送運行許可番号標の

後面表示を省略して回送自動車の運行を行っている起終点となる２施設それぞれの名

称、住所及び種別を記載した後面表示省略廃止届出書を主たる営業所の所在地を管轄

する運輸支局等へ提出するものとする。 

 

附 則（平成２８年５月３１日国自情第３６号） 

１ 本通達は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって施行日から平成２９年１１月３０日までに許可を受

けようとするものについては、第３条（３）（ト）のうち車検のために自ら分解整備

した自動車の台数に係る規定は適用しない。許可を受けた者が施行日から平成２９年

１１月３０日までに第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目

的に限る。）を追加しようとする場合も、同様とする。 

３ 地方運輸局長は、第３条の２の規定に基づき、前項の規定による許可又は目的の期

限を平成２９年１１月３０日とする条件を付すこととする。 

附 則（平成２９年１０月３１日国自情第１４８号） 

１ 本通達は、平成２９年１１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって、平成２８年６月１日から施行日までの間に許可を

受けた者又は第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限

る。）を追加した者が平成２９年１１月３０日までの間に引き続き許可又は第４条の

２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）の追加を受けよ

うとする場合については、第３条（３）①（イ）、（へ）及び（チ）の書面を省略す

ることが出来る。 

附 則（令和４年３月３１日国自情第３４１号） 
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（報告）  

第１０条 地方運輸局長は、回送運行許可事務、回送運行許可証交付事務並びに回送運

行許可番号標貸与事務及び回送運行許可番号標の後面表示省略に関する事務に関して

取扱要領を定めたとき又はこれを変更したときは、本省自動車情報課長あて報告する

ものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件） 

第１１条 回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件は以下のとおりとする。 

 （１）同一経路において、自動車の回送運行を反復・継続して行うこと。 

 （２）工場、メーカー保管ヤード、船積み港、船揚げ港、積載車荷扱い場、販売会社

保管ヤード、納整センター、架装工場保管ヤード、架装工場の２施設間において、

回送運行を行う者が事前に特定した経路を運行するものであること。 

（施設の定義） 

第１２条 前条（２）における施設に係る定義はそれぞれ以下のとおりとする。 

 （１）工場：自動車製作者が自動車を生産する場所 

 （２）メーカー保管ヤード：工場で完成した自動車のうち販売会社に輸送する前の自

動車をメーカーで保管しておく場所 

 （３）船積み港：他の港に海運するために自動車を船に積み込む場所 

 （４）船揚げ港：他の港から海運された自動車を船から降ろす場所 

 （５）積載車荷扱い場：積載車が自動車の積み降ろしをする場所 

 （６）販売会社保管ヤード：流通の中間工程として販売会社が自動車を一時的に集約

して留めおくことを主たる目的とした場所。 

 （７）納整センター：納車整備やオプション品の取付けを行う場所 

 （８）架装工場保管ヤード：自動車を架装工場で保管しておく場所 

 （９）架装工場：自動車に荷台等の架装物を取り付ける場所 

（回送運行許可番号標の後面表示省略の届出） 

第１３条 規則第２６条の５の規定に基づき表示する回送運行許可番号標について、後

面表示省略を行う場合は、前条に記載の施設のうち回送運行を行う２施設間を結ぶ経

路を特定の上、営業所の名称、住所並びに起終点となる２施設それぞれの名称、住所、

種別及び２施設間の回送運行取扱い実績（過去１年間の取扱い台数）又は２施設間の

回送運行取扱い見込み（向こう３ヶ月間の取扱い見込み台数）を記載した後面表示省

略届出書を主たる営業所の所在地を管轄する運輸支局等へ提出させるものとする。な

お、回送運行許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたときは、第１７

条の届出があったものと見なす。 

（後面表示省略届出書に添付する書類） 

第１４条 前条の届出書には、回送運行許可番号標の後面表示省略を行う２施設間を運

行する経路を明示した地図及び種別が判別可能な資料を添付させるものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略を行う際の代替措置） 

第１５条 規則第２６条の５に基づく運輸監理部長又は運輸支局長が認める場合とは以

 

下のとおりとする。 

 （１）回送経路が公道横断のみの場合 

  ・回送自動車は隊列を組んで走行し、隊列の最後尾に運転者を運送する足車（法第

４条の登録を受けた自動車）が随走し、足車後面に、前方に後面の回送運行許可番

号標がない自動車が走行している旨等、周辺に走行環境を知らせる表示をする 

  ・回送自動車の隊列が崩れないための措置を確実に実行する（横断時、公道の一般

車両を一時止める等） 

 （２）回送経路が公道横断以外（公道を走行する）の場合 

  ・回送自動車の後面に「回送運行を行う者を特定するための表示」を取り付ける 

（回送運行を行う者を特定するための表示） 

第１６条 前条（２）の「回送運行を行う者を特定するための表示」は、許可を受けた

者の氏名又は名称を縦１０cm横２０cm内に表示をさせる。表示に使用する器材の材質

や表示位置、表示方法については、回送運行を行う者の任意とするが、回送自動車の

後方から表示内容の識別が可能となるように表示すること。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる際の廃止届出） 

第１７条 回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる場合は、回送運行許可番号標の

後面表示を省略して回送自動車の運行を行っている起終点となる２施設それぞれの名

称、住所及び種別を記載した後面表示省略廃止届出書を主たる営業所の所在地を管轄

する運輸支局等へ提出するものとする。 

 

附 則（平成２８年５月３１日国自情第３６号） 

１ 本通達は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって施行日から平成２９年１１月３０日までに許可を受

けようとするものについては、第３条（３）（ト）のうち車検のために自ら分解整備

した自動車の台数に係る規定は適用しない。許可を受けた者が施行日から平成２９年

１１月３０日までに第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目

的に限る。）を追加しようとする場合も、同様とする。 

３ 地方運輸局長は、第３条の２の規定に基づき、前項の規定による許可又は目的の期

限を平成２９年１１月３０日とする条件を付すこととする。 

附 則（平成２９年１０月３１日国自情第１４８号） 

１ 本通達は、平成２９年１１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって、平成２８年６月１日から施行日までの間に許可を

受けた者又は第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限

る。）を追加した者が平成２９年１１月３０日までの間に引き続き許可又は第４条の

２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）の追加を受けよ

うとする場合については、第３条（３）①（イ）、（へ）及び（チ）の書面を省略す

ることが出来る。 

附 則（令和４年３月３１日国自情第３４１号） 
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１ 本通達は、令和４年３月３１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 本通達の施行日前にした分解整備を業とする者の許可又は第４条の２の規定による

回送の目的の追加は、本通達の規定に基づいてした特定整備を業とする者の許可又は

第４条の２の規定による回送の目的の追加とみなす。その許可又は回送の目的の追加

の申請についても、同様とする。 

３ 国土交通省関係総合特別区域法第５３条に規定する政令等規制事業に係る省令の特

例に関する措置を定める命令（平成２６年内閣府・国土交通省令第６号）に規定する

回送運行効率化事業を定めた地域活性化総合特別区域計画について内閣総理大臣の認

定を受けており、現に効力を有するときは、令和５年３月３１日までは、当該計画の

計画区域内において当該計画に定める代替措置を講じることで、後面の回送運行許可

番号標を省略することができる。 

（参考：届出書様式） 

年  月  日 

 

○○運輸局○○運輸支局長 あて 

又は沖縄総合事務局陸運事務所長 あて 

 

住所 〇〇〇 

氏名又は名称 〇〇〇 

及び代表者名 〇〇 

                      （許可を受けた者の住所及び氏名又

は名称並びに法人にあっては、そ

の代表者の氏名を記載） 

 

後面表示省略届出書 

 

 今般、下記の区間において回送運行許可番号標の後面表示省略を行うため、必要

事項を記載し経路がわかる地図及び種別が判別可能な資料を添付の上、届出いたし

ます。 

 
記 

 
   【営業所の名称及び住所】 

 名称： 
 住所： 

 

  【起点施設関係】 
 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

  【終点施設関係】 

 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

 上記区間における過去１年間の回送運行取扱い台数又は向こう３ヶ月間

の見込み台数： 
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１ 本通達は、令和４年３月３１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 本通達の施行日前にした分解整備を業とする者の許可又は第４条の２の規定による

回送の目的の追加は、本通達の規定に基づいてした特定整備を業とする者の許可又は

第４条の２の規定による回送の目的の追加とみなす。その許可又は回送の目的の追加

の申請についても、同様とする。 

３ 国土交通省関係総合特別区域法第５３条に規定する政令等規制事業に係る省令の特

例に関する措置を定める命令（平成２６年内閣府・国土交通省令第６号）に規定する

回送運行効率化事業を定めた地域活性化総合特別区域計画について内閣総理大臣の認

定を受けており、現に効力を有するときは、令和５年３月３１日までは、当該計画の

計画区域内において当該計画に定める代替措置を講じることで、後面の回送運行許可

番号標を省略することができる。 

（参考：届出書様式） 

年  月  日 

 

○○運輸局○○運輸支局長 あて 

又は沖縄総合事務局陸運事務所長 あて 

 

住所 〇〇〇 

氏名又は名称 〇〇〇 

及び代表者名 〇〇 

                      （許可を受けた者の住所及び氏名又

は名称並びに法人にあっては、そ

の代表者の氏名を記載） 

 

後面表示省略届出書 

 

 今般、下記の区間において回送運行許可番号標の後面表示省略を行うため、必要

事項を記載し経路がわかる地図及び種別が判別可能な資料を添付の上、届出いたし

ます。 

 
記 

 
   【営業所の名称及び住所】 

 名称： 
 住所： 

 

  【起点施設関係】 
 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

  【終点施設関係】 

 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

 上記区間における過去１年間の回送運行取扱い台数又は向こう３ヶ月間

の見込み台数： 
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（参考：届出書様式） 

年  月  日 

 

○○運輸局○○運輸支局長 あて 

又は沖縄総合事務局陸運事務所長 あて 

 

 

 

                      住所 〇〇〇 

 氏名又は名称 〇〇〇 

 及び代表者名 〇〇〇 

（許可を受けた者の住所及び氏名

又は名称並びに法人にあっては、そ

の代表者の氏名を記載） 

 

後面表示省略廃止届出書 

 

 

 今般、下記の区間において行っている回送運行許可番号標の後面表示省略をやめ

るため、必要事項を記載の上、届出いたします。 

 
 

記 

 
   【営業所の名称及び住所】 

 名称： 
 住所： 

 

  【起点施設関係】 
 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

  【終点施設関係】 

 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 
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（参考：届出書様式） 

年  月  日 

 

○○運輸局○○運輸支局長 あて 

又は沖縄総合事務局陸運事務所長 あて 

 

 

 

                      住所 〇〇〇 

 氏名又は名称 〇〇〇 

 及び代表者名 〇〇〇 

（許可を受けた者の住所及び氏名

又は名称並びに法人にあっては、そ

の代表者の氏名を記載） 

 

後面表示省略廃止届出書 

 

 

 今般、下記の区間において行っている回送運行許可番号標の後面表示省略をやめ

るため、必要事項を記載の上、届出いたします。 

 
 

記 

 
   【営業所の名称及び住所】 

 名称： 
 住所： 

 

  【起点施設関係】 
 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 

 

  【終点施設関係】 

 名称： 

 住所： 

 その施設の種別： 2 
 

基準について（平成１８年３月２日付け国自整第１２６号）」

に基づく行政処分を受けていないこと 

（ホ）その他必要と認められる事項 

（２） 第２号について 

（イ）回送運行許可証及び回送運行許可番号標の保管方法 

（ロ）回送運行許可番号標の管理に関する責任者（以下「回送運 

行許可番号標管理責任者」という。）の選任状況 

（ハ）回送運行許可番号標管理簿の備付け及び必要事項の記載状 

況 

（ニ）その他必要と認められる事項 

（３） 第３号について 

①（イ）商業登記規則第３０条第１項第１号に規定する現在事項

証明書又は同項第２号に規定する履歴事項証明書の提出

（ただし、個人にあっては、住民票の写し（個人番号の記

載のないもの）） 

（ロ）自動車の製作を業とする者にあっては、その旨の証明書

の提出 

（ハ）陸送を業とする者にあっては、回送委託契約書の写し及

び委託者一覧表その他の陸送を業とすることを証する書

面の提出 

（ニ）新車の販売を業とする者にあっては、自動車製作者によ

る証明書又は他の新車の販売を業とする者との販売契約

書の写しその他の新車の販売を業とすることを証する書

面の提出 

（ホ）中古車の販売を業とする者にあっては、都道府県公安委

員会の発行する古物営業許可証の写し又はその他の中古

車の販売を業とすることを証する書面の提出 

（へ）分解特定整備を業とする者にあっては、法第７８条第１

項の自動車分解特定整備事業の認証を証する書面の写し

又は法第９４条の２第１項の指定自動車整備事業の指定

を証する書面の写しの提出 

（ト）分解特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行っ

た日の直前１年間の法第３５条の臨時運行許可に基づく

運行実績（臨時運行の目的が法第５９条の新規検査、第６

について（平成１８年３月２日付け国自整第１２６号）」に

基づく行政処分を受けていないこと 

（ホ）その他必要と認められる事項 

（２） 第２号について 

（イ）回送運行許可証及び回送運行許可番号標の保管方法 

（ロ）回送運行許可番号標の管理に関する責任者（以下「回送運 

行許可番号標管理責任者」という。）の選任状況 

（ハ）回送運行許可番号標管理簿の備付け及び必要事項の記載状 

況 

（ニ）その他必要と認められる事項 

（３） 第３号について 

①（イ）商業登記規則第３０条第１項第１号に規定する現在事項

証明書又は同項第２号に規定する履歴事項証明書の提出

（ただし、個人にあっては、住民票の写し（個人番号の記

載のないもの）） 

（ロ）自動車の製作を業とする者にあっては、その旨の証明書

の提出 

（ハ）陸送を業とする者にあっては、回送委託契約書の写し及

び委託者一覧表その他の陸送を業とすることを証する書 

面の提出 

（ニ）新車の販売を業とする者にあっては、自動車製作者によ

る証明書又は他の新車の販売を業とする者との販売契約 

書の写しその他の新車の販売を業とすることを証する書 

面の提出 

（ホ）中古車の販売を業とする者にあっては、都道府県公安委

員会の発行する古物営業許可証の写し又はその他の中古 

車の販売を業とすることを証する書面の提出 

（へ）分解整備を業とする者にあっては、法第７８条第１項の

自動車分解整備事業の認証を証する書面の写し又は法第 

９４条の２第１項の指定自動車整備事業の指定を証する 

書面の写しの提出 

（ト）分解整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日

の直前１年間の法第３５条の臨時運行許可に基づく運行 

実績（臨時運行の目的が法第５９条の新規検査、第６２条

1 
 

「自動車の回送運行許可等事務処理要領について」（昭和５７年９月１８日付け自動車局長通達自管第１４９号）の新旧対照表 
改  正  案 現    行 

自動車の回送運行許可等事務処理要領 自動車の回送運行許可等事務処理要領  
（適用） 

第１条 道路運送車両法（以下「法」という。）第３６条の２（法 

第７３条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく 

自動車の回送運行の許可（以下「許可」という。）、回送運行許 

可証の交付並びに回送運行許可番号標の貸与に関する事務及び 

道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第２６条の５

の規定に基づく回送運行許可番号標の後面表示省略に関する事

務の取扱いは、法令に定めるところによるほか、この要領に定め

るところによる。 

（書類の経由） 

第２条 地方運輸局長（内閣府沖縄総合事務局長を含む。以下同

じ。）に提出すべき許可の申請書その他の書類は、自動車の回送

の業務を行う営業所のうち主たる営業所の所在地を管轄する運

輸監理部、運輸支局若しくは自動車検査登録事務所（内閣府沖縄

総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山

運輸事務所。以下「運輸支局等」という。）を経由して提出させ

るものとする。 

（許可基準適合性の審査） 

第３条 道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第２６

条の２の許可基準に適合するか否かについては、次の事項を審査

するものとする。 

（１） 第１号について 

（イ）運転者等に対する関係法令の周知方法 

（ロ）回送自動車の道路運送車両の保安基準への適合性の確認方 

法 

（ハ）回送運行許可番号標及び回送運行許可証の管理・使用等に

関する社内取扱い内規の内容 

（ニ）分解特定整備を業とする者にあっては、許可申請を行った

日の直前の連続した２年間及び申請を行った日から許可を

受けるまでの間に「自動車整備事業者に対する行政処分等の

（適用） 

第１条 道路運送車両法（以下「法」という。）第３６条の２（法 

第７３条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく 

自動車の回送運行の許可（以下「許可」という。）並びに回送運 

行許可証の交付及び回送運行許可番号標の貸与に関する事務の 

取扱いは、法令に定めるところによるほか、この要領に定めると 

ころによる。 

 

 

（書類の経由） 

第２条 地方運輸局長（内閣府沖縄総合事務局長を含む。以下同 

じ。）に提出すべき許可の申請書その他の書類は、自動車の回送

の業務を行う営業所のうち主たる営業所の所在地を管轄する運 

輸監理部、運輸支局若しくは自動車検査登録事務所（内閣府沖縄

総合事務局にあっては、陸運事務所、宮古運輸事務所又は八重山

運輸事務所。以下「運輸支局等」という。）を経由して提出させ

るものとする。 

（許可基準適合性の審査） 

第３条 道路運送車両法施行規則（以下「規則」という。）第２６

条の２の許可基準に適合するか否かについては、次の事項を審査

するものとする。 

（１） 第１号について 

（イ）運転者等に対する関係法令の周知方法 

（ロ）回送自動車の道路運送車両の保安基準への適合性の確認方 

法 

（ハ）回送運行許可番号標及び回送運行許可証の管理・使用等に

関する社内取扱い内規の内容 

（ニ）分解整備を業とする者にあっては、許可申請を行った日の

直前の連続した２年間及び申請を行った日から許可を受け 

るまでの間に「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準
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4 
 

た場合は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求めに

応じて提示できるようにすること。 

（４）許可を受けた者の氏名又は名称及び住所を変更した場合、

営業所の名称及び所在地を変更した場合、事業を廃止した場

合、営業所を新設又は廃止した場合、取扱内規を変更した場

合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合は、遅

滞なく、その旨を記載した書面を提出すること。 

（５）回送運行に関する業務について、地方運輸局長が定めた様 

式により、前年度末の状況を毎年５月３１日までに報告を行 

うこと。 

（６）許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたと 

きは、現に交付を受けている回送運行許可証及び現に貸与を 

受けている回送運行許可番号標（以下、この条において「交 

付を受けている回送運行許可証等」という。）の全部を、交 

付を受けている回送運行許可証等の返納命令を受けたとき 

は、命令に応じ交付を受けている回送運行許可証等の全部又 

は一部を、その日から５日以内にそれぞれ地方運輸局長に返 

納すること。 

上記のほかに条件を付す場合は、許可を受けた者が行う自動車 
の回送が適切に行われるために必要とする最小限度のものに限

り、かつ、当該許可を受けた者に不当な義務を課することとなら

ないものとすること。 

（回送の目的） 

第４条 法第３６条の２第６項の回送の目的は、おおむね次に掲げ

るものの範囲内で記載するものとする。 

（１）製作を業とする者については、自己の製作に係る自動車の 

回送 

（２）陸送を業とする者については、他人からの委託を受けて行 

う回送 

（３）販売を業とする者については、自己の販売しようとする自 

動車の展示又は整備若しくは改造のための回送、販売した自

動車の納車のための回送、自己の仕入れた自動車の引取りの

ための回送、自己の自動車の販売又は仕入れに伴って必要と

なる車検、登録及び封印のための整備工場又は運輸支局等の

は、届出日）後６ヶ月間保管し、運輸支局等の求めに応じて

提示できるようにすること。 

（４）許可を受けた者の氏名又は名称及び住所を変更した場合、

営業所の名称及び所在地を変更した場合、事業を廃止した場

合、営業所を新設又は廃止した場合、取扱内規を変更した場

合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合は、遅

滞なく、その旨を記載した書面を提出すること。 

（５）回送運行に関する業務について、地方運輸局長が定めた様 

式により、前年度末の状況を毎年５月３１日までに報告を行 

うこと。 

（６）許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消されたと 

きは、現に交付を受けている回送運行許可証及び現に貸与を 

受けている回送運行許可番号標（以下、この条において「交 

付を受けている回送運行許可証等」という。）の全部を、交 

付を受けている回送運行許可証等の返納命令を受けたとき 

は、命令に応じ交付を受けている回送運行許可証等の全部又 

は一部を、その日から５日以内にそれぞれ地方運輸局長に返 

納すること。 

上記のほかに条件を付す場合は、許可を受けた者が行う自動車 
の回送が適切に行われるために必要とする最小限度のものに限

り、かつ、当該許可を受けた者に不当な義務を課することとなら

ないものとすること。 

（回送の目的） 

第４条 法第３６条の２第６項の回送の目的は、おおむね次に掲げ

るものの範囲内で記載するものとする。 

（１）製作を業とする者については、自己の製作に係る自動車の 

回送 

（２）陸送を業とする者については、他人からの委託を受けて行 

う回送 

（３）販売を業とする者については、自己の販売しようとする自 

動車の展示又は整備若しくは改造のための回送、販売した自

動車の納車のための回送、自己の仕入れた自動車の引取りの

ための回送、自己の自動車の販売又は仕入れに伴って必要と

なる車検、登録及び封印のための整備工場又は運輸支局等の

3 
 

２条の継続検査、第６７条の構造等変更検査又は第７１条

の予備検査（以下「車検」という。）のために自ら分解特

定整備しようとする自動車（有効な自動車検査証の交付を

受けていないものに限る。）の引取りのための回送、車検

のために自ら分解特定整備した自動車の引渡しのための

回送及び自ら分解特定整備した自動車の車検のため運輸

支局等又は軽自動車検査協会等の機関（以下「車検場」と

いう。）までの回送であるものに限る。）が７台以上ある

こと（２回目以降の許可の場合は許可申請を行った日の直

前１年間の回送運行の許可に基づく回送運行実績が７台

以上あること）。 

ただし、離島等のへき地であることその他やむを得ない

事情があると認められる場合は、実情に照らして判断して

も差し支えない。 

（チ）その他必要と認められる事項 

② 自動車の製作、陸送、新車若しくは中古車の販売又は分解特

定整備を業とすることを証する書面には、自動車の製作、陸

送、販売又は分解特定整備を業とする者の関係団体の会員で

あることを証する書面を含むものとする。 

（許可の条件） 

第３条の２ 法第３６条の２第３項（法第７３条第２項において準

用する場合を含む。）に基づき、許可に条件を付すものとする。 
許可の条件の記載については、次のとおりとされたい。 

（１）法及び法に基づく命令の規定を遵守して回送自動車を運行

の用に供すること。 

（２）回送運行許可証及び回送運行許可番号標について、取扱内

規を遵守し、回送運行許可番号標管理責任者を選任し適切に

管理すること。なお、許可の有効期間内に作成した管理簿等

を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消

しの日、廃止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管

し、運輸支局等の求めに応じて提示できるようにすること。 

（３）自動車の製作、陸送、販売又は分解特定整備を業とし、許

可基準を満たすことを証する書面を許可の有効期間の満了

（許可の取消しを受けた場合は取消しの日、廃止届出を行っ

の継続検査、第６７条の構造等変更検査又は第７１条の予

備検査（以下「車検」という。）のために自ら分解整備し

ようとする自動車（有効な自動車検査証の交付を受けてい

ないものに限る。）の引取りのための回送、車検のために

自ら分解整備した自動車の引渡しのための回送及び自ら 

分解整備した自動車の車検のため運輸支局等又は軽自動 

車検査協会等の機関（以下「車検場」という。）までの回

送であるものに限る。）が７台以上あること（２回目以降

の許可の場合は許可申請を行った日の直前１年間の回送 

運行の許可に基づく回送運行実績が７台以上あること）。 

ただし、離島等のへき地であることその他やむを得ない

事情があると認められる場合は、実情に照らして判断して

も差し支えない。 

（チ）その他必要と認められる事項 

② 自動車の製作、陸送、新車若しくは中古車の販売又は分解整 

備を業とすることを証する書面には、自動車の製作、陸送、販 

売又は分解整備を業とする者の関係団体の会員であることを 

証する書面を含むものとする。 

 

（許可の条件） 

第３条の２ 法第３６条の２第３項（法第７３条第２項において準

用する場合を含む。）に基づき、許可に条件を付すものとする。 
許可の条件の記載については、次のとおりとされたい。 

（１）法及び法に基づく命令の規定を遵守して回送自動車を運行

の用に供すること。 

（２）回送運行許可証及び回送運行許可番号標について、取扱内

規を遵守し、回送運行許可番号標管理責任者を選任し適切に

管理すること。なお、許可の有効期間内に作成した管理簿等

を許可の有効期間の満了（許可の取消しを受けた場合は取消

しの日、廃止届出を行った場合は、届出日）後６ヶ月間保管

し、運輸支局等の求めに応じて提示できるようにすること。 

（３）自動車の製作、陸送、販売又は分解整備を業とし、許可基

準を満たすことを証する書面を許可の有効期間の満了（許可

の取消しを受けた場合は取消しの日、廃止届出を行った場合
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なくその旨を記載した書面を提出させるものとする。  

（許可台帳の備付け） 

第７条 地方運輸局長は、回送運行許可台帳を備え、これに次に掲

げる事項を記載するものとする。 

許可番号、許可年月日、氏名又は名称及び住所、営業所名及び

営業所の所在地、電話番号、許可の有効期間、回送運行許可番号

標管理責任者、違反の事実に対する処分内容、聴聞年月日、違反

についての処分の通知番号及び処分の通知年月日、回送運行許可

番号標の後面表示省略の実施有無並びにその他必要な事項 

（許可証等交付台帳の備付け） 

第８条 運輸支局長等は、回送運行許可証等交付台帳を備え、これ

に次に掲げる事項を記載するものとする。 

氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電話番

号、交付した許可証の番号及び許可証の交付年月日、貸与した番

号標の番号、許可の有効期間、回送運行許可番号標の後面表示省

略を行う場合は、経路の起終点となる２施設それぞれの名称、住

所及び種別（第１１条（２）に規定する施設の種類。以下同じ。）

並びにその他必要な事項 

（保存期間） 

第９条 回送運行許可台帳及び回送運行許可証等交付台帳は、当該

許可の有効期間が経過した後３年間保存するものとする。 

（報告）  

第１０条 地方運輸局長は、回送運行許可事務、回送運行許可証交

付事務並びに回送運行許可番号標貸与事務及び回送運行許可番

号標の後面表示省略に関する事務に関して取扱要領を定めたと

き又はこれを変更したときは、本省自動車情報課長あて報告する

ものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件） 

第１１条 回送運行許可番号標の後面表示省略に必要な要件は以

下のとおりとする。 

 （１）同一経路において、自動車の回送運行を反復・継続して行

うこと。 

 （２）工場、メーカー保管ヤード、船積み港、船揚げ港、積載車

荷扱い場、販売会社保管ヤード、納整センター、架装工場保

なくその旨を記載した書面を提出させるものとする。  

（許可台帳の備付け） 

第７条 地方運輸局長は、回送運行許可台帳を備え、これに次に掲

げる事項を記載するものとする。 

許可番号、許可年月日、氏名又は名称及び住所、営業所名及び

営業所の所在地、電話番号、許可の有効期間、回送運行許可番号

標管理責任者、違反の事実に対する処分内容、聴聞年月日、違反

についての処分の通知番号及び処分の通知年月日並びにその他

必要な事項 

（許可証等交付台帳の備付け） 

第８条 運輸支局長等は、回送運行許可証等交付台帳を備え、これ

に次に掲げる事項を記載するものとする。 

氏名又は名称及び住所、営業所名及び営業所の所在地、電話番

号、交付した許可証の番号及び許可証の交付年月日、貸与した番

号標の番号、許可の有効期間並びにその他必要な事項 

 

 

 

（保存期間） 

第９条 回送運行許可台帳及び回送運行許可証等交付台帳は、当該

許可の有効期間が経過した後３年間保存するものとする。 

（報告）  

第１０条 地方運輸局長は、回送運行許可事務並びに回送運行許可

証交付事務及び回送運行許可番号標貸与事務に関して取扱要領 

を定めたとき又はこれを変更したときは、本省自動車情報課長あ

て報告するものとする。 

 

 

（新設） 
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機関までの回送、並びに自己の自動車の販売に伴って発生し

た下取り車の適正な処理のための回送 

（４）分解特定整備を業とする者については、車検のために自ら

分解特定整備しようとする自動車の引取りのための回送、

車検のために自ら分解特定整備した自動車の引渡しのた

めの回送及び自ら分解特定整備した自動車の車検のため

車検場までの回送 

（回送の目的の追加） 

第４条の２ 許可を受けた者が、回送運行許可証に記載された回送

の目的を追加しようとする場合は、運輸支局等にその旨を記載し

た申請書その他の必要書類を提出させるものとする。 

上記申請があった場合は、第３条に規定する許可基準適合性に

ついて審査し、適合すると認める場合は、追加しようとする前条

の回送の目的を回送運行許可証に記載するものとする。 

（回送運行許可証の交付枚数等） 

第５条 運輸監理部長及び運輸支局長（以下「運輸支局長等」とい

う。）は、回送運行許可証を交付し、及び回送運行許可番号標を

貸与するときは、不正防止の観点から必要枚数を超えて、又は必

要期間を上回る期間について交付し、又は貸与してはならない。 

なお、分解特定整備を業とする者に交付する許可証及び貸与す

る番号標の枚（組）数は、当分の間、一の営業所につき一枚（組）

とする。 

自動車の製作、陸送又は販売と自動車分解特定整備事業を兼業

している者にあっては、既に交付を受けている許可証の回送の目

的に車検のために自ら分解特定整備しようとする自動車の引取

りのための回送、車検のために自ら分解特定整備した自動車の引

渡しのための回送及び自ら分解特定整備した自動車の車検のた

め車検場までの回送を追加することとし、新たに番号標の貸与は

行わない。 

（変更等の届出） 

第６条 許可を受けた者について、氏名又は名称及び住所を変更し

た場合、営業所の名称及び所在地を変更した場合、事業を廃止し

た場合、営業所を新設又は廃止した場合、取扱内規を変更した場

合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合には、遅滞

機関までの回送、並びに自己の自動車の販売に伴って発生し

た下取り車の適正な処理のための回送 

（４）分解整備を業とする者については、車検のために自ら分解 

整備しようとする自動車の引取りのための回送、車検のため

に自ら分解整備した自動車の引渡しのための回送及び自ら 

分解整備した自動車の車検のため車検場までの回送 
 

（回送の目的の追加） 

第４条の２ 許可を受けた者が、回送運行許可証に記載された回送

の目的を追加しようとする場合は、運輸支局等にその旨を記載し

た申請書その他の必要書類を提出させるものとする。 

上記申請があった場合は、第３条に規定する許可基準適合性に

ついて審査し、適合すると認める場合は、追加しようとする前条

の回送の目的を回送運行許可証に記載するものとする。 

（回送運行許可証の交付枚数等） 

第５条 運輸監理部長及び運輸支局長（以下「運輸支局長等」とい

う。）は、回送運行許可証を交付し、及び回送運行許可番号標を

貸与するときは、不正防止の観点から必要枚数を超えて、又は必

要期間を上回る期間について交付し、又は貸与してはならない。 

なお、分解整備を業とする者に交付する許可証及び貸与する番

号標の枚（組）数は、当分の間、一の営業所につき一枚（組）と

する。 

自動車の製作、陸送又は販売と自動車分解整備事業を兼業して

いる者にあっては、既に交付を受けている許可証の回送の目的に

車検のために自ら分解整備しようとする自動車の引取りのため 

の回送、車検のために自ら分解整備した自動車の引渡しのための

回送及び自ら分解整備した自動車の車検のため車検場までの回送

を追加することとし、新たに番号標の貸与は行わない。 

 

（変更等の届出） 

第６条 許可を受けた者について、氏名又は名称及び住所を変更し

た場合、営業所の名称及び所在地を変更した場合、事業を廃止し

た場合、営業所を新設又は廃止した場合、取扱内規を変更した場

合又は回送運行許可番号標管理責任者を変更した場合には、遅滞
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を行う２施設間を運行する経路を明示した地図及び種別が判別

可能な資料を添付させるものとする。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略を行う際の代替措置） 

第１５条 規則第２６条の５に基づく運輸監理部長又は運輸支局

長が認める場合とは以下のとおりとする。 

 （１）回送経路が公道横断のみの場合 

  ・回送自動車は隊列を組んで走行し、隊列の最後尾に運転者を

運送する足車（法第４条の登録を受けた自動車）が随走し、足

車後面に、前方に後面の回送運行許可番号標がない自動車が走

行している旨等、周辺に走行環境を知らせる表示をする 

  ・回送自動車の隊列が崩れないための措置を確実に実行する

（横断時、公道の一般車両を一時止める等） 

 （２）回送経路が公道横断以外（公道を走行する）の場合 

  ・回送自動車の後面に「回送運行を行う者を特定するための表

示」を取り付ける 

（回送運行を行う者を特定するための表示） 

第１６条 前条（２）の「回送運行を行う者を特定するための表示」

は、許可を受けた者の氏名又は名称を縦１０cm横２０cm内に表示

をさせる。表示に使用する器材の材質や表示位置、表示方法につ

いては、回送運行を行う者の任意とするが、回送自動車の後方か

ら表示内容の識別が可能となるように表示すること。 

（回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる際の廃止届出） 

第１７条 回送運行許可番号標の後面表示省略をやめる場合は、回

送運行許可番号標の後面表示を省略して回送自動車の運行を行

っている起終点となる２施設それぞれの名称、住所及び種別を記

載した後面表示省略廃止届出書を主たる営業所の所在地を管轄

する運輸支局等へ提出するものとする。 

 

附 則（平成２８年５月３１日国自情第３６号） 

１ 本通達は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）か

ら施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって施行日から平成２９年１１月

３０日までに許可を受けようとするものについては、第３条（３）

（ト）のうち車検のために自ら分解整備した自動車の台数に係る

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

附 則（平成２８年５月３１日国自情第３６号） 

１ 本通達は、平成２８年６月１日（以下「施行日」という。）か

ら施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって施行日から平成２９年１１月 

３０日までに許可を受けようとするものについては、第３条（３）

（ト）のうち車検のために自ら分解整備した自動車の台数に係る
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管ヤード、架装工場の２施設間において、回送運行を行う者

が事前に特定した経路を運行するものであること。 

（施設の定義） 

第１２条 前条（２）における施設に係る定義はそれぞれ以下のと

おりとする。 

 （１）工場：自動車製作者が自動車を生産する場所 

 （２）メーカー保管ヤード：工場で完成した自動車のうち販売会

社に輸送する前の自動車をメーカーで保管しておく場所 

 （３）船積み港：他の港に海運するために自動車を船に積み込む

場所 

 （４）船揚げ港：他の港から海運された自動車を船から降ろす場

所 

 （５）積載車荷扱い場：積載車が自動車の積み降ろしをする場所 

 （６）販売会社保管ヤード：流通の中間工程として販売会社が自

動車を一時的に集約して留めおくことを主たる目的とした

場所。 

 （７）納整センター：納車整備やオプション品の取付けを行う場

所 

 （８）架装工場保管ヤード：自動車を架装工場で保管しておく場

所 

 （９）架装工場：自動車に荷台等の架装物を取り付ける場所 

（回送運行許可番号標の後面表示省略の届出） 

第１３条 規則第２６条の５の規定に基づき表示する回送運行許

可番号標について、後面表示省略を行う場合は、前条に記載の施

設のうち回送運行を行う２施設間を結ぶ経路を特定の上、営業所

の名称、住所並びに起終点となる２施設それぞれの名称、住所、

種別及び２施設間の回送運行取扱い実績（過去１年間の取扱い台

数）又は２施設間の回送運行取扱い見込み（向こう３ヶ月間の取

扱い見込み台数）を記載した後面表示省略届出書を主たる営業所

の所在地を管轄する運輸支局等へ提出させるものとする。なお、

回送運行許可の有効期間が満了したとき又は許可を取り消され

たときは、第１７条の届出があったものと見なす。 

（後面表示省略届出書に添付する書類） 

第１４条 前条の届出書には、回送運行許可番号標の後面表示省略

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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〇回送運行自動車については、登録自動車と同様、当該運行が回送運行の許可を受けて行われていることが容易に判別できるよう自
動車の前面及び後面に回送運行許可番号標を表示しなければならない。（法36条及び施行規則第26条の5）

〇このため、後面に回送運行許可番号標の省略を認めるにあたっては、回送運行許可事業者において、事前に回送経路等を運輸支局
等に届出すること、また、外形的に回送運行許可事業者による運行であることが判断できるよう代替措置を講じることとする。

届出事項確認（予見性の確保）
回送運行許可事業者

①後面表示省略の届出

運輸支局等
（営業所の管轄）

＜ 後面表示省略の手続き方法＞

②代替措置の遵守等を指導

反復・継続的に回送するため、
後面表示省略はメリットを感じる。

品川12-34

前面（従来どおり）

地図

項目 要要件件

輸送形態 ・同一経路において自動車の回送運行を反復・継続して行うこと。

経路
・工場、メーカー保管ヤード、船積み港、船揚げ港、積載車荷扱い場、販売会社保管ヤード、
納整センター、架装工場保管ヤード、架装工場間において、回送運行事業者が事前に届け
出た経路とする。

要件

届出書

運行実績

〇〇事業者

後面（③代替措置）

経路、起終点の施設が分かる資料を添付

運輸支局等
（営業所の管轄）

①回送運行許可申請

②回送運行許可書の交付

③許可証交付、番号標貸与申請

④許可証交付、番号標貸与
品川12-34

回送ナンバー（前後面に装着）

【参考（回送運行許可申請）】

自動車メーカー陸送業者など

回送運行許可番号標の後面表示省略手続きについて①

9 
 

規定は適用しない。許可を受けた者が施行日から平成２９年１１

月３０日までに第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）

に規定する目的に限る。）を追加しようとする場合も、同様とす

る。 

３ 地方運輸局長は、第３条の２の規定に基づき、前項の規定によ

る許可又は目的の期限を平成２９年１１月３０日とする条件を

付すこととする。 

附 則（平成２９年１０月３１日国自情第１４８号） 

１ 本通達は、平成２９年１１月１日（以下「施行日」という。）

から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって、平成２８年６月１日から施行

日までの間に許可を受けた者又は第４条の２の規定による回送

の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）を追加した者が

平成２９年１１月３０日までの間に引き続き許可又は第４条の

２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）

の追加を受けようとする場合については、第３条（３）①（イ）、

（へ）及び（チ）の書面を省略することが出来る。 

附 則（令和４年３月３１日国自情第３４１号） 

１ 本通達は、令和４年３月３１日（以下「施行日」という。）か

ら施行する。 

２ 本通達の施行日前にした分解整備を業とする者の許可又は第

４条の２の規定による回送の目的の追加は、本通達の規定に基づ

いてした特定整備を業とする者の許可又は第４条の２の規定に

よる回送の目的の追加とみなす。その許可又は回送の目的の追加

の申請についても、同様とする。 

３ 国土交通省関係総合特別区域法第５３条に規定する政令等規

制事業に係る省令の特例に関する措置を定める命令（平成２６年

内閣府・国土交通省令第６号）に規定する回送運行効率化事業を

定めた地域活性化総合特別区域計画について内閣総理大臣の認

定を受けており、現に効力を有するときは、令和５年３月３１日

までは、当該計画の計画区域内において当該計画に定める代替措

置を講じることで、後面の回送運行許可番号標を省略することが

できる。 

規定は適用しない。許可を受けた者が施行日から平成２９年１１

月３０日までに第４条の２の規定による回送の目的（第４条（４）

に規定する目的に限る。）を追加しようとする場合も、同様とす

る。 

３ 地方運輸局長は、第３条の２の規定に基づき、前項の規定によ

る許可又は目的の期限を平成２９年１１月３０日とする条件を 

付すこととする。 

附 則（平成２９年１０月３１日国自情第１４８号） 

１ 本通達は、平成２９年１１月１日（以下「施行日」という。）

から施行する。 

２ 分解整備を業とする者であって、平成２８年６月１日から施行

日までの間に許可を受けた者又は第４条の２の規定による回送 

の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）を追加した者が

平成２９年１１月３０日までの間に引き続き許可又は第４条の 

２の規定による回送の目的（第４条（４）に規定する目的に限る。）

の追加を受けようとする場合については、第３条（３）①（イ）、

（へ）及び（チ）の書面を省略することが出来る。  
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• 回送自動車の前面のみに回送運行許可番号標を取り付ける。
• 回送自動車は隊列を組んで走行し、隊列の最後尾に運転者
を運送する足車が随走する。

• 回送自動車の隊列が崩れないための措置を確実に実行する
（横断時、公道の一般車両を一時止める等）。

• 回送自動車の前面のみに回送運行許可番号標を取り付ける。
• 後面に「回送運行事業者を特定するための表示」を取り付ける。
• 各車バラバラに運行（隊列は組まず一般車に交じって運行、足
車もなし）。

回送経路が公道横断のみの場合 回送経路が公道横断以外（公道を走行する）の場合

公道

前面及び後面に表示

他の一般車両

前面及び後面に表示

【参考：通常の回送運行許可における運行】
• 回送自動車の前面及び後面に回送運行許可番号標を取り付ける。
• 回送自動車の回送経路は特定しない。
• 各車バラバラに運行（隊列は組まず一般車に交じって運行、足車もなし）。

＜代替措置の内容＞

回送運行許可番号標の後面表示省略手続きについて②

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
運
輸
省
令
第
七
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
は
、
当
該
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
臨
時
運
行
の
許
可
）

（
臨
時
運
行
の
許
可
）

第
二
十
条

法
第
三
十
四
条
第
一
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
臨
時
運
行

の
許
可
は
、
そ
の
運
行
の
経
路
の
最
寄
り
の
行
政
庁
（
運
輸
監
理
部
長
若
し
く
は
運
輸
支
局
長
又
は
市
、
特
別

区
若
し
く
は
道
路
運
送
車
両
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
二
百
五
十
四
号
。
以
下「
施
行
令
」と
い
う
。）

第
四
条
に
規
定
す
る
町
村
の
長
を
い
う
。）が
行
う
。

第
二
十
条

法
第
三
十
四
条
第
一
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
臨
時
運
行

の
許
可
は
、
そ
の
運
行
の
経
路
の
最
寄
り
の
運
輸
監
理
部
長
若
し
く
は
運
輸
支
局
長
又
は
市
、
特
別
区
若
し
く

は
町
村
の
長
が
行
う
。

（
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
）

（
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
）

第
二
十
四
条

第
八
条
の
二
の
規
定
は
、
法
第
三
十
六
条
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二
第
一
項
中
「
前
面
及
び
後
面
」
と
あ
る
の
は
「
前
面
及
び
後
面
（
第
二
十
条
の

行
政
庁
が
、
当
該
自
動
車
の
構
造
、
運
行
の
態
様
等
を
勘
案
し
て
、
前
面
に
表
示
す
る
こ
と
に
よ
り
自
動
車
の

安
全
性
の
確
保
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
で
あ
つ
て
、
臨
時
運
行
の
許
可
を
受
け
て
い

る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
後
面
）」と
、
同
項
た
だ
し

書
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は
「
二
輪
自
動
車
、
側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。

第
二
十
四
条

第
八
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
、
法
第
三
十
六
条
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二
第
一
項
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は「
二
輪
自
動
車
、

側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
令
第
三
十
六
号

道
路
運
送
車
両
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
第
三
十
六
条
第
一
号
及
び
第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
運
送

車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫


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道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
運
輸
省
令
第
七
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍

線
を
付
し
た
規
定
は
、
当
該
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
臨
時
運
行
の
許
可
）

（
臨
時
運
行
の
許
可
）

第
二
十
条

法
第
三
十
四
条
第
一
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
臨
時
運
行

の
許
可
は
、
そ
の
運
行
の
経
路
の
最
寄
り
の
行
政
庁
（
運
輸
監
理
部
長
若
し
く
は
運
輸
支
局
長
又
は
市
、
特
別

区
若
し
く
は
道
路
運
送
車
両
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
二
百
五
十
四
号
。
以
下「
施
行
令
」と
い
う
。）

第
四
条
に
規
定
す
る
町
村
の
長
を
い
う
。）が
行
う
。

第
二
十
条

法
第
三
十
四
条
第
一
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
臨
時
運
行

の
許
可
は
、
そ
の
運
行
の
経
路
の
最
寄
り
の
運
輸
監
理
部
長
若
し
く
は
運
輸
支
局
長
又
は
市
、
特
別
区
若
し
く

は
町
村
の
長
が
行
う
。

（
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
）

（
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
）

第
二
十
四
条

第
八
条
の
二
の
規
定
は
、
法
第
三
十
六
条
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二
第
一
項
中
「
前
面
及
び
後
面
」
と
あ
る
の
は
「
前
面
及
び
後
面
（
第
二
十
条
の

行
政
庁
が
、
当
該
自
動
車
の
構
造
、
運
行
の
態
様
等
を
勘
案
し
て
、
前
面
に
表
示
す
る
こ
と
に
よ
り
自
動
車
の

安
全
性
の
確
保
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
で
あ
つ
て
、
臨
時
運
行
の
許
可
を
受
け
て
い

る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
後
面
）」と
、
同
項
た
だ
し

書
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は
「
二
輪
自
動
車
、
側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。

第
二
十
四
条

第
八
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
、
法
第
三
十
六
条
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二
第
一
項
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は「
二
輪
自
動
車
、

側
車
付
二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
国
土
交
通
省
令
第
三
十
六
号

道
路
運
送
車
両
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
第
三
十
六
条
第
一
号
及
び
第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
運
送

車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫


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（
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
等
）

（
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
等
）

第
二
十
六
条
の
五

第
八
条
の
二
の
規
定
は
法
第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
回
送
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
、

第
二
十
三
条
の
規
定
は
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二

第
一
項
中
「
前
面
及
び
後
面
」
と
あ
る
の
は
「
前
面
及
び
後
面
（
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
が
、
回
送

運
行
の
許
可
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、

前
面
又
は
前
面
及
び
後
面
）」と
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は
「
二
輪
自
動
車
、
側
車
付

二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
、「
前
面
」
と
あ
る
の
は
「
こ
の
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
後
面
に
表
示
し
な
い

場
合
を
除
き
、
前
面
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
二
十
六
条
の
五

第
二
十
三
条
の
規
定
は
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
に
つ
い
て
、
第
二
十
四
条
の
規
定
は
法
第

三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る

回
送
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
三
十
一
条
の
二
の
二

法
第
四
十
一
条
第
二
項
の
条
件
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
条
件
」
と
い
う
。）の

付
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。）は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国

土
交
通
大
臣
（
施
行
令
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
が

委
任
さ
れ
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
地
方
運
輸
局
長
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
十
一
条
の
二
の
二

法
第
四
十
一
条
第
二
項
の
条
件
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
条
件
」
と
い
う
。）の

付
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。）は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国

土
交
通
大
臣
（
道
路
運
送
車
両
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
二
百
五
十
四
号
。
以
下
「
施
行
令
」
と
い

う
。）第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
が
委
任
さ
れ
て
い
る

場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
地
方
運
輸
局
長
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

２
〜
５

（
略
）

２
〜
５

（
略
）

（
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
四
条

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
三
年
国
土
交
通
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

本
則
の
う
ち
、
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
改
正
規
定
を
削
る
。

本
則
の
う
ち
、
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
六
十
三
条
の
改
正
規
定
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
自
動
車
税
種
別
割
の
納
付
の
有
無
の
事
実
を
確
認
す
る
方
法
）

（
自
動
車
税
種
別
割
の
納
付
の
有
無
の
事
実
を
確
認
す
る
方
法
）

第
六
十
三
条

施
行
令
第
十
二
条
の
納
付
の
有
無
の
事
実
の
確
認
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
都
道
府
県
知
事
又
は
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を

含
む
。）の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
う
も
の
と
す

る
。

第
六
十
三
条

施
行
令
第
十
二
条
の
納
付
の
有
無
の
事
実
の
確
認
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
登
録

さ
れ
て
い
る
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
道
路
運
送
車
両
法
第
三
十
五
条
第
四
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
貸
与
し
た
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
で
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
効
力
を
有
す
る
も
の

の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
国
土
交
通
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業
に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
省
令
の
廃
止
）

第
三
条

国
土
交
通
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業
に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
省
令
（
平
成
三
十
年
国
土
交
通
省
令
第
七
十
六
号
）
は
、
廃
止
す
る
。


      

事 務 連 絡 

令和４年１月１７日 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会教育・技術部長 殿 

 

国土交通省自動車局整備課 

事業班長 

 

地域における事業者間連携による自律的取組に係る支援についてのお知らせ 

 

国土交通省自動車局整備課は、先進技術の整備への対応や人材確保等の自動車整備業における

課題に対して、各地域が主体的に実施する先進技術の整備体験会や人材確保セミナー等、地域に

おける事業者間連携による自律的取組を支援します。 

つきましては、下記のとおり公募を行い、採択された取組について支援します。 

 

記 

 

１．公募期間 

令和４年１月１７日（月）～２月２８日（月） 

 

２．支援対象者 

①各都道府県自動車整備振興会（自動車整備商工組合） 

②各都道府県自動車車体整備協同組合 

③各都道府県自動車電装品整備商工組合 

④各都府県タイヤ商工協同組合 

 

３．支援内容（概要） 

・採択された支援対象者に対して、先進技術の整備や人材確保に資するものであって地域で

連携する取組（電動車等の整備体験会、先進技術の整備体験会、人材確保セミナー、事業承

継セミナー等）を開催するにあたっての実費（会場費、講師謝金、教材費等 上限額１００

万円／件）を支援。 

・支援件数 ４０件（予定） 

 

４．申請方法及び問い合わせ先 

公募要領、申請様式、その他支援に関するお問い合わせにつきましては、支援の申請等の

事務を行う株式会社オーエムシーのホームページをご覧下さい。 

・株式会社オーエムシー（支援事務執行団体） 

ホームページ：https://www.omc-mice.net/jigyousyarenkei2021 
TEL：０３－５３６２－０１１７ FAX：０３－５３６２－０１２１ 

※※申申請請書書提提出出先先。。書書類類のの記記載載方方法法ななどど支支援援申申請請にに関関すするるここととははここちちららににおお問問いい合合わわせせ下下ささいい。。  

３．その他
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（
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
等
）

（
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
等
）

第
二
十
六
条
の
五

第
八
条
の
二
の
規
定
は
法
第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
回
送
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
、

第
二
十
三
条
の
規
定
は
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
八
条
の
二

第
一
項
中
「
前
面
及
び
後
面
」
と
あ
る
の
は
「
前
面
及
び
後
面
（
運
輸
監
理
部
長
又
は
運
輸
支
局
長
が
、
回
送

運
行
の
許
可
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、

前
面
又
は
前
面
及
び
後
面
）」と
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
三
輪
自
動
車
」
と
あ
る
の
は
「
二
輪
自
動
車
、
側
車
付

二
輪
自
動
車
、
三
輪
自
動
車
」
と
、「
前
面
」
と
あ
る
の
は
「
こ
の
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
後
面
に
表
示
し
な
い

場
合
を
除
き
、
前
面
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
二
十
六
条
の
五

第
二
十
三
条
の
規
定
は
回
送
運
行
許
可
証
の
表
示
に
つ
い
て
、
第
二
十
四
条
の
規
定
は
法
第

三
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る

回
送
運
行
許
可
番
号
標
の
表
示
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

第
三
十
一
条
の
二
の
二

法
第
四
十
一
条
第
二
項
の
条
件
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
条
件
」
と
い
う
。）の

付
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。）は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国

土
交
通
大
臣
（
施
行
令
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
が

委
任
さ
れ
て
い
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
地
方
運
輸
局
長
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
十
一
条
の
二
の
二

法
第
四
十
一
条
第
二
項
の
条
件
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
単
に
「
条
件
」
と
い
う
。）の

付
与
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
申
請
者
」
と
い
う
。）は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
国

土
交
通
大
臣
（
道
路
運
送
車
両
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第
二
百
五
十
四
号
。
以
下
「
施
行
令
」
と
い

う
。）第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
地
方
運
輸
局
長
に
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
が
委
任
さ
れ
て
い
る

場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
地
方
運
輸
局
長
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

２
〜
５

（
略
）

２
〜
５

（
略
）

（
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

第
四
条

道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
三
年
国
土
交
通
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

本
則
の
う
ち
、
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
改
正
規
定
を
削
る
。

本
則
の
う
ち
、
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
六
十
三
条
の
改
正
規
定
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
自
動
車
税
種
別
割
の
納
付
の
有
無
の
事
実
を
確
認
す
る
方
法
）

（
自
動
車
税
種
別
割
の
納
付
の
有
無
の
事
実
を
確
認
す
る
方
法
）

第
六
十
三
条

施
行
令
第
十
二
条
の
納
付
の
有
無
の
事
実
の
確
認
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
都
道
府
県
知
事
又
は
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
を

含
む
。）の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
う
も
の
と
す

る
。

第
六
十
三
条

施
行
令
第
十
二
条
の
納
付
の
有
無
の
事
実
の
確
認
は
、
国
土
交
通
大
臣
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算

機
に
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
都
道
府
県
知
事
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
登
録

さ
れ
て
い
る
情
報
と
照
合
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
道
路
運
送
車
両
法
第
三
十
五
条
第
四
項
（
法
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
貸
与
し
た
臨
時
運
行
許
可
番
号
標
で
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
効
力
を
有
す
る
も
の

の
表
示
の
位
置
及
び
方
法
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
国
土
交
通
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業
に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
省
令
の
廃
止
）

第
三
条

国
土
交
通
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業
に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
省
令
（
平
成
三
十
年
国
土
交
通
省
令
第
七
十
六
号
）
は
、
廃
止
す
る
。


      

事 務 連 絡 

令和４年１月１７日 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会教育・技術部長 殿 

 

国土交通省自動車局整備課 

事業班長 

 

地域における事業者間連携による自律的取組に係る支援についてのお知らせ 

 

国土交通省自動車局整備課は、先進技術の整備への対応や人材確保等の自動車整備業における

課題に対して、各地域が主体的に実施する先進技術の整備体験会や人材確保セミナー等、地域に

おける事業者間連携による自律的取組を支援します。 

つきましては、下記のとおり公募を行い、採択された取組について支援します。 

 

記 

 

１．公募期間 

令和４年１月１７日（月）～２月２８日（月） 

 

２．支援対象者 

①各都道府県自動車整備振興会（自動車整備商工組合） 

②各都道府県自動車車体整備協同組合 

③各都道府県自動車電装品整備商工組合 

④各都府県タイヤ商工協同組合 

 

３．支援内容（概要） 

・採択された支援対象者に対して、先進技術の整備や人材確保に資するものであって地域で

連携する取組（電動車等の整備体験会、先進技術の整備体験会、人材確保セミナー、事業承

継セミナー等）を開催するにあたっての実費（会場費、講師謝金、教材費等 上限額１００

万円／件）を支援。 

・支援件数 ４０件（予定） 

 

４．申請方法及び問い合わせ先 

公募要領、申請様式、その他支援に関するお問い合わせにつきましては、支援の申請等の

事務を行う株式会社オーエムシーのホームページをご覧下さい。 

・株式会社オーエムシー（支援事務執行団体） 

ホームページ：https://www.omc-mice.net/jigyousyarenkei2021 
TEL：０３－５３６２－０１１７ FAX：０３－５３６２－０１２１ 

※※申申請請書書提提出出先先。。書書類類のの記記載載方方法法ななどど支支援援申申請請にに関関すするるここととははここちちららににおお問問いい合合わわせせ下下ささいい。。  

３．その他
3．その他

(1) 地域における事業者間連携による自律的取組に係る支援についてのお知らせ
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事 務 連 絡 

令和４年１月１７日 

日本自動車整備商工組合連合会事業推進部長 殿 

 

国土交通省自動車局整備課 

事業班長 

 

地域における事業者間連携による自律的取組に係る支援についてのお知らせ 

 

国土交通省自動車局整備課は、先進技術の整備への対応や人材確保等の自動車整備業における

課題に対して、各地域が主体的に実施する先進技術の整備体験会や人材確保セミナー等、地域に

おける事業者間連携による自律的取組を支援します。 

つきましては、下記のとおり公募を行い、採択された取組について支援します。 

 

記 

 

１．公募期間 

令和４年１月１７日（月）～２月２８日（月） 

 

２．支援対象者 

①各都道府県自動車整備振興会（自動車整備商工組合） 

②各都道府県自動車車体整備協同組合 

③各都道府県自動車電装品整備商工組合 

④各都府県タイヤ商工協同組合 

 

３．支援内容（概要） 

・採択された支援対象者に対して、先進技術の整備や人材確保に資するものであって地域で

連携する取組（電動車等の整備体験会、先進技術の整備体験会、人材確保セミナー、事業承

継セミナー等）を開催するにあたっての実費（会場費、講師謝金、教材費等 上限額１００

万円／件）を支援。 

・支援件数 ４０件（予定） 

 

４．申請方法及び問い合わせ先 

公募要領、申請様式、その他支援に関するお問い合わせにつきましては、支援の申請等の

事務を行う株式会社オーエムシーのホームページをご覧下さい。 

・株式会社オーエムシー（支援事務執行団体） 

ホームページ：https://www.omc-mice.net/jigyousyarenkei2021 
TEL：０３－５３６２－０１１７ FAX：０３－５３６２－０１２１ 

※※申申請請書書提提出出先先。。書書類類のの記記載載方方法法ななどど支支援援申申請請にに関関すするるここととははここちちららににおお問問いい合合わわせせ下下ささいい。。  
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事 務 連 絡 

令和４年１月１７日 

日本自動車整備商工組合連合会事業推進部長 殿 

 

国土交通省自動車局整備課 

事業班長 

 

地域における事業者間連携による自律的取組に係る支援についてのお知らせ 

 

国土交通省自動車局整備課は、先進技術の整備への対応や人材確保等の自動車整備業における

課題に対して、各地域が主体的に実施する先進技術の整備体験会や人材確保セミナー等、地域に

おける事業者間連携による自律的取組を支援します。 

つきましては、下記のとおり公募を行い、採択された取組について支援します。 

 

記 

 

１．公募期間 

令和４年１月１７日（月）～２月２８日（月） 

 

２．支援対象者 

①各都道府県自動車整備振興会（自動車整備商工組合） 

②各都道府県自動車車体整備協同組合 

③各都道府県自動車電装品整備商工組合 

④各都府県タイヤ商工協同組合 

 

３．支援内容（概要） 

・採択された支援対象者に対して、先進技術の整備や人材確保に資するものであって地域で

連携する取組（電動車等の整備体験会、先進技術の整備体験会、人材確保セミナー、事業承

継セミナー等）を開催するにあたっての実費（会場費、講師謝金、教材費等 上限額１００

万円／件）を支援。 

・支援件数 ４０件（予定） 

 

４．申請方法及び問い合わせ先 

公募要領、申請様式、その他支援に関するお問い合わせにつきましては、支援の申請等の

事務を行う株式会社オーエムシーのホームページをご覧下さい。 

・株式会社オーエムシー（支援事務執行団体） 

ホームページ：https://www.omc-mice.net/jigyousyarenkei2021 
TEL：０３－５３６２－０１１７ FAX：０３－５３６２－０１２１ 

※※申申請請書書提提出出先先。。書書類類のの記記載載方方法法ななどど支支援援申申請請にに関関すするるここととははここちちららににおお問問いい合合わわせせ下下ささいい。。  
国土交通省／（一社）日本自動車整備振興会連合会

●道路運送車両法 第七十八条 （認証）
自動車特定整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の種類及び特定整備を行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を受けなければならない。
第百九条 （罰則）
次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。　（十一） 第七十八条第一項の規定による認証を受けないで自動車特定整備事業を経営した者

未認証行為とは、国土交通省地方運輸局長（沖縄は総合事務局長）の道路運送車両法第七十八条の規定に基づく
認証を受けずに、業として自動車の特定整備を行う行為です。違反すると罰金が科せられる場合があります。

原動機（エンジン脱着）1 動力伝達装置（ドライブシャフト、プロペラシャフト脱着）2 走行装置（ロアアーム脱着）3

かじ取り装置（タイロッドエンド脱着）4 制動装置（ディスクキャリパ、ブレーキドラムの取り外し）5

緩衝装置（リーフスプリング脱着）6 電子制御装置（自動ブレーキ用センサーなどが装着されているフロントガラス、グリル・バンパーの脱着
　　　　　　　／自動ブレーキ用センサーなどの脱着・調整）7

特定整備となる主な作業例特定整備となる主な作業例

未認証行為は、
法律違反です!!
未認証行為は、
法律違反です!!

未認証行為は、道路運送車両法違反となります。未認証行為は、道路運送車両法違反となります。

特定整備を行う場合は、認証を取得しましょう。

※電子制御装置整備の対象車両については国土交通省ＨＰよりご確認ください。

(2)	未認証行為は、法律違反です！！
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1 

「「車車載載式式故故障障診診断断装装置置のの診診断断のの結結果果」」のの点点検検（（OOBBDD 点点検検））  
にに関関すするるよよくくああるる質質問問  

  
目目次次  

  
＜＜全全般般＞＞  

問１ 「車載式故障診断装置（OBD）の診断の結果」の点検（以下、「OBD 点検」

という）とは何ですか。 
問２ 車載式故障診断装置（OBD）とはどのような装置をいいますか。 

  
＜＜導導入入時時期期・・対対象象自自動動車車＞＞  

問３ OBD 点検は、いつから導入されますか。  
問４ どのような自動車が、OBD 点検の対象になりますか。 

  
＜＜点点検検のの時時期期＞＞  

問５ 対象自動車の OBD 点検の実施時期はいつですか。 
問６ OBD 点検は車種や用途を問わず、なぜ 12 月毎とするのでしょうか。 

  
＜＜点点検検のの対対象象装装置置＞＞  

問７ どの装置に関する OBD の診断の結果が、点検の対象になりますか。  
  
  

＜＜点点検検のの実実施施方方法法＞＞  
問８ どのように OBD 点検を行うのでしょうか。 
問９ スキャンツールを用いた OBD 点検の結果、どのような故障コード（DTC）

が検出された場合に、整備を行うのでしょうか。 
問１０ 車載式故障診断装置のスキャンツール接続コネクタが見あたりません。 
問１１ OBD 点検の対象となる車載式故障診断装置が搭載されていない自動車は

OBD 点検を行わなくてもよいのでしょうか。 
  

＜＜点点検検整整備備記記録録簿簿＞＞  
問１２ 自動車点検基準が改正される前の整備要領書や点検整備記録簿を OBD 点検

導入後も引き続き使用することはできますか。 
問１３ 自動車点検基準が改正される前の整備要領書や点検整備記録簿を使用する

際、どこに OBD 点検の項目を記入すればよいですか。 
問１４ OBD 点検の結果が良好だった場合、点検整備記録簿にどのように記入すれ

ばよいですか。 
問１５ OBD 点検の対象以外の識別表示が点灯または点滅し続けている場合は点検

整備記録簿にどのように記入すればよいでしょうか。 
問１６ 「保安基準対象外の電子制御装置について部品交換をした場合、特定整備

記録簿への記載は行うべきでしょうか。 
  
  

(3)	「車載式故障診断装置の診断の結果」の点検に関するよくある質問（OBD点検に関す

るQ＆A）について
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2 

＜＜指指定定整整備備事事業業者者＞＞  
問１７ 電子制御装置整備の認証を取得していない指定整備事業者が、OBD 点検を

行い、保安基準適合証を交付することはできますか。 
  

＜＜そそのの他他＞＞  
問１８ OBD 点検と OBD 検査の違いを教えてください。 
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3 

＜＜全全般般＞＞ 
問１ 「車載式故障診断装置（OBD）の診断の結果」の点検（以下、「OBD 点検」

という）とは何ですか。 
（答） 
○ 近年、自動車の各構造装置で電子的に制御されるものが増えていますが、これら

の装置が確実に機能するためには、日頃から適切な点検整備を行う必要があります。 
 
○ そのため、これまで各構造装置の摩耗や劣化、損傷といった、外観を点検する項

目が主だった定期点検項目に、「原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステ

ム、エアバッグ（かじ取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）等に係る

電子制御装置」の機能の確認を追加しました。具体的には、OBD に記録されてい

る、上記電子制御装置に故障がないか等の診断結果を、スキャンツールや識別表示

を用いて点検し、必要な整備を行っていただくこととなります。 
 
問２ 「車載式故障診断装置（OBD）」とはどのような装置をいいますか。 
（答） 
○ 「車載式故障診断装置（OBD）」とは、「車両に搭載される装置であって、故障を

検知し、警報装置によって故障の発生を知らせ、エンジンその他の電子制御装置内

の記録装置に記録された情報によって故障発生時の装置の作動状態を特定する機

能を有するもの」をいいます。 
 
○ また「警報装置」とは、「車両に搭載される装置であって、当該車両の運転者その

他の乗員に対し、「車載式故障診断装置（OBD）」が異常を検知したことを知らせる

もの」をいいます。このうち、運転者席において目視により容易に確認できるよう

なものを「識別表示（警告灯）」といいます。 
 
＜＜導導入入時時期期・・対対象象自自動動車車＞＞  
 問３ OBD 点検は、いつから導入されますか。                        
（答） 
○ 令和３年１０月１日より導入されました。 
 
 問４ どのような自動車が、OBD 点検の対象になりますか。            
（答） 
○ 自動車の年式等に関わらず、車載式故障診断装置が搭載されている自動車は、す

べて OBD 点検の対象となります（ただし、大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪

自動車を除く）。 
 
＜＜点点検検のの時時期期＞＞  
 問５ 対象自動車の OBD 点検の実施時期はいつですか。                     
（答） 
○ 乗用車、貨物車、特種車や自家用、事業用の区別に関係なく、12 月毎に OBD 点

検を行ってください。 
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問６ OBD 点検は車種や用途を問わず、なぜ 12 月毎とするのでしょうか。 
（答） 
○ OBD 点検は、車載式故障診断装置の「機能の確認」に相当するところ、従来の

点検基準において「機能の確認」に当たる点検の期間は 12 月からとなっているこ

とを踏まえ、12 月毎としています。 
 
○ また、自動車の各構造装置に搭載されている電子制御装置は経年劣化するところ、

車種や用途の区別による差は大きくないと考えられることから、OBD 点検の間隔

に差を設けていません。 
 
＜＜点点検検のの対対象象装装置置＞＞  
 問７ どの装置に関する OBD の診断の結果が、点検の対象になりますか。                     
（答） 
○ 対象装置は「原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステム、エアバッグ

（かじ取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、並びに衝突被害軽減制

動制御装置、自動命令型操舵機能及び自動運行装置」であり、それらに係る OBD
の診断の結果が、点検の対象となります。 

 
○ このとき、「保安基準不適合」＋「保安基準不適合のおそれ」として警報されてい

ない故障コードについては法定点検の対象外となりますが、何らかの不具合が生じ

ている可能性があるため、その結果を踏まえた適切な整備が推奨されます。 
 
＜＜点点検検のの実実施施方方法法＞＞  
 問８ どのように OBD 点検を行うのでしょうか。                                                     
（答） 
○ OBD 点検には、スキャンツールを用いて点検する方法と、診断の対象となる識

別表示を用いて点検する方法があります。 
 
＜スキャンツールを用いた点検方法＞ 
  スキャンツールの接続部を車載式故障診断装置と接続し、車載式故障診断装置の

診断の結果を読み取ることにより点検します。 
 
＜識別表示を用いた点検方法＞ 
  イグニッション電源をオンにした状態で診断の対象となる識別表示が点灯する

ことを確認し、原動機を始動させます。そして、診断の対象となる識別表示が点灯

または点滅し続けないかを目視により点検します。 
  ただし、自動車メーカー等の作成するユーザーマニュアル等により点検を行うこ

ととされている場合には、その方法により点検します。 
 
問９ スキャンツールを用いた OBD 点検の結果、どのような故障コード（DTC）

が検出された場合に、整備を行うのでしょうか。 
（答） 
○スキャンツールを用いた OBD 点検により検出された故障コード（DTC）のうち、
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整備が必要となる故障コード（DTC）は、整備要領書等を参考に判断してください。 
 
問１０ 車載式故障診断装置のスキャンツール接続コネクタが見あたりません。 
（答） 
○ 車載式故障診断装置のスキャンツール接続コネクタ(OBD ポート）の位置が分か

らない場合は、自動車メーカー等が作成した整備要領書等によって確認することが

できます。 
 
○ なお、スキャンツール接続コネクタ(OBD ポート）が装着されていない場合は、

識別表示を用いた点検方法による代替も可能です。 
 
問１１ OBD 点検の対象となる車載式故障診断装置が搭載されていない自動車は

OBD 点検を行わなくてもよいのでしょうか。 
（答） 
○ 車載式故障診断装置が搭載されていない自動車は、OBD 点検を行う必要はあり

ません。 
 
＜＜点点検検整整備備記記録録簿簿＞＞  
問１２ 自動車点検基準が改正される前の整備要領書や点検整備記録簿を OBD 点

検導入後も引き続き使用することはできますか。 
（答） 
○ 引き続き使用することは可能です。 
 
問１３ 自動車点検基準が改正される前の整備要領書や点検整備記録簿を使用す

る際、どこに OBD 点検の項目を記入すればよいですか。 
（答） 
○ 点検整備記録簿の「その他の点検･整備項目」欄に、「車載式故障診断装置の診断

の結果」を記入したうえで、点検結果を記録してください。なお、「OBD の診断の

結果」と省略して記入することも可能です。 
 
問１４ OBD 点検の結果が良好だった場合、点検整備記録簿にどのように記入す

ればよいですか。 
（答） 
○ 従来の点検項目と同様、「車載式故障診断装置の診断の結果」（OBD の診断の結

果）の点検項目欄に、レを記入してください。 
 
問１５ OBD 点検の対象以外の識別表示が点灯または点滅し続けている場合は点

検整備記録簿にどのように記入すればよいでしょうか。 
（答） 
○ OBD 点検の対象外である識別表示については、点検整備記録簿に記入する必要

はありません。 
 
○ ただし OBD 点検の対象外である装置について、整備の要否を判断し、整備を行
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った場合はその概要を記入してください。 
 
問１６ 「保安基準対象外の電子制御装置について部品交換をした場合、特定整備

記録簿への記載は行うべきでしょうか。 
（答） 
〇 ユーザーへの整備内容の正確な情報の伝達や、次回以降の点検整備を適切に実施

し保守管理に役立てる観点から、保安基準対象外の電子制御装置の整備をした際に、

法令上の義務ではありませんが、その内容を特定整備記録簿へ記載することが望ま

しいです。 
 
  
＜＜指指定定整整備備事事業業者者＞＞  
問１７ 電子制御装置整備の認証を取得していない指定整備事業者が、OBD 点検

を行い、保安基準適合証を交付することはできますか。 
（答） 
○ 令和３年１０月１日以降、電子制御装置整備の認証を取得していない指定整備事

業者が、電子制御装置整備の対象となる自動車の OBD 点検を行い、保安基準適合

証等の交付をすることはできません。 
 
○ ただし、特定整備制度の施行日（令和２年４月１日）までに、以下の運行補助装

置に係る作業（整備・改造）を全て行っていた場合に限り、引き続き、施行日から

４年を経過する日（令和６年３月３１日）まで、保安基準適合証等を交付すること

ができます。 
・スキャンツールをつないでのエーミング作業など 
・カメラ等のセンサーの取り外し、取り付け位置・角度の変更 
・ＥＣＵの取り外し、取り付け位置・角度の変更 
・グリル、パンパーの取り外し、取り付け位置・角度の変更 
・窓ガラスの取り外し、取り付け位置・角度の変更 
※自動運行装置に係る経過措置はありません。 

 
＜＜そそのの他他＞＞  
問１８ OBD 点検と OBD 検査の違いを教えてください。 
（答） 
○ OBD 点検とは、自動車の故障やトラブル防止、性能の維持を図るために行う定

期点検の項目として、令和３年１０月１日より追加された、「車載式故障診断装置

の診断の結果」の点検のことを指します。対象車両は、大型特殊自動車、被牽引自

動車及び二輪自動車以外の自動車となります。 
 
○ 一方 OBD 検査とは、令和６年１０月１日（輸入車の場合は令和７年１０月１日）

よりこれまでの車検時の検査項目に追加される、検査用スキャンツールを OBD ポ

ートに接続して故障コード（DTC）を読み取り、保安基準に適合しないものとして

自動車メーカー等よりあらかじめ提出される特定の故障コード（特定 DTC という）

と照合することにより、合否を判定する検査項目を指します。対象車両は、大型特
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殊自動車、被牽引自動車及び二輪自動車を除く自動車のうち、令和３年１０月１日

以降の新型車（輸入車の場合は令和４年１０月１日）となります。 技技術術情情報報管管理理にに係係るる手手数数料料改改正正にに関関すするる QQ＆＆AA

（答）

〇 近年急速に進化・普及している自動ブレーキ等の自動運転技術について、電子的に

制御が行われていますが、これらの装置が故障した場合には誤作動による事故等につ

ながるおそれがあります。

〇 従来の外観や測定器を使用した機能の確認を行う現行の検査（車検）は電子制御装

置の機能確認に対応していないことから、ＯＢＤ検査によってこれらの故障を確認で

きるようにし、事故を未然に防止することでクルマ社会の安全性を向上させることを

目的としています。

（答）

〇 検査対象自動車（軽自動車を含み、二輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）の新

規検査、継続検査、構造等変更検査及び予備検査における、指定整備の窓口・OSS 申

請、機構への持込検査、軽自動車の持込検査すべての申請において、令和３年の１０

月１日から４００円（現行０円のものを含む。）値上げされます。

（答）

○ 手数料については、ＯＢＤ検査に関する審査用技術情報管理事務に関する実費を徴

収することとされており、ＯＢＤ検査に係る基準の適用（新型車）が開始される令和

３年１０月から機構においてこれらの事務が発生することとなります。

○ ＯＢＤ検査の導入にあたっては、自動車メーカーから提出される技術情報を管理す

る等、検査による判定の開始前より準備が必要であり、これに伴う費用を踏まえた手

数料を徴収することとなっています。

問１ ＯＢＤ検査の目的は何か。

問２ 技術情報管理手数料（以下「手数料」という。）はいつからどの車を対象に、

どの程度値上げされるのか。

問３ ＯＢＤ検査は令和６年（２０２４年）からの開始なのに、なぜ令和３年 10 月

から手数料を徴収するのか。
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技技術術情情報報管管理理にに係係るる手手数数料料改改正正にに関関すするる QQ＆＆AA

（答）

〇 近年急速に進化・普及している自動ブレーキ等の自動運転技術について、電子的に

制御が行われていますが、これらの装置が故障した場合には誤作動による事故等につ

ながるおそれがあります。

〇 従来の外観や測定器を使用した機能の確認を行う現行の検査（車検）は電子制御装

置の機能確認に対応していないことから、ＯＢＤ検査によってこれらの故障を確認で

きるようにし、事故を未然に防止することでクルマ社会の安全性を向上させることを

目的としています。

（答）

〇 検査対象自動車（軽自動車を含み、二輪自動車及び大型特殊自動車を除く。）の新

規検査、継続検査、構造等変更検査及び予備検査における、指定整備の窓口・OSS 申

請、機構への持込検査、軽自動車の持込検査すべての申請において、令和３年の１０

月１日から４００円（現行０円のものを含む。）値上げされます。

（答）

○ 手数料については、ＯＢＤ検査に関する審査用技術情報管理事務に関する実費を徴

収することとされており、ＯＢＤ検査に係る基準の適用（新型車）が開始される令和

３年１０月から機構においてこれらの事務が発生することとなります。

○ ＯＢＤ検査の導入にあたっては、自動車メーカーから提出される技術情報を管理す

る等、検査による判定の開始前より準備が必要であり、これに伴う費用を踏まえた手

数料を徴収することとなっています。

問１ ＯＢＤ検査の目的は何か。

問２ 技術情報管理手数料（以下「手数料」という。）はいつからどの車を対象に、

どの程度値上げされるのか。

問３ ＯＢＤ検査は令和６年（２０２４年）からの開始なのに、なぜ令和３年 10 月

から手数料を徴収するのか。

(4)	技術情報管理に係る手数料改正（自動車機構に納付する４００円）に関するQ＆Aにつ

いて
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（答）

○ 先進安全装置の機能維持は、事故低減効果によりクルマ社会全体の安全性向上に資

するため、現行の検査手数料同様に、電子的な検査対象車両でなくても負担をいただ

くこととしております。（また、リコール情報の提供等、自動車を安全にお使いいた

だくためのサービスも提供していきます。）

○ なお、自動ブレーキなどの電子制御装置の機能の確認を新たに行うにあたり、ＯＢ

Ｄ検査によって、審査にかかる時間を大幅に増加させることなく対応が可能となり、

この結果として、ＯＢＤ検査の対象でない車両を含む審査業務全体の迅速化によるメ

リットもあります。

（答）

○ 大型特殊自動車と二輪車については、現状において車載式故障診断装置の搭載が進

んでいないことから、ＯＢＤ検査の対象とはなっていないところです。

○ このため、これらの車両については、審査用技術情報管理事務に係る実費が全く発

生しないことから、現時点においては手数料を徴収しないこととなっています。

（答）

○ ＯＢＤ検査に必要なものとして自動車メーカーから機構に提出される技術情報（故

障コード（ＤＴＣ）や車両との通信に係る規格等）を一元的に管理するとともに、全

国の検査場や指定工場（民間車検場）等においてＯＢＤ検査が実施（判定）できるよ

うにするためのサーバーの構築・運用や、検査用アプリケーションの開発・配信など

を行います。

問４ 「一律」とは、ＯＢＤ検査の対象車両でない場合もあてはまるのか。対象車両

でなければメリットもなく、不公平でないか。

問５ なぜ大型特殊自動車と二輪車（二輪の小型自動車）は除かれているのか。

問６ 審査用技術情報管理事務とは、具体には何をするのか。

（答）

○ 機構に持ち込みを行う場合のみならず、指定工場で検査を受ける場合（＝指定工場

において保安基準適合証を交付する場合）も対象となります。

○ これは、道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年５月２４日法律第１４号）

において定められているとおり、機構の検査現場において必要となる費用ではなく、

指定工場が利用するアプリの開発費用やサーバーの管理費用等、電子的な検査を行う

ために必要な技術情報の管理のために必要な費用であるためです。

（答）

○ 登録車の場合、

① ＯＳＳ申請については、現行の検査登録手数料と同様にオンライン決済により

② 窓口申請については、自動車審査証紙により

それぞれ納付できるよう、必要な準備を進めているところです。

自動車審査証紙については、既存の券種に加え、新たに 400 円、1700 円及び 1800

円の証紙を新たに発行することとしており、最速で８月下旬頃に証紙売捌人へ発送・

販売開始できることを見込んでいます。

○ 軽自動車の場合、ユーザー等の利便性を確保する観点から、軽自動車検査協会を通

じて納付することとしており、具体的には、現行の検査手数料と同様に

① ＯＳＳ申請については、オンライン決済により

② 窓口申請については、現金により

それぞれ納付できるよう、必要な準備を進めているところです。

問７ 新たに手数料が加わるのは、持ち込み検査だけか（＝指定工場で検査を受ける

場合は費用がかからないのか。）。

問８ 手数料の納付方法は、どのようになるのか。
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（答）

○ 先進安全装置の機能維持は、事故低減効果によりクルマ社会全体の安全性向上に資

するため、現行の検査手数料同様に、電子的な検査対象車両でなくても負担をいただ

くこととしております。（また、リコール情報の提供等、自動車を安全にお使いいた

だくためのサービスも提供していきます。）

○ なお、自動ブレーキなどの電子制御装置の機能の確認を新たに行うにあたり、ＯＢ

Ｄ検査によって、審査にかかる時間を大幅に増加させることなく対応が可能となり、

この結果として、ＯＢＤ検査の対象でない車両を含む審査業務全体の迅速化によるメ

リットもあります。

（答）

○ 大型特殊自動車と二輪車については、現状において車載式故障診断装置の搭載が進

んでいないことから、ＯＢＤ検査の対象とはなっていないところです。

○ このため、これらの車両については、審査用技術情報管理事務に係る実費が全く発

生しないことから、現時点においては手数料を徴収しないこととなっています。

（答）

○ ＯＢＤ検査に必要なものとして自動車メーカーから機構に提出される技術情報（故

障コード（ＤＴＣ）や車両との通信に係る規格等）を一元的に管理するとともに、全

国の検査場や指定工場（民間車検場）等においてＯＢＤ検査が実施（判定）できるよ

うにするためのサーバーの構築・運用や、検査用アプリケーションの開発・配信など

を行います。

問４ 「一律」とは、ＯＢＤ検査の対象車両でない場合もあてはまるのか。対象車両

でなければメリットもなく、不公平でないか。

問５ なぜ大型特殊自動車と二輪車（二輪の小型自動車）は除かれているのか。

問６ 審査用技術情報管理事務とは、具体には何をするのか。

（答）

○ 機構に持ち込みを行う場合のみならず、指定工場で検査を受ける場合（＝指定工場

において保安基準適合証を交付する場合）も対象となります。

○ これは、道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年５月２４日法律第１４号）

において定められているとおり、機構の検査現場において必要となる費用ではなく、

指定工場が利用するアプリの開発費用やサーバーの管理費用等、電子的な検査を行う

ために必要な技術情報の管理のために必要な費用であるためです。

（答）

○ 登録車の場合、

① ＯＳＳ申請については、現行の検査登録手数料と同様にオンライン決済により

② 窓口申請については、自動車審査証紙により

それぞれ納付できるよう、必要な準備を進めているところです。

自動車審査証紙については、既存の券種に加え、新たに 400 円、1700 円及び 1800

円の証紙を新たに発行することとしており、最速で８月下旬頃に証紙売捌人へ発送・

販売開始できることを見込んでいます。

○ 軽自動車の場合、ユーザー等の利便性を確保する観点から、軽自動車検査協会を通

じて納付することとしており、具体的には、現行の検査手数料と同様に

① ＯＳＳ申請については、オンライン決済により

② 窓口申請については、現金により

それぞれ納付できるよう、必要な準備を進めているところです。

問７ 新たに手数料が加わるのは、持ち込み検査だけか（＝指定工場で検査を受ける

場合は費用がかからないのか。）。

問８ 手数料の納付方法は、どのようになるのか。
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問９ 令和３年９月３０日以前に交付された有効な予備検査証により、令和３年１０月

１日以降に新規登録を行う際は、電子的な検査を行うために必要な技術情報の管理

のために必要な４００円は徴収されるのか。

（答）

○ 徴収されません。１０月１日以降の新規検査、継続検査、構造等変更検査及び

予備検査が徴収の対象となります。

○ ただし、１０月１日以降であっても予備検査証による新規登録は徴収対象とな

りません。

（答）

○ プレテストは、

①ＯＢＤ検査の実施方法に関し、検査実施者（指定整備事業場における検査員を含

む。）の習熟を図ること

②ＯＢＤ検査システムに関し、整備事業者向けの点検整備に係る追加機能の必要性

を確認すること

を目的として、手数料の徴収開始にあわせ、令和３年 10 月から令和４年３月まで実

施することを予定しているものです。

○ 具体的には、検査官及び整備事業者に対し、試作版システムを活用したＯＢＤ検査

のデモンストレーション・体験会等の機会を提供することを予定しています。

○ 検査官に対しては機構の全国の検査場（93ヶ所）において、整備事業者に対しては

各地方の自動車整備振興会（53 ヶ所）ごとに代表する整備事業場等において、それ

ぞれ実施することを想定しています。

○ なお、プレテストは検査コース外の空きスペース等で行うものであり、プレテス

トへの参加・不参加にかかわらず、車検に落ちることはありません。

（答）

〇 OSS の申請のインターフェイス受付日が令和３年 10 月 1 日以降のものを手数料納

付の対象とします（制度の運用開始にあたり、9月 30 日の申請であっても、登録車は

21:00 頃、軽自動車は 19:00 頃以降に申請されると受付日が 10 月 1 日となり、手数料

納付の対象となります。）。

問１０ 本年１０月以降に行われるプレテストはどのようなものを行う予定である

か？

問１１ OSS を使用する際の手数料の納付判定基準日は？
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問９ 令和３年９月３０日以前に交付された有効な予備検査証により、令和３年１０月

１日以降に新規登録を行う際は、電子的な検査を行うために必要な技術情報の管理

のために必要な４００円は徴収されるのか。

（答）

○ 徴収されません。１０月１日以降の新規検査、継続検査、構造等変更検査及び

予備検査が徴収の対象となります。

○ ただし、１０月１日以降であっても予備検査証による新規登録は徴収対象とな

りません。

（答）

○ プレテストは、

①ＯＢＤ検査の実施方法に関し、検査実施者（指定整備事業場における検査員を含

む。）の習熟を図ること

②ＯＢＤ検査システムに関し、整備事業者向けの点検整備に係る追加機能の必要性

を確認すること

を目的として、手数料の徴収開始にあわせ、令和３年 10 月から令和４年３月まで実

施することを予定しているものです。

○ 具体的には、検査官及び整備事業者に対し、試作版システムを活用したＯＢＤ検査

のデモンストレーション・体験会等の機会を提供することを予定しています。

○ 検査官に対しては機構の全国の検査場（93ヶ所）において、整備事業者に対しては

各地方の自動車整備振興会（53 ヶ所）ごとに代表する整備事業場等において、それ

ぞれ実施することを想定しています。

○ なお、プレテストは検査コース外の空きスペース等で行うものであり、プレテス

トへの参加・不参加にかかわらず、車検に落ちることはありません。

（答）

〇 OSS の申請のインターフェイス受付日が令和３年 10 月 1 日以降のものを手数料納

付の対象とします（制度の運用開始にあたり、9月 30 日の申請であっても、登録車は

21:00 頃、軽自動車は 19:00 頃以降に申請されると受付日が 10 月 1 日となり、手数料

納付の対象となります。）。

問１０ 本年１０月以降に行われるプレテストはどのようなものを行う予定である

か？

問１１ OSS を使用する際の手数料の納付判定基準日は？

  
 

                          令和４年３月１８日 

自動車局自動車情報課 

 
 

４４月月１１８８日日かからら新新たたなな全全国国版版図図柄柄入入りりナナンンババーーププレレーートトをを交交付付ししまますす！！ 
～事前申込の受付は３月２２日から開始します！～ 

  

新たな全国版図柄入りナンバープレートについて、４月１８日（月）から交付を開
始することとし、また、３月２２日（火）より事前申込の受付を開始することとしま
したので、お知らせいたします。 

本ナンバープレートは、ラグビーワールドカップ日本大会、東京２０２０大会特別
仕様ナンバープレートに続く、新たな全国版ナンバープレートとして、約５年間の期
間限定で交付する予定です。 

交付期間内であれば、車の購入時はもちろん、現在お乗りの自動車の車検時など、
いつでも新たな全国版図柄入りナンバープレートへ変更することが出来ます。 

 
１１．．新新たたなな全全国国版版図図柄柄入入りりナナンンババーーププレレーートトののデデザザイインン  

本ナンバープレートは、「日本を元気に」というコンセプトで全国４７都道府県の
県花がデザインされています。  

  
  
 
  
     
    ＜自家用登録車＞   ＜事業用登録車＞   ＜自家用軽自動車＞ 
 
２２．．申申込込みみ方方法法    

ご自身でウェブサイト（http://www.graphic-number.jp）からお申込みいただくか、

交付窓口もしくは、お近くのディーラー・整備工場等にご相談ください。 
 
３３．．料料金金ににつついいてて    

新たな全国版図柄入りナンバープレートの交付料金は地域により異なります。詳し

くは、国土交通省の特設ページをご確認ください。（例：東京地区 8,000 円（2 枚一組）） 
（https://www.mlit.go.jp/jidosha/zugaranumber_zenkokur4/） 

  
４４．．交交付付期期間間    
    令和４年４月１８日～令和９年４月３０日 
  
５５．．寄寄付付金金のの活活用用 
    フルカラーの図柄入りナンバープレートの申込み時にいただいた寄付金（1,000 円
以上）は、自動車事故の防止等に資する取組に活用されます。 

 ※寄付金無しの場合は、モノトーン版のナンバープレートとなります。 
 

【問い合わせ先】自動車局 自動車情報課 佐藤・柿﨑・清水 
電話：03-5253-8111（内線:41145、42103）直通：03-5253-8588 FAX：03-5253-1639 

 

(5)	4月18日から新たな全国版図柄入りナンバープレートを交付します！
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自動車の特定整備※１をするための認証（以下、「特定認証」という。）制度が

施行され、２年弱が経過いたしました。特定認証の経過措置期間の皆様が、今

後、電子制御装置整備をしていくためには、令令和和６６年年４４月月ままででに特定認証の取

得が必要となります。 

認証を取得するためには計画的な準備が必要であり、今後、申請が集中した

場合、運輸支局における審査に相応の期間を要することが予想されますので、

十十分分なな余余裕裕をを持持っったた期期間間にに申申請請をお願いいたします。 

 

 

      

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※１ 「分解整備」及び「電子制御装置整備」のいずれか又はすべてを行う整備 

※２ 電子制御装置整備の対象となる装置 

 

国土交通省自動車局 整備課 

 

特定認証を取らなくても、古い車だけ整備するから大丈夫！ 

経過措置期間終了まで時間あるから後で申請しよう。 

先進安全自動車が 

整備できない（汗） 

対象車両 

他の工場にもっていこう！ 

機機会会損損失失  

２年後、経過措置が満了 

将来的な機会損失も懸念 

思ったより割合多いかも・・・ 

現現  在在  

令令和和 66 年年 44 月月頃頃  

特特定定整整備備認認証証のの計計画画的的なな申申請請ににつついいてて（（おお願願いい））  

～～経経過過措措置置期期間間がが満満了了すするるままででああとと２２年年ととななりりままししたた～～  
 

経過措置満了後の注意点 
  

●●認認証証工工場場は特定認証を取得するまでの間、対対象象装装置置※※２２をを整整備備ででききまませせんん。。  

●●指指定定工工場場は点検・整備・検査のすべてを実施できる体制が必要であるた 

め、特定認証を取得するまでの間、電子制御装置の整備を実施しない場合 

であっても、対対象象車車両両のの車車検検入入庫庫ががででききまませせんん。。  

(6) 特定整備認証の計画的な申請について
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(7)	重要なお知らせ！！タカタ製エアバッグリコールが未実施のお客様へ

―― 180

SEKEN2022.indd   180SEKEN2022.indd   180 2022/08/24   13:18:332022/08/24   13:18:33



―― 181

SEKEN2022.indd   181SEKEN2022.indd   181 2022/08/24   13:18:332022/08/24   13:18:33


	SEKEN2022_HY1-4
	SEKEN2022_HY2-3（値段なし）



